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第ハ－15 図 「淡水取水源を水の補給源とした，第１貯水槽への水の

補給」の手順の対応フロー

水補給の判断※１ 

淡水取水源から第１貯水槽への水補給の 

準備完了 

状態監視 

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：監視 
淡水取水源から第１貯水槽への水補給の 

準備開始 

※１ 水補給の対処の移行判断 
・淡水取水源から第１貯水槽へ補給できる水が確保できる場合。 

なお，本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員及び時間
とは別に，本対応を実施するための要員及び時間を確保可能な場合に着手
する。 

淡水取水源からの水補給の開始 
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ニ．電源の確保に関する手順等 

【要求事項】 

 ＭＯＸ燃料加工事業者において、外部電源系からの電気の供給が停止し、

かつ、非常用電源設備からの電源が喪失した場合において、重大事故等に対

処するために必要な電力を確保するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

  外部電源系からの電気の供給が停止し，かつ，非常用所内電源設備から 

の電源が喪失した場合において，重大事故等に対処するために必要な電力

を確保するための対処設備を整備する。 

  ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明する。 

 

(イ) 対応手段と設備の選定 

(１) 対応手段と設備の選定の考え方 

全交流電源喪失時に重大事故等が発生した場合において，重大事故

等に対処するために必要な電力を確保する必要がある。 

また，重大事故等となった場合でも，非常用所内電源設備が健全で

あれば，重大事故等の対処に用いる。このため，フォールトツリー分

析上で，想定する故障に対処できる対応手段及び重大事故等対処設備

を選定する。（第ニ－１図） 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うための対応手

段として，自主対策設備及び資機材※１を選定する。 

※１ 資機材：防護具（全面マスク等），出入管理区画設営用資機

材，ドラム缶及び簡易ポンプについては，資機材で

あるため重大事故等対処設備としない。 
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また，選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準だ

けでなく，事業許可基準規則第三十二条及び技術基準規則第二十八条

の要求事項を満足する設備が網羅していることを確認するとともに，

自主対策設備との関係を明確にする。 

(２) 対応手段と設備の選定の結果 

上記「（１） 対応手段と設備の選定の考え方」に基づき選定した

対応手段並びに技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十二条及

び技術基準規則第二十八条からの要求により選定した対応手段とその

対応に使用する重大事故等対処設備，自主対策設備及び資機材を以下

に示す。 

全交流電源喪失時に，代替グローブボックス排気設備，代替モニタ

リング設備，制御建屋情報把握設備，制御建屋情報把握設備，情報把

握収集伝送設備及び代替通信連絡設備に必要な電源を供給する重大事

故等対処設備として，可搬型重大事故等対処設備を選定する。 

また，全交流電源喪失時において，復旧により設計基準対象の施設

の機能維持が可能である場合，ＭＯＸ燃料加工施設の状況に応じて，

自主対策設備として電源車を選定し，ＭＯＸ燃料加工施設の安全機能

を確保するために必要な電力を確保する。（第ニ－１表） 

① 全交流電源喪失時において重大事故等の対処に必要な電源の確保に 

関する対応手段及び設備 

ａ．可搬型発電機による給電 

(ａ) 対応手段 

全交流電源喪失時に，重大事故等が発生した場合において，当

該重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため，非常

用所内電源設備を代替する代替電源設備として，燃料加工建屋可
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搬型発電機，再処理施設の制御建屋可搬型発電機（以下「制御建

屋可搬型発電機」という。），情報連絡用可搬型発電機，可搬型

分電盤及び可搬型電源ケーブルを配備する。 

可搬型重大事故等対処設備による対処は，設計基準事故に対処

するための設備とは独立して単独で行う。 

可搬型発電機による給電で使用する設備は以下のとおり。 

ｉ．代替電源設備 

(ｉ) 可搬型重大事故等対処設備 

・燃料加工建屋可搬型発電機 

・制御建屋可搬型発電機（再処理施設と共用） 

・情報連絡用可搬型発電機 

・可搬型分電盤 

・可搬型電源ケーブル 

ｂ．電源車による給電 

(ａ) 対応手段 

全交流電源喪失時において，復旧により設計基準対象の施設の

機能維持が可能である場合，電源車を燃料加工建屋の6.9kＶ非常

用母線に接続し，燃料加工建屋へ給電する。 

電源車による給電は，ＭＯＸ燃料加工施設の状況に応じて，電

源車による給電によりＭＯＸ燃料加工施設の安全機能を確保する

ために必要な電力を確保する。 

電源車に必要な燃料は，非常用発電機の燃料油貯蔵タンクから

移送し補給する。 

燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母線への電源車による給電で使用

する設備は以下のとおり。 
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・電源車 

・可搬型電源ケーブル（電源車用） 

・燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母線 

・燃料加工建屋の460Ｖ非常用母線 

・非常用発電機の燃料油貯蔵タンク 

ｃ．重大事故等対処設備と自主対策設備 

(ａ) 対応手段 

代替電源設備による給電で使用する設備を可搬型重大事故等対

処設備として位置付ける。これらの選定した設備は，技術的能力

審査基準及び事業許可基準規則第三十二条並びに技術基準規則第

二十八条に要求している設備を全て網羅している。 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故に対処するた

めの電源が喪失し，重大事故等が発生した場合においても，当該

重大事故等に対処するために必要な電力を確保する。 

 また，以下の設備は地震要因の重大事故時に機能維持設計とし

ておらず，地震により機能喪失するおそれがあることから，重大

事故等対処設備とは位置付けないが，加工施設の状況によっては

事故対応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置付け

る。併せて，その理由を示す。 

・電源車 

全交流電源喪失において，設計基準事故に対処するための機能

喪失している場合は，以下の設備が損傷し，対処に必要な電源を

供給できないが，加工施設の状況によっては，燃料加工建屋の非

常用母線に給電することが可能であり，重大事故等の対処に必要

な電源を確保するための手段として有効である。（第ニ－２図） 
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・燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母線 

・燃料加工建屋の460Ｖ非常用母線 

② 全交流電源喪失以外の状態において重大事故等の対処に必要な電源

の確保に関する手順及び設備 

ａ．常設重大事故等対処設備からの給電 

(ａ) 対応手段 

全交流電源喪失以外の状態における重大事故等の対処において

は，所内電源設備を使用し，重大事故等対処設備として電力を供

給する。全交流電源喪失以外の状態において重大事故等が発生し

た場合は，通常時と同じ系統構成とし，全工程停止を行うととも

に，重大事故等への対処に必要となる設備へ給電する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ．常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と一部兼用） 

・受電開閉設備（再処理施設と共用） 

・受電変圧器（再処理施設と共用） 

・非常用電源建屋の6.9kＶ非常用主母線（再処理施設と一部共

用） 

・ユーティリティ建屋の6.9kＶ常用主母線（再処理施設と共用） 

・ユーティリティ建屋の6.9kＶ運転予備用主母線（再処理施設と

共用） 

・第２ユーティリティ建屋の6.9kＶ運転予備用主母線（再処理施

設と一部共用） 

・第２ユーティリティ建屋の6.9kＶ常用主母線（再処理施設と共

用） 

・制御建屋の6.9kＶ非常用母線（再処理施設と一部共用） 
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・制御建屋の6.9kＶ運転予備用母線（再処理施設と一部共用） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kＶ非常用母線（再

処理施設と共用） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kＶ常用母線（再処

理施設と共用） 

・低レベル廃棄物処理建屋の6.9kＶ運転予備用母線（再処理施設

と共用） 

・燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母線 

・燃料加工建屋の6.9kＶ運転予備用母線 

・燃料加工建屋の6.9kＶ常用母線 

・制御建屋の460Ｖ非常用母線（再処理施設と一部共用） 

・制御建屋の460Ｖ運転予備用母線（再処理施設と一部共用） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460Ｖ非常用母線（再

処理施設と共用） 

・低レベル廃棄物処理建屋の460Ｖ運転予備用母線（再処理施設

と共用） 

・燃料加工建屋の460Ｖ非常用母線 

・燃料加工建屋の460Ｖ運転予備用母線 

・燃料加工建屋の460Ｖ常用母線 

ｂ．重大事故等対処設備 

全交流電源喪失以外の状態において重大事故等に対処するための

設備は，所内電源設備を使用する。これらの設備は，技術的能力審

査基準及び事業許可基準規則第三十二条並びに技術基準規則第二

十八条に要求している設備を全て網羅している。 

③ 燃料給油のための対応手段及び設備 
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ａ．重大事故等の対処に用いる設備への補給 

(ａ) 対応手段 

可搬型発電機，大型移送ポンプ車，ホース展張車，運搬車，可

搬型中型移送ポンプ運搬車，ホイールローダ及び軽油用タンクロ

ーリの補機駆動用の燃料は，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽

及び軽油用タンクローリにより，必要な量を確保する。 

可搬型発電機の軽油を貯蔵する軽油貯槽は，想定する事象の進

展を考慮し，約100ｍ3の地下タンク８基により対処に必要な容量

を確保する。 

可搬型発電機，大型移送ポンプ車，ホース展張車，運搬車，可

搬型中型移送ポンプ運搬車，ホイールローダ及び軽油用タンクロ

ーリへの燃料補給で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．補機駆動用燃料補給設備 

(ⅰ) 常設重大事故等対処設備 

・軽油貯槽（再処理施設と共用） 

(ⅱ) 可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ（再処理施設と共用） 

ｂ．電源車への給油 

自主対策の対処で使用する電源車を運転するため，設計基準対象

の施設である非常用発電機の燃料油貯蔵タンクを兼用して燃料を

補給する。 

非常用発電機の燃料油貯蔵タンクへの補給で使用する設備は以下

のとおり。 

・非常用発電機の燃料油貯蔵タンク 

ｃ．重大事故等対処設備と自主対策設備 
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軽油貯槽から重大事故等の対処に用いる設備への補給で使用する

設備のうち，軽油貯槽及び軽油用タンクローリを，重大事故等対処

設備として位置付ける。 

電源車への補給で使用する設備のうち，非常用発電機の燃料油貯

蔵タンクを，自主対策設備として位置付ける。 

全交流電源喪失時において，設計基準対象の施設が機能喪失して

いる場合は，以下の設備が損傷し，対処に必要な電源を供給できな

いが，設計基準対象の施設が健全である場合においては，電源車か

らの給電により使用可能である。電源車の運転に必要となる燃料は，

非常用発電機の燃料油貯蔵タンクから補給する。 

・燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母線 

④ 手順等 

「① 全交流電源喪失時において重大事故等の対処に必要な電源の

確保に関する対応手段及び設備」，「② 全交流電源喪失以外の状態

において重大事故等の対処に必要な電源の確保に関する手順及び設備」

及び「③ 燃料給油のための対応手段及び設備」により選定した対応

手段に係る手順を整備する。 

これらの手順は，重大事故時における一連の対応として「重大事故

等発生時対応手順書」等にて整備する。（第ニ－２表） 

 

(ロ) 重大事故等時の手順 

(１) 全交流電源喪失時において重大事故等の対処に必要な電源の確保に 

関する対応手順 

① 可搬型発電機による給電 

重大事故等が発生した場合,燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可
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搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機，可搬型分電盤及び可搬型電源

ケーブルを用いて，代替グローブボックス排気設備，代替モニタリン

グ設備，制御建屋情報把握設備，制御建屋情報把握設備，情報把握収

集伝送設備及び代替通信連絡設備に給電を行う手段がある。 

全交流電源喪失の場合は，現場環境確認を行った後に対処を開始す

る。 

火山の影響により，降灰予報(「やや多量」以上)を確認した場合は，

事前の対応作業として，可搬型発電機の建屋内への移動及び除灰作業

の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作業

を実施する。 

可搬型発電機の配置概要図を第ニ－３図に示す。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，外部電源が喪失し，燃料加工建屋において非常

用所内電源設備が機能喪失したと判断した場合。（第ニ－３表） 

ｂ．操作手順 

燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機及び情報連絡

用可搬型発電機による給電の手順の概要は以下のとおり。 

手順の概要を第ニ－４図に，系統図を第ニ－５図～第ニ－７図に，

タイムチャートを第ニ－４表に，手順等の判断基準として用いる補

助パラメータを第ニ－５表に示す。 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，重大事故等対処

設備への給電開始を指示する。 

(ｂ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び再処理施設の建屋対策班

の班員（以下ニ．では「建屋対策班の班員（再処理）」という。）

は，給電に必要な資機材を燃料加工建屋可搬型発電機及び制御建
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屋可搬型発電機保管場所へ移動し，燃料加工建屋可搬型発電機及

び制御建屋可搬型発電機の健全性を確認する。 

(ｃ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，情報連絡用可搬型発電機

を移動する。 

(ｄ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策班の班員（再処

理）は，可搬型発電機から可搬型分電盤まで可搬型電源ケーブル

を敷設し，接続する。 

(ｅ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策班の班員（再処

理）は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，情

報連絡用可搬型発電機及び各重大事故等対処設備について，異臭，

発煙，破損，保護装置の動作等異常がないことを外観点検により

確認する。 

(ｆ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策班の班員（再処

理）は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機及び

情報連絡用可搬型発電機の燃料が規定油量以上であることを確認

する。 

(ｇ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策班の班員（再処

理）は，実施責任者に燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬

型発電機及び情報連絡用可搬型発電機による重大事故等対処設備

への給電準備が完了したことを報告する。 

(ｈ) 実施責任者は，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策

班の班員（再処理）に，燃料加工建屋可搬型発電機，情報連絡用

可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機による重大事故等対処設

備への給電開始を指示する。 

(ｉ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策班の班員（再処
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理）は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機及び

情報連絡用可搬型発電機を起動し，当該可搬型発電機が健全であ

ることを確認する。 

また，異臭，発煙，破損等の異常がないことを確認し，実施責

任者へ給電準備が完了したことを報告する。 

(ｊ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員及び建屋対策班の班員（再処

理）は，可搬型重大事故等対処設備への給電を実施し，実施責任

者へ給電が完了したことを報告し，各可搬型発電機の電圧計及び

燃料油計により可搬型発電機の監視を行う。 

なお，火山の影響により，対処中に降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，外部保管エリアより可搬型発電機の予備

機を運搬し，屋内に設置する。設置後の手順については，上記の

(ｄ)～(ｊ)と同じである。 

ｃ．操作の成立性 

燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，情報連絡用

可搬型発電機，可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルによる電源系

統の構築を行う。 

燃料加工建屋可搬型発電機による給電は，実施責任者，ＭＯＸ燃

料加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭＯＸ

燃料加工施設現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施設対

策班の班員４人の合計８人にて作業を実施した場合，燃料加工建屋

可搬型発電機の起動完了まで，重大事故等着手判断後２時間以内で

可能である。 

情報連絡用可搬型発電機による給電は，実施責任者，ＭＯＸ燃料

加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭＯＸ燃
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料加工施設現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施設対策

班の班員２人の合計６人にて作業を実施した場合，情報連絡用可搬

型発電機の起動完了まで，重大事故等着手判断後３時間以内で可能

である。 

制御建屋可搬型発電機による給電は，実施責任者，建屋対策班長，

要員管理班の班員３人及び情報管理班の班員３人の要員８人並び

に建屋対策班の班員（再処理）４人の合計12人にて作業を実施した

場合，制御建屋可搬型発電機の起動完了まで，重大事故等着手判断

後４時間５分以内で可能である。 

以上より，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，

情報連絡用可搬型発電機，可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルに

よる電源系統の構築は，実施責任者，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長，

ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長，ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者，

建屋対策班長，要員管理班の班員３人及び情報管理班の班員３人の

要員 11 人並びにＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員４人及び建屋対

策班の班員（再処理）４人の合計19人にて，重大事故等着手判断後

４時間５分以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍSv以

下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 
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重大事故等の対処時においては，中央監視室等との連絡手段を確

保する。 

夜間及び停電時においては，確実に移動ができるよう，可搬型照

明を配備する。 

② 電源車による給電 

全交流電源喪失において，電源復旧により設計基準対象の施設の機

能維持が可能である場合，電源車により電源を確保するため，燃料加

工建屋の6.9ｋＶ非常用母線へ給電することによりＭＯＸ燃料加工施

設の安全機能を確保するために必要な電力を確保する。 

上記給電を継続するために電源車への燃料補給を実施する。燃料の

補給手順については，「ニ．(ロ)(３) 燃料給油のための対応手順」

にて整備する。 

電源車の主要負荷を第ニ－６表に示す。 

ａ．手順着手の判断基準 

外部電源が喪失し，設計基準事故に対処するための設備である非

常用発電機２台がともに自動起動及び手動起動できないが，電源復

旧により設計基準対象の施設の機能維持が可能である場合（燃料加

工建屋の6.9ｋＶ非常用母線へ給電）。 

ｂ．操作手順 

電源車による燃料加工建屋の6.9ｋＶ非常用母線への給電手順は

以下のとおり。 

手順の成功は燃料加工建屋の母線電圧低の警報が復帰することに

より確認する。 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加工

施設対策班の班員に電源車を用いた母線への給電開始を指示する。 
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(ｂ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，給電に必要な資機材を電

源車へ移動し，電源車の健全性を確認する。 

(ｃ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，電源車から母線の接続口

までのアクセスルートの健全性を確認する。 

(ｄ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，電源車から母線まで可搬

型電源ケーブル（電源車用）を敷設し，接続口に接続する。 

(ｅ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，電源車から非常用発電機

の燃料油貯蔵タンクに燃料供給用のホースを敷設し，接続口に接

続，補給を開始する。 

(ｆ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，母線及び電源車について

異臭，発煙，破損，保護装置の動作等異常がないことを外観点検

により確認する。 

(ｇ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，実施責任者に電源車によ

る母線への給電準備が完了したことを報告する。 

(ｈ) 実施責任者はＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員に母線の各遮断

器の開放操作を指示する。 

(ｉ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，母線の遮断器の開放操作

を行い実施責任者に各操作が完了したことを報告する。 

(ｊ) 実施責任者は，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員へ各負荷の停

止確認及び各遮断器の開放操作を指示するとともに，動的負荷の

自動起動防止のために措置を指示する。 

(ｋ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，実施責任者に各負荷の停

止確認，各遮断器の開放操作及び動的負荷の自動起動防止のため

の措置を行い，措置が完了したことを報告する。 

(ｌ) 実施責任者は，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員に電源車によ
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る母線への給電開始を指示する。 

(ｍ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，電源車を起動し，電源車

の発電機電圧及び燃料油液位を確認し，電源車が健全であること

を確認する。 

また，異臭，発煙，破損等の異常ないことを確認した上で，受

電遮断器を投入することで母線への給電を実施し，母線電圧を確

認した後に，実施責任者へ給電が完了したことを報告する。 

(ｎ) 実施責任者は，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員へ給電操作開

始を指示する。 

(ｏ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，各遮断器の投入操作が完

了したことを実施責任者へ報告し，電源車の発電機電圧及び燃料

油液位の監視を行う。 

(ｐ) 実施責任者は，燃料加工建屋の母線電圧低の警報が復帰してい

ることを確認することにより，電源車からの給電が成功している

ことを判断する。 

タイムチャートを第ニ－７表に，系統概要図を第ニ－８図に示す。 

電源車を用いた燃料加工建屋の6.9ｋＶ非常用母線への給電の手

順は以下のとおり。 

電源車を用いた燃料加工建屋の6.9ｋＶ非常用母線の電源隔離か

ら電源車起動及び運転状態の確認を実施責任者，ＭＯＸ燃料加工施

設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭＯＸ燃料加工

施設現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施設対策班の班

員８人の合計12人にて作業を実施した場合，電源車の起動完了まで，

要員の確保及び本対策の実施判断後１時間以内で実施する。本対応

は，対処に用いる系統の健全性を確認し，対処に必要となる要員が
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確保できた場合に着手を行うこととしているため，重大事故等対処

設備を用いた対処に悪影響を及ぼすことはない。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍSv以

下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことによ

り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

重大事故等の対処時においては，中央監視室等との連絡手段を確

保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

(２) 全交流電源喪失以外の状態において重大事故等の対処に必要な電源 

の確保に関する対応手順 

① 常設重大事故等対処設備からの給電 

重大事故等の対処において，外部放出抑制設備，代替消火設備，放

射線監視設備，試料分析関係設備，環境管理設備，情報把握収集伝送

設備，所内通信連絡設備が必要となる場合は，全交流電源喪失以外の

状態において対処するため，受電開閉設備，受電変圧器，高圧母線及

び低圧母線を使用し，電源を確保する手順に着手する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，燃料加工建屋において下記項目を確認し，所内

電源設備が機能維持されていると判断した場合。（第ニ－３表） 
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(ａ) 所内電源設備の異常を示す警報が発報していないこと。 

(ｂ) 非常用発電機２台及び第１非常用ディーゼル発電機２台が待機

状態であり，故障警報が発報していないこと。 

(ｃ) 非常用発電機１台又は第１非常用ディーゼル発電機１台が点検

等により待機除外時であっても，残りの１台は待機状態で故障警

報が発報していないこと。 

なお，対処に用いる系統は，警報の確認により，対処可能な系

統を選択する。 

ｂ．操作手順 

所内電源設備が健全な場合，通常運転を維持するために下記項目

を中央監視室等にて確認する。手順の概要を第ニ－４図に示す。 

(ａ) 所内電源設備の異常を示す警報が発報していないこと。 

(ｂ) 非常用発電機２台及び第１非常用ディーゼル発電機２台が待機

状態であり，故障警報が発報していないこと。 

(ｃ) 非常用発電機１台又は第１非常用ディーゼル発電機１台が点検

等により待機除外時であっても，残りの１台は待機状態で故障警

報が出ていないこと。 

ｃ．操作の成立性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことによ
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り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

全交流電源喪失以外の状態における重大事故等の対処は，中央監

視室等にて本対策実施判断後速やかに確認する。 

重大事故等の対処時においては，中央監視室等との連絡手段を確

保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

(３) 燃料給油のための対応手順 

① 重大事故等の対処に用いる設備に対する補機駆動用燃料補給設備に

よる給油手順 

ａ．重大事故等の対処に用いる設備への給油 

重大事故等の対処に用いる燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可

搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車に燃料を

補給するため，軽油貯槽と軽油用タンクローリを接続し，軽油用タン

クローリの車載タンクへ燃料を補給する。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。 

また，軽油用タンクローリから可搬型発電機，大型移送ポンプ車の

近傍のドラム缶へ燃料を補給した後，ドラム缶から燃料加工建屋可搬

型発電機，情報連絡用可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機及び大型

移送ポンプ車へ燃料を補給する。 

なお，可搬型発電機の初期の燃料は満タンである前提とし，大型移

送ポンプ車の初回の燃料補給は，当該設備の運搬時に軽油貯槽から行

う前提とする。 
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可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，ホイールロ

ーダ及び軽油用タンクローリへの燃料の補給は，軽油貯槽から随時行

う。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

〔軽油貯槽から軽油用タンクローリへの補給〕 

重大事故等において，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬

型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車を使用す

る場合。 

〔ドラム缶から燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，

情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車への補給〕 

燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，情報連絡用

可搬型発電機及び大型移送ポンプ車の運転開始前に燃料が規定油

量以上であることを確認した上で，運転を行う。運転開始後は，燃

料保有量と消費量を考慮し，算出した時間※１内で定期的に燃料補給

を行う。 

※１ 燃料補給の時間は以下のとおりである。 

燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，情報連絡

用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車が枯渇する前に燃料補給の

作業に着手する。 

・燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，情報連絡

用可搬型発電機：運転開始後１時間30分以内 

・大型移送ポンプ車：運転開始後１時間以内 

(ｂ) 操作手順 

軽油用タンクローリから燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可

搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車への
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燃料の補給手順は以下のとおり。 

手順の概要を第ニ－４図に，系統概要図を第ニ－８図に，タイム

チャートを第ニ－８表に示す。 

〔軽油貯槽から軽油用タンクローリへの燃料の補給〕 

ⅰ． 実施責任者は全交流電源喪失した場合，燃料加工建屋可搬型発

電機，制御建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機，大型移

送ポンプ車を用いて重大事故等への対処を行うにあたり，軽油貯

槽から軽油用タンクローリへの軽油の補給開始を指示する。 

ⅱ． ＭＯＸ燃料加工施設の建屋外対応班の班員（以下ニ．では「建

屋外対応班の班員（ＭＯＸ）」という。）及び再処理施設の建屋

外対応班の班員（以下ニ．では「建屋外対応班の班員（再処理）」

という。）は，補給操作に必要な資機材を車両保管場所へ移動し，

軽油用タンクローリの健全性を確認する。 

ⅲ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，軽油貯槽の注油計量器の注油ノズルを軽油用タンクロー

リの車載タンクに挿入する。 

ⅳ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，軽油用タンクローリ付属の各バルブ等を操作し，軽油用

タンクローリの車載タンクへの補給を開始する。 

ⅴ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，車載タンクへの給油量（満タン）を目視等により確認し，

補給を停止する。 

ⅵ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，軽油用タンクローリ付属の各バルブ等を操作し，補給を

完了する。 
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ⅶ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，実施責任者に，軽油貯槽から軽油用タンクローリへの補

給完了を報告する。 

〔軽油用タンクローリから燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可

搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車への

燃料の補給〕 

ⅷ． 実施責任者は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発

電機，情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車を用いて重

大事故等への対処を行うにあたり，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の

班員及び建屋外対応班の班員（再処理）に軽油用タンクローリに

よる燃料の補給開始を指示する。 

ⅸ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機及び

大型移送ポンプ車の近傍に準備したドラム缶付近へ軽油用タンク

ローリを配備する。 

ⅹ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，ドラム缶の蓋を開放し，ピストルノズルをドラム缶の給

油口に挿入する。 

ⅺ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，車載ポンプを作動し，軽油用タンクローリからドラム缶

へ燃料の補給を開始する。 

ⅻ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処

理）は，給油量（満タン）を目視で確認し，車載ポンプを停止す

る。 

ⅹⅲ． 建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処
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理）は，軽油用タンクローリの各バルブの操作を実施し，ピスト

ルノズルを取外しドラム缶の蓋を閉止する。 

ⅹⅳ． ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員，建屋対策班の班員（再処理），

建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処理）

は，ドラム缶の蓋を開け，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋

可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車へ

簡易ポンプ等により燃料を補給する。 

ⅹⅴ． ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員，建屋対策班の班員（再処理），

建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処理）

は，附属する燃料タンクの油面計等により，給油量（満タン）を

目視で確認し，燃料の補給を終了する。 

ⅹⅵ． ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員，建屋対策班の班員（再処理），

建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び建屋外対応班の班員（再処理）

は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，情報連

絡用可搬型発電機及び大型移送ポンプ車に附属する燃料タンクの

蓋及びドラム缶の蓋を閉止し，実施責任者に補給対象設備への補

給完了を報告する。 

その後，燃料保有量と消費量を考慮し，算出した時間内で定期

的に燃料補給を行う。 

なお，火山降灰時には，ドラム缶の燃料を携行缶等を用いて可

搬型発電機へ補給する。 

※可搬型発電機等の７日間連続運転を継続させるために，軽油

用タンクローリの車載タンクの軽油の残量及び可搬型発電機

等の運転時の補給間隔に応じて，操作手順(ⅱ.)～(ⅹⅵ．)を

繰り返す。 
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(ｃ) 操作の成立性 

〔軽油貯槽から軽油用タンクローリへの燃料の補給〕 

軽油貯槽から軽油用タンクローリへの燃料の補給は，実施責任者，

建屋外対応班長，要員管理班の班員３人及び情報管理班の班員３人の

要員８人並びに建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）１人及び建屋外対応班

の班員（再処理）３人の合計12人にて作業を実施した場合，軽油用タ

ンクローリの準備，移動後１時間15分以内で可能である。 

なお，軽油用タンクローリは，ＭＯＸ燃料加工施設にて１台，再処

理施設にて３台使用する。 

〔軽油用タンクローリからドラム缶，ドラム缶から可搬型発電機，大 

型移送ポンプ車への燃料の補給〕 

燃料加工建屋可搬型発電機の近傍のドラム缶への燃料の補給は，実

施責任者，建屋外対応班長，要員管理班の班員３人及び情報管理班の

班員３人の要員８人並びに建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）１人の合計

９人にて作業を実施した場合，軽油用タンクローリの準備，移動作業

開始後１時間50分以内，２回目以降の軽油用タンクローリからドラム

缶への燃料の補給は，14時間20分以内の間隔で燃料の補給が可能であ

る。 

再処理施設の可搬型発電機の近傍のドラム缶への燃料の補給は，実

施責任者，建屋外対応班長，要員管理班の班員３人及び情報管理班の

班員３人の要員８人並びに建屋外対応班の班員（再処理）２人の合計

10人にて作業を実施した場合，軽油用タンクローリの準備，移動作業

開始後９時間55分以内，２回目以降の軽油用タンクローリからドラム

缶への燃料の補給は，実施責任者，建屋外対応班長，要員管理班の班

員３人及び情報管理班の班員３人の要員８人並びに建屋外対応班の班
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員（再処理）１人の合計９人にて作業を実施した場合，９時間15分以

内の間隔で燃料の補給が可能である。 

ＭＯＸ燃料加工施設における大型移送ポンプ車の近傍のドラム缶へ

の燃料の補給は，実施責任者，建屋外対応班長，要員管理班の班員３

人及び情報管理班の班員３人の要員８人並びに建屋外対応班の班員

（ＭＯＸ）１人の合計９人にて作業を実施した場合，軽油用タンクロ

ーリの準備，移動作業開始後７時間55分以内，２回目以降の軽油用タ

ンクローリからドラム缶への燃料の補給は，２時間50分以内の間隔で

燃料の補給が可能である。 

再処理施設における大型移送ポンプ車近傍のドラム缶への燃料の補

給は，実施責任者，建屋外対応班長，要員管理班の班員３人及び情報

管理班の班員３人の要員８人並びに建屋外対応班の班員（再処理）２

人の合計10人にて作業を実施した場合，軽油用タンクローリの準備，

移動作業開始後15時間55分以内，２回目以降の軽油用タンクローリか

ら大型移送ポンプ車近傍のドラム缶への燃料の補給は，12時間25分以

内の間隔で燃料の補給が可能である。 

運転開始後に，近傍に設置したドラム缶の燃料が枯渇するまでに燃

料補給を実施する。 

ドラム缶から燃料加工建屋可搬型発電機及び情報連絡用可搬型発電

機への燃料の補給は，実施責任者，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者の

要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員４人の合計８人にて

作業を実施した場合，ドラム缶への燃料の補給後１時間30分以内で可

能である。 

ドラム缶から制御建屋可搬型発電機への燃料の補給は，実施責任
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者，建屋対策班長，要員管理班の班員３人及び情報管理班の班員３人

の要員８人並びに建屋対策班の班員（再処理）４人の合計12人にて作

業を実施した場合，ドラム缶への燃料の補給後１時間30分以内で可能

である。 

ドラム缶から大型移送ポンプ車への燃料の補給は，実施責任者，建

屋外対応班長，要員管理班の班員３人及び情報管理班の班員３人の要

員８人並びに建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）６人及び建屋外対応班の

班員（再処理）４人の合計18人にて作業を実施した場合，ドラム缶へ

の燃料の補給後１時間以内で可能である。 

以上より，軽油用タンクローリ４台の準備，移動，軽油貯槽から軽

油用タンクローリの車載タンクへの燃料補給，軽油用タンクローリの

車載タンクから可搬型発電機及び大型移送ポンプ車近傍のドラム缶へ

の燃料補給並びにドラム缶からの燃料補給は，実施責任者，ＭＯＸ燃

料加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長，ＭＯＸ燃料

加工施設現場管理者，建屋対策班長，建屋外対応班長，要員管理班の

班員３人及び情報管理班の班員３人の要員12人並びにＭＯＸ燃料加工

施設対策班の班員４人，建屋対策班の班員（再処理）４人，建屋外対

応班の班員（ＭＯＸ）７人及び建屋外対応班の班員（再処理）７人の

合計34人で実施する。 

燃料加工建屋可搬型発電機は運転開始後16時間30分，情報連絡用可

搬型発電機は運転開始後11時間30分，制御建屋可搬型発電機は運転開

始後12時間30分，大型移送ポンプ車は運転開始後２時間50分が燃料枯

渇までの時間であることから，燃料が枯渇することなく対処が可能で

ある。 

作業に当たっては，円滑に作業できるように移動経路を確保した上

7－添1－200



で，可搬型照明により必要な照明設備を確保し，代替通信連絡設備に

より通信連絡手段を確保して作業を行う。また，定期的に周辺環境の

放射線測定を行い，作業環境に応じた防護具を着用し作業を行う。 

可搬型発電機及び大型移送ポンプ車の近傍のドラム缶への燃料が枯

渇するまでの時間を示す。 

・燃料加工建屋可搬型発電機近傍のドラム缶：16時間50分 

・再処理施設の可搬型発電機近傍のドラム缶：22時間10分 

・ＭＯＸ燃料加工施設の大型移送ポンプ車近傍のドラム缶：３時

間10分 

・再処理施設の大型移送ポンプ車近傍のドラム缶：12時間50分 

可搬型発電機及び大型移送ポンプ車を起動後，可搬型発電機等の燃

料が枯渇するまでの主な設備の時間を以下に示す。 

・燃料加工建屋可搬型発電機：16時間30分 

・情報連絡用可搬型発電機：11時間30分 

・制御建屋可搬型発電機：12時間30分 

・大型移送ポンプ車：２時間50分 

ｂ．電源車に対する燃料給油のための手順 

重大事故等の対処に必要となる電源車に補給するため，非常用発電

機の燃料油貯蔵タンクに燃料供給用のホースを接続し，電源車の車載

タンクへ補給する。なお，補給の間隔については，電源車の車載タン

クの残量が少なくなった場合，電源車の車載タンクへ自動で補給する

ため，連続して供給することが可能である。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

〔非常用発電機の燃料油貯蔵タンクから電源車の車載タンクへの燃料

の補給〕 
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重大事故等の自主対策として電源車を使用する場合。 

(ｂ) 操作手順 

非常用発電機の燃料油貯蔵タンクから電源車への燃料の補給手順は

以下のとおり。 

ⅰ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，燃料供給用のホースを電

源車から非常用発電機の燃料油貯蔵タンクの間に配置する。 

ⅱ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，非常用発電機の燃料油貯

蔵タンクと電源車の燃料供給用のポンプをホースにて接続する。

また，燃料供給配管のバルブを開とする。 

ⅲ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，電源車の燃料供給用のポ

ンプのスイッチが「切」であることを確認のうえ，電源車の燃料

供給用のポンプの電源ケーブルを電源車へ接続する。 

ⅳ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，燃料供給ポンプのスイッ

チが「自動」であることを確認する。 

補助パラメータを第ニ－５表に，タイムチャートを第ニ－７表に，

手順の概要を第ニ－４図に，系統概要図を第ニ－８図に示す。 

(ｃ) 操作の成立性 

〔非常用発電機の燃料油貯蔵タンクから電源車の車載タンクへの燃料

の補給〕 

非常用発電機の燃料油貯蔵タンクから電源車への燃料補給準備完了

は，実施責任者，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設

情報管理班長及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者の４人，ＭＯＸ燃料

加工施設対策班の班員４人の合計８人で作業を実施した場合，要員の

確保，本対策の実施判断後，30分以内で可能である。 

また，電源車の車載タンクの残量が少なくなった場合，燃料供給用
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のポンプにより非常用発電機の燃料油貯蔵タンク，非常用発電機の燃

料油貯蔵タンクから車載タンクへ自動で燃料を補給するため，連続し

て燃料供給することが可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍSv以下

とすることを目安に管理する。 

重大事故等の対処時においては，中央監視室等との連絡手段を確保

する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

(４) その他の手順項目について考慮する手順 

電源設備からの電源供給を受ける閉じ込める機能の喪失に対処する

ための設備の詳細については，「イ．核燃料物質等を閉じ込める機能

の喪失に対処するための手順等」にて整備する。 

電源設備からの電源供給を受ける監視測定設備に必要となる設備の

詳細については，「ホ．監視測定等に関する手順等」にて整備する。 

電源設備からの電源供給を受ける情報把握設備及び通信連絡設備に

必要となる設備の詳細については，「ト．通信連絡に関する手順等」

にて整備する。 
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第ニ－２表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する対応手順，対処設備，手順書一覧(１／３)  

分

類  

機能喪失 を

想定する 設

計基準事 故

対処設備  

対

応
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対処設備  手順書  

全

交

流

電

源

喪

失

時

に

お

け

る

重

大

事

故

等

の

対

処  

非

常

用

所

内

電
源

設

備

の
非

常

用

発

電

機 

可

搬

型

発

電

機
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給

電 

・燃料加 工建屋可 搬型発電 機  

・制御建 屋可搬型 発電機（ 再処理施 設

と共用）  

・情報連 絡用可搬 型発電機  

・可搬型 分電盤  

・可搬型 電源ケー ブル  

・第１軽 油貯槽  

・第２軽 油貯槽  

・軽油用 タンクロ ーリ  
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等
対

処
設

備 
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故
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第ニ－２表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する対応手順，対処設備，手順書一覧(２／３)  

分

類  

機能喪失

を想定す

る設計基

準事故対

処設備  

対

応

手
順 

対処設備  手順書  

全

交

流
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喪
失
以
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の

状

態

に
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け
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－ 常
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処

設

備

か

ら

の

給

電 

・受電開 閉設備  

・受電変 圧器  

・ 非 常 用 電 源 建 屋 の 6.9kＶ 非 常 用 主

母線  

・ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋 の 6.9kＶ 常 用

主母線  

・ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋 の 6.9kＶ 運 転

予備用主 母線  

・ 第 ２ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋 の 6.9kＶ

運転予備 用主母線  

・ 第 ２ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋 の 6.9kＶ

常用主母 線  

・制御建 屋の 6.9kＶ非常用 母線  

・ 制 御 建 屋 の 制 御 建 屋 の 6.9kＶ 運 転

予備用母 線  

・使用 済 燃料の受 入れ施設 及び貯蔵 施

設の 6.9kＶ非常用 母線  

・使用 済 燃料の受 入れ施設 及び貯蔵 施

設の 6.9kＶ常用母 線  

・ 低 レ ベ ル 廃 棄 物 処 理 建 屋 の 6.9kＶ

運転予備 用母線  

・ Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設 の 6.9kＶ 非 常

用母線  

・ Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設 の 6.9kＶ 運 転

予備用母 線  

・ Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設 の 6.9kＶ 常 用

母線  

・制御建 屋の 460Ｖ非常用 母線  

・制御建 屋の 460Ｖ運転予 備用母線  

・使用 済 燃料の受 入れ施設 及び貯蔵 施

設の 460Ｖ非常用 母線  

・低レベ ル廃棄物 処理建屋 の 460Ｖ 運

転予備用 母線  

・ＭＯＸ 燃料加工 施設の 460Ｖ非常用

母線  

・ＭＯＸ 燃料加工 施設の 460Ｖ運転予

備用母線  

・ＭＯＸ 燃料加工 施設の 460Ｖ常用母

線  
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第ニ－２表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する対応手順，対処設備，手順書一覧(３／３) 

分

類  

機能喪失
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処 

非

常

用

所

内

電
源

設

備

の
非

常

用

発

電

機 

電
源

車
に

よ
る
非

常

用

所

内

電

源

設

備

へ

の
給
電 

・電源車  

・可搬型 電源ケー ブル（電 源車用）  

・ＭＯＸ 燃料加工 施設の 6.9kＶ非常 用

母線  

・ Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設 の 460Ｖ 非 常 用

母線  

・非常用 発電機の 燃料油貯 蔵タンク  

 

－ － 
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着
手

の
判

断
基

準
実

施
判

断
の

判
断

基
準

そ
の

他
の

判
断

基
準

　
（

系
統

選
択

の
判

断
）

可
搬

型
発

電
機

に
よ

る
電

源
の

確
保

以
下

①
～

③
に

よ
り

全
交

流
電

源
喪

失
し

た
場

合
①

外
部

電
源

喪
失

②
非

常
用

発
電

機
の

全
台

故
障

③
電

気
設

備
の

損
傷

以
下

を
確

認
後

，
直

ち
に

実
施

す
る

。
①

燃
料

油
　

既
定

量
以

上
②

可
搬

型
発

電
機

電
圧

　
正

常
③

異
音

，
異

臭
，

破
損

等
の

異
常

な
し

－

火
山

の
影

響
に

よ
る

降
灰

に
対

す
る

電
源

の
確

保
火

山
の

降
灰

予
報

（
「

や
や

多
量

」
以

上
）

を
確

認
し

た
場

合
確

認
後

，
直

ち
に

実
施

す
る

。
－

火
山

の
影

響
に

よ
る

降
灰

に
対

す
る

除
灰

可
搬

型
発

電
機

の
運

転
開

始
後

，
１

時
間

3
0
分

以
内

に
巡

視
し

，
火

山
の

影
響

に
よ

る
降

灰
を

確
認

し
た

場
合

確
認

後
，

直
ち

に
実

施
す

る
。

－

電
源

車
（

自
主

対
策

設
備

）
を

用
い

た
電

源
の

確
保

以
下

①
～

②
に

よ
り

全
交

流
電

源
が

喪
失

し
，

③
の

状
況

の
場

合
①

外
部

電
源

喪
失

②
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の
全

台
故

障
③

電
源

盤
及

び
電

路
等

が
健

全

準
備

完
了

後
，

設
備

の
状

況
に

よ
り

実
施

す
る

。
①

燃
料

油
　

既
定

量
以

上
②

電
源

車
電

圧
　

正
常

③
異

音
，

異
臭

，
破

損
等

の
異

常
な

し

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
。

ま
た

，
現

場
確

認
結

果
及

び
事

故
発

生
直

前
で

の
電

源
系

統
の

保
守

の
状

況
を

確
認

し
，

給
電

可
能

な
系

統
を

選
択

す
る

。

全
交

流
電

源
喪

失
以

外
の

状
態

に
お

い
て

重
大

事
故

等
の

対
処

に
必

要
な

電
源

の
確

保

常
設

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

よ
る

電
力

の
確

保

以
下

①
～

③
に

よ
り

電
源

設
備

が
健

全
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
場

合
①

非
常

用
所

内
電

源
設

備
の

電
圧

が
正

常
で

あ
る

こ
と

②
非

常
用

発
電

機
及

び
第

１
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

が
待

機
状

態
（

健
全

）
で

あ
る

こ
と

③
非

常
用

発
電

機
１

台
又

は
第

1
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

が
点

検
等

に
よ

り
待

機
除

外
時

で
あ

っ
て

も
，

　
他

の
非

常
用

発
電

機
１

台
が

待
機

状
態

で
故

障
警

報
が

発
報

し
て

い
な

い
こ

と

①
～

③
に

つ
い

て
電

気
設

備
の

健
全

性
を

確
認

後
，

直
ち

に
実

施
す

る
。

①
6
.
9
ｋ

V
非

常
用

母
線

　
正

常
②

非
常

用
発

電
機

関
連

の
故

障
警

報
発

報
無

し
③

非
常

用
発

電
機

が
点

検
等

に
よ

り
待

機
除

外
時

で
あ

っ
て

も
，

他
の

非
常

用
発

電
機

１
台

は
待

機
状

態
で

故
障

警
報

が
発

報
な

し

系
統

の
警

報
を

確
認

し
，

対
処

可
能

な
系

統
を

選
択

す
る

。

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

の
給

油
重

大
事

故
等

の
対

処
の

た
め

可
搬

型
発

電
機

を
使

用
す

る
場

合
準

備
完

了
後

，
直

ち
に

実
施

す
る

。
－

可
搬

型
発

電
機

へ
の

給
油

可
搬

型
発

電
機

の
運

転
開

始
後

，
燃

料
が

減
少

し
て

い
た

場
合

以
下

を
目

視
確

認
後

，
直

ち
に

実
施

す
る

。
①

燃
料

既
定

量
以

下
－

第
ニ

－
３

表
　

各
対

策
で

の
判

断
基

準

重
大

事
故

等
の

対
処

の
た

め
に

必
要

な
燃

料
の

給
油

手
順

全
交

流
電

源
喪

失
時

に
お

い
て

重
大

事
故

等
に

対
処

す
る

た
め

に
必

要
な

電
源

の
確

保
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実
施
責
任
者

１
人

―

d

1
3

計
器
監
視

燃
料
の
補
給

計
器
監
視
，
可
搬
型
発
電
機
へ
の
燃
料

の
補
給

制
御
室
４
班
，
制
御
室
５
班

４
人

－

制
御
建
屋
可
搬

型
発
電
機
に
よ

る
給
電

燃
料
加
工
建
屋

可
搬
型
発
電

機
，
情
報
連
絡

用
可
搬
型
発
電

機
に
よ
る
給
電

７
情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
に

よ
る
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設

備
へ
の
給
電

情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
起
動

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
２
班
）

２
人

0
:
3
0

運
転
開
始
後
に
,
燃
料
加
工

建
屋
可
搬
型
発
電
機
近
傍
に

設
置
し
た
ド
ラ
ム
缶
の
燃
料

が
枯
渇
す
る
ま
で
に
燃
料
補

給
を
実
施
す
る
。

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
１
班
，
２
班
）

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
１
班
）

４
燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
発
電
機
に

よ
る
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設

備
へ
の
給
電

燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
発
電
機
起
動

２
人

0
:
3
0

1
0

－
要
員
管
理
班
，
情
報
管
理
班

各
３
人

－

運
転
開
始
後
に
,
近
傍
に
設
置
し

た
ド
ラ
ム
缶
の
燃
料
が
枯
渇
す

る
ま
で
に
燃
料
補
給
を
実
施
す

る
。

９
－

実
施
責
任
者
，
建
屋
対
策
班
長

各
１
人

－

２
人

制
御
室
２
班

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
起
動

可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
制
御
建
屋

へ
の
給
電

1
2

0
:
1
0

2
:
5
0

２

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
起
動
準
備

制
御
室
４
班
，
制
御
室
２
班

４
人

1
1

可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
制
御
建
屋

へ
の
給
電
準
備

３
燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
発
電
機
に

よ
る
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設

備
へ
の
給
電
準
備

可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
・
接
続

４
人

５
情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
に

よ
る
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設

備
へ
の
給
電
準
備

情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
の
運
搬

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
２
班
）

２
人

第
ニ
－
４
表
　
可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
給
電
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト

１

要
員
数

――

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
長
，

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
情
報
管
理
班
長
，

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
現
場
管
理
者

各
１
人

―

経
過
時
間
（
時
間
）

1
:
0
0

対
策

作
業
番
号

作
業

所
要
時
間

（
時
：
分
）

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

備
考

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

0
:
3
0

情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
に

よ
る
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設

備
へ
の
給
電
準
備

情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
の
設
置

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
２
班
）

２
人

0
:
3
0

運
転
開
始
後
に
,
近
傍
に
設

置
し
た
ド
ラ
ム
缶
の
燃
料
が

枯
渇
す
る
ま
で
に
燃
料
補
給

を
実
施
す
る
。

６ ８
計
器
監
視

燃
料
の
補
給

計
器
監
視
，
可
搬
型
発
電
機
へ
の
給
油

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
１
班
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
７
班
）

４
人

－

▽
作

業
着

手
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第ニ－５表 重大事故等対処設備を活用する手順等の判断基準として

用いる補助パラメータ 

 

〔重大事故等対処設備〕 

事象分類 設備 補助パラメータ 

全交流電源喪失 

燃料加工建屋可搬型発電機 
電圧計 

燃料油計 

情報連絡用可搬型発電機 
電圧計 

燃料油計 

制御建屋可搬型発電機（再処理施設と共用） 
電圧計 

燃料油計 

燃料加工建屋の非常用所内電源設備 6.9ｋＶ非常用母線電圧 

第１軽油貯槽（再処理施設と共用） 燃料油液位計 

第２軽油貯槽（再処理施設と共用） 燃料油液位計 

軽油用タンクローリ（再処理施設と共用） 燃料油液位計 

 
〔自主対策設備〕 

事象分類 設備 補助パラメータ 

自主対策 電源車 発電機電圧計 
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給電対象 主要負荷 

燃料加工建屋の 6.9kＶ非常用母線 外部放出抑制設備 

情報把握収集伝送設備 

放射線監視設備 

環境管理設備 

所内通信連絡設備 

 
 

 

第ニ－６表 電源車の主要負荷 
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３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

電
源

車
運

転
状

態
確

認

燃
料

供
給

用
ホ

ー
ス

敷
設

・
接

続
４

人
Ｃ

班
，

Ｄ
班

２
人

0
:
1
0

作
業

番
号

１ ２

－ －
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設
対

策
班

長
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
情
報

管
理

班
長

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設
現

場
管

理
者

Ｂ
班

，
Ｃ

班
４

人
－

第
ニ

－
７

表
　

電
源

車
に

よ
る

給
電

の
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

対
策

作
業

要
員

数
所

要
時

間
（

時
：

分
）

経
過

時
間

（
時

間
）

備
　
　
　
　
考

2
4
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

7
7
:
0
0

8
3
:
0
0

8
4
:
0
0

電
源

車
に

よ
る

燃
料

加
工

建
屋

へ
の

給
電

準
備

電
源

隔
離

（
燃

料
加

工
建

屋
）

Ａ
班

２
人

0
:
5
0

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
（

電
源

車
用

）
敷

設
・

接
続

Ｂ
班

２
人

0
:
5
0

3
:
0
0

3
0
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

7
5
:
0
0

7
6
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

0
:
3
0

電
源

車
起

動
Ｂ

班
電

源
車

に
よ

る
燃

料
加

工
建

屋
へ

の
給

電

各
負

荷
へ

の
給

電

各
負

荷
起

動
Ａ

班
，

Ｄ
班

４
人

1
:
3
0

燃
料

加
工

建
屋

の
6
.
9
ｋ

Ⅴ
非

常
用

母
線

復
電

Ａ
班

２
人

0
:
3
0

電
源

車
に

よ
る

燃
料

加
工

建
屋

へ
の

給
電

の
実

施
責

任
者

等

実
施

責
任

者
１

人
－

各
１

人
－

電
源
車

に
よ
る

燃
料
加

工
建
屋

へ
の
給

電

全
交
流
電
源
喪
失
に
お
い
て
，
設
計

基
準
対
処
の
施
設
が
機
能
維
持
し
て

い
る
場
合

要
員

の
確

保
，

本
対

策
の

実
施

判
断

後
，

電
源

車
を

用
い

た
燃

料
加

工
建

屋
の

6
.
9
ｋ
Ｖ
非
常
用
母
線
へ
の
給
電
を
開
始
す
る
。
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1
8

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
中
型
移
送

ポ
ン
プ
へ
の
燃
料
の
補
給

(
分
離
建
屋
，
精
製
建
屋
及
び
ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
排
水
用
１
台
，
高
レ

ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
用
１
台
並
び
に
前

処
理
建
屋
排
水
用
１
台
)

建
屋
外
２
班
，

建
屋
外
３
班

４
－

建
屋
外
２
班

２
－

燃
料
補

給

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
の
運
搬

建
屋
外
2
班

建
屋
外
3
班

４

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
発
電
機
用

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給
及
び

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
排
気
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
気
象
監
視
測

定
設
備
用
１
台
，
緊
急
時
対
策
建
屋
用
１
台
，

環
境
監
視
測
定
設
備
用
９
台
及
び
情
報
把
握
計

装
設
備
可
搬
型
発
電
機
２
台
）

燃
料
給
油
班
②

１
2
:
1
0

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
タ
ン
ク
へ
の
燃
料
補

給
及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
中
型
移
送

ポ
ン
プ
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の

補
給
及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

(
分
離
建
屋
，
精
製
建
屋
及
び
ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
排
水
用
１
台
，
高
レ

ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
用
１
台
並
び
に
前

処
理
建
屋
排
水
用
１
台
)

燃
料
給
油
班
②

１
1
:
0
0

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
発
電
機
へ

の
燃
料
の
補
給

（
排
気
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
気
象
監
視
測

定
設
備
用
１
台
，
緊
急
時
対
策
建
屋
用
1
台
，

環
境
監
視
測
定
設
備
用
９
台
及
び
情
報
把
握
計

装
設
備
可
搬
型
発
電
機
２
台
）

―
各
対
処
要
員

建
屋
外
２
班

建
屋
外
３
班

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

9
:
3
0

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
タ
ン
ク
へ
の
燃
料
補

給
及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

燃
料
給
油
班
①

－

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
の
運
搬

第
ニ

－
８

表
　

軽
油

貯
槽

か
ら

の
燃

料
の

移
送

の
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

（
１

／
２

）

▽
事

象
発

生

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

8
:
0
0

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
準
備
・
移
動

燃
料
給
油
班
①

１
0
:
3
0

9
:
3
0

第
１
軽
油
貯
槽
及
び
第
２
軽
油
貯
槽
か
ら
可
搬

型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）

へ
の
燃
料
の
補
給
及
び
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
の
運
搬

(
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
用
１
台
，

分
離
建
屋
，
精
製
建
屋
及
び
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト

ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
用
１
台
，
高
レ
ベ
ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
用
1
台
並
び
に
前
処
理
建

屋
用
1
台
)

建
屋
外
１
班

１
－

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
中
型
移
送

ポ
ン
プ
へ
の
燃
料
の
補
給

(
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
用
1
台
，
分

離
建
屋
，
精
製
建
屋
及
び
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ

ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
用
1
台
，
高
レ
ベ
ル
廃
液

ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
用
1
台
並
び
に
前
処
理
建
屋

用
1
台
)

建
屋
外
１
班

１
－

－
実
施
責
任
者
，

建
屋
外
対
応
班

長
各
１
人

－ －
１

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
へ
の
燃
料
の
補
給

(
第
１
貯
水
槽
取
水
用
３
台
並
び
に
建
物
放
水

用
２
台
)

建
屋
外
１
班

２
－

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

設
備
の
使
用
開
始
後
は
，
1
時
間
に
1
0
分
の

間
隔
で
ド
ラ
ム
缶
か
ら
の
給
油
を
実
施
す

る
。

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給

及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

(
第
１
貯
水
槽
取
水
用
３
台
並
び
に
建
物
放
水

用
２
台
)

燃
料
給
油
班
①

１
－ －

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
へ
の
燃
料
の
補
給

（
第
１
貯
水
槽
給
水
用
1
台
，
建
物
放
水
用
１

台
及
び
敷
地
外
水
源
か
ら
貯
水
槽
へ
の
水
補
給

用
２
台
）

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

設
備
の
使
用
開
始
後
は
，
１
時
間
に
1
0
分

の
間
隔
で
ド
ラ
ム
缶
か
ら
の
給
油
を
実
施

す
る
。

初
回
の
燃
料
補
給
は
大
型
移
送
ポ
ン
プ
車

の
運
搬
時
に
行
う
。

初
回
の
燃
料
補
給
の
み
。

定
期
的
な
燃
料
補
給
は
，
他
の
軽
油
用
タ

ン
ク
ロ
ー
リ
で
実
施
。

初
回
の
燃
料
補
給
の
み
。

定
期
的
な
燃
料
補
給
は
，
他
の
軽
油
用
タ

ン
ク
ロ
ー
リ
で
実
施
。

－
要
員
管
理
班
，

情
報
管
理
班

各
３
人

－

初
回
の
燃
料
補
給
は
中
型
移
送
ポ
ン
プ
の

運
搬
時
に
行
う
。

４

軽
油
貯

槽
か
ら

の
燃
料

の
移
送

初
回
の
燃
料
補
給
は
大
型
移
送
ポ
ン
プ
車

の
運
搬
時
に
行
う
。

対
策

作
業

番
号

作
業

要
員

数
所

要
時

間
（

時
：

分
）

経
過

時
間

（
時

間
）

備
　

　
　

　
考

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

9
:
0
0

1
8
:
0
0

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
準
備
・
移
動

燃
料
給
油
班
②

１
0
:
3
0

燃
料
給
油
班
②

１
－

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給

及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
第
１
貯
水
槽
給
水
用
１
台
，
建
物
放
水
用
１

台
及
び
敷
地
外
水
源
か
ら
貯
水
槽
へ
の
水
補
給

用
２
台
）

燃
料
給
油
班
②

１

※
軽

油
タ
ン
ク

ロ
ー
リ
に
て
，
軽

油
を
要

す
る
設

備
用

の
容

器
（
ド

ラ
ム
缶

等
）
へ

燃
料

を
補

給
す
る
。
補

給
完

了
後

は
，
設

備
設

置

場
所

を
巡

回
し
，
燃

料
の

補
給

を
継

続
す
る
。

※
建
屋
外
対
応
班
員
が
機
器
の
監
視
を
行
い
な

が
ら
，
燃
料
の
補
給
を
継
続
す
る
。
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容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
へ
の
燃
料
の
補
給

（
敷
地
外
水
源
か
ら
貯
水
槽
へ
の
水
補
給
用
１

台
）

軽
油
貯

槽
か
ら

の
燃
料

の
移
送

3
1

燃
料

補
給

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
準
備
・
移
動

3
2

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
タ
ン
ク
へ
の
燃
料
補

給
及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

3
4

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
の
運
搬

3
5

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
の
運
搬

軽
油
貯

槽
か
ら

の
燃
料

の
移
送

１
人

0
:
1
0

3
6

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
準
備
・
移
動

3
7

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
タ
ン
ク
へ
の
燃
料
補

給
及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

3
8

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給

及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

(
第
１
貯
水
槽
取
水
用
２
台
並
び
に
建
物
放
水

用
２
台
)

4
:
3
0

建
屋
外
対
応
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
８

班
）

１
人

0
:
3
0

建
屋
外
対
応
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
８

班
）

1
人

－

建
屋
外
対
応
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
８

班
）

1
人

－

燃
料

補
給

3
9

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
大
型
移
送
ポ
ン
プ

車
へ
の
燃
料
の
補
給

(
第
１
貯
水
槽
取
水
用
１
台
並
び
に
建
物
放
水

用
１
台
)

建
屋
外
Ｅ
班

建
屋
外
Ｆ
班

４
人

－

4
0

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

建
屋
外
対
応
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
８

班
）

１
人

0
:
3
0

建
屋
外
対
応
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
８

班
）

１
人

1
:
1
0

建
屋
外
対
応
班

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
８

班
）

3
3

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
発
電
機
用

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給
及
び

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
建
屋
）

▽
事

象
発

生

1
8
:
0
0

1
7
:
0
0

対
策

作
業

要
員

数
所

要
時

間
（

時
：

分
）

経
過

時
間

（
時

間
）

備
　

　
　

　
考

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

作
業

番
号

軽
油
貯

槽
か
ら

の
燃
料

の
移
送

燃
料

補
給

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
タ
ン
ク
へ
の
燃
料
補

給
及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

燃
料
給
油
班
③

1
人

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
空
気
圧
縮

機
へ
の
燃
料
の
補
給

（
分
離
建
屋
用
１
台
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス

固
化
建
屋
用
１
台
並
び
に
精
製
建
屋
及
び
ウ
ラ

ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
用
１
台
）

－
各
対
処
要
員

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
発
電
機
へ

の
燃
料
の
補
給

（
使
用
済
燃
料
の
受
け
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
用
１

台
及
び
環
境
監
視
測
定
設
備
用
３
台
）

－
各
対
処
要
員

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
発
電
機
用

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給
及
び

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
使
用
済
燃
料
の
受
け
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
用
1

台
及
び
環
境
監
視
測
定
設
備
用
3
台
）

2
4

2
5

2
6

2
7

1
9

2
0

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
発
電
機
用

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給
及
び

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
前
処
理
建
屋
用
１
台
，
分
離
建
屋
用
１
台
，

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
用
１

台
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
用
１

台
，
排
気
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
環
境
監
視

測
定
設
備
用
１
台
及
び
制
御
建
屋
用
１
台
）

燃
料
給
油
班
③

1
人

1
:
1
0

－

排
気
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
環
境
監
視

測
定
設
備
用
１
台
は
，
２
回
目
以
降
の
燃

料
補
給
は
，
本
項
の
給
油
サ
イ
ク
ル
で
実

施
す
る
。

排
気
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
環
境
監
視

測
定
設
備
用
１
台
の
初
回
の
燃
料
補
給

は
，
他
の
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
で
実

施
。

2
1

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
空
気
圧
縮

機
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給

及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
分
離
建
屋
用
１
台
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス

固
化
建
屋
用
１
台
並
び
に
精
製
建
屋
及
び
ウ
ラ

ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
用
１
台
）

燃
料
給
油
班
③

1
人

0
:
3
0

－
設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

2
9

3
0

1
:
0
5

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
空
気
圧
縮

機
へ
の
燃
料
の
補
給

（
前
処
理
建
屋
用
１
台
及
び
可
搬
型
計
測
ユ

ニ
ッ
ト
用
空
気
圧
縮
機
用
１
台
）

－
各
対
処
要
員

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
発
電
機
へ

の
燃
料
の
補
給

（
気
象
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
環
境
監
視
測

定
設
備
用
５
台
，
緊
急
時
対
策
所
用
１
台
及
び

情
報
把
握
計
装
設
備
可
搬
型
発
電
機
２
台
）

－
各
対
処
要
員

－

2
8

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
発
電
機
用

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給
及
び

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
気
象
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
環
境
監
視
測

定
設
備
用
５
台
，
緊
急
時
対
策
所
用
１
台
及
び

情
報
把
握
計
装
設
備
可
搬
型
発
電
機
２
台
）

燃
料
給
油
班
③

1
人

1
:
1
5

２
回
目
以
降
の
燃
料
補
給
。

初
回
の
燃
料
補
給
は
，
他
の
軽
油
用
タ
ン

ク
ロ
ー
リ
で
実
施
。

－

1
6
:
0
0

第
ニ

－
８

表
　

軽
油

貯
槽

か
ら

の
燃

料
の

移
送

の
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

（
２

／
２

）

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

2
2

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
準
備
・
移
動

燃
料
給
油
班
③

1
人

0
:
3
0

建
屋
外
Ｇ
班

２
人

－

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

設
備
の
使
用
開
始
後
は
，
１
時
間
に
1
0
分

の
間
隔
で
ド
ラ
ム
缶
か
ら
の
給
油
を
実
施

す
る
。

2
3

燃
料
給
油
班
③

1
人

環
境
監
視
測
定
設
備
用
３
台
は
，
２
回
目

以
降
の
燃
料
補
給
，
本
項
の
給
油
サ
イ
ク

ル
で
実
施
す
る
。

環
境
監
視
測
定
設
備
用
３
台
の
初
回
の
燃

料
補
給
は
，
他
の
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ

で
実
施
。

軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
か
ら
可
搬
型
空
気
圧
縮

機
用
容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
へ
の
燃
料
の
補
給

及
び
軽
油
用
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
の
移
動

（
前
処
理
建
屋
用
１
台
及
び
可
搬
型
計
測
ユ

ニ
ッ
ト
用
空
気
圧
縮
機
用
１
台
）

燃
料
給
油
班
③

1
人

0
:
2
5

－

容
器
（
ド
ラ
ム
缶
等
）
か
ら
可
搬
型
発
電
機
へ

の
燃
料
の
補
給

（
前
処
理
建
屋
用
１
台
，
分
離
建
屋
用
１
台
，

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
用
１

台
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
用
１

台
，
排
気
監
視
測
定
設
備
用
１
台
，
環
境
監
視

測
定
設
備
用
１
台
及
び
制
御
建
屋
用
１
台
）

－
各
対
処
要
員

－
設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

初
回
の
燃
料
補
給
は
大
型
移
送
ポ
ン
プ
車

の
運
搬
時
に
行
う
。

建
屋
外
F
班

２
人

1
:
3
0

建
屋
外
A
班

建
屋
外
B
班

４
人

設
備
の
使
用
開
始
後
，
容
器
（
ド
ラ
ム
缶

等
）
か
ら
燃
料
を
補
給
す
る
。

設
備
の
使
用
開
始
後
は
，
１
時
間
に
1
0
分

の
間
隔
で
ド
ラ
ム
缶
か
ら
の
給
油
を
実
施

す
る
。

※
軽

油
タ
ン
ク

ロ
ー
リ
に
て
，
軽

油
を
要

す
る
設

備
用

の
容

器
（
ド

ラ
ム
缶

等
）
へ

燃
料

を
補

給
す
る
。
補

給
完

了
後

は
，
設

備
設

置

場
所

を
巡

回
し
，
燃

料
の

補
給

を
継

続
す
る
。

※
建
屋
外
対
応
班
員
が
機
器
の
監
視
を
行
い
な

が
ら
，
燃
料
の
補
給
を
継
続
す
る
。
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全
交

流
電

源
の

喪
失

外
部

電
源

喪
失

非
常
用

発
電
機

※
１

動
的
機
器
の

多
重
故

障
※

２
地

震

※
１

※
２

凡
例

Ｏ
Ｒ

Ａ
Ｎ
Ｄ

重
大
事
故

等
に
対
処

す
る
た

め
に
必

要
な

電
源

の
確

保
①
可
搬

型
発
電
機

を
用
い

た
電
源

の
確

保
②
全
交

流
電
源
喪

失
以
外

の
状
態

に
お

い
て

重
大

事
故
等
の

対
処
に

必
要
な

電
源

の
確

保

第
ニ

－
１

図
全

交
流

電
源

喪
失

の
フ
ォ
ー

ル
ト
ツ
リ
ー

分
析

※
２

外
部

電
源

①

非
常
用
発

電
機

起
動
不
能

非
常

用
電

力
供

給
設

備

非
常

用
電

力
供

給
設

備
の

損
傷

※
１

※
２

非
常
用
所

内
電
源
設

備
の

機
能
喪

失

②

7－添1－215



 

  

 

 

6.
9k
Ｖ
非
常
用
母
線
Ｂ
 

 

第
ニ
－
２
図
 
電
源
車
に
よ
る
燃
料
加
工
建
屋
の

6.
9k
Ｖ
非
常
用
母
線
へ
の
給
電
の
系
統
図
 

一
般
負
荷
 

一
般
負
荷
 

Ｇ
 

非
常
用
 

発
電
機

 
Ｇ
 

非
常
用
 

発
電
機

 

46
0Ｖ

非
常
用
母
線
Ａ
 
※
１
 

6.
9k
Ｖ
非
常
用
母
線
Ａ
 

46
0Ｖ

非
常
用
母
線
Ｂ
 
※
１
 

動
力
用
 

変
圧
器
 

凡
例
 

遮
断
器
 

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備 

工 程 室 排 気 設 備 

工 程 室 排 気 設 備 
グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備 

電 源 車 接 続 口 

電 源 車 接 続 口 

電
源
車
 

接
続
口
 

建 屋 排 風 機 

建 屋 排 風 機 

6.
9ｋ

Ｖ
運
転
予
備
用
主
母
線
か
ら
 
 
 

 
 
  

 
 
 
 
 
 

6.
9ｋ

Ｖ
常
用
主
母
線
か
ら
 
 
 

 
 
  

 
 
（
注
）
本
範
囲
の
設
備
は
，
燃
料
加
工
建
屋
に
係
る
設
備
で
あ
る
。
 

6.
9k
Ｖ
 

運
転
予
備
用
母
線
 

6.
9k
Ｖ
 

常
用
母
線
 

46
0Ｖ

 
運
転
予
備
用
母
線
 

46
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

対
処
範
囲

 

※
１
 
ダ
ン
パ
操
作
回
路
，
通
信
連
絡
設
備
等
へ
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※
１

　
燃

料
加

工
建

屋
可

搬
型

発
電

機
の

故
障

時
及

び
待

機
除

外
時

の
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
２

台
，

情
報

連
絡

用
可

搬
型

発
電

機
の

故
障

時
及

び
待

機
除

外
時

の
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
３

台
に

つ
い

て
は

，
当

該
エ

リ
ア

に
保

管
す

る
。

な
お

，
容

量
に

つ
い

て
は

対
処

用
の

可
搬

型
発

電
機

と
同

様
で

あ
る

。

※
１

※
１

故
障

時
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
用

制
御

建
屋

可
搬

型
発

電
機

約
8
0
k
V
A
×

１
台

対
処

用
制

御
建

屋
可

搬
型

発
電

機
約

8
0
k
V
A
×

１
台

対
処

用
燃

料
加

工
建

屋
可

搬
型

発
電

機
約

5
0
k
V
A
×

１
台

対
処

用
情

報
連

絡
用

可
搬

型
発

電
機

約
３

k
V
A
×

２
台

故
障

時
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
用

制
御

建
屋

可
搬

型
発

電
機

約
8
0
k
V
A
×

１
台

第
ニ

－
３

図
　

可
搬

型
発

電
機

配
置

概
要

図
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第
ニ

－
４

図
電

源
給

電
確

保
の

手
順

の
概

要

凡
例

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
監
視

※
５ 火

山
の
影

響
に
よ
り

，
降

灰
予

報
（
「
や

や
多

量
」

以
上
）
が

確
認

さ
れ

た
場
合
は

，
屋

内
に

可
搬
型
発

電
機

の
運

搬
可

搬
型
発

電
機
の
運

転
開

始
後

，
火
山
に

よ
る

降
灰

を
確
認
し

た
場

合
は
，

除
灰
作
業

の
対

応

※
４ 異

臭
，
発

煙
，
破
損

，
保

護
装

置
の
動
作

等
の

異
常

有
無

可
搬
型
発
電
機
の
起
動

及
び
健
全
性
確
認機

能
維
持
し
て
い
る

機
能
喪

失
し

て
い
る
※

１

可
搬

型
発
電
機
に
よ
る

電
源
の
確
保
※
５

軽
油
貯
槽
及

び
軽
油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

へ
の

補
給

ド
ラ
ム
缶
か

ら
可
搬
型

発
電

機
へ

の
補

給

軽
油
用
タ
ン

ク
ロ
ー
リ

か
ら

ド
ラ

ム
缶
へ

の
補
給

資
機
材
の
準
備

可
搬

型
発
電
機
の
準
備
※
３
，
健

全
性
確
認

可
搬

型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
等
の

敷
設
，
接
続

軽
油
貯
槽
か
ら

軽
油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

へ
の
補
給
に

お
け
る
資

機
材

の
準

備
軽
油
用
タ
ン
ク

ロ
ー
リ

の
健

全
性

確
認

軽
油
用
タ
ン

ク
ロ
ー
リ

か
ら

可
搬
型
発
電
機

へ
の
補
給

の
準

備

可
搬

型
発
電
機
に
よ
る

対
応

手
順
へ
移
行

燃
料
補

給
の

た
め
の

対
応

手
順
へ

移
行

重
大

事
故
対
処
用
母
線
，
個
別
対

策
設

備
及
び
可
搬
型
発
電
機
の
設

備
点

検
※
４

，
燃
料
油
の
確
認

重
大

事
故
等

対
処
の
着

手

所
内

電
源
設

備
が
機
能

維
持

し
て

い
る
か

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

に
よ
る
給
電

※
１ 設

備
の
状

況
を
確
認

し
，

以
下

の
状
況
を

満
足

し
な

い
場
合

・
所

内
電
源

設
備
の
異

常
を

示
す

警
報
が
発

報
し

て
い

な
い
こ
と

。
・

非
常

用
発

電
機
２
台

及
び

第
１

非
常
用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電
機
２

台
が

待
機
状

態
で
あ
り

，
故

障
警

報
が
発
報

し
て

い
な

い
こ
と
。

・
非

常
用
発

電
機
１
台

又
は

第
１

非
常
用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電
機
１

台
が

点
検
等

に
よ
り
待

機
除

外
時

で
あ
っ
て

も
，

残
り

の
１
台
は

待
機

状
態
で

故
障
警
報

が
発

報
し

て
い
な
い

こ
と

。

※
３ 情

報
連
絡

用
可
搬
型

発
電

機
の

運
搬
を
含

む
。

全
交

流
電
源

喪
失
で
あ

る
か

※
２

電
源
車
に
よ
る

電
源
確
保
が
で
き
る
か
※
６

電
源
車
の
補
給
※
７

各
母
線
及
び
電
源
車
の

設
備
点
検
，
※
４

遮
断
器
の
開
放
操
作
，

隔
離
操
作

電
源
車
の
起
動
，
健
全
性
確
認
，

各
母
線
へ
の
給
電

各
負
荷
の
遮
断
機
投
入

Y
ES

Y
ES

N
O

N
O

電
源
車
に
よ
る
電
源
の
確
保

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設

電
源
給
電
監
視

※
６ 電

源
車
の

状
態
，
非

常
用

の
高

圧
母
線
及

び
低

圧
母

線
が
健
全

で
あ

る
か
判

断

※
７ 非

常
用
発

電
機
の
燃

料
タ

ン
ク

か
ら
電
源

車
の

車
載

タ
ン
ク
へ

の
補

給
を
行

う
。

※
２ 外

部
電
源

喪
失
か
つ

非
常

用
発

電
機
の
機

能
喪

失
（

自
動
起
動

失
敗

）
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第
ニ

－
５

図
 

系
統

図
（

燃
料

加
工

建
屋

可
搬

型
発

電
機

）
 

 

2
0
0
Ｖ

 

 Ｇ
 

可
搬

型
分

電
盤

 

可 搬 型 排 気 モ ニ タ リ ン グ 設 備 

可
搬

型
分

電
盤
 

1
0
0
Ｖ

 

 凡
例

 

：
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
そ
の
他
の
設
備

 

：
接
続
口

 

燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
発
電
機

 

可 搬 型 排 風 機 付 フ ィ ル タ ユ ニ ッ ト 

燃 料 加 工 建 屋 可 搬 型 情 報 収 集 装 置 

燃
料
加
工
建
屋

 
可 搬 型 排 気 モ ニ タ リ ン グ 用 

デ ー タ 伝 送 装 置 

（
建
屋
境
界
）

 

衛 星 携 帯 電 話 （ 屋 内 用 ） 

ト ラ ン シ ー バ （ 屋 内 用 ） 
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第
ニ

－
６

図
 

系
統

図
（

情
報

連
絡

用
可

搬
型

発
電

機
）

 

 Ｇ
 

1
0
0
Ｖ

 

衛 星 携 帯 電 話 （ 屋 内 用 ） 

情
報
連
絡
用

 

可
搬
型
発
電
機
Ａ

 

 凡
例

 

：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
そ
の
他
の
設
備

 

：
接
続
口

 

 

制 御 建 屋 可 搬 型 情 報 表 示 装 置 

（ 燃 料 加 工 建 屋 ） 

制
御

建
屋

 

（
建
屋
境
界
）

 

 Ｇ
 

1
0
0
Ｖ

 

ト ラ ン シ ー バ （ 屋 内 用 ） 

制 御 建 屋 可 搬 型 情 報 収 集 装 置

（ 燃 料 加 工 建 屋 ） 

情
報
連
絡
用

 

可
搬
型
発
電
機
Ｂ

 

7－添1－220



 

 

                

       

第
ニ

－
７

図
 
系

統
図

（
制

御
建

屋
可

搬
型

発
電

機
）

 

 

2
0
0
Ｖ

 

制
御

建
屋

 

代 替 通 信 連 絡 設 備 

1
0
0
Ｖ

 

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機

 

Ｇ
 

情 報 把 握 計 装 設 備 ※ １ 

1
0
0
Ｖ

 

代 替 制 御 建 屋 

中 央 制 御 室 換 気 設 備 

代 替 制 御 建 屋 

中 央 制 御 室 換 気 設 備 

可
搬

型
分

電
盤

 

（
建
屋
境
界
）

 

※
１
 
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
で
は
，
 

制
御
建
屋
情
報
把
握
設
備
と
い
う
 

 凡
例

 

：
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
そ
の
他
の
設
備

 

：
接
続
口

 

7－添1－221



軽油貯槽

軽油用タンク

ローリ

（車載タンク）
可搬型発電機

大型移送ポンプ車

ホース展張車

運搬車

ホイールローダ

第ニ－８図 補機駆動用燃料補給設備の系統概要図

軽油用タンク

ローリ

可搬型中型移送

ポンプ運搬車

電源車
非常用発電機の

燃料タンク

凡例

：対象設備

：その他の設備
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ホ．監視測定等に関する手順等 

【要求事項】 

１ ＭＯＸ燃料加工事業者において、重大事故等が発生した場合に工場等及

びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）においてＭＯＸ燃料加工施設か

ら放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並び

にその結果を記録するために必要な手順等が適切に整備されているか、又

は整備される方針が適切に示されていること。 

２ ＭＯＸ燃料加工事業者は、重大事故等が発生した場合に工場等において

風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録するために必

要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「ＭＯＸ燃料加工施設から放出される放射性物質の濃

度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために

必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）重大事故等が発生した場合でも、工場等及びその周辺（工場等の周辺

海域を含む。）において、モニタリング設備等により、ＭＯＸ燃料加工

施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定

し、並びにその結果を記録するために必要な手順等を整備すること。 

ｂ）常設モニタリング設備は、代替交流電源設備からの給電を可能とする

こと。 

ｃ）敷地外でのモニタリングは、他の機関との適切な連携体制を構築する

こと。 

7－添1－223



２ 事故後の周辺汚染により測定ができなくなることを避けるため、バック

グラウンド低減対策手段を検討しておくこと。 

 

重大事故等が発生した場合にＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される

放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録す

るための設備を整備する。また，風向，風速その他の気象条件を測定し，及

びその結果を記録するための設備を整備する。 

ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明する。 

 

(イ) 対応手段と設備の選定 

(１) 対応手段と設備の選定の考え方 

重大事故等が発生した場合において，ＭＯＸ燃料加工施設から大気

中へ放出される放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並

びにその結果を記録するための対応手段と重大事故等対処設備を選定

する（第ホ－１図～第ホ－３図）。 

また，重大事故等が発生した場合に，敷地内において風向，風速そ

の他の気象条件を測定し，及びその結果を記録するための対応手段と

重大事故等対処設備を選定する（第ホ－４図）。 

重大事故等対処設備の他に，柔軟な事故対応を行うための対応手段

と自主対策設備を選定する。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準だけでな

く，事業許可基準規則第三十三条及び技術基準規則第三十七条の要求

機能を満足する設備が網羅されていることを確認するとともに，重大

事故等対処設備及び自主対策設備との関係を明確にする。 

(２) 対応手段と設備の選定の結果 
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上記「(１) 対応手段と設備の選定の考え方」に基づき選定した対

応手段並びに技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十三条及び

技術基準規則第三十七条からの要求により選定した対応手段とその対

応に使用する重大事故等対処設備，資機材及び自主対策設備を以下に

示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準設備，対応に使用する重大事故

等対処設備，自主対策設備及び整備する手順についての関係を第ホ－

１表に整理する。 

① 放射性物質の濃度及び線量の測定の対応手段及び設備 

ａ．ＭＯＸ燃料加工施設における放射性物質の濃度の測定 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合に，ＭＯＸ燃料加工施設において放

射性物質の濃度を測定する手段がある。  

地震起因による機器の損壊，故障，その他の異常により，電源

供給が確認できない場合は，代替電源設備の燃料加工建屋可搬型

発電機を放射性物質の濃度の測定で使用する設備に接続して，対

処に必要な電力を確保する。 

放射性物質の濃度の測定で使用する設備及び給電に使用する設

備は以下のとおり。 

代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発電機に必要な燃料は，補

機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽から軽油用タンクローリを用い

て移送する。 

ⅰ．放射線監視設備 

・排気モニタリング設備（設計基準対象の施設と兼用） 

排気モニタ 
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・工程室排気ダクト（設計基準対象の施設と兼用） 

・グローブボックス排気ダクト（設計基準対象の施設と兼用） 

・排気筒（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅱ．試料分析関係設備 

・放出管理分析設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 アルファ線用放射能測定装置 

 ベータ線用放射能測定装置 

ⅲ．代替モニタリング設備 

・可搬型排気モニタリング設備 

可搬型ダストモニタ 

・可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 

ⅳ．代替試料分析関係設備 

・可搬型放出管理分析設備 

可搬型放射能測定装置 

ⅴ．代替グローブボックス排気設備 

 ・可搬型ダクト 

ⅵ．受電開閉設備 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

ⅶ．高圧母線 

・6.9kＶ運転予備用主母線 

・6.9kＶ常用主母線 

・6.9kＶ常用母線 

・6.9kＶ非常用母線 

ⅷ．低圧母線 
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・460Ｖ非常用母線 

・460Ｖ常用母線 

ⅸ．代替電源設備 

・燃料加工建屋可搬型発電機 

ⅹ．補機駆動用燃料補給設備 

・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

ⅺ．緊急時対策建屋情報把握設備 

・情報収集装置 

・情報表示装置 

・データ収集装置(燃料加工建屋) 

・データ表示装置(燃料加工建屋) 

ⅻ．制御建屋情報把握設備 

・制御建屋データ収集装置 

・制御建屋データ表示装置 

・制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

xⅲ．情報把握収集伝送設備 

・燃料加工建屋データ収集装置 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ＭＯＸ燃料加工施設において放射性物質の濃度の測定に使用 

する設備のうち，放射線監視設備の排気モニタリング設備（排気

モニタ），工程室排気ダクト，グローブボックス排気ダクト，排

気筒及び試料分析関係設備の放出管理分析設備（アルファ線用放

射能測定装置及びベータ線用放射能測定装置）を常設重大事故等
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対処設備として位置付ける。また，代替モニタリング設備の可搬

型排気モニタリング設備（可搬型ダストモニタ），可搬型排気モ

ニタリング用データ伝送装置，代替試料分析関係設備の可搬型放

出管理分析設備（可搬型放射能測定装置）及び代替グローブボッ

クス排気設備の可搬型ダクトを，可搬型重大事故等対処設備とし

て配備する。 

ＭＯＸ燃料加工施設において放射性物質の濃度の測定で使用す

る設備に必要な電力を給電する設備のうち，受電開閉設備等を，

常設重大事故等対処設備として設置する。また，代替電源設備の

燃料加工建屋可搬型発電機を，可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 

代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発電機に必要な燃料を補給

する設備のうち，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽を，常設重

大事故等対処設備として設置する。また，軽油用タンクローリを，

可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

ＭＯＸ燃料加工施設において放射性物質の濃度の測定で使用す

る設備の測定値を監視及び記録する設備のうち，緊急時対策建屋

情報把握設備の情報収集装置及び情報表示装置を常設重大事故等

対処設備として設置し，緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収

集装置（燃料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）並

びに情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋データ収集装置を常設

重大事故等対処設備として位置付ける。また，制御建屋情報把握

設備の制御建屋データ収集装置及び制御建屋データ表示装置を，

常設重大事故等対処設備として設置する。さらに，制御建屋情報

把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋）及び制
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御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）を，可搬型重大事故

等対処設備として配備する。 

これらの選定した設備は，技術的能力審査基準，事業許可基準

規則第三十三条及び技術基準規則第三十七条に要求される設備と

して全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により，ＭＯＸ燃料加工施設から大

気中へ放出される放射性物質の濃度を監視し，及び測定し，並び

にその結果を記録できる。 

また，以下の設備は地震により機能喪失するおそれがあること

から，重大事故等対処設備とは位置付けないが，機能が維持され

ている場合は，迅速性の観点から事故対応に有効な設備であるた

め，自主対策設備として位置付ける。なお，自主対策設備が機能

喪失した場合は，重大事故等対処設備を用いて対処を行うため，

重大事故対策に悪影響を及ぼすことはない。 

・放射性物質の濃度及び線量の測定に用いる設計基準対象の設備 

ｂ．周辺監視区域における放射性物質の濃度及び線量の測定 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合に，周辺監視区域において放射性物

質の濃度及び線量を測定する手段がある。 

地震起因による機器の損壊，故障，その他の異常により，電源

供給が確認できない場合は，可搬型環境モニタリング用発電機を

放射性物質の濃度及び線量の測定で使用する設備に接続して，対

処に必要な電力を確保する。 

放射性物質の濃度及び線量の測定で使用する設備及び給電に使

用する設備は以下のとおり。 
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可搬型環境モニタリング用発電機及び監視測定用運搬車に必要

な燃料は，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽から軽油用タンク

ローリを用いて移送する。系統図を第ホ－５図に示す。 

ⅰ．放射線監視設備 

・環境モニタリング設備（設計基準対象の施設と兼用） 

モニタリングポスト 

ダストモニタ 

ⅱ．試料分析関係設備 

・環境試料測定設備（設計基準対象の施設と兼用） 

核種分析装置 

ⅲ．環境管理設備 

放射能観測車（搭載機器：空間放射線量率測定器，中性子線

用サーベイメータ，ダストサンプラ，よう素サンプラ及び放

射能測定器）（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅳ．代替モニタリング設備 

・可搬型環境モニタリング設備 

可搬型線量率計 

可搬型ダストモニタ 

・可搬型環境モニタリング用データ伝送装置 

・監視測定用運搬車 

・可搬型環境モニタリング用発電機 

・可搬型建屋周辺モニタリング設備 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 
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可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 

ⅴ．代替試料分析関係設備 

・可搬型試料分析設備 

可搬型放射能測定装置 

可搬型核種分析装置 

・可搬型排気モニタリング用発電機 

ⅵ．代替放射能観測設備 

・可搬型放射能観測設備 

ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーショ

ン）（ＳＡ） 

ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ） 

中性子線用サーベイメータ （ＳＡ） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

可搬型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ） 

ⅶ．受電開閉設備 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

ⅷ．高圧母線 

・6.9kＶ非常用主母線 

・6.9kＶ非常用母線 

・6.9kＶ運転予備用主母線 

・6.9kＶ常用主母線 

・6.9kＶ常用母線 

ⅸ．低圧母線 

・460Ｖ非常用母線 
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ⅹ．補機駆動用燃料補給設備 

・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

ⅺ．緊急時対策建屋情報把握設備 

・情報収集装置 

・情報表示装置 

・データ収集装置（燃料加工建屋） 

・データ表示装置（燃料加工建屋） 

ⅻ．制御建屋情報把握設備 

・制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

周辺監視区域において放射性物質の濃度及び線量の測定に使 

用する設備のうち，放射線監視設備の環境モニタリング設備（モ

ニタリングポスト及びダストモニタ）及び試料分析関係設備の環

境試料測定設備（核種分析装置）を，常設重大事故等対処設備と

して位置付ける。また，放射能観測車を，可搬型重大事故等対処

設備として位置付ける。 

周辺監視区域において放射性物質の濃度及び線量の測定に使用

する設備のうち，代替モニタリング設備の可搬型環境モニタリン

グ設備（モニタリングポストの代替として可搬型線量率計，ダス

トモニタの代替として可搬型ダストモニタ），可搬型環境モニタ

リング用データ伝送装置，監視測定用運搬車，可搬型環境モニタ

リング用発電機，可搬型建屋周辺モニタリング設備（ガンマ線用

サーベイメータ（ＳＡ），中性子線用サーベイメータ（ＳＡ），
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アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダスト

サンプラ（ＳＡ）），代替試料分析関係設備の可搬型試料分析設

備（可搬型放射能測定装置及び可搬型核種分析装置），可搬型排

気モニタリング用発電機及び代替放射能観測設備の可搬型放射能

観測設備（ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレ

ーション）（ＳＡ），ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（Ｓ

Ａ），中性子線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線

用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダスト・よう素サンプラ（Ｓ

Ａ））を，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

周辺監視区域において放射性物質の濃度及び線量の測定に使用

する設備に必要な電力を給電する設備のうち，受電開閉設備等を

常設重大事故等対処設備として設置する。 

可搬型環境モニタリング用発電機及び監視測定用運搬車に必要

な燃料を補給する設備のうち，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯

槽を，常設重大事故等対処設備として設置する。また，軽油用タ

ンクローリを可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

周辺監視区域において放射性物質の濃度及び線量の測定に使用

する設備の測定値を監視及び記録する設備のうち，緊急時対策建

屋情報把握設備の情報収集装置及び情報表示装置を常設重大事故

等対処設備として設置し，緊急時対策建屋情報把握設備のデータ

収集装置（燃料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）

を常設重大事故等対処設備として位置付ける。また，制御建屋情

報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋）及び

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）を可搬型重大事故

等対処設備として配備する。 
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これらの選定した設備は，技術的能力審査基準，事業許可基準

規則第三十三条及び技術基準規則第三十七条に要求される設備と

して全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により，ＭＯＸ燃料加工施設から大

気中へ放出される放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定

し，並びにその結果を記録できる。 

また，以下の設備は地震により機能喪失するおそれがあること

から，重大事故等対処設備とは位置付けないが，機能が維持され

ている場合は，迅速性の観点から事故対応に有効な設備であるた

め，自主対策設備として位置付ける。なお，自主対策設備が機能

喪失した場合は，重大事故等対処設備を用いて対処を行うため，

重大事故対策に悪影響を及ぼすことはない。 

・放射性物質の濃度及び線量の測定に用いる設計基準対象の設備 

② 風向，風速その他の気象条件の測定の対応手段及び設備 

ａ．対応手段 

重大事故等が発生した場合に，敷地内において風向，風速その他

の気象条件を測定する手段がある。 

地震起因による機器の損壊，故障，その他の異常により，電源供

給が確認できない場合は，可搬型気象観測用発電機を風向，風速そ

の他の気象条件の測定で使用する設備に接続して，対処に必要な電

力を確保する。  

風向，風速その他の気象条件の測定で使用する設備及び給電に使

用する設備は以下のとおり。 

可搬型気象観測用発電機及び監視測定用運搬車に必要な燃料は，

補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽から軽油用タンクローリを用
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いて移送する。系統図を第ホ－５図に示す。 

(ａ) 環境管理設備 

・気象観測設備（風向風速計，日射計，放射収支計，雨量計）

（設計基準対象の施設と兼用） 

(ｂ) 代替気象観測設備 

・可搬型気象観測設備（風向風速計，日射計，放射収支計，雨

量計） 

・可搬型風向風速計 

・可搬型気象観測用データ伝送装置 

・監視測定用運搬車 

・可搬型気象観測用発電機 

(ｃ) 受電開閉設備 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

(ｄ) 高圧母線 

・6.9kＶ運転予備用主母線 

・6.9kＶ運転予備用母線 

・6.9kＶ常用主母線 

・6.9kＶ常用母線 

・6.9kＶ非常用母線 

(ｅ) 低圧母線 

・460Ｖ運転予備用母線 

・460Ｖ非常用母線 

(ｆ) 補機駆動用燃料補給設備 

・軽油貯槽 
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・軽油用タンクローリ 

(ｇ) 緊急時対策建屋情報把握設備 

・情報収集装置 

・情報表示装置 

・データ収集装置（燃料加工建屋） 

・データ表示装置（燃料加工建屋） 

(ｈ) 制御建屋情報把握設備 

・制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

ｂ．重大事故等対処設備と自主対策設備 

敷地内において風向，風速その他の気象条件の測定に使用する設

備のうち，環境管理設備の気象観測設備を常設重大事故等対処設備

として位置付ける。また，代替気象観測設備の可搬型気象観測設備，

可搬型風向風速計，可搬型気象観測用データ伝送装置，監視測定用

運搬車及び可搬型気象観測用発電機を，可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

敷地内において風向，風速その他の気象条件の測定に使用する設

備に必要な電力を給電する設備のうち，受電開閉設備等を常設重大

事故等対処設備として設置する。 

可搬型気象観測用発電機及び監視測定用運搬車に必要な燃料を補

給する設備のうち，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽を，常設重

大事故等対処設備として設置する。また，軽油用タンクローリを可

搬型重大事故等対処設備として配備する。 

敷地内において風向，風速その他の気象条件の測定に使用する設

備の観測値を記録する設備のうち，緊急時対策建屋情報把握設備の
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情報収集装置及び情報表示装置を常設重大事故等対処設備として設

置し，緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収集装置（燃料加工建

屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）を常設重大事故等対処設

備として位置付ける。また，制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬

型情報収集装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可搬型情報表示装置

（燃料加工建屋）を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

これらの選定した設備は，技術的能力審査基準，事業許可基準規

則第三十三条及び技術基準規則第三十七条に要求される設備として

全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により，敷地内において風向，風速そ

の他の気象条件を測定し，及びその結果を記録できる。 

また，以下の設備は地震により機能喪失するおそれがあることか

ら，重大事故等対処設備とは位置付けないが，機能が維持されてい

る場合は，迅速性の観点から事故対応に有効な設備であるため，自

主対策設備として位置付ける。なお，自主対策設備が機能喪失した

場合は，重大事故等対処設備を用いて対処を行うため，重大事故対

策に悪影響を及ぼすことはない。 

・気象観測設備 

③ 環境モニタリング設備の電源回復又は機能回復の対応手段及び設備 

ａ．対応手段 

環境モニタリング設備の電源が喪失した際に，環境モニタリング

用可搬型発電機により，電源を回復させるための手段がある。 

なお，環境モニタリング設備の電源を回復しても環境モニタリン

グ設備の機能が回復しない場合は，可搬型環境モニタリング設備，

可搬型建屋周辺モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用デ

7－添1－237



ータ伝送装置により代替測定する手順がある。 

環境モニタリング設備の電源回復又は機能回復で使用する設備は

以下のとおり。 

可搬型環境モニタリング用発電機及び監視測定用運搬車に必要な

燃料は，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽から軽油用タンクロー

リを用いて移送する。系統図を第ホ－５図に示す。 

(ａ) 環境モニタリング用代替電源設備 

・環境モニタリング用可搬型発電機 

(ｂ) 代替モニタリング設備 

・可搬型環境モニタリング設備 

可搬型線量率計 

可搬型ダストモニタ 

・可搬型環境モニタリング用データ伝送装置 

・監視測定用運搬車 

・可搬型環境モニタリング用発電機 

・可搬型建屋周辺モニタリング設備 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 

(ｃ) 補機駆動用燃料補給設備 

・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

(ｄ) 緊急時対策建屋情報把握設備 

・情報収集装置 
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・情報表示装置 

(ｅ) 制御建屋情報把握設備 

・制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

ｂ．重大事故等対処設備 

環境モニタリング設備の電源回復又は機能回復で使用する設備の

うち，環境モニタリング用代替電源設備の環境モニタリング用可搬

型発電機，代替モニタリング設備の可搬型環境モニタリング設備（モ

ニタリングポストの代替として可搬型線量率計，ダストモニタの代

替として可搬型ダストモニタ），可搬型環境モニタリング用データ

伝送装置，監視測定用運搬車，可搬型環境モニタリング用発電機及

び可搬型建屋周辺モニタリング設備（ガンマ線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ），中性子線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用

サーベイメータ（ＳＡ） 及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ））を可

搬型重大事故等対処設備として配備する。 

環境モニタリング用可搬型発電機，可搬型環境モニタリング用発

電機及び監視測定用運搬車に必要な燃料を補給する設備のうち，補

機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽を常設重大事故等対処設備として

設置する。また，軽油用タンクローリを，可搬型重大事故等対処設

備として配備する。 

周辺監視区域において放射性物質の濃度及び線量の測定に使用す

る設備の測定値を監視及び記録する設備のうち，緊急時対策建屋情

報把握設備の情報収集装置及び情報表示装置を常設重大事故等対処

設備として設置する。また，制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬

型情報収集装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可搬型情報表示装置
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（燃料加工建屋）を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

これらの選定した設備は，技術的能力審査基準，事業許可基準規

則第三十三条及び技術基準規則第三十七条に要求される設備として

全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により，非常用所内電源系統からの電

源が喪失した場合においても，環境モニタリング設備の電源又は機

能を回復し，周辺監視区域境界付近において空間放射線量率及び空

気中の放射性物質の濃度を監視し，及び測定し，並びにその結果を

記録できる。 

④ 手順等 

上記「① 放射性物質の濃度及び線量の測定の対応手段及び設備」，

「② 風向，風速その他の気象条件の測定の対応手段及び設備」及び

「③ 環境モニタリング設備の電源回復又は機能回復の対応手段及び

設備」により選定した対応手段に係る手順を整備する。 

これらの手順は，重大事故等時におけるＭＯＸ燃料加工施設の放射

線対応班の班員（以下ホ．では「放射線対応班の班員（ＭＯＸ）」と

いう。），再処理施設の放射線対応班の班員（以下ホ．では「放射線

対応班の班員（再処理）」という。）及び放射線管理班の班員による

一連の対応として重大事故等発生時対応手順等に定める。 

重大事故等時に監視が必要となる項目及び給電が必要となる設備に

ついても整備する（第ホ－２表，第ホ－３表）。 

 

(ロ) 重大事故等時の手順等 

(１) 放射性物質の濃度及び線量の測定の手順等 

重大事故等時にＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される放射性
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物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録す

るため，以下の手段を用いた手順を整備する。  

伝送した測定値の監視及び記録の手順の詳細は，「ト．通信連絡に

関する手順等」にて整備する。 

重大事故等時における排気モニタリング設備（排気モニタ）又は可

搬型排気モニタリング設備（可搬型ダストモニタ）を用いた放射性物

質の濃度の測定，モニタリングポスト又は可搬型線量率計を用いた線

量の測定及びダストモニタ又は可搬型ダストモニタを用いた放射性物

質の濃度の測定は，連続測定を行う。また，放射性物質の濃度の測定

頻度は，定期的（１日ごと）又は大気中への放射性物質の放出のおそ

れがある場合（ダストモニタの指示値上昇等）とする。 

放射性物質の濃度及び線量の測定に用いる設備に対して，代替電源

設備の燃料加工建屋可搬型発電機及び可搬型環境モニタリング用発電

機により必要な負荷へ電力を供給する。 

① ＭＯＸ燃料加工施設における放射性物質の濃度の測定 

ａ．排気モニタリング設備によるＭＯＸ燃料加工施設から放出される

放射性物質の濃度の測定 

排気モニタリング設備は，通常時から排気モニタにより放射性物

質の濃度を監視している。重大事故等時に排気モニタリング設備の

機能が維持されている場合は，継続して排気モニタにより放射性物

質の濃度を監視する。排気モニタの測定値は，中央監視室において

指示及び記録し，放射能レベルがあらかじめ設定した値を超えたと

きは，警報を発する。また，排気モニタの測定値は，再処理施設の

中央制御室及び緊急時対策所へ伝送する。 

排気モニタによる放射性物質の濃度の測定は継続されているため，
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排気モニタにより監視及び測定並びにその結果の記録を継続する。

この手順のフローチャートを第ホ－６図に示す。 

排気モニタリングに係るアクセスルートを第ホ－27図(１)及び第

ホ－27図(２)に示す。 

なお，排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，「ホ．(ロ)(１)

①ｂ．可搬型排気モニタリング設備によるＭＯＸ燃料加工施設から

放出される放射性物質の濃度の代替測定」を行う。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，排気モニタリング設備の状況を確認し，当該

設備が機能維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

排気モニタリング設備による放射性物質の濃度の測定につい 

ての手順の概要は以下のとおり。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班長

及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者に排気モニタリング設備に

よる放射性物質の濃度の監視を指示する。 

ⅱ．放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者は，排気モ

ニタリング設備による放射性物質の濃度の監視を継続する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加

工施設現場管理者の要員の合計３人にて作業を実施した場合，常

設の設備を使用することから，本対策実施判断後速やかに対応が

可能である。 

ｂ．可搬型排気モニタリング設備によるＭＯＸ燃料加工施設から放出

される放射性物質の濃度の代替測定 
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重大事故等時に，排気モニタリング設備の状況を確認し，当該設

備が機能喪失したと判断した場合であって，核燃料物質等を閉じ込

める機能の回復に係る対策を行う場合は，可搬型排気モニタリング

設備（可搬型ダストモニタ）を代替グローブボックス排気設備の可

搬型ダクトに接続し，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される

放射性物質を連続的に捕集するとともに，放射性物質の濃度を測定

し，記録する。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置を可搬型排気モニタリ

ング設備に接続し，測定値を衛星通信により再処理施設の中央制御

室及び緊急時対策所に伝送する。伝送した測定値は，再処理施設の

中央制御室に設置する制御建屋情報把握設備により，監視及び記録

するとともに，緊急時対策所においても緊急時対策建屋情報把握設

備により監視及び記録する。 

代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発電機により可搬型排気モニ

タリング設備及び可搬型排気モニタリング用データ伝送装置への給

電を行い，放射性物質の濃度の測定を行う。 

上記給電を継続するために代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発

電機への燃料給油を実施する。燃料の給油手順については，「ヘ．

電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場

合は，事前の対応として，可搬型排気モニタリング用データ伝送装

置の建屋内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を

確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

可搬型排気モニタリング設備により放射性物質の濃度を監視し，

及び測定し，並びにその結果を記録するための手順を整備する。こ
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の手順のフローチャートを第ホ－６図及び第ホ－７図に示す。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，排気モニタリング設備の状況を確認し，当該

設備が機能喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型排気モニタリング設備による放射性物質の濃度の測定 

についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第

ホ－８図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（ＭＯＸ）に可搬型排気モニタリング設備による放射性物質

の濃度の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，燃料加工建屋に保管してい

る可搬型排気モニタリング設備及び可搬型排気モニタリング用デ

ータ伝送装置の健全性を確認する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング設

備を排風機室まで運搬及び設置する。また，可搬型排気モニタリ

ング用データ伝送装置を燃料加工建屋近傍まで運搬及び設置す

る。 

ⅳ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング設

備及び可搬型排気モニタリング用データ伝送装置を代替電源設

備の燃料加工建屋可搬型発電機に接続し，給電する。 

ⅴ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング設

備を代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクトに接続し，閉

じ込める機能の回復に係る対策を行う場合は，ＭＯＸ燃料加工施

設から大気中へ放出される放射性物質の濃度を測定する。 
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ⅵ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング設

備について，異臭，発煙，破損，保護装置の動作等の異常がない

ことを外観点検により確認する。 

ⅶ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング設

備の設置状況を通信連絡設備により定期的に再処理施設の中央

制御室に連絡する。 

ⅷ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング用

データ伝送装置を可搬型排気モニタリング設備に接続し，測定値

を衛星通信により再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所に

伝送する。また，伝送した測定値は，制御建屋情報把握設備によ

り，監視及び記録するとともに，緊急時対策所においても緊急時

対策建屋情報把握設備により監視及び記録する。火山の影響によ

り降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応

として，可搬型排気モニタリング用データ伝送装置の建屋内への

移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち

必要に応じ，除灰作業を実施する。なお，排気モニタリング設備

が復旧した場合は，排気モニタリング設備により放射性物質の濃

度を測定する。 

ⅸ． 放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型排気モニタリング用

データ伝送装置について，異臭，発煙，破損，保護装置の動作等

異常がないことを外観点検により確認する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加

工施設現場管理者の要員３人並びに放射線対応班の班員（ＭＯＸ）

４人の合計７人にて作業を実施した場合，可搬型排気モニタリン
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グ設備による放射性物質の濃度の測定及び測定値の伝送は，本対

策実施判断後１時間30分以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｃ．放出管理分析設備によるＭＯＸ燃料加工施設から放出される放射

性物質の濃度の測定 

放出管理分析設備（アルファ線用放射能測定装置及びベータ線用

放射能測定装置）は，通常時から排気モニタリング設備により捕集

した試料の放射性物質の濃度を測定している。重大事故等時に放出

管理分析設備の機能が維持されている場合は，継続して放出管理分

析設備により，排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング

設備で捕集した試料の放射性物質の濃度を測定する。 

排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング設備で捕集し

た試料は，定期的（１日ごと）又は大気中への放射性物質の放出の

おそれがある場合に回収し，放出管理分析設備により放射性物質の

濃度を測定し，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される放射性

物質の濃度を評価し，記録する。測定結果及び評価結果は，通信連
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絡設備により再処理施設の中央制御室に連絡する。この手順のフロ

ーチャートを第ホ－６図に示す。 

なお，放出管理分析設備が機能喪失した場合は，「ホ．(ロ)(１)

①ｄ．可搬型放出管理分析設備によるＭＯＸ燃料加工施設から放出

される放射性物質の濃度の代替測定」を行う。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，放出管理分析設備の状況を確認し，当該設備

が機能維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

放出管理分析設備による放射性物質の濃度の測定についての 

手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－９図に

示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（ＭＯＸ）に排気モニタリング設備又は可搬型排気サンプリ

ング設備で捕集された試料の採取，放出管理分析設備による放射

性物質の濃度の測定を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，排気モニタリング設備又は

可搬型排気サンプリング設備で捕集された試料の採取，放出管理

分析設備による放射性物質の濃度を測定する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，測定結果を重大事故対応手

順書の記録用紙に記録し，保存する。測定結果及び評価結果は，

通信連絡設備により再処理施設の中央制御室に連絡する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者及び放射線対応班長の要員２人並び

に放射線対応班の班員（ＭＯＸ）２人の合計４人にて作業を実施
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した場合，排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング設

備の試料採取実施判断後40分以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｄ．可搬型放出管理分析設備によるＭＯＸ燃料加工施設から放出され

る放射性物質の濃度の代替測定 

重大事故等時に，放出管理分析設備が機能喪失したと判断した場

合は，可搬型放出管理分析設備（可搬型放射能測定装置）により，

排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング設備で捕集し

た試料の放射性物質の濃度を測定する。 

排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング設備で捕集し

た試料は，定期的（１日ごと）又は大気中への放射性物質の放出の

おそれがある場合に回収し，可搬型放出管理分析設備により放射性

物質の濃度を測定し，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される

放射性物質の濃度を評価し，記録する。測定結果及び評価結果は，

通信連絡設備により再処理施設の中央制御室に連絡する。 

可搬型放出管理分析設備により放射性物質の濃度を測定し，並び
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にその結果を記録するための手順を整備する。この手順のフローチ

ャートを第ホ－６図に示す。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，放出管理分析設備の状況を確認し，放出管理

分析設備が機能喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型放出管理分析設備による放射性物質の濃度の測定につ 

いての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－

10図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（ＭＯＸ）に排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリ

ング設備で捕集された試料の採取，可搬型放出管理分析設備によ

る放射性物質の濃度の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，燃料加工建屋に保管してい

る可搬型放出管理分析設備の健全性を確認する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型放出管理分析設備の

使用前に乾電池又は充電池の残量を確認し，少ない場合は予備の

乾電池又は充電池と交換する。 

ⅳ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，排気モニタリング設備又は

可搬型排気モニタリング設備で捕集した試料を回収する。 

ⅴ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型放出管理分析設備に

より放射性物質の濃度を測定する。 

ⅵ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，測定結果を重大事故対応手

順書の記録用紙に記録し，保存する。測定結果及び評価結果は，

通信連絡設備により再処理施設の中央制御室に連絡する。 
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(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者及び放射線対応班長の要員２人並び

に放射線対応班の班員（ＭＯＸ）２人の合計４人にて作業を実施

した場合，排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング設

備の試料採取実施判断後40分以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

② 周辺監視区域における放射性物質の濃度及び線量の測定 

ａ．環境モニタリング設備による空気中の放射性物質の濃度及び線量

の測定 

モニタリングポストは，通常時から周辺監視区域境界付近にて，

空間放射線量率の連続監視を行っている。また，ダストモニタは，

通常時から空気中の放射性物質の濃度を監視するため，放射性物質

を連続的に捕集及び測定している。 

重大事故等時に環境モニタリング設備の機能が維持されている場

合は，モニタリングポストにより空間放射線量率を連続監視すると

ともに，ダストモニタにより空気中の放射性物質を連続的に捕集及
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び測定する。環境モニタリング設備の測定値は，中央監視室におい

て指示及び記録し，空間放射線量率又は放射能レベルがあらかじめ

設定した値を超えたときは，警報を発する。また，環境モニタリン

グ設備の測定値は，再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所へ伝

送する。 

モニタリングポストによる空間放射線量率の測定並びにダストモ

ニタによる空気中の放射性物質の捕集及び測定は継続されているた

め，監視及び測定並びにその結果の記録を継続する。この手順のフ

ローチャートを第ホ－11図に示す。 

なお，環境モニタリング設備が機能喪失した場合は，以下の対応

を行う。 

・「ホ．(ロ)(１)②ｂ．可搬型環境モニタリング設備による空気中

の放射性物質の濃度及び線量の代替測定」 

・「ホ．(ロ)(１)②ｃ．可搬型建屋周辺モニタリング設備による空

気中の放射性物質の濃度，線量及び放射性物質によって汚染され

た物の表面密度の代替測定」 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，環境モニタリング設備の状況を確認し，当該

設備が機能維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

環境モニタリング設備による空気中の放射性物質の濃度及び 

線量の測定についての手順の概要は以下のとおり。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班長

及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者に環境モニタリング設備によ

る空気中の放射性物質の濃度及び線量の監視を指示する。 
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ⅱ．放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者は，環境モ

ニタリング設備による空気中の放射性物質の濃度及び線量の監

視を継続する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加

工施設現場管理者の要員の合計３人にて作業を実施した場合，常

設の設備を使用することから，本対策実施判断後速やかに対応が

可能である。 

ｂ．可搬型環境モニタリング設備による空気中の放射性物質の濃度及

び線量の代替測定 

重大事故等時に環境モニタリング設備が機能喪失した場合，可搬

型環境モニタリング設備（モニタリングポストの代替として可搬型

線量率計，ダストモニタの代替として可搬型ダストモニタ）により，

周辺監視区域境界付近において，線量を測定するとともに，空気中

の放射性物質を連続的に捕集及び測定する。  

可搬型環境モニタリング用データ伝送装置を可搬型環境モニタリ

ング設備に接続し，測定値を衛星通信により再処理施設の中央制御

室及び緊急時対策所に伝送する。伝送した測定値は，再処理施設の

中央制御室に設置する制御建屋情報把握設備により，監視及び記録

するとともに，緊急時対策所においても緊急時対策建屋情報把握設

備により監視及び記録する。 

可搬型環境モニタリング用発電機により可搬型環境モニタリング

設備及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置への給電を行い，

放射性物質の濃度及び線量の測定を行う。 

上記給電を継続するために可搬型環境モニタリング用発電機への
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燃料給油を実施する。燃料の給油手順については，「ニ．電源の確

保に関する手順等」にて整備する。 

可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用データ

伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発電機を設置場所に運搬す

るため，監視測定用運搬車を使用する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場

合は，事前の対応として，可搬型環境モニタリング設備，可搬型環

境モニタリング用データ伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発

電機の建屋内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰

を確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

可搬型環境モニタリング設備により放射性物質の濃度及び線量を

監視し，及び測定し，並びにその結果を記録するための手順を整備

する。この手順のフローチャートを第ホ－７図及び第ホ－11図に示

す。 

可搬型環境モニタリング設備による代替測定地点については，測

定値の連続性を考慮し，環境モニタリング設備に隣接した位置に設

置することを原則とする。 

ただし，地震，火災等で設置場所にアクセスすることができない

場合は，アクセスルート上の監視測定用運搬車で運搬できる範囲に

設置場所を変更する。 

可搬型環境モニタリング設備の設置場所の例を第ホ－12図に示す。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，環境モニタリング設備の状況を確認し，当該

設備が機能喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 
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可搬型環境モニタリング設備による空気中の放射性物質の濃 

度及び線量の測定についての手順の概要は以下のとおり。このタ

イムチャートを第ホ－13図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（再処理）に可搬型環境モニタリング設備による放射性物質

の濃度及び線量の測定の開始を指示する。 

ⅱ．可搬型環境モニタリング設備による代替測定地点については，

測定値の連続性を考慮し，環境モニタリング設備に隣接した位置

に設置することを原則とする。ただし，地震，火災等で設置場所

にアクセスすることができない場合は，アクセスルート上の監視

測定用運搬車で運搬できる範囲に設置場所を変更する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（再処理）は，第１保管庫・貯水所に保管

している可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング

用発電機及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置の健全

性を確認する。 

ⅳ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設

備，可搬型環境モニタリング用発電機及び可搬型環境モニタリン

グ用データ伝送装置を監視測定用運搬車に積載し，設置場所まで

運搬する。 

ⅴ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設

備及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置を可搬型環境

モニタリング用発電機に接続し，可搬型環境モニタリング用発電

機を起動し，給電する。可搬型環境モニタリング用発電機に必要

となる軽油は，軽油貯槽から軽油用タンクローリにより運搬し，

給油することにより，給電開始から７日以上の稼動が可能である。 
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ⅵ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設

備を設置し，周辺監視区域境界付近における空間放射線量率を連

続測定するとともに，空気中の放射性物質を捕集及び測定する。 

ⅶ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設

備及び可搬型環境モニタリング用発電機について，異臭，発煙，

破損，保護装置の動作等異常がないことを外観点検により確認す

る。 

ⅷ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設

備の設置状況及び測定結果を記録し，再処理施設の中央制御室及

び緊急時対策所への伝送が確立するまでの間，通信連絡設備によ

り定期的に再処理施設の中央制御室に連絡する。 

ⅸ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング用

データ伝送装置を可搬型環境モニタリング設備に接続し，測定値

を衛星通信により再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所に

伝送する。また，伝送した測定値は，制御建屋情報把握設備によ

り，監視及び記録するとともに，緊急時対策所においても緊急時

対策建屋情報把握設備により監視及び記録する。火山の影響によ

り，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対

応として，可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリン

グ用データ伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発電機の建

屋内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認

したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。なお，環境モニタリ

ング設備が復旧した場合は，環境モニタリング設備により放射性

物質の濃度及び線量を測定，監視及び記録する。 

ⅹ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング用
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データ伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発電機について，

異臭，発煙，破損，保護装置の動作等異常がないことを外観点検

により確認する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及び建屋外対応班

長の要員３人並びに放射線対応班の班員（再処理）６人及び再処

理施設の建屋外対応班の班員（以下ホ．では「建屋外対応班の班

員（再処理）」という。）３人の合計12人にて作業を実施した場

合，可搬型環境モニタリング設備（９台）による空気中の放射性

物質の濃度及び線量の測定は，重大事故等着手判断後５時間以内

で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｃ．可搬型建屋周辺モニタリング設備による空気中の放射性物質の濃

度，線量及び放射性物質によって汚染された物の表面密度の代替測

定 

重大事故等時に環境モニタリング設備が機能喪失した場合，可搬
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型環境モニタリング設備を設置するまでの間，可搬型建屋周辺モニ

タリング設備（ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），中性子線用サ

ーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ））により，燃料加工建屋周

辺における線量当量率及び空気中の放射性物質の濃度を測定すると

ともに，燃料加工建屋開口部の表面密度の測定を行い，建屋外への

漏えいの有無を確認する。 

線量当量率の測定については，想定事象を踏まえて，測定線種を

設定する。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備による測定結果は，通信連絡設

備により再処理施設の中央制御室に連絡する。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備により空気中の放射性物質の濃

度，線量及び放射性物質によって汚染された物の表面密度を測定し，

並びにその結果を記録するための手順を整備する。この手順のフロ

ーチャートを第ホ－11図に示す。 

環境モニタリングに係るアクセスルートを第ホ－28図に示す。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，環境モニタリング設備の状況を確認し，当該

設備が機能喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型建屋周辺モニタリング設備による空気中の放射性物質 

の濃度，線量及び放射性物質によって汚染された物の表面密度の

測定についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャート

を第ホ－14図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の
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班員（ＭＯＸ）に可搬型建屋周辺モニタリング設備による空気中

の放射性物質の濃度，線量及び放射性物質によって汚染された物

の表面密度の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，燃料加工建屋に保管してい

る可搬型建屋周辺モニタリング設備の健全性を確認する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型建屋周辺モニタリン

グ設備の使用前に乾電池又は充電池の残量を確認し，少ない場合

は予備の乾電池又は充電池と交換する。 

ⅳ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，燃料加工建屋に保管してい

る可搬型建屋周辺モニタリング設備のガンマ線用サーベイメー

タ（ＳＡ）及び中性子線用サーベイメータ（ＳＡ）により，線量

当量率を測定するとともに，可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）にダ

ストろ紙をセットし試料捕集し，アルファ・ベータ線用サーベイ

メータ（ＳＡ）により，空気中の放射性物質の濃度を測定する。

また，アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）により燃料

加工建屋開口部の表面密度の測定を行い，建屋外への漏えいの有

無を確認する。 

ⅴ．放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型建屋周辺モニタリン

グ設備による測定を，可搬型環境モニタリング設備を設置するま

での間，定期的に実施し，測定結果を記録し，通信連絡設備によ

り再処理施設の中央制御室に連絡する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者及び放射線対応班長の要員２人並び

に放射線対応班の班員（ＭＯＸ）２人の合計４人にて作業を実施

した場合，重大事故等着手判断後１時間以内で可能である。 
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重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｄ．放射能観測車による空気中の放射性物質の濃度及び線量の測定 

放射能観測車は，通常時及び設計基準事故時に敷地周辺の空間放

射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を迅速に測定するため，空

間放射線量率測定器，中性子線用サーベイメータ，ダストサンプラ，

よう素サンプラ及び放射能測定器を搭載した無線通話装置付きの放

射能観測車を備えている。重大事故等時に放射能観測車の機能が維

持されている場合は，敷地周辺の空間放射線量率及び空気中の放射

性物質の濃度を測定する。 

放射能観測車による測定結果は，通信連絡設備により再処理施設

の中央制御室に連絡する。 

放射能観測車により放射性物質の濃度及び線量を測定し，並びに

その結果を記録するための手順を整備する。この手順のフローチャ

ートを第ホ－11図に示す。 

なお，放射能観測車が機能喪失した場合は，「ホ．(ロ)(１)②ｅ．

可搬型放射能観測設備による空気中の放射性物質の濃度及び線量の

7－添1－259



代替測定」を行う。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，放射能観測車の状況を確認し，当該設備が機

能維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

放射能観測車による空気中の放射性物質の濃度及び線量の測 

定についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを

第ホ－15図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（再処理）に放射能観測車による空気中の放射性物質の濃度

及び線量の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（再処理）は，最大濃度地点又は風下方向

において，放射能観測車（搭載機器：空間放射線量率測定器，中

性子線用サーベイメータ，ダストサンプラ，よう素サンプラ及び

放射能測定器）により，空気中の放射性物質の濃度及び線量率を

測定する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（再処理）は，放射能観測車による測定結

果を記録し，通信連絡設備により再処理施設の中央制御室に連絡

する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者及び放射線対応班長の要員２人並び

に放射線対応班の班員（再処理）２人の合計４人にて作業を実施

した場合，本対策実施判断後２時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業
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時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｅ．可搬型放射能観測設備による空気中の放射性物質の濃度及び線量

の代替測定 

重大事故等時に放射能観測車が機能喪失（搭載機器の測定機能又

は車両の走行機能）した場合，可搬型放射能観測設備（ガンマ線用

サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション）（ＳＡ），ガ

ンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ），中性子線用サーベイ

メータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及

び可搬型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ））により，ＭＯＸ燃料加

工施設及びその周辺において，空気中の放射性物質の濃度及び線量

を測定する。 

可搬型放射能観測設備による測定結果は，通信連絡設備により再

処理施設の中央制御室に連絡する。 

可搬型放射能観測設備により放射性物質の濃度及び線量を測定し，

並びにその結果を記録するための手順を整備する。この手順のフロ

ーチャートを第ホ－11図に示す。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，放射能観測車の状況を確認し，当該設備が機
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能喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型放射能観測設備による空気中の放射性物質の濃度及び 

線量の測定についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチ

ャートを第ホ－16図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（再処理）に可搬型放射能観測設備による放射性物質の濃度

及び線量の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（再処理）は，第１保管庫・貯水所に保管

している可搬型放射能観測設備の健全性を確認する。 

ⅲ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型放射能観測設備の使

用前に乾電池又は充電池の残量を確認し，少ない場合は予備の乾

電池又は充電池と交換する。 

ⅳ．放射線対応班の班員（再処理）は，最大濃度地点又は風下方向

において，可搬型放射能観測設備のガンマ線用サーベイメータ

（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション）（ＳＡ），ガンマ線用サー

ベイメータ（電離箱）（ＳＡ）及び中性子線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ）により，線量率を測定するとともに，可搬型ダスト・よう素

サンプラ（ＳＡ）にダストろ紙及びよう素カートリッジをセット

し試料採取し，ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シン

チレーション）（ＳＡ）及びアルファ・ベータ線用サーベイメー

タ（ＳＡ）により，空気中の放射性物質の濃度を測定する。 

ⅴ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型放射能観測設備によ

る測定結果を記録し，通信連絡設備により再処理施設の中央制御

室に連絡する。なお，放射能観測車が復旧した場合は，放射能観
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測車により放射性物質の濃度を測定する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者及び放射線対応班長の要員２人並び

に放射線対応班の班員（再処理）２人の合計４人にて作業を実施

した場合，本対策実施判断後２時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｆ．環境試料測定設備による空気中の放射性物質の濃度の測定 

環境試料測定設備（核種分析装置）は，通常時からＭＯＸ燃料加

工施設及びその周辺における環境試料の分析，放射性物質の濃度を

測定している。重大事故等時に環境試料測定設備の機能が維持され

ている場合は，継続して環境試料測定設備によりダストモニタ又は

可搬型ダストモニタで捕集した試料の放射性物質の濃度を測定する。 

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した試料は，定期的

（１日ごと）又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合

に回収し，環境試料測定設備により放射性物質の濃度を測定し，空

気中の放射性物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，通
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信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。この手順のフローチャ

ートを第ホ－11図に示す。 

なお，環境試料測定設備が機能喪失した場合は，「ホ．(ロ)(１)

②ｈ．可搬型試料分析設備による空気中の放射性物質の濃度の代替

測定」を行う。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，環境試料測定設備の状況を確認し，当該設備

が機能維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

環境試料測定設備による空気中の放射性物質の濃度の測定に 

ついての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを添第

ホ－17図に示す。 

ⅰ．放射線管理班長は，手順着手の判断基準に基づき，放射線管理

班の班員に環境試料測定設備による空気中の放射性物質の濃度

の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線管理班の班員は，ダストモニタ又は可搬型ダストモニタ

で捕集した試料を回収する。 

ⅲ．放射線管理班の班員は，必要に応じて前処理を行い，環境試料

測定設備により放射性物質の濃度を測定する。 

ⅳ．放射線管理班の班員は，測定結果を重大事故対応手順書の記録

用紙に記録し，保存する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設

備により緊急時対策所に連絡する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，放射線管理班長の１人及び放射線管理班の班員

２人の合計３人にて作業を実施した場合，ダストモニタ又は可搬
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型ダストモニタの試料採取実施判断後２時間50分以内で可能であ

る。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｇ．環境試料測定設備による水中及び土壌中の放射性物質の濃度の測

定 

環境試料測定設備（核種分析装置）は，通常時からＭＯＸ燃料加

工施設及びその周辺における環境試料の分析，放射性物質の濃度を

測定している。重大事故等時に環境試料測定設備の機能が維持され

ている場合は，環境試料測定設備により，ＭＯＸ燃料加工施設及び

その周辺において採取した水試料及び土壌試料の放射性物質の濃度

を測定し，水中及び土壌中の放射性物質の濃度を評価する。測定結

果及び評価結果は，通信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

なお，環境試料測定設備が機能喪失した場合は，「ホ．(ロ)(１)

②ｉ．可搬型試料分析設備による水中及び土壌中の放射性物質の濃

度の測定」を行う。 

(ａ) 手順着手の判断基準 
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重大事故等時に，環境試料測定設備の状況を確認し，当該設備

が機能維持されていると判断した場合。また，排気モニタリング

設備，可搬型排気モニタリング設備，環境モニタリング設備，可

搬型環境モニタリング設備，可搬型建屋周辺モニタリング設備，

放出管理分析設備，環境試料測定設備，可搬型放出管理分析設備，

可搬型試料分析設備，放射能観測車及び可搬型放射能観測設備に

よる測定により，ＭＯＸ燃料加工施設からの放射性物質の放出の

おそれがあると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

環境試料測定設備による水中及び土壌中の放射性物質の濃度 

の測定についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャー

トを第ホ－18図に示す。 

ⅰ．放射線管理班長は，手順着手の判断基準に基づき，放射線管理

班の班員に環境試料測定設備による水中及び土壌中の放射性物

質の濃度の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線管理班の班員は，放射線管理班長が指示した場所に移動

し，水試料又は土壌試料を採取する。 

ⅲ．放射線管理班の班員は，必要に応じて前処理を行い，環境試料

測定設備により放射性物質の濃度を測定する。 

ⅳ．放射線管理班の班員は，測定結果を重大事故対応手順書の記録

用紙に記録し，保存する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設

備により緊急時対策所に連絡する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，放射線管理班長の１人及び放射線管理班の班員

２人の合計３人にて作業を実施した場合，水試料及び土壌試料の
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試料採取実施判断後２時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｈ．可搬型試料分析設備による空気中の放射性物質の濃度の代替測定 

重大事故等時に環境試料測定設備が機能喪失した場合，可搬型試

料分析設備（可搬型放射能測定装置及び可搬型核種分析装置）によ

り，ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した放射性物質の

濃度を測定する。  

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した試料は，定期的

（１日ごと）又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合

に回収し，可搬型試料分析設備により放射性物質の濃度を測定し，

空気中の放射性物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，

通信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試料分析設備への

給電を行い，放射性物質の濃度の測定を行う。 

上記給電を継続するために可搬型排気モニタリング用発電機への

燃料給油を実施する。燃料の給油手順については，「ニ．電源の確
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保に関する手順等」にて整備する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場

合は，事前の対応として，可搬型排気モニタリング用発電機の建屋

内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認した

のち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

可搬型試料分析設備により放射性物質の濃度を測定し，並びにそ

の結果を記録するための手順を整備する。この手順のフローチャー

トを第ホ－７図及び第ホ－11図に示す。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，環境試料測定設備の状況を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型試料分析設備による空気中の放射性物質の濃度の測定 

についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第

ホ－19図に示す。 

ⅰ．放射線管理班長は，手順着手の判断基準に基づき，放射線管理

班の班員に可搬型試料分析設備による放射性物質の濃度の測定

の開始を指示する。 

ⅱ．放射線管理班の班員は，再処理施設の主排気筒管理建屋に保管

している可搬型試料分析設備又は第１保管庫・貯水所に保管して

いる可搬型試料分析設備のうち可搬型核種分析装置の健全性を

確認する。 

ⅲ．放射線管理班の班員は，必要に応じて第１保管庫・貯水所に保

管している可搬型試料分析設備のうち可搬型核種分析装置を，再

処理施設の主排気筒管理建屋まで運搬する。 
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ⅳ．放射線管理班の班員は，可搬型試料分析設備のうち可搬型核種

分析装置を，可搬型排気モニタリング用発電機に接続し，給電す

る。 

ⅴ．放射線管理班の班員は，可搬型試料分析設備のうち可搬型核種

分析装置及び可搬型排気モニタリング用発電機について，異臭，

発煙，破損，保護装置の動作等異常がないことを外観点検により

確認する。 

ⅵ．放射線管理班の班員は，可搬型試料分析設備のうち可搬型放射

能測定装置の使用前に乾電池又は充電池の残量を確認し，少ない

場合は予備の乾電池又は充電池と交換する。 

ⅶ．放射線管理班の班員は，ダストモニタ又は可搬型ダストモニタ

で捕集した試料を回収する。 

ⅷ．放射線管理班の班員は，必要に応じて前処理を行い，可搬型試

料分析設備により放射性物質の濃度を測定する。 

ⅸ．放射線管理班の班員は，測定結果を重大事故対応手順書の記録

用紙に記録し，保存する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設

備により緊急時対策所に連絡する。火山の影響により，降灰予報

（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応として，可

搬型排気モニタリング用発電機の建屋内への移動及び除灰作業

の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰

作業を実施する。なお，環境試料測定設備が復旧した場合は，環

境試料測定設備により放射性物質の濃度を測定する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，放射線管理班長及び建屋外対応班長の要員２人

並びに放射線管理班の班員２人及び建屋外対応班の班員（再処理）
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３人の合計７人にて作業を実施した場合，ダストモニタ又は可搬

型ダストモニタの試料採取実施判断後２時間50分以内で可能であ

る。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

ｉ．可搬型試料分析設備による水中及び土壌中の放射性物質の濃度の

測定 

重大事故等時に環境試料測定設備が機能喪失した場合，可搬型試

料分析設備（可搬型放射能測定装置及び可搬型核種分析装置）によ

り，ＭＯＸ燃料加工施設及びその周辺において採取した水試料及び

土壌試料の放射性物質の濃度を測定し，水中及び土壌中の放射性物

質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設備によ

り緊急時対策所に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試料分析設備への

給電を行い，放射性物質の濃度の測定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場

合は，事前の対応として，可搬型排気モニタリング用発電機の建屋
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内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認した

のち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

上記給電を継続するために可搬型排気モニタリング用発電機への

燃料給油を実施する。燃料の給油手順については，「ニ．電源の確

保に関する手順等」にて整備する。 

可搬型試料分析設備により水中及び土壌中の放射性物質の濃度を

測定し，並びにその結果を記録するための手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，環境試料測定設備の状況を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。また，排気モニタリング設備，

可搬型排気モニタリング設備，環境モニタリング設備，可搬型環

境モニタリング設備，可搬型建屋周辺モニタリング設備，放出管

理分析設備，環境試料測定設備，可搬型放出管理分析設備，可搬

型試料分析設備，放射能観測車及び可搬型放射能観測設備による

測定により，ＭＯＸ燃料加工施設からの大気中への放射性物質の

放出のおそれがあると判断した場合（第ホ－４表）。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型試料分析設備による水中及び土壌中の放射性物質の濃 

度の測定についての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャ

ートを第ホ－20図に示す。 

ⅰ．放射線管理班長は，手順着手の判断基準に基づき，放射線管理

班の班員に可搬型試料分析設備による水中及び土壌中の放射性

物質の濃度の測定の開始を指示する。 

ⅱ．放射線管理班の班員は，再処理施設の主排気筒管理建屋に保管

している可搬型試料分析設備又は第１保管庫・貯水所に保管して
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いる可搬型試料分析設備のうち可搬型核種分析装置の健全性を

確認する。 

ⅲ．放射線管理班の班員は，必要に応じて第１保管庫・貯水所に保

管している可搬型試料分析設備のうち可搬型核種分析装置を，再

処理施設の主排気筒管理建屋まで運搬する。 

ⅳ．放射線管理班の班員は，可搬型試料分析設備のうち可搬型核種

分析装置を，可搬型排気モニタリング用発電機に接続し，給電す

る。 

ⅴ．放射線管理班の班員は，可搬型試料分析設備のうち可搬型核種

分析装置及び可搬型排気モニタリング用発電機について，異臭，

発煙，破損，保護装置の動作等異常がないことを外観点検により

確認する。 

ⅵ．放射線管理班の班員は，可搬型試料分析設備のうち可搬型放射

能測定装置の使用前に乾電池又は充電池の残量を確認し，少ない

場合は予備の乾電池又は充電池と交換する。 

ⅶ．放射線管理班の班員は，放射線管理班長が指示した場所に移動

し，試料を採取する。 

ⅷ．放射線管理班の班員は，必要に応じて前処理を行い，可搬型試

料分析設備により放射性物質の濃度を測定する。 

ⅸ．放射線管理班の班員は，測定結果を重大事故対応手順書の記録

用紙に記録し，保存する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設

備により緊急時対策所に連絡する。火山の影響により，降灰予報

（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応として，可

搬型排気モニタリング用発電機の建屋内への移動及び除灰作業

の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰
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作業を実施する。なお，環境試料測定設備が復旧した場合は，環

境試料測定設備により放射性物質の濃度を測定する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，放射線管理班長及び建屋外対応班長の要員２人

並びに放射線管理班の班員２人及び建屋外対応班の班員（再処理）

３人の合計７人にて作業を実施した場合，水中又は土壌中の放射

性物質の濃度の測定は，水試料及び土壌試料の試料採取実施判断

後２時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については個人

線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理

する。さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業におい

ては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うこと

により，支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大

事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

(２) 風向，風速その他の気象条件の測定の手順等 

重大事故等時に敷地内において，風向，風速その他の気象条件を測

定し，及びその結果を記録するため，以下の手段を用いた手順を整備

する。 

伝送した観測値の記録の手順の詳細は，「ト．通信連絡に関する手

順等」にて整備する。 

重大事故等時における気象観測設備又は可搬型気象観測設備による
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風向，風速その他の気象条件の測定を行う。 

① 気象観測設備による気象観測項目の測定 

気象観測設備は，敷地内において，風向，風速，日射量，放射収支

量及び雨量を観測している。重大事故等時に気象観測設備の機能が維

持されている場合は，継続して気象観測設備により風向，風速，日射

量，放射収支量及び雨量を観測し，その観測値を中央監視室，再処理

施設の中央制御室及び緊急時対策所に伝送する。 

気象観測設備による気象観測項目の測定は継続されているため，測

定並びにその結果の記録を継続する。この手順のフローチャートを第

ホ－23図に示す。 

気象観測に係るアクセスルートを第ホ－28図に示す。 

なお，気象観測設備が機能喪失した場合は，以下の対応を行う。 

・「ホ．(ロ)(２)② 可搬型気象観測設備による気象観測項目の代替

測定」 

・「ホ．(ロ)(２)③ 可搬型風向風速計による風向及び風速の測定」 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，気象観測設備の状況を確認し，当該設備が機能

維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

ｂ．操作手順 

気象観測設備による気象観測についての手順の概要は以下のとお

り。 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班長

及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者に気象観測設備による気象観

測を指示する。 

(ｂ) 放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者は，気象観
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測設備による気象観測を継続する。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及びＭＯＸ燃料加工

施設現場管理者の要員の合計３人にて作業を実施した場合，常設の

設備を使用することから，本対策実施判断後速やかに対応が可能で

ある。 

② 可搬型気象観測設備による気象観測項目の代替測定 

重大事故等時に気象観測設備（風向風速計，日射計，放射収支計，

雨量計）が機能喪失した場合，可搬型気象観測設備（風向風速計，日

射計，放射収支計，雨量計）により，敷地内において風向，風速その

他の気象条件を測定する。 

可搬型気象観測用データ伝送装置を可搬型気象観測設備に接続し，

観測値を衛星通信により再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所に

伝送する。伝送した観測値は，再処理施設の中央制御室に設置する制

御建屋情報把握設備により記録するとともに，緊急時対策所において

も緊急時対策建屋情報把握設備により記録する。 

可搬型気象観測用発電機により可搬型気象観測設備及び可搬型気象

観測用データ伝送装置への給電を行い，敷地内において風向，風速そ

の他の気象条件の測定を行う。 

上記給電を継続するために可搬型気象観測用発電機への燃料給油を

実施する。燃料の給油手順については，「ニ．電源の確保に関する手

順等」にて整備する。 

可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用データ伝送装置及び可搬型

気象観測用発電機を設置場所に運搬するため，監視測定用運搬車を使

用する。  
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火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合

は，事前の対応として，可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用デー

タ伝送装置及び可搬型気象観測用発電機の建屋内への移動及び除灰作

業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作

業を実施する。 

可搬型気象観測設備により敷地内において風向，風速その他の気象

条件を測定し，及びその結果を記録するための手順を整備する。この

手順のフローチャートを第ホ－７図及び第ホ－23図に示す。 

可搬型気象観測設備は，敷地内の大きな障害物のない開けた場所に

設置することとする。可搬型気象観測設備の設置場所の例を第ホ－24

図に示す。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，気象観測設備の状況を確認し，当該設備が機能

喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

ｂ．操作手順 

可搬型気象観測設備による風向，風速その他の気象条件の測定に

ついての手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－

25図に示す。 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員に可搬型気象観測設備による風向，風速その他の気象条件の

測定の開始を指示する。 

(ｂ) 可搬型気象観測設備は，敷地内の大きな障害物のない開けた場

所に設置することとし，速やかに設置できるように，あらかじめ

候補場所を選定しておく。ただし，建屋外アクセスルートの整備

状況及び候補場所の状況に応じて，設置場所を変更することもあ
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る。 

(ｃ) 放射線対応班の班員（再処理）は，第１保管庫・貯水所に保管

している可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用発電機及び可搬

型気象観測用データ伝送装置の健全性を確認する。 

(ｄ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測設備，可搬

型気象観測用発電機及び可搬型気象観測用データ伝送装置を監視

測定用運搬車に積載し，設置場所まで運搬する。 

(ｅ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測設備及び可

搬型気象観測用データ伝送装置を可搬型気象観測用発電機に接続

し，可搬型気象観測用発電機を起動し，給電する。可搬型気象観

測用発電機に必要となる軽油は，軽油貯槽から軽油用タンクロー

リにより運搬し，給油することにより，給電開始から７日以上の

稼動が可能である。 

(ｆ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測設備を設置

し，敷地内の風向，風速，日射量，放射収支量及び雨量を観測す

る。 

(ｇ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測設備及び可

搬型気象観測用発電機について，異臭，発煙，破損，保護装置の

動作等異常がないことを外観点検により確認する。 

(ｈ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測設備の設置

状況及び測定結果を記録し，再処理施設の中央制御室及び緊急時

対策所への伝送が確立するまでの間，通信連絡設備により定期的

に再処理施設の中央制御室に連絡する。 

(ｉ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測用データ伝

送装置を可搬型気象観測設備に接続し，観測値を衛星通信により
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再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所に伝送する。また，伝

送した観測値は，制御建屋情報把握設備により記録するとともに，

緊急時対策所においても緊急時対策建屋情報把握設備により記録

する。火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認

した場合は，事前の対応として，可搬型気象観測設備，可搬型気

象観測用データ伝送装置及び可搬型気象観測用発電機の建屋内へ

の移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。なお，気象観測設備が復旧

した場合は，気象観測設備により気象観測項目を測定，監視及び

記録する。 

(ｊ) 放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型気象観測用データ伝

送装置及び可搬型気象観測用発電機について，異臭，発煙，破損，

保護装置の動作等異常がないことを外観点検により確認する。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及び建屋外対応班長

の要員３人並びに放射線対応班の班員（再処理）２人及び建屋外対

応班の班員（再処理）３人の合計８人にて作業を実施した場合，本

対策実施判断後２時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。線量管理については個人線量計

を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。さ

らに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作業

場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大事故等の対処時
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においては，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

③ 可搬型風向風速計による風向及び風速の測定 

重大事故等時に気象観測設備が機能喪失した場合，可搬型気象観測

設備を設置するまでの間，可搬型風向風速計により，敷地内において

風向及び風速を測定する。  

可搬型風向風速計による測定結果は，通信連絡設備により再処理施

設の中央制御室に連絡する。 

可搬型風向風速計により敷地内において風向及び風速を測定し，及

びその結果を記録するための手順を整備する。この手順のフローチャ

ートを第ホ－23図に示す。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，気象観測設備の状況を確認し，当該設備が機能

喪失したと判断した場合（第ホ－４表）。 

ｂ．操作手順 

可搬型風向風速計による風向及び風速の測定についての手順の概

要は以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－14図に示す。 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（ＭＯＸ）に可搬型風向風速計による風向及び風速の測定の

開始を指示する。 

(ｂ) 放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，燃料加工建屋に保管してい

る可搬型風向風速計の健全性を確認する。 

(ｃ) 放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型風向風速計により，

敷地内の大きな障害物のない開けた場所にて風向及び風速を測定

7－添1－279



する。 

可搬型風向風速計は電源を必要としない。 

(ｄ) 放射線対応班の班員（ＭＯＸ）は，可搬型風向風速計による測

定を，可搬型気象観測設備を設置するまでの間，定期的に実施し，

測定結果を記録し，通信連絡設備により再処理施設の中央制御室

に連絡する。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者及び放射線対応班長の要員２人並びに

放射線対応班の班員（ＭＯＸ）２人の合計４人にて作業を実施した

場合，重大事故等着手判断後１時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。線量管理については個人線量計

を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。さ

らに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作業

場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大事故等の対処時

においては，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

(３) 環境モニタリング設備の電源を環境モニタリング用代替電源設備

から給電する手順等 

非常用所内電源系統からの給電が喪失した際は，環境モニタリング

用可搬型発電機により，環境モニタリング設備へ給電する。 

環境モニタリング用可搬型発電機から給電することにより，モニタ
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リングポストによる空間放射線量率の測定及びダストモニタによる空

気中の放射性物質の捕集及び測定を開始する。 

環境モニタリング設備に対して，環境モニタリング用可搬型発電機

により必要な負荷へ電力を供給する。 

① 環境モニタリング用可搬型発電機による環境モニタリング設備への

給電 

重大事故等時に，第１非常用ディーゼル発電機が自動起動せず，非

常用所内電源系統から環境モニタリング設備への給電が喪失し，無停

電電源装置により給電され，環境モニタリング設備の機能が維持され

ている場合，環境モニタリング用可搬型発電機により，環境モニタリ

ング設備へ給電する。 

上記給電を継続するために環境モニタリング用可搬型発電機への燃

料給油を実施する。燃料の給油手順については，「ニ．電源の確保に

関する手順等」にて整備する。 

環境モニタリング用可搬型発電機をモニタリングポスト局舎近傍に

運搬するため，監視測定用運搬車を使用する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合

は，事前の対応として，環境モニタリング用可搬型発電機の建屋内へ

の移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必

要に応じ，除灰作業を実施する。 

環境モニタリング用可搬型発電機から給電するための手順を整備す

る。この手順のフローチャートを第ホ－11図に示す。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，非常用所内電源系統から環境モニタリング設備

への給電が喪失し，無停電電源装置により給電され，環境モニタリ
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ング設備が機能維持されていると判断した場合（第ホ－４表）。 

ｂ．操作手順 

環境モニタリング用可搬型発電機による環境モニタリング設備へ

給電する手順の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－

26図に示す。 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の

班員（再処理）に環境モニタリング用可搬型発電機による環境モ

ニタリング設備への給電の開始を指示する。 

(ｂ) 放射線対応班の班員（再処理）は，第１保管庫・貯水所に保管

している環境モニタリング用可搬型発電機の健全性を確認する。 

(ｃ) 放射線対応班の班員（再処理）は，環境モニタリング用可搬型

発電機を監視測定用運搬車に積載し，モニタリングポスト局舎近

傍まで運搬及び設置する。 

(ｄ) 放射線対応班の班員（再処理）は，環境モニタリング設備と環

境モニタリング用可搬型発電機をケーブルで接続し，環境モニタ

リング用可搬型発電機を起動する。環境モニタリング用可搬型発

電機に必要となる軽油は，軽油貯槽から軽油用タンクローリによ

り運搬し，給油することにより，給電開始から７日以上の稼動が

可能である。 

(ｅ) 放射線対応班の班員（再処理）は，環境モニタリング設備の受

電状態において，異臭，発煙，破損，保護装置の動作等の異常が

ないことを外観点検により確認する。火山の影響により，降灰予

報（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応として，

環境モニタリング用可搬型発電機の建屋内への移動及び除灰作業

の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰
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作業を実施する。なお，非常用所内電源系統からの給電が再開し

た場合は，非常用所内電源系統からの給電に切り替える。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及び建屋外対応班長

の要員３人並びに放射線対応班の班員（再処理）６人及び建屋外対

応班の班員（再処理）３人の合計12人にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから５時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。線量管理については個人線量計

を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。さ

らに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作業

場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大事故等の対処時

においては，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

(４) 敷地外でのモニタリングにおける他の機関との連携体制 

重大事故等時の敷地外でのモニタリングは，国が立ち上げる緊急時

モニタリングセンターにおいて，国が地方公共団体と連携して策定す

るモニタリング計画に従い，資機材，要員及び放出源情報を提供する

とともにモニタリングに協力する。 

また，原子力災害が発生した場合に他の原子力事業者との協力体制

を構築するため原子力事業者間協力協定を締結し，環境放射線モニタ

リング等への要員の派遣，資機材の貸与等を受けることが可能である。 
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(５) バックグラウンド低減対策の手順 

事故後の周辺汚染による測定ができなくなることを避けるため，以

下の手段を用いた手順を整備する。 

① モニタリングポストのバックグラウンド低減対策 

事故後の周辺汚染により，モニタリングポストによる測定ができな

くなることを避けるため，モニタリングポストのバックグラウンド低

減対策を行う手順を整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放射性物質の

放出により，モニタリングポストのバックグラウンドが上昇するお

それがあると判断した場合（第ホ－４表）。 

ｂ．操作手順 

モニタリングポストのバックグラウンド低減対策の手順の概要は

以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－21図に示す。 

(ａ) 放射線管理班長は，手順着手の判断基準に基づき，放射線管理

班の班員にモニタリングポストのバックグラウンド低減対策とし

て，モニタリングポストの検出器カバーを養生するよう指示する。 

(ｂ) 放射線管理班の班員は，モニタリングポストの汚染の防止に必

要な養生シートを準備する。 

(ｃ) 放射線管理班の班員は，車両等によりモニタリングポストに移

動し，モニタリングポスト局舎内の換気システムを停止する。 

(ｄ) 放射線管理班の班員は，モニタリングポストの検出器カバーに

養生シートを被せ，養生する。 

(ｅ) 放射線管理班の班員は，必要に応じて検出器カバーの養生シー

トを交換する。 
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(ｆ) 放射線管理班の班員は，バックグラウンドが通常より高い場合

には，必要に応じてモニタリングポスト局舎の除染，周辺土壌の

撤去及び樹木の伐採を行いバックグラウンドの低減を図る。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，放射線管理班長の１人及び放射線管理班の班員２

人の合計３人にて作業を実施した場合，モニタリングポスト９台分

の検出器カバーの養生作業は，作業開始を判断してから５時間以内

で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。線量管理については個人線量計

を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。さ

らに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作業

場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，支援

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大事故等の対処時

においては，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

② 可搬型環境モニタリング設備のバックグラウンド低減対策 

事故後の周辺汚染により，可搬型環境モニタリング設備による測定

ができなくなることを避けるため，可搬型環境モニタリング設備のバ

ックグラウンド低減対策を行う手順を整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中への放射性物質

の放出により，可搬型環境モニタリング設備のバックグラウンドが
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上昇するおそれがあると判断した場合（第ホ－４表）。 

ｂ．操作手順 

可搬型環境モニタリング設備のバックグラウンド低減対策の手順

の概要は以下のとおり。このタイムチャートを第ホ－22図に示す。 

(ａ) 放射線管理班長は，手順着手の判断基準に基づき，放射線管理

班の班員に可搬型環境モニタリング設備のバックグラウンド低減

対策として，可搬型環境モニタリング設備の検出器カバーを養生

するよう指示する。 

(ｂ) 放射線管理班の班員は，可搬型環境モニタリング設備の汚染の

防止に必要な養生シートを準備する。 

(ｃ) 放射線管理班の班員は，車両等により可搬型環境モニタリング

設備の設置場所に移動し，可搬型環境モニタリング設備を設置す

る際にあらかじめ養生を行っていた場合は，養生シートを取り除

いた後，検出器カバーに養生シートを被せ，養生する。 

(ｄ) 放射線管理班の班員は，必要に応じて検出器カバーの養生シー

トを交換する。 

(ｅ) 放射線管理班の班員は，バックグラウンドが通常より高い場合

には，必要に応じて可搬型環境モニタリング設備の除染，周辺土壌

の撤去及び樹木の伐採を行いバックグラウンドの低減を図る。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，放射線管理班長の１人及び放射線管理班の班員２

人の合計３人にて作業を実施した場合，可搬型環境モニタリング設

備９台分の検出器カバーの養生作業は，作業開始を判断してから５

時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線
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環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。線量管理については個人線量計

を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。さ

らに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作業

場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，支援

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重大事故等の対処時

においては，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

③ 可搬型放出管理分析設備及び可搬型試料分析設備のバックグラウン 

ド低減対策 

重大事故等時に可搬型放出管理分析設備による放射性物質の濃度の

測定場所は，燃料加工建屋を基本とする。また，可搬型試料分析設備

による放射性物質の濃度の測定場所は，再処理施設の主排気筒管理建

屋を基本とする。 

ただし，試料測定に影響が生じる場合は，緊急時対策所又は再処理

事業所外の適切な場所に設備を移動し，測定する。 
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第ホ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対

処設備，手順書一覧（１／５） 

対応項目  

機能喪失
を想定す
る設計基
準設備  

対処に使 用する設 備  手順書  

Ｍ Ｏ Ｘ 燃
料 加 工 施
設 か ら 放
出 さ れ る
放 射 性 の
濃 度 の 測
定  

放 射 性 物 質
の 捕 集 及 び
濃度の測 定  

－  

排気モニ タリング 設備  
・排気モ ニタ  
工程室排 気ダクト  
グローブ ボックス 排気
ダクト  
排気筒  
 

重大事
故等対
処設備
（内的
事象）  

重大事故 等  
発生時対 応  

手順書等 にて
整備する  

自主対
策設備
（外的
事象）  

放 射 性 物 質
の 捕 集 及 び
濃度の測 定  

排 気 モ ニ
タ リ ン グ
設備  

可搬型排 気モニタ リン
グ設備  
・可搬型 ダストモ ニタ  

重大事
故等対
処設備  

測 定 値 の 伝
送 ， 監 視 及
び記録  

可搬型排 気モニタ リン
グ用デー タ伝送装 置  
緊急時対 策建屋情 報把
握設備  
制御建屋 情報把握 設備  

可 搬 型 排 気
モ ニ タ リ ン
グ 設 備 及 び
可 搬 型 排 気
モ ニ タ リ ン
グ 用 デ ー タ
伝 送 装 置 へ
の給電  

燃料加工 建屋可搬 型発
電機  

捕 集 し た 排
気 試 料 の 放
射能測定  

－  

放出管理 分析設備  
・アルフ ァ線用放 射能

測定装置  
・ベータ 線用放射 能測

定装置  

重大事
故等対
処設備
（内的
事象）  
自主対
策設備
（外的
事象）  

捕 集 し た 排
気 試 料 の 放
射能測定  

放 出 管 理
分析設備  

可搬型放 出管理分 析設
備  
・可搬型 放射能測 定装

置  

重大事
故等対
処設備  
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第ホ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対

処設備，手順書一覧（２／５） 

対応項目  

機能喪失

を想定す

る設計基

準設備  

対処に使 用する設 備  手順書  

周 辺 監 視
区 域 に お
け る 空 間
放 射 線 量
率 及 び 空
気 中 の 放
射 性 物 質
の 濃 度 の
測定  

空 間 放 射 線
量 率 及 び 空
気 中 の 放 射
性 物 質 の 捕
集及び測 定  

―  
環境モニ タリング 設備  
・モニタ リングポ スト  
・ダスト モニタ  

重大事
故等対
処設備
（内的
事象）  

重大事故 等  
発生時対 応  

手順書等 にて
整備する  

自主対
策設備
（外的
事象）  

空 間 放 射 線
量 率 及 び 空
気 中 の 放 射
性 物 質 の 捕
集及び測 定  

環 境 モ ニ
タ リ ン グ
設備  

可搬型環 境モニタ リン
グ設備  
・可搬型 線量率計  
・可搬型 ダストモ ニタ  

重大事
故等対
処設備  

測 定 値 の 伝
送 ， 監 視 及
び記録  

可搬型環 境モニタ リン
グ用デー タ伝送装 置  
緊急時対 策建屋情 報把
握設備  
制御建屋 情報把握 設備  

可 搬 型 環 境
モ ニ タ リ ン
グ 設 備 及 び
可 搬 型 環 境
モ ニ タ リ ン
グ 用 デ ー タ
伝 送 装 置 へ
の給電  

可搬型環 境モニタ リン
グ用発電 機  

可 搬 型 環 境
モ ニ タ リ ン
グ 設 備 等 の
運搬  

監視測定 用運搬車  

採 取 し た 環
境 試 料 の 放
射 性 物 質 の
濃度の測 定  

―  
環境試料 測定設備  
・核種分 析装置  

重大事
故等対
処設備
（内的
事象）  

自主対
策設備
（外的
事象）  
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第ホ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対

処設備，手順書一覧（３／５） 

対応項目  

機能喪失

を想定す

る設計基

準設備  

対処に使 用する設 備  手順書  

周 辺 監 視
区 域 に お
け る 空 間
放 射 線 量
率 及 び 空
気 中 の 放
射 性 物 質
の 濃 度 の
測定  

採 取 し た 環
境 試 料 の 放
射 性 物 質 の
濃度の測 定  

環境試料
測定設備  

可搬型試 料分析設 備  
・可搬型 放射能測 定装

置  
・可搬型 核種分析 装置  重大事

故等対
処設備  

重大事故 等  
発生時対 応  

手順書等 にて
整備する  

可 搬 型 試 料
分 析 設 備 へ
の給電  

可搬型排 気モニタ リン
グ用発電 機  

建 屋 周 辺 の 放 射 線 量
率，空気 中の放射 性物
質の濃度 及び放射 性物
質によっ て汚染さ れた
物の表面 密度の測 定  
（※１）  

環 境 モ ニ
タ リ ン グ
設備  

可搬型建 屋周辺モ ニタ
リング設 備  
・ガンマ 線用サー ベイ

メータ (Ｓ Ａ ) 
・中性子 線用サー ベイ

メータ (Ｓ Ａ ) 
・アルフ ァ・ベー タ線

用 サ ー ベ イ メ ー タ
(ＳＡ ) 

・可搬型 ダストサ ンプ
ラ (ＳＡ ) 

重大事
故等対
処設備  

敷地周辺 の空間放 射線

量率及び 空気中の 放射

性物質の 濃度の測 定  

―  放射能観 測車  

重大事
故等対
処設備
（内的
事象）  

自主対
策設備
（外的
事象）  

放射能観

測車  

可搬型放 射能観測 設備  
・ガンマ 線用サー ベイ

メータ（ ＮａＩ（ Ｔ
ｌ）シン チレーシ ョ
ン）（ＳＡ ）  

・ガンマ 線用サー ベイ
メータ（電離箱）（ Ｓ
Ａ）  

・中性子 線用サー ベイ
メータ（ ＳＡ）  

・アルフ ァ・ベー タ線
用 サ ー ベ イ メ ー タ
（ＳＡ）  

・可搬型 ダスト・ よう

素サンプ ラ（ＳＡ ）  

重大事
故等対
処設備  
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第ホ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対

処設備，手順書一覧（４／５） 

対応項目  

機能喪失

を想定す

る設計基

準設備  

対処に使 用する設 備  手順書  

敷 地 内 の

気 象 条 件

の測定  

風 向 ， 風 速

そ の 他 気 象

条件の測 定  

―  

気象観測 設備  
・風向風 速計  
・日射計  
・放射収 支計  
・雨量計  

重大事
故等対
処設備
（内的
事象）  

重大事故 等  
発生時対 応  

手順書等 にて
整備する  

自主対
策設備
（外的
事象）  

風 向 ， 風 速

そ の 他 気 象

条件の測 定  

気象観測

設備  

可搬型気 象観測設 備  
・風向風 速計  
・日射計  
・放射収 支計  
・雨量計  重大事

故等対
処設備  

観 測 値 の 伝

送 ， 監 視 及

び記録  

可搬型気 象観測用 デー
タ伝送装 置  
緊急時対 策建屋情 報把
握設備  
制御建屋 情報把握 設備  

可 搬 型 気 象
観 測 設 備 及
び 可 搬 型 気
象 観 測 用 デ
ー タ 伝 送 装
置への給 電  

可搬型気 象観測用 発電
機  

重大事
故等対
処設備  

可 搬 型 気 象
観 測 設 備 等
の運搬  

監視測定 用運搬車  
重大事
故等対
処設備  

 
 

敷地内の 風向及び 風速
の測定（ ※２）  

気 象 観 測
設備  

可搬型風 向風速計  
重大事
故等対
処設備  
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第ホ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対

処設備，手順書一覧（５／５） 

対応項目  

機能喪失
を想定す
る設計基
準設備  

対処に使 用する設 備  手順書  

環 境 モ ニ
タ リ ン グ
設 備 へ の
環 境 モ ニ
タ リ ン グ
用 代 替 電
源 設 備 か
らの給電  

環 境 モ ニ
タ リ ン グ
設 備 へ の
給電  第 １ 非 常

用 デ ィ ー
ゼ ル 発 電
機Ｂ  

環境モニ タリング 用可
搬型発電 機  

重大事
故等対
処設備  

重大事故 等  
発生時対 応  

手順書等 にて
整備する  

環 境 モ ニ
タ リ ン グ
用 可 搬 型
発 電 機 の
運搬  

監視測定 用運搬車  
重大事
故等対
処設備  

バックグ ラウンド 低減
対策  

－  養生シー ト  資機材  

 

※１  環 境モニタ リング設 備が機能 喪失した 場合，可 搬型環境 モニタリ ング

設備を設 置するま での間， 実施する 。  

※２  気 象観測設 備が機能 喪失した 場合，可 搬型気象 観測設備 を設置す るま

での間， 実施する 。  
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第ホ－２表 重大事故等の対処に必要な監視項目（１／５） 

対応項目  
重大事故 等の対処

に必要な 監視項目  
対応する 設備  

計測範囲  

（単位）  

(１ ) 放 射性物質 の濃度及 び線量の 測定の手 順等  

①  ＭＯ Ｘ燃料加 工施設に おける放 射性物質 の濃度の 測定  

ａ．排気モ

ニ タ リ ン

グ 設 備 に

よ る Ｍ Ｏ

Ｘ 燃 料 加

工 施 設 か

ら 放 出 さ

れ る 放 射

性 物 質 の

濃 度 の 測

定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

排気モニ タリング 設備  
・排気モ ニタ  

１～ 105min - 1 

ｂ．可搬型

排 気 モ ニ

タ リ ン グ

設 備 に よ

る Ｍ Ｏ Ｘ

燃 料 加 工

施 設 か ら

放 出 さ れ

る 放 射 性

物 質 の 濃

度 の 代 替

測定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

可搬型排 気モニタ リング設 備  
・可搬型 ダストモ ニタ  

０～ 9999.9min - 1 

ｃ．放出管

理 分 析 設

備 に よ る

Ｍ Ｏ Ｘ 燃

料 加 工 施

設 か ら 放

出 さ れ る

放 射 性 物

質 の 濃 度

の 代 替 測

定  

放 射 性 物 質 の 濃 度

（粒子）  

アルファ 線用放射 能測定装 置  B.G.～ 999.9kmin - 1

ベータ線 用放射能 測定装置  B.G.～ 999.9kmin - 1

ｄ．可搬型

放 出 管 理

分 析 設 備

に よ る Ｍ

Ｏ Ｘ 燃 料

加 工 施 設

か ら 放 出

さ れ る 放

射 性 物 質

の 濃 度 の

代替測定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

可搬型放 射能測定 装置  
（アルフ ァ /ベータ 線）  

B.G.～ 100kmin - 1 

（アルフ ァ線）  

B.G. ～ 300kmin - 1

（ベータ 線）  
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第ホ－２表 重大事故等の対処に必要な監視項目（２／５） 

対応項目  
重大事故 等の対処

に必要な 監視項目  
対応する 設備  

計測範囲  

（単位）  

(１ ) 放 射性物質 の濃度及 び線量の 測定の手 順等  

②  周辺 監視区域 における 放射性物 質の濃度 及び線量 の測定  

ａ．環境モ

ニ タ リ ン

グ 設 備 に

よ る 空 気

中 の 放 射

性 物 質 の

濃 度 及 び

線 量 の 測

定  

線量率  モニタリ ングポス ト  

低レンジ  

10- 2～ 10 1μ Gy/h 

高レンジ  

100～ 105μ Gy/h 

放射能レ ベル  

（粒子）  
ダストモ ニタ  

アルファ 線，  

ベータ線  

10- 2～ 10 4 s - 1 

(連 続 集 塵 ， 連 続

測定時 ) 

ｂ．可搬型

環 境 モ ニ

タ リ ン グ

設 備 に よ

る 空 気 中

の 放 射 性

物 質 の 濃

度 及 び 線

量 の 代 替

測定  

線量率  
可搬型環 境モニタ リング設 備  

・可搬型 線量率計  
B.G. ～ 100mSv/h

又はｍ Gy/h 

放射能レ ベル  

（粒子）  

可搬型環 境モニタ リング設 備  

・可搬型 ダストモ ニタ  
B.G.～ 99.9kmin - 1 

ｃ．可搬型

建 屋 周 辺

モ ニ タ リ

ン グ 設 備

に よ る 空

気 中 の 放

射 性 物 質

の濃度，線

量 及 び 放

射 性 物 質

に よ っ て

汚 染 さ れ

た 物 の 表

面 密 度 の

代替測定  

線量率  

可 搬 型 建 屋 周 辺 モ ニ タ リ ン グ

設備  

・ ガ ン マ 線 用 サ ー ベ イ メ ー タ

(ＳＡ )  

0.0001～

1000mSv/h 

可 搬 型 建 屋 周 辺 モ ニ タ リ ン グ

設備  

・ 中 性 子 線 用 サ ー ベ イ メ ー タ

(ＳＡ )  

0.01～  

10000μ Sv/h 

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

表面密度  

可 搬 型 建 屋 周 辺 モ ニ タ リ ン グ

設備  

・アルフ ァ・ベータ 線用サー ベ

イメータ (ＳＡ )  

B.G. ～ 100kmin - 1

（アルフ ァ線）  

B.G. ～ 300kmin - 1

（ベータ 線）  
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第ホ－２表 重大事故等の対処に必要な監視項目（３／５） 

対応項目  
重大事故 等の対処

に必要な 監視項目  
対応する 設備  

計測範囲  

（単位）  

(１ ) 放 射性物質 の濃度及 び線量の 測定の手 順等  

②  周辺 監視区域 における 放射性物 質の濃度 及び線量 の測定  

ｄ．放射能

観 測 車 に

よ る 空 気

中 の 放 射

性 物 質 の

濃 度 及 び

線 量 の 測

定  

線量率  

空 間 放 射 線 量 率 測 定 器 （ Ｎ ａ

Ｉ（Ｔｌ）シンチレーショ ン） 
B.G.～ 10μ Gy/h 

空間放射 線量率測 定器  
（電離箱 ）  

1～ 300000μ Gy/h 

中性子線 用サーベ イメータ  
0.01～  

10000μ Sv/h 

放射性物 質の濃度  

（粒子）  
放射能測 定器（ダ スト）  

0.01～ 999999s - 1  

（アルフ ァ線）  

0.1～ 999999s - 1 

（ベータ 線）  

放射性物 質の濃度  

（放射性 よう素）  
放射能測 定器（よ う素）  0.1～ 999999s - 1 

ｅ．可搬型

放 射 能 観

測 設 備 に

よ る 空 気

中 の 放 射

性 物 質 の

濃 度 及 び

線 量 の 代

替測定  

線量率  

ガンマ線 用サーベ イメータ  

（ＮａＩ（ Ｔｌ）シン チレーシ

ョン） (Ｓ Ａ ) 

B.G.～ 30μ Sv/h， 

0～ 30ks- 1 

ガンマ線 用サーベ イメータ  

（電離箱 ） (ＳＡ ) 
0.001～ 300mSv/h 

中 性 子 線 用 サ ー ベ イ メ ー タ

(ＳＡ ) 

0.01～  

10000μ Sv/h 

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

ア ル フ ァ ・ ベ ー タ 線 用 サ ー ベ

イメータ (ＳＡ ) 

B.G. ～ 100kmin - 1

（アルフ ァ線）  

B.G. ～ 300kmin - 1

（ベータ 線）  

放射性物 質の濃度  

（放射性 よう素）  

ガンマ線 用サーベ イメータ  

（ＮａＩ（ Ｔｌ）シン チレーシ

ョン） (Ｓ Ａ )  

B.G.～ 30μ Sv/h， 

0～ 30ks- 1 

可搬型核 種分析装 置  27.5～ 11000keＶ  

ｆ．環境試

料 測 定 設

備 に よ る

空 気 中 の

放 射 性 物

質 の 濃 度

の測定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  
核種分析 装置（ガ ンマ線）  30～ 10000keＶ  
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第ホ－２表 重大事故等の対処に必要な監視項目（４／５） 

対応項目  
重大事故 等の対処

に必要な 監視項目  
対応する 設備  

計測範囲  

（単位）  

(１ ) 放 射性物質 の濃度及 び線量の 測定の手 順等  

②  周辺 監視区域 における 放射性物 質の濃度 及び線量 の測定  

ｇ．環境試

料 測 定 設

備 に よ る

水 中 及 び

土 壌 中 の

放 射 性 物

質 の 濃 度

の測定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  
核種分析 装置（ガ ンマ線）  30～ 10000keＶ  

ｈ．可搬型

試 料 分 析

設 備 に よ

る 空 気 中

の 放 射 性

物 質 の 濃

度 の 代 替

測定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

可搬型放 射能測定 装置  

（アルフ ァ /ベータ 線）  
B.G.～ 99.9kmin - 1 

可搬型核 種分析装 置  

（ガンマ 線）  
27.5～ 11000keＶ  

ｉ．可搬型

試 料 分 析

設 備 に よ

る 水 中 及

び 土 壌 中

の 放 射 性

物 質 の 濃

度の測定  

放射性物 質の濃度  

（粒子）  

可搬型放 射能測定 装置  

（アルフ ァ /ベータ 線）  
B.G.～ 99.9kmin - 1 

可搬型核 種分析装 置  

（ガンマ 線）  
27.5～ 11000keＶ  

(２ ) 風 向，風速 その他の 気象条件 の測定の 手順等  

① 気 象 観

測 設 備 に

よ る 気 象

観 測 項 目

の測定  

風 向 ， 風 速 そ の 他

気象条件  

気象観測 設備  

・風向風 速計  

地上 10ｍ  

風向： 16 方位  

風速： 0～ 90ｍ /s 

地上 150ｍ  

風向： 16 方位  

風速： 0～ 30ｍ /s 

気象観測 設備  

・日射計  
0～ 1.50kＷ /m2 

気象観測 設備  

・放射収 支計  
-0.3～ 1.2kＷ /m2 

気象観測 設備  

・雨量計  
0.5mm ごとの計測  
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第ホ－２表 重大事故等の対処に必要な監視項目（５／５） 

対応項目  
重大事故 等の対処

に必要な 監視項目  
対応する 設備  

計測範囲  

（単位）  

(２ ) 風 向，風速 その他の 気象条件 の測定の 手順等  

② 可 搬 型

気 象 観 測

設 備 に よ

る 気 象 観

測 項 目 の

代替測定  

風 向 ， 風 速 そ の 他

気象条件  

可搬型気 象観測設 備  

風向風速 計  

風向： 16 方位  

風速： 0～ 90ｍ /s 

可搬型気 象観測設 備  

日射計  
0～ 2.00kＷ /m2 

可搬型気 象観測設 備  

放射収支 計  

-0.714～  

1.50kＷ /m2 

可搬型気 象観測設 備  

雨量計  
0.5mm 毎の計測  

③ 可 搬 型

風 向 風 速

計 に よ る

風 向 及 び

風 速 の 測

定  

風向及び 風速  可搬型風 向風速計  
風向： 8 方位  

風速： 2～ 30ｍ /s 

(５ ) バ ックグラ ウンド低 減対策の 手順  

① モ ニ タ

リ ン グ ポ

ス ト の バ

ッ ク グ ラ

ウ ン ド 低

減対策  

線量率  モニタリ ングポス ト  

低レンジ  

10- 2～ 10 1μ Gy/h 

高レンジ  

100～ 105μ Gy/h 

② 可 搬 型

環 境 モ ニ

タ リ ン グ

設 備 の バ

ッ ク グ ラ

ウ ン ド 対

策  

線量率  
可搬型環 境モニタ リング設 備  

・可搬型 線量率計  

B.G.～ 100mSv/h

又は mGy/h 

 

 

7－添1－297



 

第ホ－３表 審査基準における要求事項ごとの給電対策設備 

対象条文  供給対象 設備  給電元  

ト．監視測 定等に関 する手

順等  

代替モニ タリング 設備  
  可 搬 型 排 気 モ ニ タ リ

ング設備  

  可 搬 型 排 気 モ ニ タ リ

ン グ 用 デ ー タ 伝 送 装

置  

代替電源 設備  

・ 燃 料 加 工 建 屋 可 搬 型 発 電

機  

代替試料 分析関係 設備  
  可搬型核 種分析装 置  

代替試料 分析関係 設備  

・ 可 搬 型 排 気 モ ニ タ リ ン グ

用発電機  

代替モニ タリング 設備  
  可 搬 型 環 境 モ ニ タ リ

ング設備  

  可 搬 型 環 境 モ ニ タ リ

ン グ 用 デ ー タ 伝 送 装

置  

代替モニ タリング 設備  

  可 搬 型 環 境 モ ニ タ リ ン グ

用発電機  

代替気象 観測設備  
  可搬型気 象観測設 備  

  可 搬 型 気 象 観 測 用 デ

ータ伝送 装置  

代替気象 観測設備  

  可搬型気 象観測用 発電機  

環境モニ タリング 設備  
  モニタリ ングポス ト  

  ダストモ ニタ  

  環 境 モ ニ タ リ ン グ 用 可 搬

型発電機  

  非常用所 内電源系 統  
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ず
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に
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①
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又
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備

，
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ

リ
ン

グ
設

備
，

可
搬

型
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
，

可
搬

型
建

屋
周

辺
モ

ニ
タ

リ
ン

グ

設
備

，
放

出
管

理
分

析
設

備
，

環
境

試
料

測
定

設
備

，
可

搬
型

放
出

管
理

分
析

設
備

，

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
，

放
射

能
観

測
車

及
び

可
搬

型
放

射
能

観
測

設
備

に
よ

る
測

定

に
よ

り
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
か

ら
の

放
射

性
物

質
の

放
出

の
お

そ
れ

が
あ

る
と

判

断
し

た
場

合
。

 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
及

び
そ

の
周

辺
に

お
い

て
，

水
中

及
び

土
壌

中
の

放
射

性
物

質
の

濃
度

の
測

定
が

必
要

な
場

合
，

実
施

す
る

。
 

第
ホ

－
４

表
 

各
手

順
の

判
断

基
準

（
３

／
４

）
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手
順

 
着

手
の

判
断

基
準

 
実

施
の

判
断

基
準

 

風
向

，
風

速

そ
の

他
の

気

象
条

件
の

測

定
 

気
象

観
測

設
備

に
よ

る
気

象

観
測

項
目

の
測

定
 

気
象

観
測

設
備

の
機

能
が

維
持

さ
れ

て
い

る
場

合
。

 
監

視
を

継
続

す
る

。
 

可
搬

型
気

象
観

測
設

備
に

よ

る
気

象
観

測
項

目
の

代
替

測

定
 

以
下

の
い

ず
れ

か
に

よ
り

，
気

象
観

測
設

備
が

機
能

喪
失

し
た

場
合

。
 

①
気

象
観

測
設

備
の

電
源

が
喪

失
（

気
象

盤
に

て
確

認
）

 
②

気
象

観
測

設
備

の
故

障
警

報
が

発
生

（
気

象
盤

に
て

確
認

）
 

③
環

境
監

視
盤

の
電

源
が

喪
失

（
気

象
盤

に
て

確
認

）
 

準
備

完
了

後
，
直

ち
に

実
施

す
る

。
 

可
搬

型
風

向
風

速
計

に
よ

る

風
向

及
び

風
速

の
測

定
 

以
下

の
い

ず
れ

か
に

よ
り

，
気

象
観

測
設

備
が

機
能

喪
失

し
た

場
合

。
 

①
気

象
観

測
設

備
の

電
源

が
喪

失
（

環
境

監
視

盤
に

て
確

認
）

 
②

気
象

観
測

設
備

の
故

障
警

報
が

発
生

（
環

境
監

視
盤

）
に

て
確

認
）

 
③

環
境

監
視

盤
の

電
源

が
喪

失
（

環
境

監
視

盤
に

て
確

認
）

 

準
備

完
了

後
，
直

ち
に

実
施

す
る

。
 

環
境

モ
ニ

タ

リ
ン

グ
設

備

の
電

源
を

環

境
モ

ニ
タ

リ

ン
グ

用
代

替

電
源

設
備

か

ら
給

電
 

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

用
可

搬

型
発

電
機

に
よ

る
環

境
モ

ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

へ
の

給
電

 

非
常

用
所

内
電

源
系

統
か

ら
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
へ

の
給

電
が

喪
失

し
，

無
停

電
電

源
装

置
に

よ
り

給
電

さ
れ

，
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
の

機
能

が
維

持
さ

れ
て

い
る

場
合

。
 

準
備

完
了

後
，
直

ち
に

実
施

す
る

。
 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ポ
ス

ト
の

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン

ド
低

減
対

策
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
か

ら
大

気
中

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

に
よ

り
，

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ポ
ス

ト
の

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

が
上

昇
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
と

判
断

し
た

場

合
。

 

準
備

完
了

後
，
直

ち
に

実
施

す
る

。
 

可
搬

型
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
の

バ
ッ

ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
低

減
対

策
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
か

ら
大

気
中

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

に
よ

り
，

可
搬

型
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
の

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

が
上

昇
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
と

判
断

し
た

場
合

。
 

空
間

放
射

線
量

率
の

上
昇

後
，

実
施

す
る

。
 

 

第
ホ

－
４

表
 

各
手

順
の

判
断

基
準

（
４

／
４

）
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第
ホ
－
１
図
 
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
）

 
 

 

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件

 
 
 

 
 

 
 
 

※
１
 
地
震

 

※
２
 
全
交
流
電
源
の
喪
失

 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
機
能
喪
失
 

対
応
手
段
 


可
搬
型
排
気
モ

ニ
タ
リ

ン
グ

設
備

の
設
置
 


可
搬
型
排
気

モ
ニ
タ
リ

ン
グ

用
デ

ー
タ
伝
送

装
置

の
設

置
 

放
射
線
監
視
盤
 

機
能
喪
失

 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
 

機
能
喪
失

 

 
放
射
線
監
視
盤
 

損
傷
 

 
非
常
用
電
源
 

喪
失
 

※
１

 

※
２

 
※
１

 

排
気

モ
ニ
タ
 

損
傷
 

 
非
常
用
電
源
 

喪
失
 

※
１

 

※
２

 
※

１
 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
 

機
能
喪
失
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第
ホ
－
２
図
 
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
）

 
 

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件

 
 
 

 
 

 
 
 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
機
能
喪
失
 

①
 

環
境
監
視
盤
 

機
能
喪
失

 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
 

機
能
喪
失

 

ダ
ス
ト
モ
ニ
タ
 

機
能
喪
失

 

対
応
手
段
 

①
：
可
搬
型
建
屋
周
辺
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
測
定
 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
設
置
 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
デ
ー
タ
伝
送
装
置
の
設
置
 

②
：
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
可
搬
型
発
電
機
の
設
置
 

②
 

②
 

※
１

 

※
１
 
地
震

 

※
２
 
全
交
流
電
源
の
喪
失

 

※
１

 

※
２

 

※
１

 
※
１

 

※
２

 

※
１

 

※
２

 

※
１

 

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

ポ
ス
ト
 

損
傷
 

 

ダ
ス
ト
 

モ
ニ
タ
 

損
傷
 

 
環
境
監
視
盤
 

損
傷
 

 
非
常
用
電
源
 

喪
失
 

 
非
常
用
電
源
 

喪
失
 

 
非
常
用
電
源
 

喪
失
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第
ホ
－
３
図
 
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
放
射
能
観
測
車
）

 
 

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件

 
 
 

 
 

 
 
 

放
射
能
観
測
車
の
機
能
喪
失
 

対
応
手
段
 

 
可
搬
型
放
射
能
観
測
設
備
に
よ
る
測
定
 

車
両
 

走
行
機
能
の
喪
失
 

搭
載
機
器
 

測
定
機
能
の
喪
失

 

※
１

 
※
１

 

 
搭
載
機
器
 

損
傷
 

 
車
両
 

損
傷
 

※
１
 
地
震
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第
ホ
－
４
図
 
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
気
象
観
測
設
備
）
 

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件

 
 
 

 
 

 
 
 

気
象
観
測
設
備
の
機
能
喪
失
 

対
応
手
段
 

 
可
搬
型
風
向
風
速
計
に
よ
る
測
定
 

 
可
搬
型
気
象
観
測
設
備
の
設
置
 

 
可
搬
型
気
象
観
測
用
デ
ー
タ
伝
送
装
置
の
設
置
 

気
象
盤
 

機
能
喪
失
 

気
象
測
器
 

機
能
喪
失

 

※
１

 
※
１

 

※
２

 

※
１

 

※
２

 

 

※
１

 

※
１
 
地
震

 

※
２
 
全
交
流
電
源
の
喪
失

 

 
気
象
測
器
 

損
傷
 

 
電
源
 

喪
失
 

 
気
象
盤
 

損
傷
 

 
電
源
 

喪
失
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凡
例

 

：
接
続
口

 

：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

（
建
屋
境

界
）

 

代
替
試
料

分
析

関
係
設

備
 

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ
リ

ン
グ

用
発
電

機
 

 
Ｄ
／
Ｇ

 

再
処

理
施

設
の

 

主
排

気
筒

管
理

 

建
屋

 

1
0
0
Ｖ
 

1
0
0
Ｖ
 

代
替

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

 

可
搬

型
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

発
電

機
 

 
Ｄ
／
Ｇ

 可 搬 型 環 境 モ ニ タ リ ン グ 設 備 

1
0
0
Ｖ
 

代
替

気
象

観
測

設
備

 

可
搬

型
気

象
観

測
用
発

電
機

 

 
Ｄ

／
Ｇ

 可 搬 型 気 象 観 測 設 備 

モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト 

1
0
0
Ｖ
 

環
境
モ
ニ

タ
リ

ン
グ
用

 

可
搬
型
発

電
機

 

 
Ｄ
／
Ｇ

 ダ ス ト モ ニ タ 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ

ポ

ス
ト
局
舎

 

2
0
0
Ｖ
 
 

/
1
0
0
Ｖ
 

可 搬 型 環 境 モ ニ タ リ ン グ 用 デ ー タ 伝 送 装 置 

可 搬 型 気 象 観 測 用 デ ー タ 伝 送 装 置 

可 搬 型 核 種 分 析 装 置 

第
ホ
－
５
図
 
可
搬
型
発
電
機
接
続
時
の
系
統
図
 

 
 
 
 
 
 
（
可
搬
型
発
電
機
,
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
可
搬
型
発
電
機
接
続
時
）
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可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
，
可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
用
デ
ー
タ
伝
送
装
置
の
設
置
※
２
 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
が
機
能
維
持
し

て
い
る
か
 

排
気
筒
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性

物
質
の
捕
集
・
濃
度
の
測
定
 

※
１
 

・
放
射
線
監
視
盤
の
状
況
を
確
認
し
，
電
源
が
喪
失
し
て

い
る
又
は
故
障
警
報
が
発
生
し
て
い
る
場
合
は
，
排
気

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
す
る
。
 

※
３
 

・
閉
じ
込
め
る
機
能
の
回
復
に
係
る
対
策
を
行
う
場
合
に

実
施
す
る
。
 

※
６
 

・
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
又
は
可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
設
備
で
捕
集
し
た
試
料
は
，
定
期
的
又
は
大
気
中

へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
の
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
，

回
収
し
て
測
定
す
る
。
 

 
指
示
値
の
監
視
及
び
記
録
 

（
中
央
監
視
室
，
再
処
理
施
設
の
中

央
制
御
室
及
び
緊
急
時
対
策
所
）
 

放
射
線
監
視
盤
に
て
 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
状
況
確
認
※
１
 

機
能
維
持
し
て
い
る
 

機
能
喪
失
し
て
い
る
 

可
搬
型
ダ
ク
ト
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
 

捕
集
・
濃
度
の
測
定
※
３
，
※
４
 

※
４
 

・
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
が
復
旧
し
た
場
合
，
排
気
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
り
，
測
定
，
監
視
及
び
記
録
を

行
う
。
 

 
指
示
値
の
監
視
及
び
記
録
 

（
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
及
び
 

緊
急
時
対
策
所
）
※
４
 

凡
例

 

 
 
 
：
操
作
・
確
認

 

 
 
 
：
判
断

 

 
 
 
：
監
視

 

第
ホ
－
６
図
 
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
手
順
の
概
要

 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手
 

※
２
 

・
可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
を
可
搬
型
ダ
ク
ト
に

接
続
す
る
。
 

※
５
 

・
放
出
管
理
分
析
設
備
の
状
況
を
確
認
し
，
電
源
が
喪
失

し
て
い
る
又
は
故
障
し
て
い
る
場
合
は
，
当
該
設
備
が

機
能
喪
失
し
た
と
判
断
す
る
。
 

※
７
 

・
放
出
管
理
分
析
設
備
が
復
旧
し
た
場
合
，
放
出
管
理
分

析
設
備
に
よ
り
測
定
を
行
う
。
 

機
能
喪
失
し
て
い
る
 

 

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
の
準
備
 

放
出
管
理
分
析
設
備
の
状
況
確
認
※
５
 

放
出
管
理
分
析
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
 

 

機
能
維
持
し
て
い
る
 

試
料
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
評
価
※
６
 

試
料
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
評
価
※
６
，
※
７
 

手
順
１
※
８
 

手
順
２
※
８
 

手
順
４
※
８
 

※
８
 

・
添
７
第
６
表
の
手
順
等
の
番
号
。
 

手
順
３
※
８
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第
ホ
－
７
図
 
可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
給
電
手
順
の
概
要

 

可
搬
型
発
電
機
 
起
動

 

可
搬
型
重
大
事
故
等

 

対
処
設
備
の
接
続

 

対
処
の
移
行
判
断
 
※
２

 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
の
監
視

 

可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

敷
設
・
接
続

 

可
搬
型
重
大
事
故
等

 

対
処
設
備
へ
の
給
電

 

※
２
 
対

処
の
移
行

判
断

 
・

可
搬
型

発
電
機
に

よ
る
可

搬
型
重
大

事
故
等

 

 
対
処
設

備
へ
の
電

源
供
給

準
備
が
完

了
し
た

 

 
場
合

 

※
１
 
対

処
の
移
行

判
断

 

・
全
交
流

電
源
の
喪

失
 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手
 
※
１

 

可
搬
型
発
電
機
 
起
動

 

可
搬
型
重
大
事
故
等

 

対
処
設
備
の
接
続

 

可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

敷
設
・
接
続

 

可
搬
型
重
大
事
故
等

 

対
処
設
備
へ
の
給
電

 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手
 
※
１

 

対
処
の
移
行
判
断
 
※
２

 

（
可
搬
型
発
電
機
を
建
屋
内
に
保
管
し
て
い
る
場
合
）

 
（
可
搬
型
発
電
機
が
外
部
保
管
エ
リ
ア
に
保
管
さ
れ
て
い
る
場
合
）

 

可
搬
型
発
電
機
の
運
搬
・
設
置

 

：
操
作
・

確
認
 

：
判
断
 

：
監
視
 

凡
例

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
の
監
視
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第
ホ

－
８

図
 

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

濃
度

の
代

替
測

定
の

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト
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第
ホ

－
９

図
 

放
出

管
理

分
析

設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
濃

度
の

測
定

の
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

 

7－添1－311



   

 

   

 
 

第
ホ

－
1
0
図

 
可

搬
型

放
出

管
理

分
析

設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
濃

度
の

代
替

測
定

の
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト
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建
屋
周
辺
に
お
け
る
 

空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
，
線

量
及
び
放
射
性
物
質
に
よ
っ
て
汚
染

さ
れ
た
物
の
表
面
密
度
の
測
定
※
５
 

 
試
料
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
評
価
※
７
 

  

凡
例

 

 
 
 
：
操
作
・
確
認

 

 
 
 
：
判
断

 

 
 
 
：
監
視

 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
へ
環
境
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
用
可
搬
型
発
電
機
の
接
続
・

給
電
※
３
 

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
の
準
備
 

※
２
 

・
可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
の
代
替
と
し
て
可
搬

型
線
量

率
計

，
ダ

ス
ト

モ
ニ

タ
の

代
替

と
し

て
可

搬
型

ダ
ス

ト
モ

ニ
タ

）
に

よ
る

代
替
測

定
地

点
に

つ
い

て
は

，
指

示
値

の
連

続
性

を
考

慮
し

，
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設
備
に
隣
接
し
た
位
置
に
設
置
す
る
こ
と
を
原
則
と
す
る
。
 

・
設
置
の
順
番
は
，
風
下
方
向
を
優
先
す
る
。
 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
り
風
下
方
向
が
監
視
で
き
て
い
る
場
合
は
，
監
視

で
き
て
い
な
い
方
角
を
優
先
的
に
設
置
す
る
。
 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
が
 

機
能
維
持
し
て
い
る
か
 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
状
況
確
認
※
１
 

機
能
維
持
 

し
て
い
る
 

機
能
喪
失
 

し
て
い
る
 

※
１
 

・
環
境
監
視
盤
の
状
況
確
認
に
よ
り
，
電
源
が
喪
失
し
て
い
る
又
は
故
障
警
報
が
発

生
し

て
い

る
場

合
は

，
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
が

機
能

喪
失

し
た

と
判

断
す

る
。
 

非
常
用
所
内
電
源
系
統
が

機
能
維
持
し
て
い
る
か
 

機
能
維
持
 

し
て
い
る
 

環
境
試
料
測
定
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
 

機
能
喪
失
 

し
て
い
る
 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
，
可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

用
デ
ー
タ
伝
送
装
置
の
設
置
※
２
 

※
３
 

・
環
境
モ

ニ
タ
リ

ン
グ

用
可
搬

型
発
電

機
の

設
置
位

置
で
あ

る
環

境
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

設
備
の
近

傍
へ
の

移
動

ル
ー
ト

が
通
行

で
き

な
い
場

合
は
，

周
辺

監
視
区

域
に
お

け
る
放
射

性
物
質

の
濃

度
及
び

線
量
の

測
定

を
可
搬

型
環
境

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設
備

に
よ
り
実
施
す
る
。
 

そ
の
後

，
移
動
ル
ー
ト
が
通

行
で
き
る
状
況
に
な

っ
た
場
合
は
，
環
境

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
設
備
の
近
傍
に
設
置
す
る
。
 

な
お
，
非
常
用
所
内
電
源
系
統
か
ら
の
給
電
が
再
開
し
た
場
合
は
，
非
常
用
所
内

電
源
系
統
か
ら
の
給
電
に
切
り
替
え
る
。
 

※
７
 

・
ダ
ス
ト
モ
ニ
タ
又
は
可
搬
型
ダ
ス
ト
モ
ニ
タ
で
捕
集
し
た
試
料
は
，
定
期
的
又
は

大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
の
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
試
料
を
回
収
し
て
，

測
定
す
る
。
 

・
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
及
び
そ
の
周
辺
に
お
け
る
水
試
料
及
び
土
壌
試
料
は
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
か
ら
の
放
射
性
物
質
の
放
出
の
お
そ
れ
が
あ
り
，
放
射
性
物

質
の
濃
度
の
測
定
が
必
要
な
場
合
に
採
取
し
，
測
定
す
る
。
 

可
搬
型
建
屋
周
辺
モ
ニ
タ
 

リ
ン
グ
設
備
の
準
備
 

 
周
辺
監
視
区
域
に
お
け
る
線
量
当
量
率
の
測
定
 

放
射
性
物
質
の
捕
集
及
び
測
定
 

第
ホ
－
1
1
図
 
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
手
順
の
概
要
（
１
／
２
）
 

機
能
維
持
 

し
て
い
る
 

機
能
喪
失
 

し
て
い
る
 

※
５
 

・
可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
を
設
置
す
る
ま
で
の
間
，
定
期
的
に
測
定
す
る
。
 

周
辺
監
視
区
域
に
お
け
る
線
量
当
量
率
の
測
定
 

放
射
性
物
質
の
捕
集
及
び
測
定
※
４
 

試
料
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
評
価
※
７
，
※
８
 

※
４
 

・
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
が
復
旧
し
た
場
合
，
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
り
，

測
定
，
監
視
及
び
記
録
を
行
う
。
 

※
８
 

・
環
境
試
料
測
定
設
備
が
復
旧
し
た
場
合
，
環
境
試
料
測
定
設
備
に
よ
り
測
定
を
行

う
。
 

 
指
示
値
の
監
視
及
び
記
録
 

（
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
及
び

緊
急
時
対
策
所
）
※
４
 

 

指
示
値
の
監
視
及
び
記
録
 

（
中
央
監
視
室
，
再
処
理
施
設

の
中
央
制
御
室
及
び
緊
急
時
対

策
所
）
 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手
 

環
境
試
料
測
定
設
備
の
状
況
確
認
※
６
 

※
６
 

・
環
境
試
料
測
定
設
備
の
状
況
を
確
認
し
，
電
源
が
喪
失
し
て
い
る
又
は
故
障
し
て

い
る
場
合
は
，
当
該
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
す
る
。
 

手
順
５
※
９
 

手
順
６
※
９
 

手
順
７
※
９
 

手
順

1
0
，
1
1
※
９
 

手
順

1
2
，
1
3
※
９
 

※
９
 

・
添
７
第
６
表
の
手
順
等
の
番
号
。
 

手
順

1
7
※
９
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※
1
0
 

・
搭

載
機

器
の

測
定

機
能

又
は

車
両

の
走

行
機

能
が

喪
失

し

た
場

合
は

，
放

射
能

観
測

車
が

機
能

喪
失

し
た

と
判

断
す

る
。
 

※
1
1
 

・
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

か
ら

大
気

中
へ

の
放

射
性

物
質

の

放
出

の
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
は

，
最

大
濃

度
地

点
又

は
風

下
方
向
に
て
測
定
す
る
。
 

・
そ

れ
以

外
の

場
合

は
，

可
搬

型
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備

又
は

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

に
よ

り
測

定
で

き
て

い
な

い
方
角
に
て
測
定
す
る
。
 

放
射
能
観
測
車
が

 
機
能
維
持
し
て
い
る
か

 

放
射
能
観
測
車
の
状
況
確
認

 
※
1
0
 

可
搬
型
放
射
能
観
測
設
備

 
の
準
備

 

凡
例

 

 
 
 
：
操
作
・
確
認

 

 
 
 
：
判
断

 

 
 
 
：
監
視

 
最
大
濃
度
地
点
又
は
風
下
方
向
に

お
け
る

 
線

量
当

量
率

及
び

放
射

性
物

質
の

濃
度

の
測

定
※

1
1 

機
能
喪
失

 
し
て
い
る

 

機
能
維
持

 
し
て
い
る

 

最
大
濃
度
地
点
又
は
風
下
方
向
に
お
け
る
 

線
量
当
量
率
及
び
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定

※
1
1
，
※
1
2
 

 

※
1
2
 

・
放

射
能

観
測

車
が

復
旧

し
た

場
合

，
放

射
能

観
測

車
に

よ

り
測
定
を
行
う
。
 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手
 

第
ホ
－
1
1
図
 
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
手
順
の
概
要
（
２
／
２
）
 

手
順
８
※
1
3
 

手
順
９
※
1
3
 

※
1
3
 

・
添
７
第
６
表
の
手
順
等
の
番
号
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可搬型環 境モニタ リング設 備の設置 場所の例  

環境モニ タリング 設備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第ホ－12 図  可搬型環境モニタリング設備の設置場所の例 
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第
ホ

－
1
3
図

 
可

搬
型

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

に
よ

る
空

気
中

の
放

射
性

物
質

の
濃

度
及

び
線

量
の

代
替

測
定

の
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト
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第
ホ
－
1
4
図
 

可
搬
型
建
屋
周
辺
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
，
線
量
及
び
放
射
性
物
質
に
よ
っ
て
汚
染
さ

れ
た
物
の
表
面
密
度
の
代
替
測
定
並
び
に
可
搬
型
風
向
風
速
計
に
よ
る
風
向
及
び
風
速
の
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
1
5
図

 
放

射
能
観
測
車
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
1
6
図

 
可

搬
型
放
射
能
観
測
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
代
替
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
1
7
図

 
環

境
試
料
測
定
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
1
8
図

 
環

境
試
料
測
定
設
備
に
よ
る
水
中
及
び
土
壌
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
1
9
図

 
可

搬
型
試
料
分
析
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
 

   

7－添1－322



  

 

    

第
ホ
－
2
0
図

 
可

搬
型
試
料
分
析
設
備
に
よ
る
水
中
及
び
土
壌
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
2
1
図

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
の
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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第
ホ
－
2
2
図

 
可

搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策
の
タ
イ
ム
チ
ャ
ー
ト
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可
搬
型
気
象
観
測
設
備
，
 

可
搬
型
気
象
観
測
用
デ
ー
タ
伝
送
装
置

の
設
置
※
２
 

可
搬
型
風
向
風
速
計
の
準
備
 

 

 
観
測
値
の
記
録
 

（
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
及
び
緊
急
時
対
策
所
）
※
３
 

凡
例

 

 
 
 
：
操
作
・
確
認

 

 
 
 
：
判
断

 

 
 
 
：
監
視

 

気
象
観
測
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
 

※
１
 

・
環
境
監
視
盤
又
は
気
象
盤
の
状
況
確
認
に
よ
り
，
電
源
が
喪

失
し
て
い
る
又
は
故
障
警
報
が
発
生
し
て
い
る
場
合
に
は
，

気
象
観
測
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
す
る
。
 

※
２
 

・
周
囲
に
大
き
な
障
害
物
の
な
い
開
け
た
場
所
に
設
置
す
る
。
 

※
４
 

・
周
囲
に
大
き
な
障
害
物
の
な
い
開
け
た
場
所
に
て
測
定
す

る
。
 

・
可
搬
型
気
象
観
測
設
備
を
設
置
す
る
ま
で
の
間
，
定
期
的
に

測
定
す
る
。
 

※
５
 

・
外
部
か
ら
の
気
象
情
報
の
取
得
が
可
能
な
場
合
は
，
活
用
す

る
。
 

風
向
及
び
風
速
の
測
定
※
４
，
５
 

機
能
維
持
 

し
て
い
る
 

 
風
向
，
風
速
，
日
射
量
，
 

放
射
収
支
量
及
び
雨
量
の
測
定
 

気
象
観
測
設
備
の
状
況
確
認
※
１
 

第
ホ
－
2
3
図
 
気
象
観
測
の
手
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第ホ－24 図  可搬型気象観測設備の設置場所の例 
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ヘ．緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

【要求事項】 

ＭＯＸ燃料加工事業において、緊急時対策所に関し、重大事故等が発生 

した場合においても、重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員 

が緊急時対策所にとどまり、重大事故等に対処するために必要な指示を行 

うとともに、ＭＯＸ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場所 

と通信連絡し、重大事故等に対処するために必要な数の要員を収容する等 

の現地対策本部としての機能を維持するために必要な手順等が適切に整備 

されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「現地対策本部としての機能を維持するために必要な手順等」とは、以 

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための 

手順等をいう。 

ａ）重大事故等が発生した場合においても、放射線防護措置等により、重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまるために必

要な手順等を整備すること。 

ｂ）緊急時対策所が、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 

ｃ）対策の実施に必要なMOX燃料加工施設の情報の把握ができること。 

ｄ）対策要員の装備（線量計及びマスク等）が配備され、放射線管理が十

分できること。 

ｅ）資機材及び対策の検討に必要な資料を整備すること。 

ｆ）少なくとも外部からの支援なしに、1 週間活動するための飲料水及び

食料等を備蓄すること。 

２ 「重大事故等に対処するために必要な数の要員」とは、「重大事故等に対 
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処するために必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも核燃料物質等 

を閉じ込める機能の喪失等による工場等外への放射性物質の拡散を抑制 

するための対策に対処するために必要な数の要員を含むものとする。 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対

処するために必要な指示を行う要員等が緊急時対策所にとどまり，重大事

故等に対処するために必要な指示を行うとともに，重大事故等対処に必要

な情報の把握，ＭＯＸ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡及び重大事故等に対処するために必要な数の要員を収容す

る等の非常時対策組織としての機能を維持できるよう，必要な設備及び資

機材を整備する。 

ここでは，緊急時対策所の設備及び資機材を活用した手順等について説

明する。 

なお，手順等については，今後の訓練等により見直す可能性がある。 

 

(イ) 対処手段と設備の選定 

(１) 対処手段と設備の選定の考え方 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために

必要な指示を行う要員等がとどまり，必要な指示を行うとともに，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡

し，重大事故等に対処するために緊急時対策所を設置し，必要な数の

要員を収容する等の非常時対策組織としての機能を維持するために必

要な重大事故等の対処手段及び重大事故等対処設備を選定する。 

また，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処する

ために監視することが必要な情報の計測及び対処設備を選定する。 

重大事故等対処設備の他に自主対策設備及び資機材※を用いた重大
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事故等の対処手段を選定する。 

※ 資機材：「対策の検討に必要な資料」，「放射線管理用資機材（個

人線量計及び防護具類）」及び「飲料水，食料等」につ

いては，資機材であるため重大事故等対処設備としな

い。 

緊急時対策所の電源は，通常時は外部電源より給電している。 

外部電源からの電源が喪失した場合は，その機能を代替するための

機能，相互関係を明確にした上で，想定する故障に対処できる重大事

故等の対処手段及び重大事故等対処設備を選定する。(第ヘ－１図～

第ヘ－４図) 

また，重大事故等に対処するために必要な通信連絡を行うための設 

備についても同様に整理する。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準だけでな 

く，事業許可基準規則第三十四条及び技術基準規則第五十条の要求機 

能を満足する設備を網羅していることを確認するとともに，自主対策 

設備との関係を明確にする。 

(２) 対処手段と設備の選定の結果 

安全機能を有する施設に要求される機能の喪失原因から選定した重

大事故等の対処手段，事業許可基準規則第三十四条及び技術基準規則

第五十条の要求により選定した重大事故等の対処手段とその対処に使

用する重大事故等対処設備，自主対策設備及び資機材を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する安全機能を有する施設，重大事故等対処

設備，自主対策設備，資機材及び整備する手順についての関係を第へ

－１表に示す。 

① 居住性の確保及び必要な要員の収容に係る対処手段及び設備 
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ａ．対処手段 

重大事故等が発生した場合において，ＭＯＸ燃料加工施設及び再

処理施設から大気中へ放出する放射性物質による放射線被ばくか

ら，重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員等を防護す

るため，緊急時対策所の居住性を確保する。また，重大事故等に対

処するために必要な数の要員を緊急時対策所内に収容する。 

緊急時対策所の居住性を確保するための設備は以下のとおり。 

(ａ) 緊急時対策所 

(ｂ) 緊急時対策建屋の遮蔽設備 

(ｃ) 緊急時対策建屋換気設備 

 緊急時対策建屋送風機 

 緊急時対策建屋排風機 

 緊急時対策建屋フィルタユニット 

 緊急時対策建屋換気設備ダクト・ダンパ 

 緊急時対策建屋加圧ユニット 

 緊急時対策建屋加圧ユニット配管・弁 

 対策本部室差圧計 

 待機室差圧計 

 監視制御盤 

(ｄ) 緊急時対策建屋環境測定設備 

 可搬型酸素濃度計 

 可搬型二酸化炭素濃度計 

 可搬型窒素酸化物濃度計 

(ｅ) 緊急時対策建屋放射線計測設備 

ⅰ．可搬型屋内モニタリング設備 
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 可搬型エリアモニタ 

 可搬型ダストサンプラ 

 アルファ・ベータ線用サーベイメータ 

ⅱ．可搬型環境モニタリング設備 

 可搬型線量率計 

 可搬型ダストモニタ 

 可搬型データ伝送装置 

 可搬型発電機 

ⅲ．代替モニタリング設備 

 監視測定用運搬車 

ｂ．重大事故等対処設備と資機材 

技術的能力審査基準及び事業許可基準規則第三十四条並びに技術

基準規則第五十条にて要求される緊急時対策所，緊急時対策建屋の

遮蔽設備，緊急時対策建屋送風機，緊急時対策建屋排風機，緊急時

対策建屋フィルタユニット，緊急時対策建屋換気設備ダクト・ダン

パ，緊急時対策建屋加圧ユニット，緊急時対策建屋加圧ユニット配

管・弁，対策本部室差圧計，待機室差圧計，監視制御盤，可搬型酸素

濃度計，可搬型エリアモニタ，可搬型ダストサンプラ，アルファ・

ベータ線用サーベイメータ，可搬型線量率計，可搬型ダストモニタ，

可搬型データ伝送装置，可搬型発電機及び監視測定用運搬車を重大

事故等対処設備として設置又は配備する。 

二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度は，酸素濃度と同様，居住性

に関する重要な制限要素であることから，可搬型二酸化炭素濃度計

及び可搬型窒素酸化物濃度計は，可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 
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放射線管理用資機材（個人線量計及び防護具類），出入管理区画用

資機材，飲料水及び食料等については，資機材であるため重大事故

等対処設備としない。 

 

② 重大事故等の対処に必要な設備へ給電するための対応手段及び設備 

ａ．対処手段 

緊急時対策所の電源として，代替電源設備からの給電を確保する。 

緊急時対策建屋電源設備からの給電を確保するための設備は以下

のとおり。 

・緊急時対策建屋用発電機 

・緊急時対策建屋高圧系統6.9kＶ緊急時対策建屋用母線 

・緊急時対策建屋低圧系統460Ｖ緊急時対策建屋用母線 

・燃料油移送ポンプ 

・燃料油配管・弁 

・重油貯槽 

・緊急時対策建屋用電源車 

・可搬型電源ケーブル 

・可搬型燃料供給ホース  

ｂ．重大事故等対処設備と自主対策設備 

技術的能力審査基準及び事業許可基準規則第三十四条並びに技術

基準規則第五十条にて要求される緊急時対策建屋用発電機，緊急時

対策建屋高圧系統6.9kＶ緊急時対策建屋用母線，緊急時対策建屋低

圧系統460Ｖ緊急時対策建屋用母線，燃料油移送ポンプ，燃料油配

管・弁及び重油貯槽を常設重大事故等対処設備として設置する。 

以上の重大事故等対処設備において，重大事故等の対処に必要な

7－添1－338



設備へ給電することが可能であることから，以下の設備は自主対策

設備と位置付ける。合わせてその理由を示す。 

 緊急時対策建屋用電源車 

 可搬型電源ケーブル 

 可搬型燃料供給ホース  

上記の設備は，降下火砕物の侵入を防止できないなど，重大事故

等対処設備に対して求められるすべての環境条件等に適合するこ

とができないおそれがあるが，重大事故等発生時における環境条件

等に応じて適切に対処することができ，当該電源車の健全性が確認

できた場合には，移動，設置及びケーブルの接続等に時間を要する

ものの，緊急時対策建屋用発電機の代替手段として有効であること

から，自主対策設備として配備する。 

 

③ 重大事故等時に対処するために必要な指示及び通信連絡に関する対

応手段及び設備 

 ａ．対処手段 

緊急時対策所から重大事故等に対処するために必要な指示を行

うために必要な情報を把握し，ＭＯＸ燃料加工施設の内外の通信連

絡をする必要のある場所と通信連絡する。 

緊急時対策所において必要な情報を把握するための設備及び通

信連絡を行う設備は以下のとおり。 

   （ａ）通信連絡設備 

・ページング装置 

・所内携帯電話 

・専用回線電話 
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・ファクシミリ 

・環境中継サーバ 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

・一般加入電話 

・一般携帯電話 

・衛星携帯電話 

・可搬型衛星電話（屋内用） 

・可搬型トランシーバ（屋内用） 

・可搬型衛星電話（屋外用） 

・可搬型トランシーバ（屋外用） 

・情報収集装置 

・情報表示装置 

・データ収集装置（燃料加工建屋） 

・データ表示装置（燃料加工建屋） 

・グローブボックス温度監視装置 

・グローブボックス負圧・温度監視設備 

・燃料加工建屋データ収集装置 

・燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統 

・燃料加工建屋間伝送用無線装置 

・燃料加工建屋可搬型情報収集装置 

・第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置（再処理施設と共用） 

・第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置（再処理施設と共用） 

ｂ．重大事故等対処設備，自主対策設備及び資機材 
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技術的能力審査基準及び事業許可基準規則第三十四条並びに技術

基準規則第五十条にて要求される通信連絡設備のページング装置，

所内携帯電話，専用回線電話，ファクシミリ，環境中継サーバ，統

合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一

般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，可搬型衛星電話（屋内

用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用），可

搬型トランシーバ（屋外用），情報収集装置，情報表示装置，データ

収集装置（燃料加工建屋），データ表示装置（燃料加工建屋），グロ

ーブボックス温度監視装置，グローブボックス負圧・温度監視設備，

燃料加工建屋データ収集装置，燃料加工建屋情報把握計装設備用屋

内伝送系統，燃料加工建屋間伝送用無線装置，燃料加工建屋可搬型

情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び第２保

管庫・貯水所可搬型情報収集装置を重大事故等対処設備として設置

及び配備する。 

以上の重大事故等対処設備において，ＭＯＸ燃料加工施設の内外

と通信連絡を行うことが可能であることから，以下の設備は自主対

策設備として位置付ける。合わせてその理由を示す。 

・データ収集装置（燃料加工建屋） 

・データ表示装置（燃料加工建屋） 

・グローブボックス温度監視装置 

・グローブボックス負圧・温度監視設備 

・燃料加工建屋データ収集装置 

上記の設備は，地震により機能喪失するおそれがあることから，

重大事故等対処設備とは位置付けないが，機能が維持されている場
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合は，迅速性の観点から事故対応に有効な設備であるため，自主対

策設備として設置する。 

また，対策の検討に必要な資料については，資機材であるため重

大事故等対処設備としない。 

 

④ 手順等 

上記の①～③により選定した重大事故等の対処手段に係る手順を整

備する。 

これらの手順は，非常時対策組織の要員の対応として「重大事故等

発生時対応手順書」に定める。（第へ－１表） 

重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電が必要となる設備に

ついても手順を整備する。（第へ－２表及び第へ－３表） 

また，対策の検討に必要な資料，放射線管理用資機材（個人線量計

及び防護具類），出入管理区画用資機材，飲料水，食料等の通常時にお

ける管理並びに運用は，再処理施設の防災管理部長が実施する。 

 

(ロ) 重大事故等時の手順等 

(１) 居住性を確保するための措置 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために

必要な指示を行う要員等の被ばく線量を７日間で 100mSv を超えない

ようにするために必要な対処手段として，緊急時対策建屋の遮蔽設備，

緊急時対策建屋換気設備，緊急時対策建屋環境測定設備，緊急時対策

建屋放射線計測設備及び緊急時対策建屋電源設備により，緊急時対策

所にとどまるために必要な居住性を確保する。 

重大事故等が発生した場合において，大気中へ気体状の放射性物質
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が放出する場合，緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタ

リング設備，放射線監視設備の一部である排気モニタリング設備排気

モニタ及び代替モニタリング設備の一部である監視測定用運搬車によ

り，放出する放射性物質による線量当量率等を測定及び監視し，緊急

時対策建屋換気設備により放射性物質の流入を低減することで，重大

事故等に対処するために必要な指示を行う要員等の被ばくを抑制する。 

また，緊急時対策所内の線量当量率等を可搬型エリアモニタ，可搬

型ダストサンプラ及びアルファ・ベータ線用サーベイメータにて測定

及び監視する。 

さらに，緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化

物濃度が重大事故等に対処するための活動に影響がない範囲にあるこ

とを把握する。 

① 緊急時対策所の立ち上げの手順 

重大事故等が発生するおそれがある場合等※，緊急時対策所を使用

し，非常時対策組織を設置するための準備として，緊急時対策所を立

ち上げるための手順を整備する。 

※ 非常時体制の発令により，非常時対策組織を設置する場合として，

設計基準事故も含める。 

ａ．緊急時対策建屋換気設備の起動確認手順 

外部電源が喪失した場合は，緊急時対策建屋電源設備より受電し

たのち，緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋送風機及び緊急

時対策建屋排風機が自動起動する。 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物質の放出を確認した

場合は，「(３)重大事故等が発生した場合の放射線防護等に関する

手順等」に基づき居住性を確保するため，緊急時対策建屋換気設備
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の切替手順を整備する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合

は，事前の対応作業として，除灰作業の準備を実施する。 

また，降灰を確認したのち必要に応じて除灰作業を実施し，緊急

時対策建屋換気設備に影響を及ぼすおそれがある場合は，再循環モ

ードに切り替える。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い，緊急時対策所の立ち上げを判断した

場合。 

(ｂ) 起動確認手順 

緊急時対策建屋換気設備の起動確認手順の概要は以下のとお 

り。 

緊急時対策建屋換気設備の切替概要図を第ヘ－４図に，緊急時

対策建屋換気設備の起動確認手順のタイムチャートを第へ－５図

に示す。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき支援

組織要員に緊急時対策建屋換気設備の起動確認を指示する。 

ⅱ．支援組織要員は設備監視室へ移動し，監視制御盤にて起動状態

及び差圧が確保されていることを確認する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人 

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後５分以内で可能であ

る。 

ｂ．緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度 

 の測定手順 
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重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の使用を開始した場合，緊

急時対策所の居住性確保の観点から，緊急時対策所内の酸素濃度，

二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度を測定する手順を整備する。ま

た，緊急時対策建屋換気設備の切替操作を行うための判断にも使用

する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い，緊急時対策所の立ち上げを判断した

場合。 

(ｂ) 操作手順 

緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃

度の測定手順の概要は以下のとおり。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒

素酸化物濃度の測定を指示する。 

ⅱ．支援組織要員は，対策本部室にて可搬型酸素濃度計，可搬型二

酸化炭素濃度計，可搬型窒素酸化物濃度計を配置，起動し，緊急

時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度の測

定を行う。（測定範囲は，第へ－６図を参照） 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後10分以内で可能であ

る。 

 

② 原災法第十条特定事象発生のおそれがある場合の手順 

ａ．緊急時対策建屋放射線計測設備（可搬型屋内モニタリング設備）
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の測定手順 

重大事故等が発生した場合に，緊急時対策所の居住性の確認（線

量当量率及び放射性物質濃度）を行うために，緊急時対策所におい

て可搬型屋内モニタリング設備の可搬型エリアモニタ，可搬型ダス

トサンプラ及びアルファ・ベータ線用サーベイメータにより測定す

る手順を整備する。 

また，緊急時対策建屋換気設備の切替操作を行うための判断にも

使用する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

原災法第十条特定事象が発生するおそれがあると判断した場合。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型屋内モニタリング設備による測定手順の概要は以下のと

おり。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に可搬型エリアモニタ，可搬型ダストサンプラ及びア

ルファ・ベータ線用サーベイメータの配置及び測定を指示する。 

ⅱ．支援組織要員は，対策本部室にて可搬型エリアモニタ，可搬型ダ

ストサンプラ及びアルファ・ベータ線用サーベイメータを配置及

び起動し，緊急時対策所内の線量当量率及び放射性物質濃度の測

定を行う（測定範囲は，第へ－７図を参照）。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後10分以内で可能であ

る。 

ｂ．緊急時対策建屋放射線計測設備（可搬型環境モニタリング設備）
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の測定手順 

重大事故等が発生した場合は，放出する放射性物質による指示値

を確認し，緊急時対策建屋換気設備の切替操作を行うための判断に

使用するため，可搬型環境モニタリング設備の可搬型線量率計及び

可搬型ダストモニタにより測定する手順を整備する。 

可搬型線量率計及び可搬型ダストモニタによる測定結果は，可搬

型データ伝送装置により緊急時対策所に伝送する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場

合は，事前の対応作業として，除灰作業の準備を実施する。 

また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

原災法第十条特定事象が発生するおそれがあると判断した場

合。 

(ｂ) 操作手順 

可搬型環境モニタリング設備による線量当量率及び放射性物質

の濃度測定手順の概要は以下のとおり。 

可搬型環境モニタリング設備による空気中の線量当量率及び放

射性物質濃度の測定手順のタイムチャートを第へ－７図に示す。 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，放射線対応班の 

班員に可搬型環境モニタリング設備による線量当量率及び放射性 

物質濃度の測定を指示する。 

ⅱ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設 

備を監視測定用運搬車に積載し，設置場所まで運搬する。 

ⅲ．可搬型環境モニタリング設備の電源は，可搬型環境モニタリン

グ設備の可搬型発電機から給電する。可搬型発電機に必要とな
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る軽油は，軽油貯槽から軽油用タンクローリにより運搬し，給

油することにより，給電開始から７日以上の稼動が可能である。 

ⅳ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設 

備を設置し，緊急時対策建屋周辺における線量当量率を連続測定

するとともに，空気中の放射性物質を捕集及び測定する。 

ⅴ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設 

備の設置状況及び測定結果を記録し，緊急時対策所への伝送が確 

立するまでの間，所内通信連絡設備及び代替通信連絡設備により 

定期的に緊急時対策所に連絡する。 

ⅵ．放射線対応班の班員（再処理）は，可搬型環境モニタリング設 

備の可搬型データ伝送装置を可搬型線量率計及び可搬型ダストモ 

ニタに接続し，測定データを無線により緊急時対策所に伝送する。 

また，伝送した測定データは，緊急時対策所において情報把握

設備の一部である緊急時対策建屋情報把握設備により監視及び記

録する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，実施責任者，放射線対応班長及び建屋外対応班

長の要員３人並びに再処理施設の放射線対応班の班員２人及び再

処理建施設の建屋外対応班の班員３人の合計８人にて作業を実施

した場合，本対策実施判断後１時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv以

下とすることを目安に管理する。 
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さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

重大事故等の対処時においては，ＭＯＸ燃料加工施設の中央監

視室及び再処理施設の中央制御室との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

 

③ 重大事故等が発生した場合の放射線防護等に関する手順等 

重大事故等が発生した場合に，重大事故等に対処するために必要な

指示を行う要員等を防護し，居住性を確保するための手順を整備する。 

ａ．緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の要員について 

緊急時対策所には，支援組織の要員及び実施組織並びに全社対策

組織の一部の要員として最大360人を収容できる。 

再処理施設において気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出

するおそれのある場合には，外気の取入れを遮断し，緊急時対策建

屋加圧ユニットにより空気を供給することで，非常時対策組織の要

員の約50人がとどまり活動を継続することができる。 

ｂ．緊急時対策建屋換気設備の再循環モード切替手順 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物質の放出を確認した

場合，窒素酸化物の発生により緊急時対策所の居住性に影響を及ぼ

すおそれがあると判断した場合又は火山の影響による降灰により

緊急時対策建屋換気設備の運転に影響を及ぼすおそれがある場合

に，緊急時対策建屋換気設備を再循環モードに切り替える手順を整

備する。 
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(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物質の放出を確認し

た場合，重大事故等に係る対処状況を踏まえ放射性物質が放出す

るおそれがあると判断した場合，窒素酸化物の発生により緊急時

対策所の居住性に影響を及ぼすおそれがあると判断した場合又は

火山の影響による降灰により緊急時対策建屋換気設備の運転に影

響を及ぼすおそれがあると判断した場合。 

緊急時対策建屋換気設備による再循環モード切替判断のフロー

チャートを第へ－８図に示す。 

(ｂ) 操作手順 

再循環モードへの切替手順は以下のとおり。 

再循環モードへの切替手順のタイムチャートを第ヘ－９図に示

す。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支 

援組織要員に，緊急時対策建屋換気設備の再循環モードへの切り 

替えを指示する。 

ⅱ．支援組織要員は設備監視室へ移動し，監視制御盤にて緊急時対 

策建屋換気設備の運転状態及び差圧を確認後，ダンパの開閉操作

（給気側及び排気側のダンパを閉操作並びに再循環ラインのダン 

パを開操作すること。）をするとともに，緊急時対策建屋排風機の 

停止により，緊急時対策建屋換気設備を再循環モードに切り替え 

る。 

ⅲ．その後，停止した緊急時対策建屋排風機の弁及びダンパの閉操 

作を行い，設備監視室へ移動し，監視制御盤にて緊急時対策建屋

換気設備の運転状態及び差圧を確認する。 
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ⅳ．再循環モードでの運転状態において，酸素濃度の低下，二酸化 

炭素濃度の上昇又は対策本部室の差圧の低下により居住性の確保

ができなくなるおそれがある場合は，外気取入加圧モードに切り

替え，居住性を確保する。 

また，再循環モードでの運転状態時に，再処理施設において気

体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出するおそれがある場合

で，酸素濃度の低下，二酸化炭素濃度の上昇，対策本部室の差圧

の低下又は緊急時対策所内の線量当量率の上昇により居住性の確

保ができなくなるおそれがある場合は，緊急時対策建屋加圧ユニ

ットによる加圧により，緊急時対策所への放射性物質の流入を防

止し，支援組織要員の被ばくを低減する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後１時間40分以内で可

能である。 

 

ｃ．緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧手順 

再循環モード時に，再処理施設において気体状の放射性物質が大

気中へ大規模に放出するおそれがある場合で，酸素濃度の低下，二

酸化炭素濃度の上昇，対策本部室の差圧の低下又は線量当量率の上

昇により居住性の確保ができなくなるおそれがある場合に，緊急時

対策建屋加圧ユニットにより加圧する手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

再循環モード時に，再処理施設において気体状の放射性物質が

大気中へ大規模に放出するおそれがある場合で，酸素濃度の低下，
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二酸化炭素濃度の上昇，対策本部室の差圧の低下又は線量当量率

の上昇により居住性の確保ができなくなるおそれがあると判断し

た場合。 

緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧判断のフローチャート

を第ヘ－８図に示す。 

(ｂ) 操作手順 

緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧の手順の概要は以下の

とおり。 

緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧手順のタイムチャート

を第ヘ－11図に示す。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧の準備を

指示する。 

ⅱ．非常時対策組織の本部長は，再処理施設において気体状の放射

性物質が大気中へ大規模に放出した場合，不要な被ばくを防ぐた

め，緊急時対策所内にとどまる必要のない要員へ再処理事業所の

外への一時退避を指示する。 

ⅲ．支援組織要員は，待機室に移動し，緊急時対策建屋換気設備の

手動ダンパの閉操作及び扉を閉とする。 

ⅳ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，緊

急時対策所の居住性を確保できなくなるおそれがあると判断し

た場合は，支援組織要員に緊急時対策建屋加圧ユニットによる加

圧を指示する。 

ⅴ．支援組織要員は，待機室において緊急時対策建屋換気設備の緊

急時対策建屋加圧ユニットの手動弁を開操作し，緊急時対策建屋
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加圧ユニットによる加圧を開始する。 

ⅵ．支援組織要員は，差圧が確保されていることを確認する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後，緊急時対策建屋加

圧ユニットによる加圧の開始を指示してから45分以内で可能であ

る。 

ｄ．緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧から外気取入加圧モード

への切替手順 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備等

の指示値が上昇した後に，下降に転じ，さらに安定的な状態になり，

周辺環境中の放射性物質濃度が十分低下した場合に，緊急時対策建

屋換気設備を緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧から外気取

入加圧モードへ切り替える手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備

等の指示値が上昇した後に，下降に転じ，さらに安定的な状態に

なり，周辺環境中の放射性物質濃度が十分低下したと判断した場

合。 

緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧停止判断のフローチャ

ートを第ヘ－８図に示す。 

(ｂ) 操作手順 

緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧から外気取入加圧モー

ドへの切替手順の概要は以下のとおり。 

外気取入加圧モードへの切替手順のタイムチャートを第ヘ－11
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図に示す。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支 

援組織要員に緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧から外気取  

入加圧モードへの切り替えを指示する。 

ⅱ．支援組織要員は，設備監視室へ移動し，監視制御盤にて緊急時 

対策建屋換気設備の運転状態を確認するとともに，緊急時対策所

内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度の測定を開始

する。 

ⅲ．支援組織要員は，ダンパの開操作をするとともに緊急時対策建 

屋排風機を起動し，給気側及び排気側のダンパの開操作並びに再 

循環ラインのダンパを閉操作し，緊急時対策建屋換気設備を外気 

取入加圧モードへ切り替える。 

ⅳ．支援組織要員は，設備監視室へ移動し，監視制御盤にて緊急時 

対策建屋換気設備の運転状態及び差圧が確保されていることを確 

認する。 

ⅴ．支援組織要員は，待機室において緊急時対策建屋換気設備の手 

動ダンパ開操作及び緊急時対策建屋加圧ユニットの手動弁を閉操 

作し，緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧を停止する。 

(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後２時間30分以内で可

能である。 

 

 (４) 重大事故等時の対処において必要となる設備への給電措置 

重大事故等が発生した際に全交流電源が喪失している場合におい
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ても当該重大事故等に対処するために必要な設備へ給電するための

手順を整備する。 

① 緊急時対策建屋用発電機による給電手順 

緊急時対策建屋用発電機の多重性が確保されている状態において，

外部電源が喪失した場合には，緊急時対策建屋用発電機が２台自動

起動し，電圧及び周波数が定格値になると緊急時対策建屋高圧系統

6.9kＶ緊急時対策建屋用母線に自動で接続し，緊急時対策建屋換気

設備，所内通信連絡設備，所外通信連絡設備，代替通信連絡設備及

び情報把握設備の一部である緊急時対策建屋情報把握設備へ給電す

る。 

緊急時対策建屋用発電機の１台が起動しない場合又は停止した場

合でも，緊急時対策建屋用発電機の２台目が自動起動しているため，

電圧及び周波数が定格値になると緊急時対策建屋高圧系統6.9kＶ緊

急時対策建屋用母線に自動で接続し，緊急時対策所の必要な負荷に

給電する。 

火山の影響により，降灰予報(「やや多量」以上)を確認した場合は，

事前の対応作業として，除灰作業の準備を実施する。 

また，降灰を確認したのち必要に応じて除灰作業を実施し，緊急時

対策建屋用発電機の運転に影響を及ぼすおそれがある場合は，給気フ

ィルタの交換を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

緊急時対策所の使用を開始し，外部電源が喪失した場合。 

ｂ．操作手順 

自動起動する緊急時対策建屋用発電機による給電を確認する手順

の概要は以下のとおり。緊急時対策建屋の電源系統概略図を第ヘ－
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15図に，燃料系統概略図を第ヘ－16図に，緊急時対策建屋用発電機

による給電を確認する手順のタイムチャートを第ヘ－17図に示す。 

(ａ) 非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に緊急時対策所の給電状態の確認を指示する。 

(ｂ) 支援組織要員は設備監視室へ移動し，監視制御盤にて自動起動

した緊急時対策建屋用発電機（（Ａ）及び（Ｂ））の受電遮断器が

投入していることを確認し，自動起動した緊急時対策建屋用発電

機（（Ａ）及び（Ｂ））により給電していること，電圧及び周波数

を確認し，非常時対策組織の本部長へ報告する。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人に

て作業を実施し，本対策実施判断後５分以内で可能である。 

② 緊急時対策建屋用電源車（自主対策設備）による給電手順 

外部電源が喪失し，自動起動する緊急時対策建屋用発電機（（Ａ）又

は（Ｂ））が故障等により起動しない場合又は停止した場合に，緊急時

対策建屋用電源車を配備することにより，緊急時対策建屋換気設備，

所内通信連絡設備，所外通信連絡設備及び代替通信連絡設備並びに情

報把握設備の一部である緊急時対策建屋情報把握設備へ給電する。 

ａ．手順着手の判断基準 

外部電源が喪失し，自動起動する緊急時対策建屋用発電機（（Ａ）

又は（Ｂ））の状況を確認し，当該設備が機能喪失したと判断した場

合。 

ｂ．操作手順 

緊急時対策建屋用電源車による，緊急時対策所に給電する手順の

概要は以下のとおり。 
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緊急時対策建屋電源車による給電手順のタイムチャートを第ヘ－

18図に示す。 

(ａ) 非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に緊急時対策建屋用電源車による給電準備を指示す

る。 

(ｂ) 支援組織要員は設備監視室へ移動し，監視制御盤にて緊急時対

策建屋電源設備の状態を確認し，緊急時対策建屋用電源車を外部

保管エリアから緊急時対策建屋近傍に移動し，緊急時対策建屋用

電源車接続口まで可搬型電源ケーブルを敷設し，接続口に接続す

る。 

また，緊急時対策建屋用電源車から緊急時対策建屋の燃料供給

配管まで可搬型燃料供給ホースを敷設し，接続口に接続する。 

(ｃ) 支援組織要員は，緊急時対策建屋用電源車から緊急時対策建屋

高圧系統6.9kＶ緊急時対策建屋用母線間の電路の健全性を絶縁抵

抗測定により確認し，緊急時対策建屋用電源車による給電が可能

であることを非常時対策組織の本部長に報告する。 

ｃ．操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員６人の合計７人に

て実施した場合，本対策実施判断後２時間以内で可能である。 

本対処は，時間及び要員数に余裕がある際に実施するため，重大

事故等対処設備を用いた対応に悪影響を及ぼすことはない。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv以
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下とすることを目安に管理する。 

さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，支

援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

重大事故等の対処時においては，中央監視室及び再処理施設の中

央制御室との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

 

(３） 重大事故等に対処するために必要な指示及び通信連絡に関する措置 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために

必要な指示を行う要員等が，緊急時対策所において所内通信連絡設備，

代替通信連絡設備及び情報把握設備の一部である緊急時対策建屋情報

把握設備により，必要なパラメータを監視又は収集し，重大事故等に

対処するために必要な情報を把握するとともに，重大事故等に対処す

るための対策の検討を行う。 

また，重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料を緊急

時対策建屋に整備する。 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備，所外通信

連絡設備及び代替通信連絡設備により，再処理施設の内外の通信連絡

をする必要のある場所と通信連絡を行う。 

外部電源喪失時は，緊急時対策建屋電源設備からの給電により所内

通信連絡設備，所外通信連絡設備及び代替通信連絡設備並びに情報把

握設備の一部である緊急時対策建屋情報把握設備を使用する。 

なお，手順の詳細及び緊急時対策所において情報把握するためのパ
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ラメータ等の伝送手順については、「ホ．監視測定等に関する手順等」

及び「ト．通信連絡に関する手順等」にて整備する。 

① 緊急時対策所におけるパラメータの収集手順 

重大事故等が発生した場合に，重大事故等に対処するために必要な

指示を行う要員等が，情報把握設備による情報伝送準備ができるまで

の間，所内通信連絡設備及び代替通信連絡設備により，必要なパラメ

ータを収集し，重大事故等に対処するために必要な情報を把握すると

ともに，重大事故等に対処するための対策の検討を行うための手順を

整備する。 

 

② 緊急時対策建屋情報把握設備による監視 

重大事故等が発生した場合に，対策の実施に必要なＭＯＸ燃料加 

工建屋の情報を把握するため，情報把握設備の一部である緊急時対 

策建屋情報把握設備により重大事故等に対処するために必要なパラ 

メータを監視する手順を整備する。 

 

  ③ 重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料の整備 

重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料を緊急時対策

建屋に配備し，資料を更新した場合には資料の差し替えを行い，常に

最新となるよう通常時から維持，管理する。 

 

④ 通信連絡に関する手順等 

重大事故等時において，所内通信連絡設備，所外通信連絡設備及び

代替通信連絡設備により，中央監視室，再処理施設の制御建屋，屋内

外の作業場所，国，原子力規制委員会，青森県，六ヶ所村等のＭＯＸ
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燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行

うための手順を整備する。 

重大事故等対処に係る通信連絡設備の一覧を第ヘ－４表に，系統概

要図を第ヘ－12図に示す。 

 

 (４) 必要な数の要員の収容に係る措置 

緊急時対策所には，非常時対策組織本部，支援組織及び実施組織の

要員並びに全社対策組織の一部の要員として最大360人を収容できる。 

なお，再処理施設において気体状の放射性物質が大気中へ大規模に

放出した場合において，緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の要

員は約50人である。 

また，要員の収容が適切に行えるようにトイレや休憩スペース等を

整備するとともに，収容する要員に必要な資機材を整備し，通常時か

ら維持，管理する。 

なお，再処理施設と共用した場合であっても飲料水，食料等及び放

射線管理用資機材（個人線量計及び防護具類）は，ＭＯＸ燃料加工施

設の重大事故等の対処に悪影響を及ぼさない。 

① 放射線管理 

ａ．放射線管理用資機材(個人線量計及び防護類)及び出入管理区画用

資機材の維持管理等 

緊急時対策建屋の外側が放射性物質により汚染したような状況下

において，支援組織の要員が応急復旧対策の検討，実施等のために

屋外で作業を行う際，当該要員は個人線量計及び防護具類を着用す

る。 

緊急時対策建屋には，７日間外部からの支援がなくとも支援組織
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要員が使用するのに十分な数量の放射線管理用資機材（個人線量計

及び防護具類）及び出入管理区画において使用する出入管理区画用

資機材を配備するとともに，通常時から維持，管理する。重大事故

等時には，放射線管理用資機材（個人線量計及び防護具類），出入管

理区画用資機材の使用及び管理を適切に行い，十分な放射線管理を

行う。 

非常時対策組織の本部長は，重大事故等に対処するために必要な

指示を行う要員や現場作業を行う要員等の被ばく線量管理を行う

ため，個人線量計を常時装着させるとともに線量評価を行う。また，

作業に必要な放射線計測器を用いて作業現場の指示値の測定を行

う。 

なお，緊急時対策所における居住性に係る被ばく評価の結果は，

最大で約3.7×10-4mSvであり７日間で100mSvを超えないが，緊急時

対策建屋には，自主対策として全面マスク及び半面マスク等を配備

する。また，緊急時対策所において活動する支援組織要員は，交代

要員を確保する。 

ｂ．出入管理区画の設置及び運用手順 

緊急時対策建屋の外側が放射性物質により汚染したような状況下

において，出入管理区画を設置する手順を整備する。 

出入管理区画には，防護具類を脱装する脱装エリア，放射性物質

による要員又は物品の汚染の有無を確認するためのサーベイエリ

ア及び汚染を確認した際に除染を行う除染エリアを設け，支援組織

要員が汚染検査及び除染を行うとともに，出入管理区画の汚染管理

を行う。 

除染エリアは，サーベイエリアに隣接して設置し，除染はアルコ
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ールワイプや生理食塩水での拭き取りを基本とするが，拭き取りに

て除染ができない場合は，簡易シャワーにて水洗いによる除染を行

う。 

簡易シャワーで発生した汚染水は，必要に応じて紙タオルへ染み

込ませる等により固体廃棄物として廃棄する。 

また，出入管理区画設置場所の全照明が消灯した場合は，可搬型

照明を配備する。 

出入管理区画用資機材は，出入管理区画内に保管する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

原災法第十条特定事象が発生するおそれがあると判断した場合。 

(ｂ) 操作手順 

出入管理区画の設置及び運用の手順の概要は以下のとおり。 

出入管理区画設置のタイムチャートを第ヘ－13図に示す。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に緊急時対策建屋の出入口付近に出入管理区画の設置

を指示する。  

ⅱ．支援組織要員は，出入管理区画設置場所の全照明が消灯した場

合，可搬型照明を設置し，照明を確保する。 

ⅲ．支援組織要員は，出入管理区画に出入管理区画用資機材を準備，

移動及び設置し，床及び壁等の養生シートの状態を確認する。 

ⅳ．支援組織要員は，各エリア間にバリアを設けるとともに，入口

に粘着マット等を設置する。 

ⅴ．支援組織要員は，簡易シャワー等を設置する。 

ⅵ．支援組織要員は，脱装した防護具類を回収するロール袋及びア

ルファ・ベータ線用サーベイメータ等を必要な箇所に設置する。 
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(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員３人の合計４人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後１時間以内で可能で

ある。 

ｃ．緊急時対策建屋換気設備の切替手順 

運転中の緊急時対策建屋換気設備が故障する等，切り替えが必要

となった場合は，緊急時対策建屋送風機，緊急時対策建屋排風機及

び緊急時対策建屋フィルタユニットを待機側へ切り替える手順を

整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

運転中の緊急時対策建屋換気設備が故障する等，切り替えが必

要と判断した場合。 

(ｂ) 操作手順 

緊急時対策建屋換気設備を待機側に切り替える手順の概要は以

下のとおり。 

緊急時対策建屋換気設備の切替タイムチャートを第ヘ－14図に

示す。 

ⅰ．非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，支

援組織要員に緊急時対策建屋換気設備の切り替えを指示する。 

ⅱ．支援組織要員は設備監視室へ移動し，監視制御盤にて機器状態

及び差圧の確認後，ダンパを開操作し，緊急時対策建屋送風機，

緊急時対策建屋排風機及び緊急時対策建屋フィルタユニットを

待機側に切り替える。 

ⅲ．支援組織要員は，緊急時対策所内の差圧が確保されていること

を確認後，停止機器のダンパ又は弁の閉操作を実施する。 
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(ｃ) 操作の成立性 

上記の対応は，本部長の１人及び支援組織要員２人の合計３人

にて作業を実施した場合，本対策実施判断後１時間以内で可能で

ある。 

② 飲料水，食料等の維持管理 

重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員等が重大事故等

の発生後，少なくとも外部からの支援なしに７日間活動するために必

要な飲料水，食料等を備蓄するとともに，通常時から維持，管理する。 

非常時対策組織の本部長は，重大事故等が発生した場合には飲料水，

食料等の支給を適切に運用する。 

また，緊急時対策所内での飲食等の管理として，適切な頻度で緊急

時対策所内の空気中放射性物質濃度の測定を行い，飲食しても問題な

い環境であることを確認する。 

ただし，緊急時対策所内の空気中放射性物質濃度が目安（アルファ

線を放出する核種７×10-7Bq/cm3未満，アルファ線を放出しない核種３

×10-4Bq/cm3未満）よりも高くなった場合であっても，非常時対策組織

の本部長の判断により，必要に応じて飲食を行う。 
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第ヘ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／３） 

分類 
機能喪失を想定する 

安全機能を有する施設 

対処

手段 
対処設備 手順書 

― ― 

居
住
性
の
確
保 

緊急時対策所 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

重大事故等発生時

対応手順書 

緊急時対策建屋の遮蔽設備 

緊急時対策建屋送風機 

緊急時対策建屋排風機 

緊急時対策建屋フィルタユニット 

緊急時対策建屋換気設備ダクト・ダンパ 

緊急時対策建屋加圧ユニット 

緊急時対策建屋加圧ユニット配管・弁 

対策本部室差圧計 

待機室差圧計 

監視制御盤 

可搬型酸素濃度計 

可搬型二酸化炭素濃度計 

可搬型窒素酸化物濃度計 

可搬型エリアモニタ 

可搬型ダストサンプラ 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ 

可搬型線量率計 

可搬型ダストモニタ 

可搬型データ伝送設備 

可搬型発電機 
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第ヘ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する 

対応手段，対処設備，手順書一覧（２／３） 

分類  
機能喪失を想定する  

安全機能を有する施設  

対処

手段  
対処設備  手順書  

－  

―  

居
住
性
の
確
保 

監視測定用運搬車  

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

重大事故等発生時

対応手順書  

ページング装置  

専用回線電話  

一般加入電話  

一般携帯電話  

ファクシミリ  

必
要
な
指
示
及
び
通
信
連
絡 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話  

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ  

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム  

可搬型衛星携帯電話（屋内用）  

可搬型衛星携帯電話（屋外用）  

可搬型トランシーバ（屋内用）  

可搬型トランシーバ（屋外用）  

一般加入電話  

一般携帯電話  

衛星携帯電話  

ファクシミリ  

ページング装置  

専用回線電話  

データ収集装置  

(燃料加工建屋 ) 

データ表示装置  

(燃料加工建屋 ) 

燃料加工建屋データ

収集装置  

情報収集装置  

情報表示装置  

データ収集装置 (燃料加工建屋 ) 

データ表示装置 (燃料加工建屋 ) 

燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統  

燃料加工建屋間伝送用無線装置  

燃料加工建屋可搬型情報収集装置  
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第ヘ－１表 機能喪失を想定する設備と整備する 

対応手段，対処設備，手順書一覧（３／３） 

分類 
機能喪失を想定する 

安全機能を有する施設 

対処 

手段 
対処設備 手順書 

― 

データ収集装置  

(燃料加工建屋 ) 

データ表示装置  

(燃料加工建屋 ) 

燃料加工建屋デー

タ収集装置  

必
要
な
指
示
及
び
通
信
連
絡 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

重大事故等発生時

対応手順書 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

グローブボックス温度監視装置※１ 

グローブボックス負圧・温度監視設備※１ 

燃料加工建屋データ収集装置 

―  対策の検討に必要な資料※２ 
資
機
材 

 

― 

―  

必
要
な
数
の
要
員
の

収
容 

放射線管理用資機材（個人線量計及び防護具類）※ ３ 

資
機
材 

― 

出入管理区画用資機材※ ３ 

飲料水、食料等※ ３ 

可搬型照明※ ３ 

常用電源設備 

電
源
設
備
か
ら
の
給
電 

緊急時対策建屋用発電機 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

重大事故等発生時

対応手順書 

緊急時対策建屋高圧系統 6.9kＶ緊急時対策建屋用母線 

緊急時対策建屋低圧系統 460Ｖ緊急時対策建屋用母線 

燃料油移送ポンプ 

燃料油配管・弁 

重油貯槽 

緊急時対策建屋用電源車 自
主
対
策
設

備 

重大事故等発生時

対応手順書 

可搬型電源ケーブル 

可搬型燃料供給ホース 

※１ 伝送路として使用 

※２ 「対策の検討に必要な資料」については，資機材であるため重大事故等対処設 

備としない。 

※３ 「放射線管理用資機材(個人線量計及び防護具類)，「出入管理区画用資機材」， 

「飲料水，食料等」及び「可搬型照明」については，資機材であるため重大事故 

等対処設備としない。 
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第ヘ－２表 重大事故等対処に必要な監視計器 

対応手段 
重大事故等の対応に必要

となる監視項目 
監視計器 

ヘ． 居住性を確保するための手順等 

(1) 緊急時対策所立ち上げの手

順 

① 緊急時対策建屋換気設備起

動確認手順 

判
断 

基
準 

― ― 

操
作 

緊急時対策建屋換気設備運転 対策本部室差圧計 

(1) 緊急時対策所立ち上げの手

順 

② 緊急時対策所内の酸素濃

度，二酸化炭素濃度及び窒

素酸化物濃度の測定手順 

判
断 

基
準 

― ― 

操
作 

緊急時対策所内の環境監視 緊急時対策建屋環境測定設備 

(3) 重大事故等が発生した場合

の放射線防護等に関する手

順等 

② 再循環モード切替手順 

判
断
基
準 

対策本部室の環境 緊急時対策建屋環境測定設備 

空気中放射性物質濃度又は 

空間線量率 

緊急時対策建屋放射線計測設備 

排気モニタリング設備 

可搬型排気モニタリング設備 

可搬型環境モニタリング設備 

可搬型建屋周辺モニタリング設備 

可搬型放出管理分析設備 

操
作 

緊急時対策建屋換気設備運転 対策本部室差圧計 

(3) 重大事故等が発生した場合

の放射線防護等に関する手

順等 

③ 加圧ユニットによる加圧開

始手順 

判
断
基
準 

対策本部室の環境 緊急時対策建屋環境測定設備 

緊急時対策建屋換気設備運転 対策本部室差圧計 

空気中放射性物質濃度又は 

空間線量率 

緊急時対策建屋放射線計測設備 

排気モニタリング設備 

可搬型排気モニタリング設備 

可搬型環境モニタリング設備 

可搬型建屋周辺モニタリング設備 

可搬型放出管理分析設備 

操
作 

加圧ユニットによる加圧時の差

圧監視 
待機室差圧計 

(3) 重大事故等が発生した場合

の放射線防護等に関する手

順等 

④ 加圧ユニットによる加圧か

ら外気取入加圧モードへの

切替手順 

判
断
基
準 

空気中放射性物質濃度又は 

空間線量率 

緊急時対策建屋放射線計測設備 

排気モニタリング設備 

可搬型排気モニタリング設備 

可搬型環境モニタリング設備 

可搬型建屋周辺モニタリング設備 

可搬型放出管理分析設備 

操
作 

緊急時対策建屋換気設備運転 対策本部室差圧計 
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第ヘ－３表 審査基準における要求事項ごとの 

給電対象設備 

対象条文 供給対象設備※ 
給電元 

給電母線 

緊急時対策所の居住性等に

関する手順等 

緊急時対策建屋送風機 緊急時対策建屋低圧系統 

460Ｖ緊急時対策建屋用母線 
緊急時対策建屋排風機 

 

    ※ 通信連絡設備における給電対象設備は「ト．通信連絡に関する手順等」にて整備する。 
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第ヘ－４表 重大事故等対処に係る通信連絡設備一覧 

対応設備 

所内通信連絡設備 

ページング装置 

専用回線電話 

一般加入電話 

ファクシミリ 

所外通信連絡設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

一般加入電話 

一般携帯電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

代替通信連絡設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

可搬型衛星電話（屋内用） 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

可搬型衛星電話（屋外用） 

可搬型トランシーバ（屋外用） 
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第へ－４図 緊急時対策建屋換気設備の切替概要図 
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第ヘ－６図 緊急時対策建屋環境測定設備及び 

緊急時対策建屋放射線計測設備の測定範囲図 
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※１ 

監視項⽬ 監視計器 

空気中放射性物質濃度
⼜は空間線量率 

監視測定設備 
・排気モニタリング設備 
・可搬型排気モニタリング設備 
・可搬型放出管理分析設備 
・可搬型建屋周辺モニタリング設備 
緊急時対策建屋放射線計測設備 
・可搬型屋内モニタリング設備 
・可搬型環境モニタリング設備 

有毒ガス濃度 可搬型窒素酸化物濃度計 

※２ 
監視項⽬ 監視計器 

対策本部室の 
環境 

可搬型酸素濃度計 
可搬型⼆酸化炭素濃度計 
可搬型窒素酸化物濃度計 

緊急時対策建屋 
換気設備運転 

対策本部室差圧計 

空気中放射性物質濃度
⼜は空間線量率 

監視測定設備 
・排気モニタリング設備 
・可搬型排気モニタリング設備 
・可搬型放出管理分析設備 
・可搬型建屋周辺モニタリング設備 
緊急時対策建屋放射線計測設備 
・可搬型環境モニタリング設備 
・可搬型屋内モニタリング設備 

※３ 
監視項⽬ 監視計器 

空気中放射性物質濃度
⼜は空間線量率 

監視測定設備 
・排気モニタリング設備 
・可搬型排気モニタリング設備 
・可搬型放出管理分析設備 
・可搬型建屋周辺モニタリング設備 
緊急時対策建屋放射線計測設備 
・可搬型屋内モニタリング設備 
・可搬型環境モニタリング設備 

 

第ヘ－８図 緊急時対策建屋換気設備によるモード切替判断のフローチャート 

凡例 
：操作・確認 

：判断 

：監視 
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︵ ⾃ 主 対 策 設 備 ︶ 
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通 信 連 絡 設 備 

緊 急 時 対 策 建 屋 
換 気 設 備 Ｂ 系 

通 信 連 絡 設 備 

緊 急 時 対 策 建 屋 

情 報 把 握 設 備 Ａ 系 

︵ 情 報 収 集 装 置 及 び 

情 報 表 ⽰ 装 置 ︶ 

緊 急 時 対 策 建 屋 

情 報 把 握 設 備 

︵ デ ổ タ 収 集 装 置( 燃 料 加

⼯ 建 屋) 及 び デ ổ タ 表 ⽰ 装
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ト．通信連絡に関する手順等 

【要求事項】 

 ＭＯＸ燃料加工事業者において、重大事故等が発生した場合においてＭＯ

Ｘ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うた

めに必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に

示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「ＭＯＸ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連

絡を行うために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

 ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）から

の給電を可能とすること。 

 ｂ）計測等を行った重要なパラメータを必要な場所で共有する手順等を整

備すること。 

 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，必要な対応として所内通信連絡設備

を用いる場合の対応，所内通信連絡設備が損傷した場合の対応，所内通信連

絡設備が電源喪失した場合の対応，所外通信連絡設備を用いる場合の対応，

所外通信連絡設備が損傷した場合の対応及び所外通信連絡設備が電源喪失し

た場合の対応を整備する。 

代替通信連絡設備について，代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とする手順を整備する。 

また，計測等を行った重要なパラメータを必要な場所で共有するための対
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応として，燃料加工建屋データ収集装置等を使用する場合の手順等及び燃料

加工建屋データ収集装置等が損傷した場合及び全交流電源が喪失した場合等

の手順等を整備する。 

ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明する。 

 

(イ) 対応手段と設備の選定 

(１) 対応手段と設備の選定の考え方 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備及び所外通

信連絡設備が使用できる場合は，所内通信連絡設備及び所外通信連絡

設備を用いて対応を行う。 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備であるペー

ジング装置又は所外通信連絡設備である一般加入電話等が使用できな

い場合，その機能を代替するための対応手段として，代替通信連絡設

備を選定する。 

所内通信連絡設備におけるフォールトツリー分析を第ト－１図，所

外通信連絡設備におけるフォールトツリー分析を第ト－２図に示す。 

重大事故等が発生した場合において，計測等を行った重要なパラメ

ータを必要な場所で共有するため，燃料加工建屋データ収集装置，制

御建屋データ収集装置，制御建屋データ表示装置，データ表示装置（燃

料加工建屋）及びデータ収集装置（燃料加工建屋）（以下「燃料加工建

屋データ収集装置等」という。）が使用できる場合は，燃料加工建屋デ

ータ収集装置等を用いて対応を行う。 

重大事故等が発生した場合において，燃料加工建屋データ収集装置

等が使用できない場合，その機能を代替するための対応手段として，

代替通信連絡設備を選定する。 
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緊急時対策建屋情報把握設備，制御建屋情報把握設備及び情報把握

収集伝送設備におけるフォールトツリー分析を第ト－３図に示す。 

重大事故等対処設備として選定した所内通信連絡設備，所外通信連

絡設備，代替通信連絡設備及び情報把握設備により，技術的能力審査

基準だけでなく，事業許可基準規則第三十五条及び技術基準規則第三

十九条の要求機能を満足する設備が網羅されていることを確認する。 

(２) 対応手段と設備の選定の結果 

技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十五条及び技術基準規

則第三十九条の要求により選定した対応手段と，その対応に使用する

重大事故等対処設備を以下に示す。通信連絡を行うために必要な設備

を第ト－１表に示す。計測等を行った重要なパラメータを必要な場所

で共有するために必要な設備を第ト－４表に示す。 

 

① 再処理事業所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ために必要な対応手段及び設備 

ａ．所内通信連絡設備を用いる場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備が使用

可能な場合は，以下の対応手段がある。 

・再処理事業所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行う手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．所内通信連絡設備 

・ページング装置（設計基準対象の施設と兼用） 

・所内携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 
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・専用回線電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

・環境中継サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅱ．受電開閉設備 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

ⅲ．所内高圧系統 

・6.9kＶ運転予備用主母線 

・6.9kＶ非常用母線 

・6.9kＶ運転予備用母線 

・6.9kＶ常用主母線 

ⅳ．所内低圧系統 

・460Ｖ非常用母線 

・460Ｖ運転予備用母線 

ｖ．代替電源設備 

・燃料加工建屋可搬型発電機 

・情報連絡用可搬型発電機 

・制御建屋可搬型発電機 

(ｂ) 重大事故等対処設備 

内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流電源の喪失

を伴わない重大事故等の発生時に用いる設備として，ページング

装置，所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミリを重大事故

等対処設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，内的事象による安全機能の

喪失を要因とし，全交流電源の喪失を伴わない重大事故等の対策
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等の際は，再処理事業所内の通信連絡を行うことが可能である。 

ｂ．所内通信連絡設備が損傷した場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備が損傷

した場合は，以下の対応手段がある。 

・再処理事業所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行う手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．代替通信連絡設備 

・通話装置のケーブル 

・可搬型通話装置 

・可搬型衛星電話（屋内用） 

・可搬型トランシーバ（屋内用） 

・可搬型衛星電話（屋外用） 

・可搬型トランシーバ（屋外用） 

所内通信連絡設備が損傷した場合に必要な代替通信連絡設備は，

代替電源からの給電を可能とする手段がある。 

代替電源からの給電を確保するための設備は以下のとおり。 

ⅱ．代替電源設備 

・燃料加工建屋可搬型発電機 

・情報連絡用可搬型発電機 

・制御建屋可搬型発電機 

ⅲ．緊急時対策建屋電源設備 

・緊急時対策建屋用発電機 

ⅳ．自主対策設備 
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・緊急時対策建屋用電源車 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十五条及び技術基

準規則第三十九条で要求される再処理事業所内の通信連絡を行う

設備のうち，通話装置のケーブル，可搬型通話装置，可搬型衛星

電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話

（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を重大事故等対処

設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，再処理事業所内の通信連絡

を行うことが可能であることから，以下の設備は自主対策設備と

する。あわせてその理由を示す。 

・緊急時対策建屋用電源車 

上記の設備は，降下火砕物の侵入を防止できないなど，重大事

故等対処設備に対して求められるすべての環境条件等に適合する

ことができないおそれがあるが，重大事故等発生時における環境

条件等に応じて適切に対処することができ，当該電源車の健全性

が確認できた場合には，移動，設置及びケーブルの接続等に時間

を要するものの，緊急時対策建屋用発電機の代替手段として有効

であることから，自主対策設備として配備する。 

ｃ．所内通信連絡設備が電源喪失した場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備が電源

喪失した場合の対応手段は，「ｂ．所内通信連絡設備が損傷した場

合」の対応手段と同様である。 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 
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重大事故等対処設備と自主対策設備は，「ｂ．所内通信連絡設備

が損傷した場合」と同様である。 

「ｂ．所内通信連絡設備が損傷した場合」の対応手段，重大事

故等対処設備は，「ｂ．（ａ） 対応手段」及び「ｂ．（ｂ）重大事

故等対処設備」と同様である。 

そのため，「（ロ） 重大事故等時の手順」においても，所内通

信連絡設備が電源喪失した場合の手順は，所内通信連絡設備が損

傷した場合の手順と同様である。 

② 再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ために必要な対応手段及び設備 

ａ．所外通信連絡設備を用いる場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備が使用

可能な場合は，以下の対応手段がある。 

・再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行う手段 

・計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場

所で共有する手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．所外通信連絡設備 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と

兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施

設と兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象
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の施設と兼用） 

・一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・一般携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・衛星携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅱ．受電開閉設備 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

ⅲ．所内高圧系統 

・6.9kＶ運転予備用主母線 

・6.9kＶ非常用母線 

・6.9kＶ運転予備用母線 

・6.9kＶ常用主母線 

ⅳ．所内低圧系統 

・460Ｖ非常用母線 

(ｂ) 重大事故等対処設備 

技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十五条及び技術基

準規則第三十九条で要求される再処理事業所外への通信連絡を行

う設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システムは，重大事故等対処設備とする。 

また，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，動的機器の

多重故障における重大事故等の発生時に用いる一般加入電話，一

般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリは，重大事故等対処

設備とする。 
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以上の重大事故等対処設備により，内的事象による安全機能の

喪失を要因とし，動的機器の多重故障の対策の際は，再処理事業

所外への通信連絡を行うことが可能である。 

ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備が損傷

した場合は，以下の対応手段がある。 

・再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行う手段 

・計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場

所で共有する手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．代替通信連絡設備 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と

兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施

設と兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象

の施設と兼用） 

・可搬型衛星電話（屋内用） 

・可搬型衛星電話（屋外用） 

所外通信連絡設備が損傷した場合に必要な代替通信連絡設備は，

代替電源からの給電を可能とする手段がある。 

代替電源からの給電を確保するための設備は以下のとおり。 

ⅱ．緊急時対策建屋電源設備 
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・緊急時対策建屋用発電機 

ⅱ．自主対策設備 

・緊急時対策建屋用電源車 

(ｂ)重大事故等対処設備と自主対策設備 

技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十五条及び技術基

準規則第三十九条で要求される再処理事業所外への通信連絡を行

う設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星携帯電

話（屋外用）及び「添付書類五ト．(イ)(７)緊急時対策所」の緊

急時対策建屋電源原設備の一部である緊急時対策建屋用発電機を

重大事故等対処設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，再処理事業所外への通信連

絡を行うことが可能であることから，以下の設備は自主対策設備

とする。あわせてその理由を示す。 

・緊急時対策建屋用電源車 

上記の設備は，降下火砕物の侵入を防止できないなど，重大事

故等対処設備に対して求められるすべての環境条件等に適合する

ことができないおそれがあるが，重大事故等発生時における環境

条件等に応じて適切に対処することができ，当該電源車の健全性

が確認できた場合には，移動，設置及びケーブルの接続等に時間

を要するものの，緊急時対策建屋用発電機の代替手段として有効

であることから，自主対策設備として配備する。 

ｃ．所外通信連絡設備が電源喪失した場合 

(ａ) 対応手段 
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重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備が電源

喪失した場合の対応手順は，「ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場

合」の対応手段と同様である。 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

重大事故等対処設備と自主対策設備は，「ｂ．所外通信連絡設備

が損傷した場合」と同様である。 

「ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場合」の対応手段，重大事

故等対処設備は，「ｂ．（ａ）対応手段」及び「ｂ．（ｂ）重大事故

等対処設備」と同様である。そのため，「（ロ） 重大事故等時の

手順」においても，所外通信連絡設備が電源喪失した場合の手順

は，所外通信連絡設備が損傷した場合の手順と同様である。 

 

③ 計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の必要な場所で

共有するために必要な対応手段及び設備 

ａ．燃料加工建屋データ収集装置等を用いる場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，燃料加工建屋データ収集

装置等が使用可能な場合は，以下の対応手段がある。 

・制御建屋情報収集装置，燃料加工建屋可搬型情報収集装置で計

測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の必要な場所

で共有する手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．緊急時対策建屋情報把握設備 

・情報収集装置 

・情報表示装置 
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・データ収集装置（燃料加工建屋） 

・データ表示装置（燃料加工建屋） 

ⅱ．制御建屋情報把握設備 

・情報把握計装設備用屋内伝送系統 

・建屋間伝送用無線装置 

・制御建屋データ収集装置 

・制御建屋データ表示装置 

・制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報収集装置 

ⅲ．情報把握収集伝送装置 

・グローブボックス温度監視装置※1 

・グローブボックス負圧・温度監視設備※1 

・燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統 

・燃料加建屋間伝送用無線装置 

・燃料加工建屋データ収集装置 

・燃料加工建屋可搬型情報収集装置 

・第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

・第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

・情報把握計装設備可搬型発電機 

※1 伝送路として使用 

(ｂ) 重大事故等対処設備 

情報収集装置，情報表示装置，データ収集装置（燃料加工建屋），

データ表示装置（燃料加工建屋），情報把握計装設備用屋内伝送系

統，建屋間伝送用無線装置，制御建屋データ収集装置，制御建屋
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データ表示装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬型情

報収集装置，グローブボックス温度監視装置，グローブボックス

負圧・温度監視設備，燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送

系統，燃料加建屋間伝送用無線装置，燃料加工建屋データ収集装

置，燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬

型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情

報把握計装設備可搬型発電機を重大事故等対処設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，燃料加工建屋データ収集装

置等を使用した場合において，再処理事業所内の計測等を行った

重要なパラメータを必要な場所で共有することが可能である。 

 

ｂ．燃料加工建屋データ収集装置等が損傷した場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，燃料加工建屋データ収集

装置等が損傷した場合は，以下の対応手段がある。 

・制御建屋情報把握設備，情報把握収集設備，代替モニタリング

設備の一部である可搬型環境モニタリング用データ伝送装置及

び代替気象観測設備の一部である可搬型気象観測用データ伝送

装置で計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の必

要な場所で共有する手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．緊急時対策建屋情報把握設備 

・情報収集装置 

・情報表示装置 
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ⅱ．制御建屋情報把握設備 

・情報把握計装設備用屋内伝送系統 

・建屋間伝送用無線装置 

・制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

・制御建屋可搬型情報収集装置 

ⅲ．情報把握収集伝送装置 

・燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統 

・燃料加建屋間伝送用無線装置 

・燃料加工建屋可搬型情報収集装置 

・第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

・第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

・情報把握計装設備可搬型発電機 

ⅳ．代替モニタリング設備 

・可搬型環境モニタリング用データ伝送装置 

ⅴ．代替気象観測設備 

・可搬型気象観測用データ伝送装置 

所内通信連絡設備が損傷した場合に必要な代替通信連絡設備は，

代替電源からの給電を可能とする手段がある。 

代替電源からの給電を確保するための設備は以下のとおり。 

ⅵ．代替電源設備 

・燃料加工建屋可搬型発電機 

・情報連絡用可搬型発電機 

・制御建屋可搬型発電機 

ⅶ．緊急時対策建屋電源設備 
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・緊急時対策建屋用発電機 

ⅷ．自主対策設備 

・緊急時対策建屋用電源車 

(ｂ)重大事故等対処設備と自主対策設備 

緊急時対策建屋情報把握設備の一部である情報収集装置，情報

表示装置，情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間伝送用無線

装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），制御建屋可

搬型情報表示装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬型情報収集装置，

燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統，燃料加建屋間伝

送用無線装置，燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・

貯水所可搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集

装置，情報把握計装設備可搬型発電機，可搬型環境モニタリング

用データ伝送装置，可搬型気象観測用データ伝送装置，燃料加工

建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型

発電機及び緊急時対策建屋用発電機を重大事故等対処設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，計測等を行った重要なパラ

メータを再処理事業所内の必要な場所で共有することが可能であ

ることから，以下の設備は自主対策設備とする。あわせてその理

由を示す。 

・緊急時対策建屋用電源車 

上記の設備は，降下火砕物の侵入を防止できないなど，重大事

故等対処設備に対して求められるすべての環境条件等に適合する

ことができないおそれがあるが，重大事故等発生時における環境

条件等に応じて適切に対処することができ，当該電源車の健全性

が確認できた場合には，移動，設置及びケーブルの接続等に時間
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を要するものの，緊急時対策建屋用発電機の代替手段として有効

であることから，自主対策設備として配備する。 

ｃ．燃料加工建屋データ収集装置等が全交流電源が喪失した場合又は

計器が故障した疑いがある場合等 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，全交流電源が喪失した場

合の対応手段は，「(イ)(１)③ｂ．燃料加工建屋データ収集装置等

が損傷した場合」の対応手段と同様である。 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

重大事故等対処設備と自主対策設備は，「(イ)(１)③ｂ．燃料加

工建屋データ収集装置等が損傷した場合」と同様である。 

「(イ)(１)③ｂ．燃料加工建屋データ収集装置等が損傷した場

合」の対応手段及び重大事故等対処設備は，「ｃ．(ａ) 対応手段」

及び「ｃ．(ｂ) 重大事故等対処設備」と同様である。 

そのため，「ト．(ロ)重大事故等時の手順」においても，燃料加

工建屋データ収集装置等が電源喪失した場合又は計器が故障した

疑いがある場合の手順は，燃料加工建屋データ収集装置等が損傷

した場合の手順と同様である。 

 

ｄ．ＭＯＸ燃料加工施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムが発生した場合に必要な情報を把握し記録するための措置 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備が電源

喪失した場合の対応手段は，「ｂ．所内通信連絡設備が損傷した

場合」の対応手段と同様である。 
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(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

重大事故等対処設備と自主対策設備は，「(イ)(１)③ｂ．燃料

加工建屋データ収集装置等が損傷した場合」と同様である。 

「ｂ．燃料加工建屋データ収集装置等」の対応手段及び重大事

故等対処設備は，「ｃ．(ａ) 対応手段」及び「ｃ．(ｂ) 重大事故

等対処設備」と同様である。 

そのため，「ト．(ロ)重大事故等時の手順」においても，燃料加

工建屋データ収集装置等が電源喪失した場合又は計器が故障した

疑いがある場合の手順は，燃料加工建屋データ収集装置等が損傷

した場合の手順と同様である。 

④ 計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場所で

共有するために必要な対応手段及び設備 

ａ．所外通信連絡設備を使用する場合 

(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備が使用

可能な場合は，以下の対応手段がある。 

・再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行う手段 

・計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場

所で共有する手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．所外通信連絡設備 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と

兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施
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設と兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象

の施設と兼用） 

・一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・一般携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・衛星携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅱ．受電開閉設備 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

ⅲ．所内高圧系統 

・6.9kＶ運転予備用主母線 

・6.9kＶ非常用母線 

・6.9kＶ運転予備用母線 

・6.9kＶ常用主母線 

ⅳ．所内低圧系統 

・460Ｖ非常用母線 

(ｂ) 重大事故等対処設備 

技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十五条及び技術基

準規則第三十九条で要求される再処理事業所外への通信連絡を行

う設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システムは，重大事故等対処設備とする。 

また，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，動的機器の

多重故障における重大事故等の発生時に用いる一般加入電話，一
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般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリは，重大事故等対処

設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，内的事象による安全機能の

喪失を要因とし，動的機器の多重故障の対策の際は，再処理事業

所外への通信連絡を行うことが可能である。 

ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場合 

(ａ)対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備が損傷

した場合は，以下の対応手段がある。 

・再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行う手段 

・計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場

所で共有する手段 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

ⅰ．代替通信連絡設備 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と

兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施

設と兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象

の施設と兼用） 

・可搬型衛星電話（屋内用） 

・可搬型衛星電話（屋外用） 

所外通信連絡設備が損傷した場合に必要な代替通信連絡設備は，

代替電源からの給電を可能とする手段がある。 
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代替電源からの給電を確保するための設備は以下のとおり。 

ⅱ．緊急時対策建屋電源設備 

・緊急時対策建屋用発電機 

ⅱ．自主対策設備 

・緊急時対策建屋用電源車 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

技術的能力審査基準，事業許可基準規則第三十五条及び技術基

準規則第三十九条で要求される再処理事業所外への通信連絡を行

う設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星携帯電

話（屋外用）及び緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時対

策建屋用発電機を重大事故等対処設備とする。 

以上の重大事故等対処設備により，再処理事業所外への通信連

絡を行うことが可能であることから，以下の設備は自主対策設備

とする。あわせてその理由を示す。 

・緊急時対策建屋用電源車 

上記の設備は，降下火砕物の侵入を防止できないなど，重大事

故等対処設備に対して求められるすべての環境条件等に適合する

ことができないおそれがあるが，重大事故等発生時における環境

条件等に応じて適切に対処することができ，当該電源車の健全性

が確認できた場合には，移動，設置及びケーブルの接続等に時間

を要するものの，緊急時対策建屋用発電機の代替手段として有効

であることから，自主対策設備として配備する。 

ｃ．所外通信連絡設備が電源喪失した場合 
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(ａ) 対応手段 

重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備が電源

喪失した場合の対応手順は，「ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場

合」の対応手段と同様である。 

(ｂ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

重大事故等対処設備は「ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場合」

の重大事故等対処設備と自主対策設備と同様である。 

「ｂ．所外通信連絡設備が損傷した場合」の対応手段及び重大

事故等対処設備は，「ｃ．(ａ)対応手段」及び「ｃ．(ｂ) 重大事

故等対処設備」と同様である。そのため，「ト．(ロ)重大事故等時

の手順」においても，所外通信連絡設備が電源喪失した場合の手

順は，所外通信連絡設備が損傷した場合の手順と同様である。 

 

⑤ 手順等 

上記①から④により選定した対応手段に係る手順を整備する。 

機能喪失を想定する設計基準事象の施設と整備する手順を第ト－２表

から第ト－５表に示す。 

これらの手順は，重大事故等発生時対応手順書等にて整備する。 

 

(ロ) 重大事故等時の手順 

(１) 再処理事業所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ための手順等 

重大事故等が発生した場合において，所内通信連絡設備及び代替通

信連絡設備により再処理事業所内の通信連絡をする必要のある場所と

通信連絡を行うため，以下の手段を用いた手順を整備する。 
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① 所内通信連絡設備を用いる場合の手段 

重大事故等時に，所内携帯電話が使用できる場合は，ページング装

置，所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミリを用いて通信連絡

を行う。 

これらの設備を用いた再処理事業所内における通信連絡を行うため

の手順を整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備が

機能維持していると判断した場合。（第ト－６表） 

ｂ．操作手順 

所内通信連絡設備による再処理事業所内の通信連絡の概要は以下

のとおり。 

また，屋内における再処理事業所内への通信連絡手順の概要を第 

ト－４図及び第ト－６図に示す。 

(ａ) ページング装置 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，マイク操作器を

用いて再処理事業所内各建屋のスピーカを介して放送を行う。 

(ｂ) 所内携帯電話 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加工

施設対策班の班員に対して所内携帯電話の端末の携帯を指示する。 

ⅱ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，所内携帯電話の端末を用

いて，通信先の電話番号をダイヤルし，連絡する。 

(ｃ) 専用回線電話 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加工

施設対策班の班員に対して専用回線電話の通信を指示する。 
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ⅱ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，専用回線電話の端末を用

いて，中央監視室から緊急時対策所の支援組織要員へ連絡をする。 

(ｄ) ファクシミリ 

ⅰ．実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加工

施設対策班の班員に対してファクシミリの通信を指示する。 

ⅱ．ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，ファクシミリを用いて，

中央監視室から緊急時対策所の要員へ連絡をする。 

ｃ．操作の成立性 

ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミリ

は，設計基準の範囲内において使用している設備であり，特別な技

量を要することなく，本対策実施判断後速やかに操作が可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の作業場所への移動及び

作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を

行うことにより，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の被ばく線量を

可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

② 所内通信連絡設備が損傷した場合の手段 

ａ．屋内（現場）等における通信連絡 

重大事故等時に，所内携帯電話が機能喪失した場合，燃料加工建

7－添1－411



屋内で建屋内状況を確認する実施組織のＭＯＸ燃料加工施設現場

管理者は，通話装置のケーブル及び可搬型通話装置を用いて通信連

絡を行う。 

これらの設備を用いた燃料加工建屋内における通信連絡を行うた

めの手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

通話装置のケーブル及び可搬型通話装置による燃料加工建屋内

の通信連絡の概要は以下のとおり。 

また，屋内における再処理事業所内への通信連絡手順の概要を

第ト－４図に示す。代替通信連絡設備のアクセスルートを第ト－

14図～第ト－18図に示す。 

ⅰ. 可搬型通話装置の配備 

（ⅰ） 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要

員のうちＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員へ可搬型通話装置

の装備を指示する。 

（ⅱ） 燃料加工建屋内のＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，装

備している可搬型通話装置を通話装置のケーブルの接続口に

接続する。 

（ⅲ） ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者は，可搬型通話装置を燃料

加工建屋の通話装置のケーブルの接続口に接続する。 

（ⅳ） 可搬型通話装置は，それぞれを通話装置のケーブルに接続

することで通話可能となるため，燃料加工建屋内で作業を行う
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際の通信連絡手段とする。また，本作業は屋内作業であるため，

降灰による影響はない。 

（ⅴ） 可搬型通話装置は，乾電池で動作するため代替電源は不要

である。乾電池は，７日間以内に残量が無くなることは考え難

いが，もし無くなった場合は，他の可搬型通話装置の端末と交

換又は予備の乾電池を使用する。 

(ｃ) 操作の成立性 

可搬型通話装置による通信連絡については，通話装置のケーブ

ルが燃料加工建屋内に常設重大事故等対処設備として敷設されて

いるため，設置作業に要する時間はなく，可搬型通話装置を接続

することにより本対策実施判断後速やかに通信連絡が可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対

応を行うことにより，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の被ばく

線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

ｂ．屋外（現場）における通信連絡 

重大事故等時に，所内携帯電話が機能喪失した場合，燃料加工建

屋の屋外から実施組織の放射線対応班の班員，建屋外対応班の班員
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（再処理），ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員が中央監視室，再処理

施設の中央制御室又は緊急時対策所へ連絡及び屋外間で連絡を行

う際は，可搬型衛星電話（屋外用）又は可搬型トランシーバ（屋外

用）を用いて通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた燃料加工建屋の屋外における通信連絡を行

うための手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）

による燃料加工建屋の屋外における通信連絡の概要は以下のとお

り。 

また，屋外（現場）における再処理事業所内への通信連絡手順

の概要を第ト－５図に示す。 

ⅰ.可搬型衛星電話（屋外用）の配備 

（ⅰ） 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要

員のうち放射線対応班の班員，建屋外対応班の班員，ＭＯＸ燃

料加工施設対策班及び支援組織の放射線管理班の班員へ可搬

型衛星電話（屋外用）を配備する。 

（ⅱ） 可搬型衛星電話（屋外用）を使用する要員は，各作業場所

へ可搬型衛星電話（屋外用）の端末を持参し，使用する際に電

源を入れることにより，燃料加工建屋の屋外から中央監視室，

再処理施設の中央制御室又は緊急時対策所へ連絡及び屋外間

で連絡を行う際の通信連絡手段とする。火山の影響により，降
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灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業

として，除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

（ⅲ） 可搬型衛星電話（屋外用）は，充電池から給電を行い，10

時間使用することが可能である。使用開始から 10 時間を目安

に充電池の残容量を適宜確認し，残容量が少なくなったことを

確認後，充電池の交換を行う。 

ⅱ.可搬型トランシーバ（屋外用）の配備 

（ⅰ） 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要

員のうち放射線対応班の班員，建屋外対応班の班員，ＭＯＸ燃

料加工施設対策班の班員及び支援組織の放射線管理班の班員

へ可搬型トランシーバ（屋外用）を配備する。 

（ⅱ） 可搬型トランシーバ（屋外用）を使用する要員は，各作業

場所へ可搬型トランシーバ（屋外用）の端末を持参し，使用す

る際に電源を入れることにより，燃料加工建屋の屋外から中央

監視室，再処理施設の中央制御室又は緊急時対策所へ連絡及び

屋外間で連絡を行う際の通信連絡手段とする。火山の影響によ

り，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対

応作業として，除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認

したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

（ⅲ） 可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池から給電を行い，

10 時間使用することが可能である。使用開始から 10 時間を目

安に充電池の残容量を適宜確認し，残容量が少なくなったこと

を確認後，充電池の交換を行う。 

(ｃ) 操作の成立性 
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可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）

は，本対策実施判断後速やかに使用可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の作業場所への移動

及び作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた

対応を行うことにより，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の被ば

く線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所）に

おける通信連絡 

重大事故等時に，ページング装置，所内携帯電話及び専用回線電

話が機能喪失した場合，中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊

急時対策所間で実施組織のＭＯＸ燃料加工施設現場管理者，ＭＯＸ

燃料加工施設対策班長，建屋外対応班長，放射線対応班長，建屋外

対応班の班員又は支援組織の統括班の班員が連絡を行う際は，可搬

型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）を用いて

通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた中央監視室，再処理施設の中央制御室及び

緊急時対策所における通信連絡の手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 
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重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

可搬型衛星電話（屋内用）又は可搬型トランシーバ（屋内用）

による中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所間に

おける通信連絡の概要は以下のとおり。 

また，屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対

策所）における再処理事業所内への通信連絡手順の概要を第ト－

６図に示す。代替通信連絡設備のアクセスルートを第ト－14図～

第ト－18図に示す。 

ⅰ．可搬型衛星電話（屋内用）の配備 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員

の燃料加工建屋に滞在するＭＯＸ燃料加工施設現場管理者及

び制御建屋に滞在するＭＯＸ燃料加工施設対策班長，放射線対

応班長，建屋外対応班の班員並びに緊急時対策建屋に滞在する

建屋外対応班長に可搬型衛星電話（屋内用）を配備する。 

また，本部長は，支援組織の制御建屋に滞在する統括班の班

員及び緊急時対策建屋に滞在する放射線管理班の班員，統括班

の班員に可搬型衛星電話（屋内用）を配備する。 

(ⅱ) 可搬型衛星電話（屋内用）は，中央監視室で使用する分はＭ

ＯＸ燃料加工施設対策班の班員が，再処理施設の中央制御室で

使用する分は建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）及び通信班の班員

並びに建屋対策班の班員が，緊急時対策所で使用する分は支援

組織要員が配備する。各班員及び要員は，アンテナ及びレシー

バを燃料加工建屋，制御建屋及び緊急時対策建屋の屋外に配備
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し，アンテナとレシーバ間をアンテナケーブルで接続する。そ

の後，ハンドセットを中央監視室，再処理施設の中央制御室及

び緊急時対策所に配備し，レシーバとハンドセット間をＬＡＮ

ケーブルで接続する。火山の影響により，降灰予報（「やや多

量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業として，除灰作

業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 

(ⅲ) 通話可能となった可搬型衛星電話（屋内用）を用い，中央監

視室，再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所間で連絡を行

う。 

(ⅳ) 可搬型衛星電話（屋内用）は，中央監視室で使用する場合は

代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，再処理

施設の中央制御室で使用する場合は代替電源設備の一部であ

る情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機，緊急時

対策所で使用する場合は緊急時対策建屋電源設備の一部であ

る緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策建屋用電源車から

給電を行う。 

(ⅴ) 再処理施設の中央制御室で使用する場合で重大事故等の発

生後 11 時間以内に使用する場合は，代替電源設備の一部であ

る制御建屋可搬型発電機が配備されていないため，充電池を用

いて電源の給電を行う。この場合，充電池給電でも11時間以上

使用することが可能であるため，代替電源設備の一部である制

御建屋可搬型発電機が準備されるまで充電池の交換を行う必

要はない。 

ⅱ．可搬型トランシーバ（屋内用）の配備 
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(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員

の燃料加工建屋に滞在するＭＯＸ燃料加工施設現場管理者及

び制御建屋に滞在するＭＯＸ燃料加工施設対策班長，放射線対

応班長，建屋外対応班の班員並びに緊急時対策建屋に滞在する

建屋外対応班長に可搬型トランシーバ（屋内用）を配備する。 

また，本部長は，支援組織の制御建屋に滞在する統括班の班

員並びに緊急時対策建屋に滞在する放射線管理班の班員及び

統括班の班員へも可搬型トランシーバ（屋内用）を配備する。 

(ⅱ) 可搬型トランシーバ（屋内用）は，中央監視室，再処理施設

の中央制御室及び緊急時対策所で使用する分は建屋対策班の

班員（ＭＯＸ）が配備する。各班員は，アンテナ及びレシーバ

を燃料加工建屋，制御建屋及び緊急時対策建屋の屋外に配備し，

アンテナとレシーバ間をアンテナケーブルで接続する。その後，

ハンドセットを中央監視室，再処理施設の中央制御室及び緊急

時対策所に配備し，レシーバとハンドセット間をＬＡＮケーブ

ルで接続する。火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）

を確認した場合は，事前の対応作業として，除灰作業の準備を

実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作業を

実施する。 

(ⅲ) 通話可能となった可搬型トランシーバ（屋内用）を用い，中

央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所間で連絡を

行う際の通信連絡手段とする。 

(ⅳ) 可搬型トランシーバ（屋内用）は，中央監視室で使用する場

合は代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，再

処理施設の中央制御室で使用する場合は代替電源設備の一部
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である情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機，緊

急時対策所で使用する場合は緊急時対策建屋電源設備の一部

である緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策建屋用電源車

から給電を行う。 

(ｃ) 操作の成立性 

屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所）

における通信連絡については，可搬型衛星電話（屋内用）による

通信手段を先行で確保することとし，重大事故等着手判断後，１

時間30分以内に通信連絡が可能である。 

中央監視室への可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシ

ーバ（屋内用）の配備は，実施責任者，ＭＯＸ燃料加工施設対策

班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭＯＸ燃料加工施設

現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員２

人の合計６人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後，

１時間45分以内で可能である。 

上記のうち，中央監視室への可搬型衛星電話（屋内用）の配備

は，重大事故等着手判断後１時間15分以内で可能である。 

再処理施設の中央制御室への可搬型衛星電話（屋内用）及び可

搬型トランシーバ（屋内用）の配備は，実施責任者，要員管理班

の班員３人，情報管理班の班員３人，通信班長及び建屋外対応班

長の要員９人並びに建屋対策班の班員（再処理）12人及び建屋対

策班の班員（ＭＯＸ）６人の合計27人にて作業を実施した場合，

重大事故等着手判断後４時間35分以内で可能である。 

上記の再処理施設の中央制御室への可搬型衛星電話（屋内用）

のうち，ＭＯＸ所有の先行敷設分の配備は，重大事故等着手判断
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後１時間20分以内，再処理施設との共用部分の配備は，１時間30

分以内（再処理）で可能である。緊急時対策所への可搬型衛星電

話（屋内用）の配備は，本部長の１人及び防災班の班員８人の合

計９人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後１時間20

分以内で可能である。 

緊急時対策所への可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トラン

シーバ（屋内用）の配備は，本部長，通信班長及び情報管理班の

班員３人の要員５人並びに防災班の班員８人及び建屋対策班の班

員（ＭＯＸ）８人の合計21人にて作業を実施した場合，重大事故

等着手判断後４時間以内で可能である。 

上記のうち，緊急時対策所への可搬型衛星電話（屋内用）の配

備は，本対策実施判断後１時間20分以内，緊急時対策所への可搬

型トランシーバ（屋内用）の先行敷設分の配備は，重大事故等着

手判断後１時間30分以内で可能である。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）

のタイムチャートを第ト－９図～第ト－11図に示す。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，建屋対策班の班員（ＭＯＸ）の作業場所への移動及び

作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応

を行うことにより，建屋対策班の班員（ＭＯＸ）の被ばく線量を

可能な限り低減できる。 
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夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

③ 所内通信連絡設備が電源喪失した場合の手段 

ａ．屋内（現場）等における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ａ．屋内（現場）等における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ａ．屋内（現場）等における通信

連絡」にて整備する。 

ｂ．屋外（現場）における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ｂ．屋外（現場）における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ｂ．屋外（現場）における通信連

絡」にて整備する。 

ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所）に

おける通信連絡 
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(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の

中央制御室，緊急時対策所）における通信連絡」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ｃ．屋内（中央監視室，再処理

施設の中央制御室，緊急時対策所）における通信連絡」にて整備

する。 

 

(２) 再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ための手順等 

重大事故等が発生した場合において，所外通信連絡設備により再処

理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うため，

以下の手段を用いた手順を整備する。 

① 所外通信連絡設備を用いる場合の手段 

ａ．中央監視室における通信連絡 

重大事故等時に，一般加入電話等が使用できる場合は，所外通信

連絡設備を用いて重大事故等の対策の準備を行う。一般加入電話，

一般携帯電話及び衛星携帯電話を用いて所外における通信連絡を

行う。 

これらの設備を用いた中央監視室における通信連絡を行うための

手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 
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重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能維持していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

所外通信連絡設備による所外の通信連絡の概要は以下のとお 

り。 

また，再処理事業所外への通信連絡手順の概要を第ト－７図に

示す。 

ⅰ．一般加入電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加

工施設対策班の班員に対して一般加入電話の通信を指示する。 

(ⅱ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，一般加入電話の端末を

用いて，中央監視室から事業所外へ連絡をする。 

ⅱ．一般携帯電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加

工施設対策班の班員に対して一般携帯電話の通信を指示する。 

(ⅱ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，一般携帯電話の端末を

用いて，中央監視室から事業所外へ連絡をする。 

ⅲ．衛星携帯電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，ＭＯＸ燃料加

工施設対策班の班員に対して衛星携帯電話の通信を指示する。 

(ⅱ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，衛星携帯電話の端末を

用いて，中央監視室から事業所外へ連絡をする。 

(ｃ) 操作の成立性 

一般加入電話，一般携帯電話及び衛星携帯電話は，設計基準の

範囲内において使用している設備であり，特別な技量を要するこ
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となく，本対策実施判断後速やかに操作が可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の作業場所への移動

及び作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた

対応を行うことにより，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の被ば

く線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

ｂ．緊急時対策所における通信連絡 

重大事故等時に，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話等が使用

できる場合は，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話等の所外通信

連絡設備を用いて重大事故等の対策の準備を行う。所外における通

信連絡としては，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及び

ファクシミリを用いて通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた緊急時対策所における通信連絡を行うため

の手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能維持していると判断した場合。（第ト－６表） 
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(ｂ) 操作手順 

所外通信連絡設備による所外の通信連絡の概要は以下のとおり。 

また，再処理事業所外への通信連絡手順の概要を第ト－７図に

示す。 

ⅰ．統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対

して統合原子力防災ネットワークＩＰ電話の通信を指示する。 

(ⅱ) 連絡要員は，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話を用いて，

緊急時対策所から事業所外へ連絡をする。 

ⅱ．統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対

して統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸの通信を指示

する。 

(ⅱ) 連絡要員は，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸを用

いて，緊急時対策所から事業所外へ連絡をする。 

ⅲ．統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対

して統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムの通信を

指示する。 

(ⅱ) 連絡要員は，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

を起動し，通信状態の確認を行う。 

(ⅲ) 連絡要員は，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

を用いて，緊急時対策所から事業所外へ連絡をする。 

ⅳ．一般加入電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対
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して一般加入電話の通信を指示する。 

(ⅱ) 連絡要員は，一般加入電話の端末を用いて，緊急時対策所か

ら事業所外へ連絡をする。 

ⅴ．一般携帯電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対

して一般携帯電話の通信を指示する。 

(ⅱ) 連絡要員は，一般携帯電話の端末を用いて，緊急時対策所か

ら事業所外へ連絡をする。 

ⅵ．衛星携帯電話 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対

して衛星携帯電話の通信を指示する。 

(ⅱ) 連絡要員は，衛星携帯電話の端末を用いて，緊急時対策所か

ら事業所外へ連絡をする。 

ⅶ．ファクシミリ 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員に対

してファクシミリの通信を指示する。 

(ⅱ) 連絡要員は，ファクシミリを用いて，緊急時対策所から事業

所外へ連絡をする。 

(ｃ) 操作の成立性 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シス

テム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシ

ミリは，設計基準の範囲内において使用している設備であり，特

別な技量を要することなく，容易に操作が可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射
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線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

② 所外通信連絡設備が損傷した場合の手段 

ａ．燃料加工建屋における通信連絡 

重大事故等時に，中央監視室の一般加入電話及び衛星携帯電話が

機能喪失した場合，燃料加工建屋の屋外から実施組織のＭＯＸ燃料

加工施設対策班の班員，放射線対応班の班員及び実施組織の連絡責

任者（実施責任者又はあらかじめ指名された者）が再処理事業所外

への連絡を行う際は，可搬型衛星電話（屋外用）を用いて通信連絡

を行う。 

これらの設備を用いた燃料加工建屋における通信連絡を行うため

の手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

可搬型衛星電話（屋外用）による再処理事業所外への通信連絡

の概要は以下のとおり。 
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また，燃料加工建屋における再処理事業所外への通信連絡手順

の概要を第ト－７図に示す。 

ⅰ．可搬型衛星電話（屋外用）の配備 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員

のうちＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員，放射線対応班の班員

及び建屋外対応班の班員へ可搬型衛星電話（屋外用）を配備す

る。 

(ⅱ) 可搬型衛星電話（屋外用）を使用する要員は，可搬型衛星電

話（屋外用）の端末を持参し，使用する際に電源を入れること

により，燃料加工建屋の屋外から再処理事業所外へ連絡を行う

際の通信連絡手段とする。火山の影響により，降灰予報（「やや

多量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業として，除灰

作業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 

(ⅲ) 可搬型衛星電話（屋外用）の電源は，充電池から給電を行う。

この場合，充電池給電で10時間使用することが可能である。使

用開始から 10 時間を目安に充電池の残容量を適宜確認し，残

容量が少なくなったことを確認後，充電池の交換を行う。 

(ｃ) 操作の成立性 

可搬型衛星電話（屋外用）は，本対策実施判断後速やかに使用

可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv
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以下とすることを目安に管理する。 

さらに，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の作業場所への移動

及び作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた

対応を行うことにより，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の被ば

く線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

ｂ．緊急時対策所における通信連絡 

重大事故等時に，緊急時対策所の一般加入電話等が機能喪失した

場合，緊急時対策所から連絡要員が再処理事業所外への連絡を行う

際は，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シス

テム及び可搬型衛星電話（屋内用）を用いて通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた緊急時対策所における通信連絡を行うため

の手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステムの電源は代替電源から給電し使用する。 

電源を代替電源から給電する手順は，「（５）電源を代替電源か

ら給電する手順等」にて整備する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット
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ワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シス

テム，及び可搬型衛星電話（屋内用）による再処理事業所外への

通信連絡の概要は以下のとおり。 

また，緊急時対策所における再処理事業所外への通信連絡手順

の概要を第ト－８図に示す。 

ⅰ．統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

操作手順は，「（ロ）（２）①所外通信連絡設備を用いる場合の手

段」にて整備する。 

代替電源からの給電手順については，「（５）③緊急時対策建屋

用発電機又は緊急時対策建屋用電源車による統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話等への給電」にて整備する。 

ⅱ．統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

操作手順は，「（ロ）（２）②所外通信連絡設備を用いる場合の手

段」にて整備する。 

代替電源からの給電手順については，「（５）③緊急時対策建屋

用発電機又は緊急時対策建屋用電源車による統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話等への給電」にて整備する。 

ⅲ．統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

操作手順は，「（ロ）（２）③所外通信連絡設備を用いる場合の手

段」にて整備する。 

代替電源からの給電手順については，「（３）③緊急時対策建屋

用発電機又は緊急時対策建屋用電源車による統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話等への給電」にて整備する。 

ⅳ．可搬型衛星電話（屋内用）の配備 

(ⅰ) 本部長は，手順着手の判断基準に基づき，連絡要員へ可搬型
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衛星電話（屋内用）を配備する。 

(ⅱ) 可搬型衛星電話（屋内用）を使用する要員は，アンテナ及び

レシーバを緊急時対策所の屋外に配備し，アンテナとレシーバ

間をアンテナケーブルで接続する。その後，ハンドセットを緊

急時対策所に配備し，レシーバとハンドセット間をＬＡＮケー

ブルで接続する。火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応作業として，除灰作業の準

備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作

業を実施する。 

(ⅲ) 通話可能となった可搬型衛星電話（屋内用）を用い，緊急時

対策所から再処理事業所外へ連絡を行う際の通信連絡手段と

する。 

(ⅳ) 可搬型衛星電話（屋内用）の電源は，緊急時対策所で使用す

る場合は緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策建屋用電源

車から給電を行う。 

(ｃ) 操作の成立性 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シス

テムは，設計基準対象の施設として使用している設備であり，特

別な技量を要することなく，本対策実施判断後速やかに操作が可

能である。 

緊急時対策所への可搬型衛星電話（屋内用）の配備は，本部長

の１人及び防災班の班員８人の合計９人にて作業を実施した場合，

重大事故等着手判断後１時間20分以内で可能である。 

可搬型衛星電話（屋内用）のタイムチャートを第ト－10図に示
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す。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10 

mSv以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

③ 所外通信連絡設備が電源喪失した場合の手段 

ａ．燃料加工建屋における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）②ａ．燃料加工建屋における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

可搬型衛星電話（屋外用）は，本対策実施判断後速やかに使用

可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 
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線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

ｂ．緊急時対策所における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステムの電源は代替電源から給電し使用する。 

電源を代替電源から給電する手順は，「（５）電源を代替電源か

ら給電する手順等」にて整備する。 

操作手順は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステムは，設計基準の範囲内において使用している設備であり，

特別な技量を要することなく，本対策実施判断後速やかに操作が

可能である。 
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緊急時対策所への可搬型衛星電話（屋内用）の配備は，本部長

の１人及び防災班の班員８人の合計９人にて作業を実施した場合，

重大事故等着手判断後１時間20分以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

 

(３) 計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の必要な場所で

共有するための手順等 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業所内の必要な 

場所で共有するため，所内通信連絡設備，代替通信連絡設備，制御建

屋情報把握設備，情報把握収集伝送設備，代替モニタリング設備及び

代替気象観測設備を用いて，重大事故等の対処に必要なパラメータを

再処理事業所内の必要な場所への伝送，監視及び記録を行う。 

重大事故等が発生した場合において，可搬型の計器等にて計測した

重大事故等の対処に必要なパラメータであるグローブボックス内火災

源近傍温度，放水砲の流量，貯水槽の水位及び加工施設周辺の放射線

線量率等を所内通信連絡設備，代替通信連絡設備，制御建屋情報把握
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設備及び情報把握収集伝送設備により再処理事業所内の必要な場所へ

伝送，監視及び記録するため，以下の手段を用いた手順等を整備する。 

① 所内通信連絡設備，燃料加工建屋データ収集装置等を用いる場合の

手段 

ａ．所内通信連絡設備を用いた通信連絡 

重大事故等時に，所内携帯電話が使用できる場合は，ページング

装置，所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミリを用いて通信

連絡を行う。 

これらの設備を用いて計測等を行った重要なパラメータを再処理

事業所内の必要な場所で共有するための手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能維持していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ａ)ⅰ． (ⅰ) 所内通信連絡設備を用いる場合の

手段」にて整備する。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「イ．核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失に対処するための手順等」，「ロ．工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制するための手順等」，「ハ．重大事故等

への対処に必要となる水の供給手順等」及び「ホ．監視測定等に

関する手順等」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミ

リは，設計基準基準対象の施設であり，特別な技量を要すること

なく，本対策実施判断後速やかに操作が可能である。 
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重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の作業場所への移動

及び作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた

対応を行うことにより，ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員の被ば

く線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

ｂ．再処理施設の中央制御室へのデータ伝送 

重大事故等の対処に必要な情報は，燃料加工建屋データ収集装置，

燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報

収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置に集約し，再

処理施設の中央制御室において監視及び記録するために，制御建屋

情報把握設備の一部である情報把握計装設備用屋内伝送系統及び

建屋間伝送用無線装置，情報把握収集伝送設備の一部である燃料加

工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統，燃料加工建屋間伝送用無

線装置，グローブボックス温度監視装置（伝送路），グローブボック

ス負圧・温度監視設備（伝送路）により伝送する。伝送された情報

は制御建屋データ表示装置，制御建屋可搬型情報表示装置(燃料加

工建屋)，により監視し，制御建屋データ収集装置，制御建屋可搬型

情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），によ

り記録する。 
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ただし，可搬型情報収集装置等の設置が完了するまでの間，継続

監視の必要がない情報は，所内通信連絡設備を使用して再処理施設

の中央制御室へ情報を伝達し，記録用紙に記録する。 

これらの設備を用いて計測等を行った重要なパラメータを再処理

事業所内の必要な場所で共有するための手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の立ち上げを判断した場

合で，所内通信連絡設備，燃料加工建屋データ収集装置等の状況

を確認し，当該設備が機能維持していると判断した場合。（第ト－

６表） 

(ｂ) 操作手順 

ⅰ．環境中継サーバ 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員

に対して環境中継サーバの起動状態の確認を指示する。 

(ⅱ) 実施組織要員は，緊急時対策所の支援組織要員と連絡を取り

合い，環境中継サーバが起動していることを確認する。 

ⅱ．可搬型情報収集装置及び可搬型情報表示装置の配備 

(ⅰ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員

に対して燃料加工建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情

報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），制

御建屋可搬型情報表示装置(燃料加工建屋)，第１保管庫・貯水

所可搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装

置及び情報把握計装設備可搬型発電機の配備を指示する。 

(ⅱ) 建屋対策班の班員（再処理）は外部保管エリアに保管してい

る燃料加工建屋可搬型情報収集装置を燃料加工建屋に配備，制
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御建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃

料加工建屋）及び制御建屋可搬型情報表示装置(燃料加工建屋)

を制御建屋に配備する。 

また，建屋外対応班の班員（再処理）は外部保管エリアに保

管している第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第２保管

庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計装設備可搬型発

電機を第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所の建屋入口

近傍に配備する。 

(ⅲ) 配備した燃料加工建屋可搬型情報収集装置を燃料加工建屋

情報把握計装設備用屋内伝送系統，燃料加工建屋間伝送用無線

設備，情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線

装置と接続し，再処理施設の中央制御室に必要な情報の伝送を

行う。 

第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に配備した情報把

握計装設備可搬型発電機を起動し，情報把握計装設備可搬型発

電機からの給電を確認後，可搬型情報収集装置から，再処理施

設の中央制御室に情報を伝送する。 

ⅲ．情報監視 

(ⅰ) 燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所

に配備した可搬型情報収集装置から伝送された情報は，再処

理施設の中央制御室に配備した制御建屋可搬型情報表示装置

（燃料加工建屋）及び緊急時対策所に設置する緊急時対策建

屋情報把握設備の一部である情報表示装置を使用して監視す

る。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「イ．核燃料物質等を
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閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等」，「ロ．工場等

外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」，「ハ．重大

事故等への対処に必要となる水の供給手順等」及び「ホ．監視

測定等に関する手順等」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

環境中継サーバは，設計基準対象の施設であり，特別な技量を

要することなく，本対策実施判断後速やかに操作が可能である。 

再処理施設と共用する制御建屋可搬型情報収集装置は，実施責

任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人及び建屋外

対応班長の要員８人並びに建屋対策班の班員（再処理）３人及び

建屋対策班の班員（ＭＯＸ）２人の合計13人にて作業を実施した

場合，重大事故等着手判断後３時間10分以内で可能である。 

上記のうち制御建屋への制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加

工建屋）及び制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）の配

備は，重大事故等着手判断後２時間以内で可能である。 

燃料加工建屋への情報把握収集伝送設備の配備は，実施責任者，

ＭＯＸ燃料加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長

及びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料

加工施設対策班の班員２人の合計６人にて作業を実施した場合，

重大事故等着手判断後１時間30分以内で可能である。 

第１保管庫・貯水所への情報把握収集伝送設備系統の配備は，

実施責任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人，建

屋外対応班長並びに建屋外対応班の班員（再処理）２人の合計10

人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後１時間30分以

内で可能である。 
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第２保管庫・貯水所への情報把握収集伝送設備系統の配備は，

実施責任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人，建

屋外対応班長並びに建屋外対応班の班員（再処理）２人の合計10

人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後９時間以内で

可能である。 

情報把握計装設備のタイムチャートを第ト－12～13図，情報把

握計装設備のアクセスルート図を第ト－19図から第ト－23図に示

す。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については，個

人線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管

理する。 

重大事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室との

連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

(ｄ) 機能の健全性 

制御建屋データ表示装置にて燃料加工建屋の情報の監視及び記

録が行われていることを確認する。 

燃料加工建屋，制御建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・

貯水所への可搬型情報収集装置の配備完了，緊急時対策所の情報

収集装置の起動確認及び制御建屋への可搬型情報表示装置の配備

完了後に，代替通信連絡設備を使用して再処理施設の中央制御室

に情報伝送されていることの確認を行う。 
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ｃ．緊急時対策所へのデータ伝送 

重大事故等の対処に必要な情報は，緊急時対策所において監視及

び記録するために伝送する。伝送された情報は緊急時対策所のデー

タ表示装置（燃料加工建屋）及び情報表示装置により監視し，緊急

時対策所のデータ収集装置（燃料加工建屋）により記録する。 

ただし，可搬型情報収集装置等の設置が完了するまでの間，継続

監視の必要がない情報は，代替通信連絡設備を使用して緊急時対策

所へ情報を伝達し，記録用紙に記録する。 

（ａ） 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の立ち上げを判断した場

合。（第ト－６表） 

（ｂ） 操作手順 

緊急時対策建屋情報把握設備による監視手順の概要は以下のと

おり。なお，緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収集装置（燃

料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）については，

常時，伝送が行われており操作は必要ない。 

ⅰ．本部長は，手順着手の判断基準に基づき，非常時対策組織の要

員に緊急時対策建屋情報把握設備による監視の開始を指示する。 

ⅱ．非常時対策組織の要員は，手順着手の判断基準に基づき，緊急

時対策所の情報収集装置への接続を確認し，情報表示装置を起動

する。 

ⅲ．非常時対策組織の要員は，情報表示装置により，監視を開始す

る。 

また，火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認

した場合は，事前の対応作業として可搬型発電機の建屋内への移
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動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必

要に応じ，除灰作業を実施する。 

（ｃ） 操作の成立性 

緊急時対策建屋情報把握設備の起動は，本部長の１人及び支援組

織要員２人の合計３人で作業を実施した場合，本対策の実施判断後

５分以内で可能である。 

（ｄ） 機能の健全性 

緊急時対策所の情報収集装置の起動確認後に，代替通信連絡設備

を使用して緊急時対策所に情報伝送されていることの確認を行う。 

 

② 燃料加工建屋データ収集装置等が損傷した場合 

ａ．屋内（現場）等における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ａ．屋内（現場）等における通信連絡」

にて整備する。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「イ．核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失に対処するための手順等」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ａ．屋内（現場）等における通信

連絡」にて整備する。 

ｂ．屋外（現場）における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 
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重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ｂ．屋外（現場）における通信連絡」

にて整備する。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「ロ．工場等外への放射

性物質の拡散を抑制するための手順等」，「ハ．重大事故等への対

処に必要となる水の供給手順等」及び「ホ．監視測定等に関する

手順等」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ｂ．屋外（現場）における通信連

絡」にて整備する。 

ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所）に

おける通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の

中央制御室，緊急時対策所）における通信連絡」にて整備する。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「イ．核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失に対処するための手順等」，「ロ．工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制するための手順等」，「ハ．重大事故等

への対処に必要となる水の供給手順等」及び「ホ．監視測定等に

関する手順等」にて整備する。 
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(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ｃ．屋内（中央監視室，再処理施

設の中央制御室，緊急時対策所）における通信連絡」にて整備す

る。 

ｄ．再処理施設の中央制御室へのデータ伝送 

重大事故等の対処に必要な情報は，情報把握収集伝送設備の燃料

加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集

装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置に集約し，再処理

施設の中央制御室において監視及び記録するために，制御建屋情報

把握設備の情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無

線装置，情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋情報把握計装設備用

屋内伝送系統，燃料加工建屋間伝送用無線装置，グローブボックス

温度監視装置（伝送路），グローブボックス負圧・温度監視設備（伝

送路）及び環境中継サーバ，代替モニタリング設備の一部である可

搬型環境モニタリング用データ伝送装置並びに代替気象観測設備

の一部である可搬型気象観測用データ伝送装置により伝送する。伝

送された情報は制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報表示

装置（燃料加工建屋）により監視し，制御建屋情報把握設備の制御

建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工

建屋）及び緊急時対策建屋情報把握設備の情報収集装置により記録

する。 

ただし，可搬型情報収集装置等の設置が完了するまでの間及び継

続監視の必要がない情報は，代替通信連絡設備を使用して再処理施

設の中央制御室へ情報を伝達し，記録用紙に記録する。 
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これらの設備を用いた計測等を行った重要なパラメータを再処理

事業所内の必要な場所で共有するための手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の立ち上げを判断した場

合で，燃料加工建屋データ収集装置等の状況を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「へ.(ロ)(２)②ｂ．操作手順」と同様である。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「イ．核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失に対処するための手順等」，「ロ．工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制するための手順等」，「ハ．重大事故等

への対処に必要となる水の供給手順等」及び「ホ．監視測定等に

関する手順等」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

代替モニタリング設備の一部である可搬型環境モニタリング用

データ伝送装置及び代替気象観測設備の一部である可搬型気象観

測用データ伝送装置の操作の成立性は，「ホ．監視測定等に関する

手順等」にて整備する。 

再処理施設と共用する制御建屋可搬型情報収集装置は，実施責

任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人及び建屋外

対応班長の要員８人並びに建屋対策班の班員（再処理）３人及び

建屋対策班の班員（ＭＯＸ）２人の合計13人にて作業を実施した

場合，重大事故等着手判断後３時間10分以内で可能である。 

上記のうち制御建屋への制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加

工建屋）及び制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）の配
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備は，重大事故等着手判断後２時間以内で可能である。 

燃料加工建屋への情報把握収集伝送設備の配備は，実施責任者，

ＭＯＸ燃料加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長

ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭＯＸ燃料加工施設現場管

理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員２人の合

計６人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後１時間30

分以内で可能である。 

第１保管庫・貯水所への情報把握収集伝送設備系統の配備は，

実施責任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人，建

屋外対応班長の要員８人並びに建屋外対応班の班員２人の合計

10 人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後１時間 30

分以内で可能である。 

第２保管庫・貯水所への情報把握収集伝送設備系統の配備は，

実施責任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人，建

屋外対応班長並びに建屋外対応班の班員２人の合計 10 人にて作

業を実施した場合，重大事故等着手判断後９時間以内で可能であ

る。 

情報把握計装設備の配備のタイムチャートを第ト－12～13 図，

情報把握計装設備のアクセスルート図を第ト－19 図から第ト－

23図に示す。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。線量管理については，個

人線量計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に

管理する。 
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重大事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室との

連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

(ｄ) 機能の健全性 

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）にて燃料加工建

屋の情報の監視及び記録が行われていることを確認する。 

燃料加工建屋，制御建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・

貯水所への可搬型情報収集装置の配備完了並びに緊急時対策所の

情報収集装置の起動確認及び制御建屋への可搬型情報表示装置の

配備完了後に，代替通信連絡設備を使用して再処理施設の中央制

御室及び緊急時対策所に情報伝送されていることの確認を行う。 

ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送 

重大事故等が発生した場合に，緊急時対策建屋情報把握設備の情

報収集装置及び情報表示装置，データ収集装置及びデータ表示装置

並びにデータ収集装置（燃料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料

加工建屋）により重大事故等に対処するために必要なパラメータを

監視する手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い，緊急時対策所の立ち上げを判断した

場合。 

(ｂ) 操作手順 

緊急時対策建屋情報把握設備による監視手順の概要は以下のと

おり。なお，緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収集装置及び

データ表示装置並びにデータ収集装置（燃料加工建屋）及びデー
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タ表示装置（燃料加工建屋）については，常時，伝送が行われて

おり操作は必要ない。 

ⅰ．本部長は，手順着手の判断基準に基づき，非常時対策組織の

要員に緊急時対策建屋情報把握設備によるパラメータの監視の

開始を指示する。 

ⅱ．非常時対策組織の要員は，手順着手の判断基準に基づき，情

報収集装置への接続を確認し，情報表示装置を起動する。 

ⅲ．非常時対策組織の要員は，情報表示装置により，各パラメー

タの監視を開始する。 

(ｃ) 操作の成立性 

緊急時対策建屋情報把握設備を用いたパラメータの監視は本部

長の１人及び支援組織要員２人の合計３人で作業を実施した場合，

本対策の実施判断後５分以内で可能である。 

③ 燃料加工建屋データ収集装置等が全交流電源喪失した場合又は計器

が故障した疑いがある場合等 

ａ．屋内（現場）等における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ａ．屋内（現場）等における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ａ．屋内（現場）等における通信

連絡」にて整備する。 
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ｂ．屋外（現場）における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ｂ．屋外（現場）における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ｂ．屋外（現場）における通信連

絡」にて整備する。 

ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所）に

おける通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所内通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失したと判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)(１)②ｃ．屋内（中央監視室，再処理施設の

中央制御室，緊急時対策所）における通信連絡」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)(１)②ｃ．屋内（中央監視室，再処理施

設の中央制御室，緊急時対策所）における通信連絡」にて整備す

る。 

ｄ．再処理施設の中央制御室へのデータ伝送 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の立ち上げを判断した場合

7－添1－450



で，燃料加工建屋データ収集装置等の状況を確認し，当該設備が機

能喪失したと判断した場合 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(３)②ｄ．再処理施設の中央制御室へのデータ伝

送」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(３)②ｄ．再処理施設の中央制御室へのデー

タ伝送」にて整備する。 

(ｄ) 機能の健全性 

機能の健全性は，「(３)②ｄ．再処理施設の中央制御室へのデー

タ伝送」にて整備する。 

ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送 

重大事故等が発生した場合に，緊急時対策建屋情報把握設備の情

報収集装置及び情報表示装置，データ収集装置及びデータ表示装置

並びにデータ収集装置（燃料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料

加工建屋）により重大事故等に対処するために必要なパラメータを

監視する手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の立ち上げを判断した場合。 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(３)②ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送」にて整備

する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(３)②ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送」に

て整備する。 
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④ ＭＯＸ燃料加工施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムが発生した場合において，情報把握設備により再処理施設の中

央制御室並びに緊急時対策所で必要な情報を把握し記録する。 

ａ．手順着手の判断基準 

大型航空機の衝突その他のテロリズムにより，安全機能喪失を

確認後，重大事故等への移行を実施責任者が判断した場合。 

ｂ．操作手順 

操作手順は，「(３)②ｄ．再処理施設の中央制御室へのデータ伝

送」及び「(３)②ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送」にて整備す

る。 

ｃ．操作の成立性 

操作の成立性は，「(３)②ｄ．再処理施設の中央制御室へのデー

タ伝送」及び「(３)②ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送」にて整

備する。 

ｄ．機能の健全性 

機能の健全性は，「(３)②ｄ．再処理施設の中央制御室へのデー

タ伝送」及び「(３)②ｅ．緊急時対策所へのデータ伝送」にて整

備する。 

 

(４) 計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場所で

共有するための手順等 

重大事故等が発生した場合において，可搬型の計器等にて，重大事

故等の対処に重要なパラメータである，燃料加工建屋周辺の放射線線

量率等のパラメータを計測し，その結果を再処理事業所外の必要な場
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所と共有するため，以下の手段を用いた手順を整備する。 

① 所外通信連絡設備を用いる場合の手段 

ａ．事業所外（国，地方公共団体，その他関係機関等）への連絡 

重大事故等時に，一般加入電話等が使用できる場合は，所外通信

連絡設備を用いて重大事故等の対策の準備を行う。所外における通

信連絡としては，一般加入電話，一般携帯電話及び衛星携帯電話を

用いて通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた中央監視室における計測等を行った重要な

パラメータを再処理事業所外の必要な場所と共有するための手順

を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能維持していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）②ａ．燃料加工建屋における通信連絡」

にて整備する。 

重要なパラメータを計測する手順等は，「イ．核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失に対処するための手順等」，「ロ．工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制するための手順等」，「ハ．重大事故等

への対処に必要となる水の供給手順等」及び「ホ．監視測定等に

関する手順等」にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)（３）①ａ．中央監視室における通信連

絡」にて整備する。 

ｂ．緊急時対策所における通信連絡 
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重大事故等時に，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話等が使用

できる場合は，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話等の所外通信

連絡設備を用いて重大事故等の対策の準備を行う。所外における通

信連絡としては，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及び

ファクシミリを用いて通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた緊急時対策所における計測等を行った重要

なパラメータを再処理事業所外の必要な場所と共有するための手

順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能維持していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信

連絡」にて整備する。 

② 所外通信連絡設備が損傷した場合の手段 

ａ．燃料加工建屋における通信連絡 

重大事故等時に，中央監視室の一般加入電話及び衛星携帯電話が

機能喪失した場合，燃料加工建屋の屋外から実施組織のＭＯＸ燃料

加工施設対策班の班員，放射線対応班の班員及び実施組織の連絡責

任者（実施責任者又はあらかじめ指名された者）が再処理事業所外
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への連絡を行う際は，可搬型衛星電話（屋外用）を用いて通信連絡

を行う。 

これらの設備を用いた燃料加工建屋における計測等を行った重要

なパラメータを再処理事業所外の必要な場所と共有するための手

順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）②ａ．燃料加工建屋における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)（３）②ａ．燃料加工建屋における通信

連絡」にて整備する。 

ｂ．緊急時対策所における通信連絡 

重大事故等時に，緊急時対策所の一般加入電話等が機能喪失した

場合，緊急時対策所から連絡要員が再処理事業所外へ連絡をする際

は，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システ

ム及び可搬型衛星電話（屋内用）を用いて通信連絡を行う。 

これらの設備を用いた緊急時対策所における通信連絡及び計測等

を行った重要なパラメータを再処理事業所外の必要な場所と共有

するための手順を整備する。 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備が
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機能喪失していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信

連絡」にて整備する。 

③ 所外通信連絡設備が電源喪失した場合の手段 

ａ．燃料加工建屋における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に，所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備

が機能喪失していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）②ａ．燃料加工建屋における通信連絡」

にて整備する。 

(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)（３）②ａ．燃料加工建屋における通信

連絡」にて整備する。 

ｂ．緊急時対策所における通信連絡 

(ａ) 手順着手の判断基準 

重大事故等時に所外通信連絡設備の状態を確認し，当該設備が

機能喪失していると判断した場合。（第ト－６表） 

(ｂ) 操作手順 

操作手順は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信連絡」

にて整備する。 
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(ｃ) 操作の成立性 

操作の成立性は，「(ロ)（３）①ｂ．緊急時対策所における通信

連絡」にて整備する。 

 

(５) 電源を代替電源から給電する手順等 

非常用所内電源設備及び常用所内電源設備からの給電が喪失した際

は，代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，情報連絡

用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機並びに緊急時対策建屋電源

設備の一部である緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策建屋用電源

車を用いて，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，制御

建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋），燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情

報収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置へ給電する。

給電対象設備を第ト－７表に示す。 

また，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充

電池を用いて給電を行う。 

① 燃料加工建屋可搬型発電機による可搬型衛星電話（屋内用）等への

給電 

重大事故等時に全交流電源喪失等の機能喪失により所内携帯電話が

使用できない場合，充電池並びに代替電源設備の一部である燃料加工

建屋可搬型発電機より可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシ

ーバ（屋内用）へ給電する。 
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代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機が準備される

前までは充電池から可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシー

バ（屋内用）へ給電する。 

充電池給電により可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシー

バ（屋内用）を45分以上使用することが可能である。 

代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機が準備されて

からは，当該設備から給電することにより，可搬型衛星電話（屋内用）

及び可搬型トランシーバ（屋内用）の使用を継続する。 

代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機から給電す 

るための手順を整備する。 

上記給電を継続するために代替電源設備の一部である燃料加工建屋

可搬型発電機への燃料給油を実施する。燃料の給油手順については，

「ニ．電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）の

使用を継続し，「ニ．電源の確保に関する手順等」により代替電源設

備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機からの給電準備がされ

た場合。 

ｂ．操作手順 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員の

うちＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員に対し，代替電源設備の一

部である燃料加工建屋可搬型発電機への接続を指示する。 

(ｂ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は，代替電源設備の一部であ

る燃料加工建屋可搬型発電機から給電を行うための電源ケーブル

を敷設する。 
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(ｃ) ＭＯＸ燃料加工施設対策班の班員は電源ケーブルを敷設後，可

搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）を接

続し，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内

用）のランプ表示等により給電を受けていることを確認する。火

山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，

事前の対応作業として，除灰作業の準備を実施する。また，降灰

を確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

ｃ．操作の成立性 

燃料加工建屋可搬型発電機から給電を行うための電源ケーブルの

敷設並びに可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋

内用）の接続は，実施責任者，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設情報管理班長ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及

びＭＯＸ燃料加工施設現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加

工施設対策班の班員２人の合計６人にて作業を実施した場合，重大

事故等着手判断後２時間以内で可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 
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② 情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機による可搬型衛

星電話（屋内用）等への給電 

重大事故等時に，全交流電源喪失等の機能喪失により所内携帯電話

が使用できない場合，代替電源設備の一部である情報連絡用可搬型発

電機及び制御建屋可搬型発電機により可搬型衛星電話（屋内用）及び

可搬型トランシーバ（屋内用）へ給電する。 

代替電源設備の一部である情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可

搬型発電機が準備される前までは充電池から可搬型衛星電話（屋内用）

及び可搬型トランシーバ（屋内用）へ給電する。 

充電池給電により可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシー

バ（屋内用）を11時間以上使用することが可能である。 

代替電源設備の一部である情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可

搬型発電機が準備されてからは，当該設備から給電することにより，

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）の使用

を継続する。 

代替電源設備の一部である情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋 

可搬型発電機から給電するための手順を整備する。 

上記給電を継続するために代替電源設備の一部である情報連絡用可

搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機への燃料給油を実施する。燃料

の給油手順については，「ニ．電源の確保に関する手順等」にて整備す

る。 

ａ．手順着手の判断基準 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）の

使用を継続し，「ニ．電源の確保に関する手順等」により代替電源設

備の一部である情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電
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機からの給電準備がされた場合。 

ｂ．操作手順 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員の

建屋対策班の班員（再処理）及び建屋対策班の班員（ＭＯＸ）に

対し，代替電源設備の一部である情報連絡用可搬型発電機及び制

御建屋可搬型発電機への接続を指示する。 

(ｂ) 建屋対策班の班員（再処理）及び建屋対策班の班員（ＭＯＸ）

は，代替電源設備の一部である情報連絡用可搬型発電機及び制御

建屋可搬型発電機を敷設後，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬

型トランシーバ（屋内用）を接続し，可搬型衛星電話（屋内用）

及び可搬型トランシーバ（屋内用）のランプ表示等により給電を

受けていることを確認する。火山の影響により，降灰予報（「やや

多量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業として，除灰作

業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除

灰作業を実施する。 

ｃ．操作の成立性 

情報連絡用可搬型発電機から給電を行うための電源ケーブルの敷

設並びに可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内

用）の接続は，実施責任者，要員管理班の班員３人，情報管理班の

班員３人，通信班長及び建屋外対応班長の要員９人並びに建屋対策

班の班員（ＭＯＸ）２人の合計19人にて作業を実施した場合，重大

事故等着手判断後４時間31分以内で可能である。 

制御建屋可搬型発電機から給電を行うための電源ケーブルの敷設

及び可搬型衛星電話（屋内用）の接続は，実施責任者，要員管理班

の班員３人，情報管理班の班員３人，通信班長及び建屋外対応班長
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の要員９人並びに建屋対策班の班員（再処理）６人の合計15人にて

作業を実施した場合，重大事故等着手判断後 11 時間以内で可能で

ある。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

③ 緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策建屋用電源車による統合原

子力防災ネットワークＩＰ電話等への給電 

重大事故等時に，外部電源喪失等の機能喪失により所内通信連絡設

備，所外通信連絡設備の電源が喪失した場合，緊急時対策建屋電源設

備の一部である緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策建屋用電源車

により統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）へ給電

する。 

緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時対策建屋用発電機又は

緊急時対策建屋用電源車から給電するための手順を整備する。 

なお，所外通信連絡設備である統合原子力防災ネットワークＩＰ電
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話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネッ

トワークＴＶ会議システムについては，受電のための接続作業等を行

うことなく受電することが可能である。 

ａ．手順着手の判断基準 

「ヘ．緊急時対策所の居住性等に関する手順等」により緊急時対

策建屋電源設備の一部である緊急時対策建屋用発電機又は緊急時

対策建屋用電源車からの給電準備がされた場合。 

ｂ．操作手順 

(ａ) 手順着手の判断基準に基づき，支援組織要員は，可搬型衛星電

話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）を緊急時対策建

屋電源設備の一部である緊急時対策建屋用発電機又は緊急時対策

建屋用電源車の受電回路に接続し，可搬型衛星電話（屋内用）の

ランプ表示等により給電を受けていることを確認する。 

(ｂ) 手順着手の判断基準に基づき，支援組織要員は統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムの動作状態を

確認し，受電されていることを確認する。 

ｃ．操作の成立性 

上記対応のうち，緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時対

策建屋用発電機による給電の確認は，本部長の１人及び支援組織要

員２人の合計３人にて作業を実施した場合，本対策実施判断後５分

以内で可能である。 

また，緊急時対策建屋電源設備の一部のである緊急時対策建屋用

電源車による給電は，緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時

対策建屋用電源車による給電準備を指示してから，緊急時対策建屋
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において本部長の１人及び支援組織要員の６人の合計７人にて実

施した場合，本対策実施判断後２時間以内で可能である。 

本対処は，時間及び要員数に余裕がある際に実施するため，重大

事故等対処設備を用いた対応に悪影響を及ぼすことはない。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10mSv

以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，

作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，

実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低減できる。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

④ 制御建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機，情報把握計装設

備可搬型発電機及び燃料加工建屋可搬型発電機による制御建屋情報把

握設備及び情報把握収集伝送設備への給電 

重大事故等時に外部電源喪失等の機能喪失により燃料加工建屋デー

タ収集装置，制御建屋データ収集装置及び制御建屋データ表示装置の

電源が喪失した場合，制御建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電

機，情報把握計装設備可搬型発電機及び燃料加工建屋可搬型発電機に

より，制御建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃

料加工建屋），制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋），燃料加

工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置

及び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置へ給電する。 
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制御建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機，情報把握計装設

備可搬型発電機及び燃料加工建屋可搬型発電機から給電するための手

順を整備する。 

上記給電を継続するために制御建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬

型発電機，情報把握計装設備可搬型発電機及び燃料加工建屋可搬型発

電機への燃料給油を実施する。燃料の給油手順については，「ニ．電源

の確保に関する手順等」にて整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

「ニ．電源の確保に関する手順等」により代替電源設備の一部で

ある制御建屋可搬型発電機，燃料加工建屋可搬型発電機及び情報連

絡用可搬型発電機からの給電準備がされた場合。 

ｂ．操作手順 

(ａ) 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，実施組織要員の

建屋対策班の班員（再処理）及び建屋対策班の班員（ＭＯＸ）に

対し，代替電源設備への接続を指示する。 

(ｂ) 実施組織要員の建屋対策班の班員（再処理）及び建屋対策班の

班員（ＭＯＸ）は，制御建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発

電機，情報把握計装設備可搬型発電機及び燃料加工建屋可搬型発

電機から給電を行うため電源ケーブルを敷設後，制御建屋可搬型

情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），制

御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋），燃料加工建屋可搬型

情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び第２

保管庫・貯水所可搬型情報収集装置を接続し，制御建屋可搬型情

報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），制御

建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋），燃料加工建屋可搬型情
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報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び第２保

管庫・貯水所可搬型情報収集装置のランプ表示等により給電を受

けていることを確認する。火山の影響により，降灰予報（「やや多

量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業として，除灰作業

の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰

作業を実施する。 

ｃ．操作の成立性 

再処理施設と共用する制御建屋可搬型情報収集装置への給電は，

実施責任者，情報管理班の班員３人，要員管理班の班員３人及び建

屋外対応班長の要員８人並びに建屋対策班の班員（再処理）３人の

合計 11 人にて作業を実施した場合，重大事故等着手判断後４時間

５分以内で対処可能である。 

制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可搬

型情報表示装置（燃料加工建屋）への給電は，実施責任者，要員管

理班の班員３人，情報管理班の班員３人及び建屋外対応班長の要員

８人並びに建屋対策班の班員（ＭＯＸ）２人の合計10人にて作業を

実施した場合，重大事故等着手判断後３時間以内で可能である。 

燃料加工建屋可搬型情報収集装置への給電は，実施責任者，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設対策班長，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長及びＭ

ＯＸ燃料加工施設現場管理者の要員４人並びにＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員２人の合計６人にて作業を実施した場合，重大事故

等着手判断後２時間以内で可能である。 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置への給電は，実施責任者，

要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人及び建屋外対応班長

の要員８人並びに建屋外対応班の班員２人の合計10人にて作業を
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実施した場合，重大事故等着手判断後１時間30分以内で可能である。 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置への給電は，実施責任者，

要員管理班の班員３人，情報管理班の班員３人，建屋外対応班長及

び建屋外対応班の班員２人の合計10人体制にて作業を実施した場

合，重大事故等着手判断後９時間以内で配備可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線

環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の

状況に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量

計を着用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。 

重大事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室との連

絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 
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第
ト
－
１
表
 
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
（
１
／
４
）
 

              

機
器
グ
ル
ー
プ
 

設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
に
係
る
措
置
 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
 

再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡
 

設
備
名
称
 

構
成
す
る
機
器
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

通
信
連
絡
 

代
替
通
信
連
絡
設
備
 

通
話
装
置
の
ケ
ー
ブ
ル
 

〇
 

×
 

可
搬
型
通
話
装
置
 

〇
 

×
 

可
搬
型
衛
星
電
話
(屋

内
用
) 

〇
 

〇
 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
(屋

内
用
) 

〇
 

×
 

可
搬
型
衛
星
電
話
(屋

外
用
) 

〇
 

〇
 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
(屋

外
用
) 

〇
 

×
 

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
IP
電
話
 

×
 

〇
 

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
IP
－
FA
X 

×
 

〇
 

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
TV
会
議
シ
ス
テ
ム
 

×
 

〇
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第
ト
－
１
表
 
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
（
２
／
４
）
 

             

機
器
グ
ル
ー
プ
 

設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
に
係
る
措
置
 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
 

再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡
 

設
備
名
称
 

構
成
す
る
機
器
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

通
信
連
絡
を
行
う
た

め
の
設
備
 

所
内
通
信
連
絡
設
備
 

ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置
 

〇
 

×
 

所
内
携
帯
電
話
 

〇
 

×
 

専
用
回
線
電
話
 

〇
 

×
 

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
 

〇
 

×
 

環
境
中
継
サ
ー
バ
 

〇
 

×
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
 

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
IP
電
話
 

×
 

〇
 

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
IP
－
FA
X 

×
 

〇
 

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
TV
会
議
シ
ス
テ
ム
 

×
 

〇
 

一
般
加
入
電
話
 

×
 

〇
 

一
般
携
帯
電
話
 

×
 

〇
 

衛
星
携
帯
電
話
 

×
 

〇
 

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
 

×
 

〇
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第
ト
－
１
表
 
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
（
３
／
４
）
 

              

機
器
グ
ル
ー
プ
 

設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
に
係
る
措
置
 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
 

再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡
 

設
備
名
称
 

構
成
す
る
機
器
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

計
測
等
を
行
っ
た
重

要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を

必
要
な
場
所
で
共
有

す
る
た
め
の
設
備
 

緊
急
時
対
策
建
屋
情
報
把
握

設
備
 

情
報
収
集
装
置
 

〇
 

×
 

情
報
表
示
装
置
 

〇
 

×
 

デ
ー
タ
収
集
装
置
（
燃
料
加
工
建
屋
）
 

〇
 

×
 

デ
ー
タ
表
示
装
置
（
燃
料
加
工
建
屋
）
 

〇
 

×
 

制
御
建
屋
情
報
把
握
設
備
 

情
報
把
握
計
装
設
備
用
屋
内
伝
送
系
統
 

〇
 

×
 

建
屋
間
伝
送
用
無
線
装
置
 

〇
 

×
 

制
御
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
 

〇
 

×
 

制
御
建
屋
デ
ー
タ
表
示
装
置
 

〇
 

×
 

制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
（
燃
料
加
工
建
屋
）
 

〇
 

×
 

制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
（
燃
料
加
工
建
屋
）
 

〇
 

×
 

制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
 

〇
 

×
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第
ト
－
１
表
 
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
（
４
／
４
）
 

      

機
器
グ
ル
ー
プ
 

設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
に
係
る
措
置
 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
 

再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡
 

設
備
名
称
 

構
成
す
る
機
器
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

計
測
等
を
行
っ
た
重

要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を

必
要
な
場
所
で
共
有

す
る
た
め
の
設
備
 

情
報
把
握
収
集
伝
送
設
備
 

燃
料
加
工
建
屋
情
報
把
握
計
装
設
備
用
屋
内
伝
送
系
統
 

〇
 

×
 

燃
料
加
工
建
屋
間
伝
送
用
無
線
装
置
 

〇
 

×
 

燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
 

〇
 

×
 

燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
 

〇
 

×
 

第
１
保
管
庫
・
貯
水
所
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
 

〇
 

×
 

第
２
保
管
庫
・
貯
水
所
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
 

〇
 

×
 

グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
温
度
監
視
装
置
（
伝
送
路
）
 

〇
 

×
 

グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
負
圧
・
温
度
監
視
設
備
（
伝
送
路
）
 

〇
 

×
 

情
報
把
握
計
装
設
備
可
搬
型
発
電
機
 

〇
 

×
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第ト－２表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，手順

書一覧（再処理事業所内への通信連絡をする必要のある場所と

の通信設備） 

機能喪失を想定す

る設計基準対象の

施設 

対応 

手段 

対応に使用する重大事故等対処設備 

及び自主対策設備 

整備する 

手順 

所内携帯電話 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡 

通話装置のケーブル 

可搬型通話装置 

重大事故等

対処設備 
※１ 

ページング装置 

所内携帯電話 

専用回線電話 

一般加入電話 

ファクシミリ 

可搬型衛星電話（屋内用） 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

重大事故等

対処設備 
※１ 

所内携帯電話 
可搬型衛星電話（屋外用） 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

重大事故等

対処設備 
※１ 

－ 

ページング装置 

所内携帯電話 

専用回線電話 

ファクシミリ 

重大事故等

対処設備 
※１ 

電源設備 

代
替
電
源
か
ら
の 

給
電
の
確
保 

燃料加工建屋可搬型発電機 

情報連絡用可搬型発電機 

制御建屋可搬型発電機 

緊急時対策建屋用発電機 

重大事故等

対処設備 
※１ 

緊急時対策建屋用電源車 
自主対策 

設備 

※１：重大事故等発生時対応手順書等にて整備する 
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第ト－３表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，手順

書一覧（再処理事業所外への通信連絡をする必要のある場所と

の通信設備） 

機能喪失を想定す

る設計基準対象の

施設 

対応 

手段 
対応に使用する重大事故等対処設備 

整備する 

手順 

－ 

再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡 

統合原子力防災ネットワーク 

ＩＰ電話 

統合原子力防災ネットワーク 

ＩＰ－ＦＡＸ 

統合原子力防災ネットワーク 

ＴＶ会議システム 

一般加入電話 

一般携帯電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

重大事故等

対処設備 
※１ 

一般加入電話 

一般携帯電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

可搬型衛星電話（屋内用） 
重大事故等

対処設備 
※１ 

一般加入電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

可搬型衛星電話（屋外用） 
重大事故等

対処設備 
※１ 

電源設備 

代
替
電
源
か
ら
の 

給
電
の
確
保 

緊急時対策建屋用発電機 
重大事故等

対処設備 
※１ 

緊急時対策建屋用電源車 
自主対策 

設備 

※１：重大事故等発生時対応手順書等にて整備する 
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第ト－４表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，手順 

書一覧（計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の

必要な場所で共有する手段）（１／３） 

機能喪失を想定する

設計基準対象の施設 

対応 

手段 

対応に使用する重大事故等対処設備 

及び自主対策設備 

整備する 

手順 

環境中継サーバ 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所
内
の
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手

段 

可搬型衛星電話（屋外用） 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

重大事故

等対処設

備 

※１ 

燃料加工建屋データ収集

装置 

制御建屋データ収集装置 

制御建屋データ表示装置 

 

情報把握計装設備用屋内伝送系統 

建屋間伝送用無線装置 

燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系

統 

燃料加工建屋間伝送用無線装置 

制御建屋可搬型情報収集装置 

燃料加工建屋可搬型情報収集装置 

制御建屋可搬型情報収集装置(燃料加工建屋) 

制御建屋可搬型情報表示装置(燃料加工建屋) 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

情報把握計装設備可搬型発電機情報収集装置

(緊急時対策所) 

情報表示装置(緊急時対策所) 

燃料加工建屋可搬型発電機 

制御建屋可搬型発電機 

情報連絡用可搬型発電機 

重大事故

等対処設

備 

※１ 

※１：重大事故等発生時対応手順書等にて整備する  
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第ト－４表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，手順 

書一覧（計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の

必要な場所で共有する手段）（２／３） 

機能喪失を想定す

る設計基準対象の

施設 

対応 

手段 

対応に使用する重大事故等対処設備 

及び自主対策設備 

整備する 

手順 

― 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所
内
の
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手
段 

環境中継サーバ 

グローブボックス温度監視装置※２ 

グローブボックス負圧・温度監視 

設備※２ 

燃料加工建屋データ収集装置 

制御建屋データ収集装置 

制御建屋データ表示装置 

所内電源設備 

情報把握計装設備用屋内伝送系統 

建屋間伝送用無線装置 

燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統 

燃料加工建屋間伝送用無線装置 

燃料加工建屋可搬型情報収集装置制御建屋可搬

型情報収集装置（燃料加工建屋） 

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

制御建屋可搬型情報収集装置 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

情報把握計装設備可搬型発電機 

燃料加工建屋可搬型発電機 

制御建屋可搬型発電機 

情報連絡用可搬型発電機 

重大事故等

対処設備 
※１ 

※１：重大事故等発生時対応手順書等にて整備する 

※２：電路として使用  

7－添1－475



 

第ト－４表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，手順 

書一覧（計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所内の

必要な場所で共有する手段）（３／３） 

機能喪失を想定す

る設計基準対象の

施設 

対応 

手段 

対応に使用する重大事故等対処設備 

及び自主対策設備 

整備する 

手順 

― 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
へ
の
故
意
に
よ
る
大
型
航
空
機
の
衝
突
そ
の
他
の
テ
ロ
リ
ズ
ム

が
発
生
し
た
場
合
に
必
要
な
情
報
を
把
握
し
記
録
す
る
手
段 

グローブボックス温度監視装置※２ 

グローブボックス負圧・温度監視設備※２ 

情報把握計装設備用屋内伝送系統 

建屋間伝送用無線装置 

燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系

統燃料加工建屋間伝送用無線装置 

燃料加工建屋可搬型情報収集装置 

制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋） 

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋） 

制御建屋可搬型情報収集装置 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

情報把握計装設備可搬型発電機 

燃料加工建屋データ収集装置 

制御建屋データ収集装置 

制御建屋データ表示装置 

データ収集装置（燃料加工建屋） 

データ表示装置（燃料加工建屋） 

所内電源設備 

重大事故等

対処設備 
※１ 

※１：重大事故等発生時対応手順書等にて整備する 

※２：電路として使用 
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第ト－５表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，手順

書一覧（計測等を行った重要なパラメータを再処理事業所外の

必要な場所で共有する手段） 

機能喪失を想定す

る設計基準対象の

施設 

対応 

手段 
対応に使用する重大事故等対処設備 

整備する 

手順 

－ 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所
外
の
必
要
な
場
所
で 

共
有
す
る
手
段 

統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ電話 

統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ 

統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システム 

一般加入電話 

一般携帯電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

重大事故等

対処設備 
※１ 

一般加入電話 

一般携帯電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

可搬型衛星電話（屋内用） 
重大事故等

対処設備 
※１ 

一般加入電話 

衛星携帯電話 

ファクシミリ 

可搬型衛星電話（屋外用） 
重大事故等

対処設備 
※１ 

－ 
統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ 

重大事故等

対処設備 
※１ 

電源設備 

代
替
電
源
か
ら
の 

給
電
の
確
保 

緊急時対策建屋用発電機 
重大事故等

対処設備 
※１ 

緊急時対策建屋用電源車 
自主対策設

備 

※１：重大事故等発生時対応手順書等にて整備する
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第
ト
－
６
表
 
各
手
順
の
判
断
基
準
（
１
／
４
）
 

手
順
 

着
手
の
判
断
基
準
 

実
施
の
判
断
基
準
 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連

絡
を
す
る
必
要
の
あ
る
場
所

と
の
通
信
連
絡
 

所
内
通
信
連
絡
設
備
に
よ
る

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連

絡
を
す
る
必
要
の
あ
る
場
所

と
の
通
信
連
絡
 

所
内
通
信
連
絡
設
備
の
機
能
が
維
持
さ
れ
て
い
る
場
合
。
 

（
中
央
監
視
室
の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
の
班
員
が
所
内
携
帯
電
話
等
を
用
い
て
他
建
屋
の
要

員
に
連
絡
を
実
施
し
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
と
判
断
し
た
場
合
。）

 

所
内
通
信
連
絡
設
備
の
機

能
維
持
を
確
認
後
，
再
処
理

事
業
所
内
の
通
信
連
絡
を

す
る
必
要
の
あ
る
場
所
と

の
通
信
連
絡
を
実
施
す
る
。
 

代
替
通
信
連
絡
設
備
に
よ
る

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連

絡
を
す
る
必
要
の
あ
る
場
所

と
の
通
信
連
絡
 

以
下
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
場
合
。
 

①
所
内
通
信
連
絡
設
備
の
電
源
が
喪
失
 

（
中
央
監
視
室
の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
の
班
員
が
所
内
携
帯
電
話
等
を
用
い
て
他
建
屋
の
要

員
に
連
絡
を
実
施
し
，
他
建
屋
の
要
員
に
連
絡
が
実
施
で
き
ず
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し

た
と
判
断
し
た
場
合
。）

 
②
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
故
障
 

（
中
央
監
視
室
の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
の
班
員
が
所
内
携
帯
電
話
等
を
用
い
て
他
建
屋
の
要

員
に
連
絡
を
実
施
し
，
他
建
屋
の
要
員
に
連
絡
が
実
施
で
き
ず
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た

と
判
断
し
た
場
合
。）

 

代
替
設
備
の
準
備
完
了
後
，

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信

連
絡
を
す
る
必
要
の
あ
る

場
所
と
の
通
信
連
絡
を
実

施
す
る
。
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第
ト
－
６
表
 
各
手
順
の
判
断
基
準
（
２
／
４
）
 

手
順
 

着
手
の
判
断
基
準
 

実
施
の
判
断
基
準
 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連

絡
を
す
る
必
要
の
あ
る
場
所

と
の
通
信
連
絡
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
に
よ
る

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連

絡
を
す
る
必
要
の
あ
る
場
所

と
の
通
信
連
絡
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
機
能
が
維
持
さ
れ
て
い
る
場
合
。
 

（
中
央
監
視
室
の
一
般
加
入
電
話
等
か
ら
外
部
へ
の
発
信
を
行
い
，所

外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
維
持
し

て
い
る
と
判
断
し
た
場
合
。）

 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
機

能
維
持
を
確
認
後
，
再
処
理

事
業
所
外
の
通
信
連
絡
を

す
る
必
要
の
あ
る
場
所
と

の
通
信
連
絡
を
実
施
す
る
。
 

代
替
通
信
連
絡
設
備
に
よ
る

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連

絡
を
す
る
必
要
の
あ
る
場
所

と
の
通
信
連
絡
 

以
下
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
，
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
場
合
。
 

①
所
外
通
信
連
絡
設
備
の
電
源
が
喪
失
 

（
中
央
監
視
室
又
は
緊
急
時
対
策
所
の
一
般
加
入
電
話
等
か
ら
外
部
へ
の
発
信
を
行
い
，発

信
音
が
確
認

で
き
ず
，
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
し
た
場
合
。）

 
②
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
故
障
 

（
中
央
監
視
室
又
は
緊
急
時
対
策
所
の
一
般
加
入
電
話
等
か
ら
外
部
へ
の
発
信
を
行
い
，発

信
音
が
確
認

で
き
ず
，
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
し
た
場
合
。）

 

代
替
設
備
の
準
備
完
了
後
，

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信

連
絡
を
す
る
必
要
の
あ
る

場
所
と
の
通
信
連
絡
を
実

施
す
る
。
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第
ト
－
６
表
 
各
手
順
の
判
断
基
準
（
３
／
４
）
 

手
順
 

着
手
の
判
断
基
準
 

実
施
の
判
断
基
準
 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ

ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所

内
の
必
要
な
場
所
で
共
有
す

る
た
め
の
手
順
等
 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ

ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所

内
の
必
要
な
場
所
で
共
有
す

る
た
め
の
手
順
等
 

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情

報
把
握
設
備
に
よ
る
計
測
等

を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー

タ
を
再
処
理
事
業
所
内
の
必

要
な
場
所
で
の
共
有
 

重
大
事
故
等
時
に
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情
報
把
握
収
集
伝
送
設
備
の
燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装

置
並
び
に
制
御
建
屋
情
報
把
握
設
備
の
制
御
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
及
び
制
御
建
屋
デ
ー
タ
表
示
装
置
の
状

況
を
確
認
し
，
当
該
設
備
が
機
能
維
持
さ
れ
て
い
る
と
判
断
し
た
場
合
。
 

（
中
央
監
視
室
の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
の
班
員
が
所
内
携
帯
電
話
等
を
用
い
て
他
建
屋
の
要
員
に

連
絡
を
実
施
し
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
と
判
断
し
た
場
合
。）

 
（
燃
料
加
工
建
屋
及
び
制
御
建
屋
の
監
視
制
御
盤
に
て
確
認
）
 

重
大
事
故
等
着
手
判
断

後
，
直
ち
に
実
施
す
る

 
代
替
通
信
連
絡
設
備
及
び
情

報
把
握
設
備
に
よ
る
計
測
等

を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー

タ
を
再
処
理
事
業
所
内
の
必

要
な
場
所
で
の
共
有
 

以
下
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情
報
把
握
収
集
伝
送
設
備
の
燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ

収
集
装
置
並
び
に
制
御
建
屋
情
報
把
握
設
備
の
制
御
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
及
び
制
御
建
屋
デ
ー
タ
表
示
装

置
が
機
能
喪
失
し
た
場
合
。
 

①
所
内
通
信
連
絡
設
備
の
電
源
が
喪
失
 

（
中
央
監
視
室
の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
の
班
員
が
所
内
携
帯
電
話
等
を
用
い
て
他
建
屋
の
要
員
に

連
絡
を
実
施
し
，
他
建
屋
の
要
員
に
連
絡
が
実
施
で
き
ず
，
所
内
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断

し
た
場
合
。）

 
①
情
報
把
握
収
集
伝
送
設
備
の
燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
並
び
に
制
御
建
屋
情
報
把
握
設
備
の
制
御

建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
及
び
制
御
建
屋
デ
ー
タ
表
示
装
置
の
電
源
が
喪
失
（
燃
料
加
工
建
屋
及
び
制
御
建

屋
の
監
視
制
御
盤
に
て
確
認
）
 

②
燃
料
加
工
建
屋
及
び
制
御
建
屋
の
監
視
制
御
盤
の
電
源
が
喪
失
 

③
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
情
報
を
計
測
す
る
機
器
の
故
障
（
制
御
建
屋
デ
ー
タ
表
示
装
置
に
て
確
認
） 
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第
ト
－
６
表
 
各
手
順
の
判
断
基
準
（
４
／
４
）
 

手
順
 

着
手
の
判
断
基
準
 

実
施
の
判
断
基
準
 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ

ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所

外
の
必
要
な
場
所
で
共
有
す

る
た
め
の
手
順
等
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
に
よ
る

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ

ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所

外
の
必
要
な
場
所
で
の
共
有
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
機
能
が
維
持
さ
れ
て
い
る
場
合
。
 

（
中
央
監
視
室
の
一
般
加
入
電
話
等
か
ら
外
部
へ
の
発
信
を
行
い
，所

外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
維
持
し

て
い
る
と
判
断
し
た
場
合
。）

 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
機

能
維
持
を
確
認
後
，
再
処
理

事
業
所
外
の
通
信
連
絡
を

す
る
必
要
の
あ
る
場
所
と

の
通
信
連
絡
を
実
施
す
る
。
 

代
替
通
信
連
絡
設
備
に
よ
る

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ

ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所

外
の
必
要
な
場
所
で
の
共
有
 

以
下
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
，
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
場
合
。
 

①
所
外
通
信
連
絡
設
備
の
電
源
が
喪
失
 

（
中
央
監
視
室
又
は
緊
急
時
対
策
所
の
一
般
加
入
電
話
等
か
ら
外
部
へ
の
発
信
を
行
い
，発

信
音
が
確
認

で
き
ず
，
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
し
た
場
合
。）

 
②
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
故
障
 

（
中
央
監
視
室
又
は
緊
急
時
対
策
所
の
一
般
加
入
電
話
等
か
ら
外
部
へ
の
発
信
を
行
い
，発

信
音
が
確
認

で
き
ず
，
所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
と
判
断
し
た
場
合
。）

 

代
替
設
備
の
準
備
完
了
後
，

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信

連
絡
を
す
る
必
要
の
あ
る

場
所
と
の
通
信
連
絡
を
実

施
す
る
。
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第ト－７表 審査基準における要求事項毎の給電対象設備 

対象条文 供給対象設備 給電元（代替電源） 

通信連絡に関

する手順等 

可搬型衛星電話（屋内用） 緊急時対策建屋用発電機 

緊急時対策建屋用電源車 

制御建屋可搬型発電機 

燃料加工建屋可搬型発電機 

情報連絡用可搬型発電機 

可搬型トランシーバ（屋内用） 緊急時対策建屋用発電機 

緊急時対策建屋用電源車 

燃料加工建屋可搬型発電機 

情報連絡用可搬型発電機 

統合原子力防災ネットワークに接続

する通信連絡設備（ＩＰ電話，ＩＰ－

ＦＡＸ及びＴＶ会議システム） 

緊急時対策建屋用発電機 

緊急時対策建屋用電源車 

制御建屋可搬型情報収集装置 

制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加

工建屋） 

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加

工建屋） 

制御建屋可搬型発電機 

情報連絡用可搬型発電機 

情報収集装置 

情報表示装置 

データ収集装置(燃料加工建屋) 

データ表示装置(燃料加工建屋) 

緊急時対策建屋用発電機 

緊急時対策建屋用電源車 

情報把握収集伝送設備 燃料加工建屋可搬型発電機 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装

置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報

収集装置 

情報把握計装設備可搬型発電機 
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第
ト
－
１
図
 

所
内

通
信

連
絡

設
備

に
お

け
る

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

 

対
応
手
段
 

①
：
再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
設
備
の
使
用
 

②
：
計
測
等
を
行
っ
た
パ
ラ
メ
ー
タ
の
共
有
に
使
用
す
る
通
信
設
備
の
使
用
 

所
内
通
信

連
絡
設
備

及
び
情

報
把
握
設

備
の
機

能
喪
失
 

※
1
：
所
内
通
信
連
絡
設
備
に
は
，
以
下
の
も
の
が
あ
る
。
 

・
ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置
 

・
所
内
携
帯
電
話
 

・
専
用
回
線
電
話
 

・
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
 

・
環
境
中
継
サ
ー
バ
 

※
2
：
情
報
把
握
設
備
に
は
，
以
下
の
も
の
が
あ
る
。
 

・
緊
急
時
対
策
建
屋
情
報
把
握
設
備
 

・
制
御
建
屋
情
報
把
握
設
備
 

・
情
報
把
握
収
集
伝
送
装
置
 
等
 

※
3
：
電
源
は
，
設
備
に
よ
り
以
下
の
も
の
が
あ
る
。
 

・
非
常
用
所
内
電
源
 

・
無
停
電
交
流
電
源
 

・
蓄
電
池
 

・
充
電
池
 

・
通
信
事
業
者
か
ら
の
給
電
 

①

所
内
通
信
連
絡
設
備

※
1
及
び
情
報
把
握
設
備

※
2
の
損
傷

 
所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情
報
把
握
設
備
の
電
源
喪
失

※
3  

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件

 
 
 

 
 

 
 
 

②
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第
ト
－
２
図
 

所
外

通
信

連
絡

設
備

に
お

け
る

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

対
応
手
段
 

①
：
再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
設
備
の
使
用
 

②
：
計
測
等
を
行
っ
た
パ
ラ
メ
ー
タ
の
共
有
に
使
用
す
る
通
信
設
備
の
使
用
 

所
外
通
信

連
絡
設
備

の
機
能

喪
失
 

※
1
：
所
外
通
信
連
絡
設
備
に
は
，
以
下
の
も
の
が
あ
る
。
 

・
統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

I
P
電
話
 

・
統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

I
P
-
F
A
X
 

・
統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

T
V
会
議
シ
ス
テ
ム
 

・
一
般
加
入
電
話
 

・
一
般
携
帯
電
話
 

・
衛
星
携
帯
電
話
 

・
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
 

 ※
２
：
電
源
は
，
設
備
に
よ
り
以
下
の
も
の
が
あ
る
。
 

・
無
停
電
交
流
電
源
 

・
充
電
池
 

・
通
信
事
業
者
か
ら
の
給
電
 

①
②

 

所
外
通
信
連
絡
設
備

※
1
の
損
傷
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
電
源
喪
失

※
2  

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件
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第
ト
－
３
図
 
監
視
機
能
喪
失
に
お
け
る
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析

※
1 

※
1 

 

計
器

故
障
 

対
応
手

段
 

①
重
要

監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
の

計
測
 

凡
例
 

 
 

：
AN
D
条

件
 

 
 

 
 

 
 ：

代
替

手
段

に
よ

る
対

応
 

 
 

：
OR

条
件

 
 
 

 
 

 
 
 

計
測

結
果

に
よ

る
監

視
不

能
 

※
4
 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
対
策
に
お
い
て
電
源
喪
失
を

想
定
し

て
い

な
い
た
め

，
当

該
事

故
の
対
策

に
用

い
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
つ
い
て

は
，
計

器
電

源
喪
失
を

考
慮

し
な

い
。
 

非
常

用
電
源

喪
失
 

①
 

計
器
電
源
喪
失

※
4  

※
3 

※
2 

※
1
 

計
器
電
源
は
，
計
器
に
よ
り
以
下
の
２
通
り
が
あ
る
 

・
常

用
電
源
 

・
非

常
用
電

源
 

 

駆
動

源
喪
失
 

（
非

常
用
電

源
）
 

駆
動
源
喪
失
 

（
常
用
電
源
）
 

※
2 

※
3 

Ｐ
／

Ｃ
 

機
能

喪
失
 

Ｍ
／

Ｃ
 

機
能

喪
失
 

Ｐ
／
Ｃ
 

機
能
喪
失

 

Ｍ
／
Ｃ
 

機
能
喪
失
 

全
交

流
電
源

の
喪
失
 

常
用
電
源
喪
失
 

7－添1－485



  

  

                 

第
ト

－
４

図
 
屋

内
（

現
場

）
に

お
け

る
再

処
理

事
業

所
内

へ
の

通
信

連
絡

及
び

計
測

等
を

行
っ

た
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
重

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
を

再
処

理
事

業
所

内
の

必
要

な
場

所
で

共
有

す
る

た
め

の
手

順
の

概
要

 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手

 

燃
料

加
工
建

屋
内
（
屋
内
）
で
の
連
絡

 

通
話

装
置

の
ケ

ー
ブ

ル
 

可
搬

型
通

話
装

置
 

燃
料

加
工

建
屋

可
搬

型
情
報

収
集
装
置

 
燃

料
加

工
建

屋
情
報

把
握
計

装
設
備
用

屋
内
伝

送
系
統

 
燃

料
加

工
建

屋
間
伝

送
用
無

線
設
備

 
情

報
把

握
計

装
設
備

用
屋
内

伝
送
系
統

 
建

屋
間

伝
送

用
無
線

装
置

 
第

１
保

管
庫

・
貯
水

所
可
搬

型
情
報
収

集
装
置

 
第

２
保

管
庫

・
貯
水

所
可
搬

型
情
報
収

集
装
置

 
 ※

１
 
所

内
通

信
連
絡

設
備

の
機
能

喪
失

判
断

 

・
中

央
監

視
室

の
Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加
工

施
設

対
策
班

の
班

員
が
所

内
携
帯

電
話

を
用

い
て

他
建

屋
の

要
員

に
連

絡
を

実
施

し
た

際
に

，
他

建
屋

の
要

員
に

対
し

て
連

絡
が

出
来

な
か

っ
た

場
合

，
所

内
通

信
連

絡
設

備
が

機
能

喪
失

し
た
と

判
断

す
る
。
 

機
能
維
持
し
て
い
る

 

ペ
ー
ジ
ン
グ
装

置
 

所
内
携
帯
電
話

 
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ

ク
ス
温

度
監

視
装

置
 

グ
ロ
ー
ブ
ボ

ッ
ク
ス
負

圧
・

温
度

監
視
設
備

 
燃
料
加
工
建

屋
デ
ー
タ

収
集

装
置

 
燃
料
加
工
建

屋
可
搬
型

情
報

収
集

装
置

 
第
１
保
管
庫
・

貯
水
所

可
搬

型
情

報
収
集
装

置
 

第
２
保
管
庫

・
貯
水
所

可
搬

型
情

報
収
集
装

置
 

機
能
喪
失
し
て
い
る

 

凡
例

 

：
操
作
・

確
認

 

：
判

断
 

  

可
搬
型
通

話
装
置
の

配
備
，

通
話

装
置

の
ケ

ー
ブ

ル
と

可
搬

型
通

話
装

置
と

の
接

続
 

燃
料
加
工

建
屋
可
搬

型
情
報

収
集

装
置

，
第

１
保

管
庫

・
貯

水
所

可
搬

型
情

報
収

集

装
置
及
び

第
２
保
管

庫
・
貯

水
所

可
搬

型
情

報
収

集
装

置
の

配
備

，
燃

料
加

工
建

屋

情
報
把
握

計
装
設
備

用
屋
内

伝
送

系
統

，
燃

料
加

工
建

屋
間

伝
送

用
無

線
設

備
，

情

報
把
握
計

装
設
備
用

屋
内
伝

送
系

統
及

び
建

屋
間

伝
送

用
無

線
装

置
と

の
接

続
 

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情
報
把
握
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
※
１

 

所
内

通
信
連

絡
設

備
の
使
用
所
内
通
信
連
絡
設
備
の
使
用
及
び
燃
料

加
工

建
屋
並
び
に
制
御
建
屋
の
監
視
制
御
盤
の
確
認
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第
ト

－
５

図
 
屋

外
（

現
場

）
に

お
け

る
再

処
理

事
業

所
内

へ
の

通
信

連
絡

及
び

計
測

等
を

行
っ

た
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
重

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
を

再
処

理
事

業
所

内
の

必
要

な
場

所
で

共
有

す
る

た
め

の
手

順
の

概
要

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手

 

可
搬
型
衛

星
電
話
（

屋
外
用

）
の
配
備

 
可

搬
型
情

報
収
集
装

置
及
び

可
搬
型
情

報
表
示

装
置
の
配

備
 

燃
料
加
工

建
屋
情
報

把
握
計

装
設
備
用

屋
内
伝

送
系
統
，

燃
料

加
工
建
屋

間
伝
送
用

無
線
設

備
，
情
報

把
握
計

装
設
備
用

屋
内

伝
送
系
統

及
び
建
屋

間
伝
送

用
無
線
装

置
と
の

接
続

 

屋
外
か
ら
中
央
監
視
室
の
連
絡

 
屋
外
か
ら
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
へ
の
連
絡

 
屋
外
か
ら
緊
急
時
対
策
所
へ
の
連
絡

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）

 
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
 
等

 

可
搬
型
ト

ラ
ン
シ
ー

バ
（
屋

外
用
）
の

配
備

 
可

搬
型
情

報
収
集
装

置
及
び

可
搬
型
情

報
表
示

装
置
の
配

備
 

燃
料
加
工

建
屋
情
報

把
握
計

装
設
備
用

屋
内
伝

送
系
統
，

燃
料

加
工
建
屋

間
伝
送
用

無
線
設

備
，
情
報

把
握
計

装
設
備
用

屋
内

伝
送
系
統

及
び
建
屋

間
伝
送

用
無
線
装

置
と
の

接
続

 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
外
用
）

 
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
 
等

 

屋
外
間
で
の
連
絡

 

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情
報
把
握
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
※
１

 

機
能
喪
失
し
て
い
る

 

機
能
維
持
し
て
い
る

 

※
１
 
所

内
通

信
連
絡

設
備

の
機
能

喪
失

判
断

 
・
中
央

監
視
室

の
Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加
工

施
設

対
策
班

の
班

員
が
所

内
携
帯

電
話

を
用

い
て

他
建

屋
の

要
員

に
連

絡
を

実
施

し
た

際
に

，
他

建
屋

の
要

員
に

対
し

て
連

絡
が

出
来

な
か

っ
た

場
合

，
所

内
通

信
連

絡
設

備
が
機
能

喪
失

し
た
と

判
断

す
る
。
 

凡
例

 

：
操
作
・

確
認

 

：
判

断
 

  

機
能
維
持
し
て
い
る

 

所
内
携
帯
電
話

 
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
等

 

所
内
携
帯
電
話

 
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
等

 

 

所
内
通
信

連
絡
設
備

の
使
用

並
び
に
燃

料
加
工

建
屋
及
び

制
御

建
屋
の
監

視
制
御
盤

の
確
認
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 第
ト
－
６
図
 
屋
内
（
燃
料
加
工
建
屋
，
制
御
建
屋
，
緊
急
時
対
策
建
屋
）
に
お
け
る
再
処
理
事
業
所
内
へ
の
通
信
連
絡
及
び
計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な

パ
ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所
内
の
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
た
め
の
手
順
の
概
要

 

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
の
配
備
及
び
可
搬
型
発
電
機
，
情
報
連
絡
用
可
搬
型
発
電
機
に
よ

る
給
電

 
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
及
び
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
の
配
備

 
燃
料
加
工
建
屋
情
報
把
握
計
装
設
備
用
屋
内
伝
送
系
統
，
燃
料
加
工
建
屋
間
伝
送
用
無
線
設
備
，

情
報
把
握
計
装
設
備
用
屋
内
伝
送
系
統
及
び
建
屋
間
伝
送
用
無
線
装
置
と
の
接
続

 

中
央
監
視
室
か
ら
屋
外
へ
の
連
絡

 
中
央
監
視
室
か
ら
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
へ
の
連
絡

 
中
央
監
視
室
か
ら
緊
急
時
対
策
所
へ
の
連
絡

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）

 
燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
（
燃
料
加
工
建
屋
）

 
制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
表
示
装
置

(燃
料
加
工
建
屋

) 

可
搬
型

ト
ラ

ン
シ

ー
バ

（
屋

内
用

）
の

配
備

及
び

可
搬

型
発

電
機

，
情

報
連

絡
用

可
搬

型
発

電
機

に
よ
る
給
電

 
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
及
び
可
搬
型
情
報
表
示
装
置
の
配
備

 
燃
料
加
工
建
屋
情
報
把
握
計
装
設
備
用
屋
内
伝
送
系
統
，
燃
料
加
工
建
屋
間
伝
送
用
無
線
設
備
，

情
報
把
握
計
装
設
備
用
屋
内
伝
送
系
統
及
び
建
屋
間
伝
送
用
無
線
装
置
と
の
接
続

 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
内
用
）

 
燃
料
加
工
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置

 
制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
収
集
装
置
（
燃
料
加
工
建
屋
）

 
制
御
建
屋
可
搬
型
情
報
表
示
装
置

(燃
料
加
工
建
屋

) 

再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
か
ら
屋
外
へ
の
連
絡

 
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
か
ら
中
央
監
視
室
へ
の
連
絡

 
再
処
理
施
設
の
中
央
制
御
室
か
ら
緊
急
時
対
策
所
へ
の
連
絡

 

所
内
通
信

連
絡
設
備

の
使
用

並
び
に
燃

料
加
工

建
屋
及
び

 

制
御
建
屋

の
監
視
制

御
盤
の

確
認

 

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
情
報
把
握
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
※
１

 
機
能
維
持
し
て
い
る

 

機
能
喪
失
し
て
い
る

 

ペ
ー
ジ
ン

グ
装
置

 
所

内
携
帯

電
話

 
専

用
回
線

電
話

 
フ

ァ
ク
シ

ミ
リ

 
可

搬
型
情

報
収
集
装

置
 

可
搬
型
情

報
表
示
装

置
等

 

※
１
 
所
内
通
信
連
絡
設
備
の
機
能
喪
失
判
断

 
・
中

央
監
視
室

の
Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加
工

施
設

対
策
班

の
班

員
が
所

内
携

帯

電
話

を
用

い
て

他
建

屋
の

要
員

に
連

絡
を

実
施

し
た

際
に

，
他

建
屋

の
要

員
に

対
し

て
連

絡
が

出
来

な
か

っ
た

場
合

，
所

内
通

信
連

絡
設

備
が
機
能

喪
失

し
た
と

判
断

す
る
。

 

凡
例

 
：

操
作
・

確
認

 
 
：

判
断

 

 

機
能
維
持
し
て
い
る

 

ペ
ー
ジ
ン

グ
装
置

 
所

内
携
帯

電
話

 
専

用
回
線

電
話

 
フ

ァ
ク
シ

ミ
リ

 
可

搬
型
情

報
収
集
装

置
 

可
搬
型
情

報
表
示
装

置
等
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第
ト

－
７

図
 
燃

料
加

工
建

屋
に

お
け

る
再

処
理

事
業

所
外

へ
の

通
信

連
絡

手
順

の
概

要

重
大
事
故
等
対
処
の
着
手

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）
の
配
備

 

屋
外
か
ら
再
処
理
事
業
所
外
へ
の
連
絡

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）

 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
使
用

 

所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
※
１

 

※
１

 
所

外
通

信
連
絡

設
備

の
機
能

喪
失

判
断

 
・
中

央
監

視
室

の
一
般

加
入

電
話
等

か
ら

外
部
へ

の
発

信
を
行

い
，
発

信
音

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
場

合
，

所
外

通
信

連
絡

設
備

が
機

能
喪

失
し

た
と

判
断

す
る
。
 

機
能
維
持
し
て
い
る

 

一
般
加
入
電
話

 
一
般
携
帯
電
話

 
衛
星
携
帯
電
話

 

機
能
喪
失
し
て
い
る

 

凡
例

 

：
操
作
・

確
認

 

 ：
判

断
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第
ト

－
８

図
 
緊

急
時

対
策

所
に

お
け

る
再

処
理

事
業

所
外

へ
の

通
信

連
絡

手
順

の
概

要
 

重
大
事
故
等
体
制
移
行

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
の
配
備

 
及
び
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
に
よ
る
給
電

 

緊
急
時
対
策
所
か
ら

 
再
処
理
事
業
所
外
へ
の
連
絡

 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）

 
統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｉ
Ｐ
電
話
等

 

所
外
通
信
連
絡
設
備
の
使
用

 

機
能
維
持
し
て
い
る

 

一
般
加
入
電

話
 

一
般
携
帯
電

話
 

衛
星
携
帯
電

話
 

フ
ァ
ク
シ
ミ

リ
 

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｉ
Ｐ
電

話
 

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｉ
Ｐ
－
Ｆ
Ａ

Ｘ
 

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

T
V
会
議
シ

ス
テ

ム
 

所
外
通
信
連
絡
設
備
が
機
能
維
持
し
て
い
る
か
※
１

 

※
１
 
所

外
通

信
連
絡

設
備

の
機
能

喪
失

判
断

 
・

緊
急
時

対
策

所
の
一

般
加

入
電
話

等
か

ら
外
部

へ
の

発
信
を

行
い
，

発
信

音
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

場
合

，
所

外
通

信
連

絡
設

備
が

機
能

喪
失
し
た

と
判

断
す
る

。
 

機
能
喪
失
し
て
い
る

 

凡
例

 

：
操
作
・

確
認

 

 ：
判

断
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※
タ

イ
ム

チ
ャ
ー
ト

に
つ
い

て
は
，
今

後
，
訓

練
等
を

と
お

し
て

見
直

す
可

能
性

が
あ

る
。

 

 

第
ト

－
９

図
 
屋

内
（

燃
料

加
工

建
屋

へ
の

可
搬

型
衛

星
電

話
（

屋
内

用
）

及
び

可
搬

型
ト

ラ
ン

シ
ー

バ
（

屋
内

用
）
）

の
配

備
の

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト

1
－

1
－

1
－

1
－

対
策

作
業

番
号

作
業

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

（
時

：
分

）
備

　
考

経
過

時
間

（
時

：
分

）

－
－

実
施

責
任

者
（

再
処

理
）

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
対

策
班

長

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
現

場
管

理
者

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
情

報
管

理
班

長

4
0
:
0
4

0
:
0
6

2
0
:
3
0

0
:
2
0

ア
ン

テ
ナ

類
の

組
立

て
及

び
ア

ン
テ

ナ
位

置
調

整

（
燃

料
加

工
建

屋
：

２
ラ

イ
ン

）

敷
設

完
了

報
告

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設

対
策

班
（

M
O
X
７

班
）

1
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

対
策

班
（

M
O
X
７

班
）

屋
内

（
燃

料
加

工
建

屋
へ

の
可

搬
型

衛
星

電
話

（
屋

内
用

）
及

び
可

搬
型

ト
ラ

ン
シ

ー
バ

（
屋

内
用

）
の

配
備

5
0
:
1
5

2
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

対
策

班
（

M
O
X
７

班
）

電
源

ケ
ー

ブ
ル

の
敷

設
，

燃
料

加
工

建
屋

可
搬

型
発

電
機

と

の
接

続

3
屋

内
機

器
の

接
続

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設

対
策

班
（

M
O
X
７

班
）

2

2
屋

外
～

燃
料

加
工

建
屋

１
階

（
中

央
監

視
室

）
へ

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

（
燃

料
加

工
建

屋
：

２
ラ

イ
ン

）

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設

対
策

班
（

M
O
X
７

班
）

2 2

▽
事

象
発
生

（
地
震
発

生
・

全
交
流

電
源
喪

失
・
火

災
発
生

）

0
:1
0

0
:2
0

0
:3
0

0
:4
0

0
:5
0

1
:0
0

1
:1
0

1
:2
0

1
:3
0

1
:4
0

1
:5
0

2
:0
0

2
:1
0

2
:2
0

2
:3
0

2
:4
0

2
:5
0

3
:0
0

3
:1
0

3
:2
0

3
:3
0

3
:4
0

3
:5
0

4
:0
0

4
:1
0

4
:2
0

4
:3
0
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※
タ

イ
ム

チ
ャ
ー
ト

に
つ
い

て
は
，
今

後
，
訓

練
等
を

と
お

し
て

見
直

す
可

能
性

が
あ

る
。

 

 

第
ト

－
1
0
図

 
屋

内
（

制
御

建
屋

へ
の

可
搬

型
衛

星
電

話
（

屋
内

用
）

及
び

可
搬

型
ト

ラ
ン

シ
ー

バ
（

屋
内

用
）
）

の
配

備
の

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト
 

 

1
－

3
－

3
－

1
－

1
－

作
業

番
号

作
業

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

備
　

考

－
－

実
施

責
任

者
（

再
処

理
）

要
員

管
理

班

情
報

管
理

班

建
屋

外
対

応
班

長

通
信

班
長

0
:
1
0

2
ア

ン
テ

ナ
類

の
組

立
て

及
び

ア
ン

テ
ナ

位
置

調
整

（
制

御
建

屋
：

1
ラ

イ
ン

）

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
５

班
）

2
0
:
2
5

通
信

（
制

御
建

屋
内

へ
の

可
搬

型
衛

星
電

話
の

設
置

）

1
移

動
（

燃
料

加
工

建
屋

か
ら

制
御

建
屋

へ
）

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
５

班
）

2

3
屋

外
～

制
御

建
屋

１
階

（
中

央
安

全
監

視
室

）
へ

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

（
制

御
建

屋
：

1
ラ

イ
ン

）

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
５

班
）

2
0
:
1
0

4
屋

内
機

器
の

接
続

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
５

班
）

2
0
:
0
3

6
敷

設
完

了
報

告
建

屋
対

策
班

（
M
O
X
）

（
M
O
X
５

班
）

2
0
:
0
2

5
情

報
連

絡
用

可
搬

型
発

電
機

と
の

接
続

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
５

班
）

2
0
:
0
3

0
:
1
5

1
0

屋
内

機
器

の
接

続
建

屋
対

策
班

（
M
O
X
）

（
M
O
X
３

.
５

.
６

班
）

6
0
:
0
6

8
ア

ン
テ

ナ
類

の
組

立
て

及
び

ア
ン

テ
ナ

位
置

調
整

（
制

御
建

屋
：

４
ラ

イ
ン

）

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
３

.
５

.
６

班
）

6
0
:
2
0

7
物

品
の

移
動

（
燃

料
加

工
建

屋
か

ら
制

御
建

屋
へ

：
４

ラ
イ

ン
運

搬
）

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
３

.
５

.
６

班
）

6
1
:
5
0

9
屋

外
～

制
御

建
屋

１
階

（
中

央
安

全
監

視
室

）
へ

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

（
制

御
建

屋
：

４
ラ

イ
ン

）

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
）

（
M
O
X
３

.
５

.
６

班
）

6

1
1

情
報

連
絡

用
可

搬
型

発
電

機
と

の
接

続
建

屋
対

策
班

（
M
O
X
)

（
M
O
X
６

班
）

2
0
:
0
3

1
2

敷
設

完
了

報
告

建
屋

対
策

班
（

M
O
X
)

（
M
O
X
３

班
）

2
0
:
0
4

6
0
:
2
4

1
5

屋
上

～
A
G
１

階
（

中
央

安
全

監
視

室
）

へ
ケ

ー
ブ

ル
敷

設

（
先

行
敷

設
６

ラ
イ

ン
分

）

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

6
0
:
1
4

可
搬

型
衛

星
電

話
（

屋
内

用
）

及
び

可
搬

型
ト

ラ
ン

シ
ー

バ
（

屋
内

用
）

設
置

1
3

既
設

通
信

設
備

の
使

用
可

否
確

認
通

信
班

長
1

0
:
1
0

1
4

ア
ン

テ
ナ

類
の

組
立

て
及

び
接

続
と

ア
ン

テ
ナ

位
置

（
先

行
敷

設
６

ラ
イ

ン
分

）

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

通
信

（
制

御
建

屋
内

へ
の

可
搬

型
ト

ラ
ン

シ
ー

バ
の

設
置

）

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

6
0
:
4
6

1
9

物
品

の
移

動
，

屋
上

～
A
G
１

階
（

中
央

安
全

監
視

室
）

へ

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

（
後

続
敷

設
７

ラ
イ

ン
分

）

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

6
0
:
2
1

1
6

屋
内

機
器

の
接

続

（
先

行
敷

設
６

ラ
イ

ン
分

）

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

6
0
:
0
2

1
7

先
行

敷
設

分
の

敷
設

完
了

報
告

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

1
0
:
0
2

対
策

屋
内

（
制

御

建
屋

へ
の

可

搬
型

衛
星

電

話
（

屋
内

用
）

及
び

可

搬
型

ト
ラ

ン

シ
ー

バ
（

屋

内
用

）
の

配

備

2
2

電
源

ケ
ー

ブ
ル

の
敷

設
制

御
室

１
，

２
，

３
班

6
1
:
3
0

2
3

屋
内

機
器

と
可

搬
型

発
電

機
の

接
続

制
御

室
１

，
２

，
４

班
6

1
:
0
0

2
0

屋
内

機
器

の
接

続

（
後

続
敷

設
７

ラ
イ

ン
分

）

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

6
0
:
0
2

2
1

後
続

敷
設

分
の

敷
設

完
了

報
告

建
屋

内
６

，
1
7
，

1
8
，

2
5
，

3
0
，

3
5
班

1
0
:
0
2

1
8

物
品

の
移

動
，

ア
ン

テ
ナ

類
の

組
立

て
及

び
接

続
と

ア
ン

テ

ナ
位

置
調

整
（

後
続

敷
設

７
ラ

イ
ン

分
）

▽
事

象
発
生

（
地
震

発
生
・
全
交
流
電

源
喪
失

・
火
災

発
生
）

0
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0

0
:2
0

0
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0

0
:4
0

0
:5
0

1
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0

1
:1
0

1
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1
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0

1
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0

1
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0
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0
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2
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2
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0

2
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0

2
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0

3
:0
0

3
:1
0

3
:2
0

3
:3
0

3
:4
0

3
:5
0

4
:0
0

4
:1
0

4
:2
0

4
:3
0

燃
料
加

工
建
屋

と
制

御
建
屋

間
に
お
い
て
、

可
搬
型

衛
星
電

話
の
通

話
が
可

能
と
な
る
時
間
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添付２ 

重大事故の発生を仮定する機器の特定結果 



イ．重大事故の発生を仮定する機器の特定の考え方 

重大事故は，「核燃料物質の加工の事業に関する規則」（以下「加工規則」

という。）にて，臨界事故及び核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の２

つが定められている。 

これらは，それぞれの発生防止対策の機能が喪失した場合に発生する可

能性があるが，機能喪失の条件，すなわち重大事故が発生する条件はそれ

ぞれ異なる。 

したがって，以下の方針により，設備ごとの安全機能の整理と機能喪失

により発生する事故の分析を行い，重大事故の発生を仮定する際の条件に

よる安全機能の喪失状態を特定することで，その重大事故の発生を仮定す

る機器を特定する。 

重大事故の発生を仮定する機器の特定フローを第１図に示す。 

(イ) 設備ごとの安全機能の整理と機能喪失により発生する事故の分析

(１) 対象の整理

安全機能の喪失を想定する対象は，公衆への著しい被ばく影響をも

たらす可能性のある事故が重大事故であることを踏まえ，安全機能を

有する施設のうち安全上重要な施設とする。安全上重要な施設は，そ

の機能喪失により，公衆及び従事者に過度の放射線被ばくを及ぼす可

能性のある機器を選定していることから，安全上重要な施設の安全機

能を対象として，安全機能の喪失を考慮し，重大事故に至る可能性を

整理する。安全機能を有する施設のうち安全上重要な施設以外の安全

機能を有する施設の機能が喪失したとしても，公衆及び従事者に過度

な放射線被ばくを及ぼすおそれはない。 

ただし，想定される事故の発生防止対策として安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設の機能に期待する場合には，事故の発生防

7－添2－1



止対策の確認という観点から，想定される事故の発生防止対策である

安全上重要な施設以外の安全機能の喪失を想定する。 

(２) 重大事故に至る可能性がある安全機能の喪失又はその組合せの特定 

安全上重要な施設の安全機能が喪失した場合に至る施設状態及びそ

の後の事象進展を分析することにより，重大事故に至る可能性がある

機能喪失又はその組合せを整理する。 

重大事故を発生させ得る安全機能の喪失又はその組合せの特定に関

して，詳細を「ロ．重大事故に至る可能性がある機能喪失又はその組

合せの特定」に示す。 

 

(ロ) 安全機能喪失状態の特定 

「(イ) 設備ごとの安全機能の整理と機能喪失により発生する事故の

分析」の「(２) 重大事故に至る可能性がある安全機能の喪失又はその

組合せの特定」で特定した重大事故に至る可能性がある安全機能の喪失

又はその組合せが，各要因において発生するか否かを判定する。 

安全機能が喪失しない又はその組合せが発生しなければ，事故が発生

することはなく，重大事故に至らないと判定できる。 

 

(ハ) 重大事故の発生を仮定する機器の特定 

「(ロ) 安全機能喪失状態の特定」により，重大事故を発生させ得る

安全機能の喪失又はその組合せが発生する場合には，重大事故の発生の

可能性がある機器（グローブボックス等を含む。）ごとに重大事故に至

るかを評価し，重大事故の発生を仮定する機器を特定する。 

(１) 事故発生の判定 
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「(ロ) 安全機能喪失状態の特定」において，安全機能が喪失する

又は安全機能が組合せで喪失する場合であっても，評価によって事故

（外部への放射性物質の放出）に至らないことを確認できれば，重大

事故に至らないと判定できる。 

それぞれの事象において，機能喪失した場合に事故に至らないと判

定する基準を以下に示す。 

臨界事故：集積が想定される核燃料物質量が未臨界質量以下である 

こと 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失：平常時を超えた外部への放

射性物質の放出に至らない

こと 

(２) 重大事故の判定 

上記「(１) 事故発生の判定」において，安全機能の喪失又はその

組合せに対して，評価によって事故に至らないことを確認できない場

合には，事象の収束手段，事象進展の早さ又は公衆への影響をそれぞ

れ評価する。安全機能の喪失又はその組合せの発生に対して，その結

果想定される状況が設計基準対象の施設で事故の発生を防止し事象の

収束が可能である場合又は事故が発生するとしても設計基準対象の施

設で事象の収束が可能である場合は，安全機能の喪失という観点から

は設計基準の想定の範囲を超えるものであるが，機能喪失の結果発生

する事故の程度は設計基準の範囲内であるため，設計基準として整理

する事象に該当する。 

また，安全機能の喪失により事故が発生した場合であっても，機能

喪失時の公衆への影響が平常時と同程度である場合は，設計基準とし

て整理する事象に該当する。 
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これらのいずれにも該当しない場合は，重大事故の発生を仮定する

機器として特定する。 

「(イ) 設備ごとの安全機能の整理と機能喪失により発生する事故

の分析」で特定した重大事故を発生させ得る安全機能の喪失又はその

組合せごとに，重大事故の発生を仮定する機器の特定結果を「ハ．重

大事故の発生を仮定する機器の特定」に示す。 
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ロ．重大事故に至る可能性のある機能喪失又はその組合せの特定 

加工規則に定められる重大事故に関して，それぞれの発生を防止する安

全機能を整理することにより，重大事故に至る可能性がある機能喪失又は

その組合せを特定する。 

そのため，安全機能ごとに，当該機能が喪失した場合に至る施設状態及

びその後の事象進展を分析することにより，機能喪失により発生する可能

性がある事故を特定する。 

(イ) 臨界事故に至る可能性のある機能喪失又はその組合せの特定 

臨界事故の起因となり得る安全上重要な施設の機能喪失について整理

する。 

(１) 発生防止対策 

① 核的制限値（寸法）の維持機能 

核的制限値（寸法）の維持機能を有する機器は，機器が健全である

ことで，核的制限値（寸法）を逸脱した核燃料物質の搬送が行われた

としても，核的制限値（寸法）の維持機能により当該核燃料物質が搬

送されることを防止し，搬送先の核的制限値（寸法）を維持すること

により未臨界を維持することが可能である。 

核的制限値（寸法）の維持機能が単独で機能を喪失しても，核的制

限値（寸法）を逸脱した核燃料物質の搬送が行われなければ，外部へ

の放射性物質の放出には至らない。ただし，「搬送する核燃料物質の

制御機能」が喪失することにより，核燃料物質の核的制限値（寸法）

を逸脱した核燃料物質の搬送と同時に核的制限値（寸法）の維持機能

も同時に喪失していれば，事故に至る可能性がある。 

核的制限値(寸法)の維持機能の喪失により発生する可能性がある重

大事故を以下に示す。 
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安全機能 安全機能の喪失時に想定する施設状況 

発生する 

可能性がある

重大事故 

核的制限値

（寸法）の

維持機能 

単独で機能を喪失しても外部への放射性

物質の放出には至らない。 
－ 

 

また，搬送する核燃料物質の制御機能の喪失後の事象進展により発

生する可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失後に想

定する施設状況 

事象進展に

対する拡大

防止機能 

発生する可

能性がある

重大事故 

搬送する 

核燃料物質の 

制御機能 

核燃料物質の 

搬送先で核的制限値 

（寸法）を逸脱する。 

核的制限値

（寸法）の

維持機能 

臨界事故 

 

② 安全に係る距離の維持機能（単一ユニット相互間の距離維持）（以

下「単一ユニット相互間の距離の維持機能」という。） 

単一ユニット相互間の距離の維持機能を有する機器は，機器が健全

であることで，未臨界を維持することが可能である。 

単一ユニット相互間の距離の維持機能が損なわれた場合には，内包

する核燃料物質によって臨界事故が発生する可能性がある。 

単一ユニット相互間の距離の維持機能の喪失により発生する可能性

がある重大事故を以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

単一ユニット相互間

の距離の維持機能 

臨界を防止するための単一ユニッ

ト相互間の距離が損なわれる。 
臨界事故 

 

③ 誤搬入防止機能 

ＭＯＸ燃料加工施設における臨界管理のうち，質量管理により核燃

料物質の管理を行う設備においては，安全上重要な施設以外の安全機

能を有する施設である秤量器，ＩＤ番号読取機，運転管理用計算機，

臨界管理用計算機及び誤搬入防止シャッタで構成する誤搬入防止機能

により，臨界の防止を行う設計であることから，誤搬入防止機能につ

いても対象とする。 

誤搬入防止機能は，誤搬入防止に係る機器それぞれが健全に機能す

ることにより，計画外の核燃料物質の搬送が発生した場合において

も，搬送先の単一ユニットにおいて核的制限値を超えることがないよ

うに誤搬入を防止するものである。 

誤搬入防止機能を構成する全ての機器の機能が損なわれた場合に

は，計画外の核燃料物質の搬送が発生し，搬送先の単一ユニットにお

いて核的制限値を逸脱することが考えられる。また，核的制限値を逸

脱する量の核燃料物質が集積した場合には，核燃料物質による臨界に

至る可能性がある。 

誤搬入防止機能の喪失により発生する可能性がある事象を以下に示

す。 
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安全機能 安全機能の喪失時に想定する施設状況 
発生する可能

性がある事象 

誤搬入防止機

能 

計画外の核燃料物質の搬送が発生した

場合，搬送先の単一ユニットにおいて

核的制限値を逸脱する。 

臨界事故 

 

上記の①から③の確認により，ＭＯＸ燃料加工施設において核燃料

物質の臨界に至る事象としては，取り扱う核燃料物質が局所的に異常

に集積することである。 

 

(ロ) 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に至る可能性のある機能喪失

又はその組合せの特定 

事故による外部への放射性物質の放出に着目し，ＭＯＸ燃料加工施設

から多量の放射性物質が放出される事象を，核燃料物質等を閉じ込める

機能の喪失とする。ＭＯＸ燃料加工施設において，核燃料物質を混合酸

化物貯蔵容器，グローブボックス等及び燃料集合体により取り扱うこと

から，これらの閉じ込めバウンダリが損傷することにより，核燃料物質

等を閉じ込める機能の喪失に至ることが考えられるが，混合酸化物貯蔵

容器及び燃料集合体は，これらが落下しても損傷しない高さに取扱いを

制限していることから，混合酸化物貯蔵容器及び燃料集合体の落下によ

る核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失は想定しない。 

製造工程のグローブボックス内で取り扱う核燃料物質の形態として

は，ＭＯＸ粉末，グリーンペレット及びペレットである。グリーンペレ

ット及びペレットの形態の場合，これらは安定な成形体であるため，何

らかの異常が発生したとしても，その影響を受けて外部へと放出される

事態になることは考えられない。核燃料物質がＭＯＸ粉末の形態の場

7－添2－8



合，発生した異常の影響により，外部への放射性物質の放出に至る状態

になり得ると考えられる。 

グローブボックスの閉じ込めバウンダリが損傷することの想定として

は，グローブボックス内外において，重量物が落下し，その衝撃がグロ

ーブボックスに加わることにより損傷することが考えられる。しかしな

がら，グローブボックスを設置する室においては，重量物を取り扱うク

レーン類がないため，グローブボックスを設置する室で重量物が落下し

てグローブボックスが損傷することはない。一方，グローブボックス内

においては，製造工程で使用する核燃料物質を収納した容器を取り扱う

ことから，重量物として容器が落下することが想定される。このため，

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失として，グローブボックスが破損

し，ＭＯＸ粉末が漏えいするという事象が考えられる。 

グローブボックスはグローブボックス排気設備を介して外部と接続さ

れた構造である。このため，グローブボックスが損傷しなくとも，グロ

ーブボックス内において何らかの異常が発生した場合に，その異常の影

響を受けた核燃料物質が，グローブボックス排気設備を経由して外部へ

と放出されることが考えられる。ＭＯＸ粉末は，通常運転時において，

粉末容器に収納した状態で搬送し，各グローブボックスにおいて，混合

機への投入，混合機による粉末の混合，混合機からの取り出し，グリー

ンペレット成形といったプロセスにより取り扱う。このため，粉末を収

納した粉末容器が取り扱い中に落下することによりグローブボックス内

にＭＯＸ粉末が浮遊し，グローブボックス内の気相中の放射性物質の濃

度が上昇することで，外部への放出量が上昇するという事象が考えられ

る。このため，核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失として，グローブ

ボックス内のＭＯＸ粉末の飛散という事象を想定する。 
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また，ＭＯＸ粉末が影響を受ける異常として，グローブボックス内に

おいて駆動力を有する事象が発生し，その影響を受けることで放射性物

質が外部へと放出される事象が考えられる。ＭＯＸ燃料加工施設では，

製造工程において多量の有機溶媒等を取り扱わないこと，製造工程にお

いて過渡変化がなく取り扱う核燃料物質自体も安定な状態であること及

び取り扱う核燃料物質による崩壊熱の影響も小さいことから，ＭＯＸ燃

料加工施設において駆動力を有する事象の発生は想定しにくい。しか

し，潤滑油や水素ガスといった火災又は爆発の要因となり得るものを有

する設備もあることから，ＭＯＸ燃料加工施設において発生する可能性

がある駆動力を有する事象としては，火災及び爆発が考えられる。しか

しながら，ＭＯＸ燃料加工施設において想定される爆発の要因として，

水素・アルゴン混合ガスがあるものの，燃料加工建屋内において取り扱

う水素濃度が９vol％以下であること及び燃料加工建屋内へ水素濃度が

９vol％を超える水素・アルゴン混合ガスが流入し得ないことから，爆

ごうが発生することは想定できない。また，水素・アルゴン混合ガスを

使用してペレットの焼結を行う焼結炉及び小規模焼結処理装置（以下

「焼結炉等」という。）において，仮に空気が混入して焼結炉等内で水

素・アルゴン混合ガスが燃焼した場合においても，拡散燃焼しか発生せ

ず，急激な圧力の上昇を伴うものではないことから，外部への放射性物

質の放出には至らない。このため，燃料加工建屋においては，外部への

放射性物質の放出に至るような規模の爆発が発生することはない。 

以上を踏まえ，核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失となり得る事象

は，「グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散」，「グローブボックス

の破損」及び「外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生」で

ある。このため，これら３事象が，重大事故の発生を仮定する際の条件
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により発生し，外部へ多量の放射性物質の放出に至る事故につながるか

を整理する。 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の起因となり得る安全上重要な

施設の機能喪失について整理する。核燃料物質等を閉じ込める機能に係

る安全上重要な施設の機能は，「グローブボックスの破損」及び「外部

に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生」に係る機能に分類でき

る。 

安全上重要な施設の機能としては， 

・プルトニウムを非密封で取り扱う主要な工程に位置する設備・機器を

収納するグローブボックス・設備・機器の閉じ込め機能（以下「プル

トニウムの閉じ込めの機能」という。） 

・排気経路の維持機能 

・ＭＯＸの捕集・浄化機能 

・排気機能 

・熱的制限値の維持機能 

・焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能 

・焼結炉等内の負圧維持機能 

・安全に係るプロセス量等の維持機能（閉じ込めに関連する温度維持）

(以下「小規模焼結処理装置の加熱停止機能」という。) 

・排気経路の維持機能及びＭＯＸの捕集・浄化機能（以下「事故時の排

気経路の維持機能及び事故時のＭＯＸの捕集・浄化機能」という。） 

・安全上重要な施設の安全機能確保のための支援機能（以下「非常用電

源の供給機能」という。） 

・安全に係るプロセス量等の維持機能（混合ガス中の水素濃度）（以下

「水素濃度の維持機能」という。） 
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・グローブボックスの閉じ込め機能の維持機能のうち，ＭＯＸの捕集・

浄化機能（以下「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」とい

う。） 

・グローブボックスの閉じ込め機能の維持機能のうち，火災の感知機能

及び火災の消火機能（以下「火災の感知・消火機能」という。） 

があり，そのうち「グローブボックスの破損」に係る安全機能として

は，以下の安全機能がある。 

・プルトニウムの閉じ込めの機能 

・排気経路の維持機能 

・ＭＯＸの捕集・浄化機能 

・グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能 

「外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生」に係る安全機

能としては，以下の安全機能がある。 

・火災の感知・消火機能 

また，安全上重要な施設の機能喪失について整理する際に，機能喪失

の影響について同様に整理する安全上重要な施設以外の安全機能とし

て，温度の制御機能，小規模焼結処理装置への冷却水供給機能，容器の

落下防止機能，容器の転倒防止機能及び火災の発生防止の機能を有する

機器があり，そのうち「グローブボックスの破損」に係る安全機能とし

ては，容器の落下防止機能及び容器の転倒防止機能，「グローブボック

ス内でのＭＯＸ粉末の飛散」に係る機能として容器の落下防止機能及び

容器の転倒防止機能並びに「外部に放出する状態に至る駆動力となる事

象の発生」に係る安全機能として火災の発生防止の機能を有する機器が

ある。 

これらの機能が喪失した場合の影響について，以下に整理する。 
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(１) 発生防止対策 

① プルトニウムの閉じ込めの機能 

プルトニウムの閉じ込めの機能が喪失した場合，核燃料物質が閉じ

込めの機能を有する当該機器から漏えいする可能性がある。 

プルトニウムの閉じ込めの機能を有する機器は静的機器のみであ

る。このため，本機能を有する機器に対して何らかの外力が与えられ

ない限り，プルトニウムの閉じ込めの機能が喪失することはない。 

何らかの外力が与えられ，プルトニウムの閉じ込めの機能が単独で

機能を喪失しても，排気機能を有する設備が機能を維持していれば，

内包する核燃料物質はグローブボックス又は設備・機器外に漏えいし

ない。また，プルトニウムの閉じ込めの機能を有する機器のうち，焼

結炉等のプルトニウムの閉じ込めの機能が損なわれた場合には，高温

状態の焼結炉等内の水素・アルゴン混合ガスと空気の反応により爆発

に至ることも考えられる。しかし，焼結炉等で取り扱う水素ガスは，

水素濃度が９vol％以下である水素・アルゴン混合ガスであり，高温

の炉内で燃焼したとしても，拡散燃焼しか発生せず，急激な圧力の上

昇を伴うものではないことから，外部への放射性物質の放出には至ら

ない。 

しかし，排気機能を有する設備が機能喪失し，かつプルトニウムの

閉じ込めの機能が損なわれた場合には，内包する核燃料物質の形態が

ＭＯＸ粉末である場合，ＭＯＸ粉末がグローブボックス又は設備・機

器外に漏えいする。 

プルトニウムの閉じ込めの機能の喪失により発生する可能性がある

重大事故を以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

プルトニウムの

閉じ込めの機能 

単独で機能を喪失しても外部への放

射性物質の放出には至らない。 
－ 

 

また，排気機能の喪失と同時にプルトニウムの閉じ込めの機能の喪

失により発生する可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

事象進展に

対する拡大

防止機能 

発生する可能

性がある重大

事故 

プルトニウム

の閉じ込めの

機能 

内包するＭＯＸ粉末がグロ

ーブボックス又は設備・機

器の外に漏えいする。 

排気機能 

核燃料物質等

を閉じ込める

機能の喪失 

 

② 排気経路の維持機能 

この機能を有する安全上重要な施設として，グローブボックス排気

設備の系統及び窒素循環設備の系統が該当する。 

排気経路の維持機能が単独で機能を喪失しても，排気機能を有する

設備が機能を維持していれば，内包するＭＯＸ粉末が漏えいすること

はない。ただし，排気機能を有する設備が機能を喪失し，かつ，排気

経路の維持機能が損なわれた場合には，排気経路外にＭＯＸ粉末が漏

えいする。 

排気経路の維持機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を

以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

排気経路の 

維持機能 

単独で機能を喪失しても外部への

放射性物質の放出には至らない。 
－ 

 

また，排気機能の喪失と同時に排気経路の維持機能の喪失により発

生する可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

事象進展に対す

る拡大防止機能 

発生する可能性があ

る重大事故 

排気経路の

維持機能 

ＭＯＸ粉末が排気経

路外に漏えいする。 
排気機能 

核燃料物質等を閉じ

込める機能の喪失 

 

③ ＭＯＸの捕集・浄化機能 

グローブボックス等からの排気中に含まれるＭＯＸ粉末を捕集する

ための機能であり，この機能を有する安全上重要な施設としてグロー

ブボックス排気フィルタ及びグローブボックス排気フィルタユニット

が該当する。 

これらは，破損することなく形状を維持することによって機能が維

持される。ＭＯＸの捕集・浄化機能が損なわれた場合には，排気中に

含まれるＭＯＸ粉末が捕集されずに排気経路から外部に放出される。 

ＭＯＸの捕集・浄化機能の喪失により発生する可能性がある重大事

故を以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

ＭＯＸの捕

集・浄化機能 

排気中に含まれるＭＯＸ粉末が捕集さ

れずに排気経路から外部への放射性物

質の放出に至る。 

核燃料物質等を

閉じ込める機能

の喪失 

 

④ 排気機能 

排気によりグローブボックス等内を負圧にするための機能であり，

この機能を有する安全上重要な施設としてグローブボックス排風機が

該当する。排気機能は，機器が健全であり電源から電力が供給される

ことにより機能が維持される。 

排気機能が損なわれた場合，外部に放射性物質を放出する駆動力が

なくなるため，外部への放射性物質の放出には至らない。 

また，グローブボックス排風機が停止して排気機能が損なわれた場

合，グローブボックス等内を負圧に維持できなくなり，グローブボッ

クス等から工程室へＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，グロー

ブボックス排風機が停止した場合には工程室排風機がインターロック

により停止するため，ＭＯＸ粉末を取り扱う地下３階から地上１階ま

でＭＯＸ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆動力がないことから，

外部への放射性物質の放出には至らない。 

排気機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を以下に示

す。 

 

安全機能 安全機能の喪失時に想定する施設状況 
発生する可能性

がある重大事故 

排気機能 
機能を喪失しても外部への放射性物質の放

出には至らない。 
－ 
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⑤ 熱的制限値の維持機能 

熱的制限値の維持機能が健全であることにより，核燃料物質を高温

状態で取り扱う機器が一定の温度を超えない状態を維持することが可

能である。この機能を有する安全上重要な施設として，焼結炉等の内

部温度高による過加熱防止回路が該当する。 

熱的制限値の維持機能が単独で機能を喪失しても，安全上重要な施

設以外の安全機能を有する施設が有する「温度の制御機能」があるた

め，焼結炉等内が異常な高温になることはなく，外部への放射性物質

の放出には至らない。ただし，「温度の制御機能」の喪失と同時に熱

的制限値の維持機能が喪失した場合，焼結炉等内に空気が混入し，高

温状態の焼結炉等内の水素・アルゴン混合ガスと空気の反応により爆

発に至ることが考えられる。しかし，取り扱う水素ガスは，水素濃度

が９vol％以下である水素・アルゴン混合ガスであり，高温の炉内で

燃焼したとしても，拡散燃焼しか発生せず，急激な圧力の上昇を伴う

ものではないことから，外部への放射性物質の放出には至らない。 

熱的制限値の維持機能の喪失により発生する可能性がある重大事故

を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する 

可能性がある 

重大事故 

温度の制御機能及び熱

的制限値の維持機能 

機能を喪失しても外部への放射

性物質の放出には至らない。 
－ 

 

⑥ 焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能 

焼結炉等の負圧を維持するための排気経路を維持するために必要な
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機能であり，この機能を有する安全上重要な施設として，焼結炉等の

排ガス処理に係る系統及びグローブボックスが該当する。 

焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能が単独で機能を喪失

しても，排気機能を有する設備が機能を維持していれば，内包するＭ

ＯＸ粉末が漏えいすることはない。ただし，排気機能を有する設備が

機能を喪失し，かつ，焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能

が損なわれた場合には，ＭＯＸ粉末が漏えいする。漏えいした核燃料

物質は，漏えいに伴い気相中に核燃料物質が移行するが，外部に放射

性物質を放出する駆動力がなければ，外部への放射性物質の放出には

至らない。 

焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能の喪失により発生す

る可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

焼結炉等の閉じ

込めに関連する

経路の維持機能 

単独で機能を喪失しても外部への

放射性物質の放出には至らない。 
－ 

 

また，排気機能の喪失と同時に焼結炉等の閉じ込めに関連する経路

の維持機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を以下に示

す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に

想定する施設状況 

事象進展に

対する拡大

防止機能 

発生する可能性

がある重大事故 

焼結炉等の閉じ

込めに関連する

経路の維持機能 

ＭＯＸ粉末が排気経

路外に漏えいする。 
排気機能 

核燃料物質等を

閉じ込める機能

の喪失 

 

⑦ 焼結炉等内の負圧維持機能 

焼結炉等内の負圧維持機能は，焼結炉等内の負圧を維持するための

排気機能の支援機能である。この機能を有する安全上重要な施設は，

焼結設備の排ガス処理装置の補助排風機及び小規模試験設備の小規模

焼結炉排ガス処理装置の補助排風機が該当する。 

焼結炉等内の負圧維持機能が機能喪失しても，外部に放射性物質を

放出する駆動力がないため，外部への放射性物質の放出には至らな

い。 

焼結炉等内の負圧維持機能の喪失により発生する可能性がある重大

事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に想定する 

施設状況 

発生する 

可能性がある

重大事故 

焼結炉等 

内の負圧 

維持機能 

機能を喪失しても外部への放射性物質の

放出には至らない。 
－ 

 

⑧ 小規模焼結処理装置の加熱停止機能 

小規模焼結処理装置の炉殻を冷却する冷却水の流量が低下した場合

に，小規模焼結処理装置の加熱を停止する機能が該当する。 

小規模焼結処理装置の加熱停止機能が単独で機能を喪失しても，炉
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殻を冷却する冷却水が供給されていれば，小規模焼結処理装置が有す

るプルトニウムの閉じ込めの機能が喪失することはない。ただし，小

規模焼結処理装置への冷却水供給機能が喪失し，小規模焼結処理装置

への冷却水の供給が停止している状態で，小規模焼結処理装置の加熱

停止機能が喪失した場合，小規模焼結処理装置が有するプルトニウム

の閉じ込めの機能が喪失し，小規模焼結処理装置内に空気が混入する

ことで，高温状態の小規模焼結処理装置内の水素・アルゴン混合ガス

と空気の反応により爆発に至ることが考えられる。しかし，小規模焼

結処理装置で取り扱う水素ガスは，水素濃度が９vol％以下である水

素・アルゴン混合ガスであり，高温の炉内で燃焼したとしても，拡散

燃焼しか発生せず，急激な圧力の上昇を伴うものではないことから，

外部への放射性物質の放出には至らない。 

小規模焼結処理装置の加熱停止機能の喪失により発生する可能性が

ある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する 

可能性がある

重大事故 

小規模焼結処理装置へ

の冷却水供給機能及び

小規模焼結処理装置の

加熱停止機能 

機能を喪失しても外部への放射

性物質の放出には至らない。 
－ 

 

⑨ 容器の落下防止機能 

本事象は設計基準事故の選定において発生の可能性との関連におい

て抽出した異常事象である。 

容器の落下によりプルトニウムの閉じ込めの機能を喪失したとして
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も，排気機能を有する設備が機能を維持していれば，内包する核燃料

物質はグローブボックス外に漏えいしない。ただし，排気機能を有す

る設備が機能喪失し，かつ，容器の落下によりプルトニウムの閉じ込

めの機能が喪失した場合には，グローブボックスから工程室に核燃料

物質が漏えいする。 

また，グローブボックス内でＭＯＸ粉末を収納した容器が落下した

場合，容器からグローブボックス内へＭＯＸ粉末が飛散し，グローブ

ボックス内の気相中の放射性物質の濃度が上昇する事が考えられる。

グローブボックス内は排気機能を有する設備により排気されることか

ら，容器の落下防止機能の喪失により，平常時を超えた外部への多量

の放射性物質の放出に至る可能性もある。 

容器の落下防止機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を

以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する 

可能性がある

重大事故 

容器の落下

防止機能 

重量物である容器がグローブボックス内

で落下することで，グローブボックスが

破損する可能性があるが，外部への放射

性物質の放出には至らない。 

― 

容器の落下

防止機能 

グローブボックス内でＭＯＸ粉末が飛散

し，グローブボックス内の気相中の放射

性物質の濃度が上昇する。 

核燃料物質等

を閉じ込める

機能の喪失 

 

また，容器の落下防止機能の喪失及び排気機能の喪失により発生す

る可能性がある重大事故について以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

事象進展に

対する拡大

防止対策 

発生する 

可能性がある

重大事故 

容器の落下防止

機能 

内包するＭＯＸ粉末が

グローブボックスの外

に漏えいする。 

排気機能 

核燃料物質等

を閉じ込める

機能の喪失 

 

⑩ 容器の転倒防止機能 

本事象は設計基準事故の選定において発生の可能性との関連におい

て抽出した異常事象である。 

容器の転倒によりプルトニウムの閉じ込めの機能を喪失したとして

も，排気機能を有する設備が機能を維持していれば，内包する核燃料

物質はグローブボックス外に漏えいしない。ただし，排気機能を有す

る設備が機能喪失し，かつ，容器の転倒によりプルトニウムの閉じ込

めの機能を喪失した場合には，グローブボックスから工程室に核燃料

物質が漏えいする。 

また，安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設ではあるが，

グローブボックス内でＭＯＸ粉末を収納した容器を取り扱う機器が有

する転倒防止機能が喪失した場合，グローブボックス内でＭＯＸ粉末

を収納した容器の転倒により，容器からグローブボックス内へＭＯＸ

粉末が飛散し，グローブボックス内の気相中の放射性物質の濃度が上

昇することが考えられる。グローブボックス内は排気機能を有する設

備により排気されることから，容器の転倒防止機能の喪失により，平

常時を超えた外部への多量の放射性物質の放出に至る可能性がある。 

容器の転倒防止機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を

以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する 

可能性がある

重大事故 

容器の転倒

防止機能 

重量物である容器がグローブボックス内

で転倒することで，グローブボックスが

破損する可能性があるが，外部への放射

性物質の放出には至らない。 

－ 

容器の転倒

防止機能 

グローブボックス内でＭＯＸ粉末が飛散

し，グローブボックス内の気相中の放射

性物質の濃度が上昇する。 

核燃料物質等

を閉じ込める

機能の喪失 

 

また，容器の転倒防止機能の喪失及び排気機能の喪失により発生す

る可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

事象進展に

対する拡大

防止対策 

発生する 

可能性がある

重大事故 

容器の転倒防止

機能 

内包するＭＯＸ粉末が

グローブボックスの外

に漏えいする。 

排気機能 

核燃料物質等

を閉じ込める

機能の喪失 

 

(２) 拡大防止対策等 

① 事故時の排気経路の維持機能及び事故時のＭＯＸの捕集・浄化機能 

安全上重要な施設とするグローブボックス等を設置する工程室から

の排気に係る系統及び当該系統に設置する高性能エアフィルタが該当

する。これらが単独で機能を喪失しても，発生防止対策としてのプル

トニウムの閉じ込めの機能を有する設備若しくは焼結炉等の閉じ込め

に関連する経路の維持機能を有する設備又は排気機能を有する設備が

機能を維持していれば，外部への放射性物質の放出には至らない。た

だし，プルトニウムの閉じ込めの機能又は焼結炉等の閉じ込めに関連
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する経路の維持機能を有する設備及び排気機能を有する設備の機能が

喪失し，事故時の排気経路の維持機能も同時に喪失した場合は，工程

室内にＭＯＸ粉末が漏えいし，排気経路外から外部に放射性物質を放

出するおそれがある。 

事故時の排気経路の維持機能の喪失及び事故時のＭＯＸの捕集・浄

化機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する 

可能性がある 

重大事故 

事故時の排気経路の維

持機能及び事故時のＭ

ＯＸの捕集・浄化機能 

単独で機能を喪失しても外部へ

の放射性物質の放出には 

至らない。 

－ 

 

また，プルトニウムの閉じ込めの機能を有する設備及び排気機能を

有する設備の機能喪失並びに事故時の排気経路の維持機能の同時喪失

により発生する可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 

安全機能の喪失

時に想定する施

設状況 

事象進展に対

する拡大防止

機能 

発生する可能性

がある 

重大事故 

プルトニウムの

閉じ込めの機能

及び排気機能 

ＭＯＸ粉末が排

気経路外に漏え

いする。 

事故時の 

排気経路の 

維持機能 

核燃料物質等を

閉じ込める機能

の喪失 

焼結炉等の閉じ

込めに関連する

経路の維持機能

及び排気機能 

ＭＯＸ粉末が排

気経路外に漏え

いする。 

事故時の 

排気経路の維

持機能 

核燃料物質等を

閉じ込める機能

の喪失 
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② 非常用電源の供給機能 

外部電源が喪失した場合において，安全機能を有する施設の安全機

能確保に必要な設備が使用できるための支援機能として非常用所内電

源設備が該当する。 

非常用電源の供給機能が単独で機能を喪失しても，外部電源があれ

ば，安全上重要な施設及び安全上重要な施設以外の安全機能を有する

施設の発生防止対策が機能を維持するため，外部への放射性物質の放

出には至らない。 

外部電源が喪失し，非常用電源の供給機能が喪失した場合は，電源

を必要とする機器で構成する発生防止対策は機能を喪失する。発生防

止対策としている安全上重要な施設のうち，電源を要する安全機能

は，排気機能，熱的制限値の維持機能，焼結炉等内の負圧維持機能及

び小規模焼結処理装置の加熱停止機能である。このうち，排気機能及

び焼結炉等内の負圧維持機能は，機能を喪失したとしても外部への放

射性物質の放出に至る駆動力がないことから，外部への放射性物質の

放出には至らない。熱的制限値の維持機能及び小規模焼結処理装置の

加熱停止機能が喪失した場合は，これらの機能を必要とする焼結炉等

の加熱も外部電源の喪失により停止することから，焼結炉等は異常な

高温となることはなく，プルトニウムの閉じ込めの機能は維持される

ため，外部への放射性物質の放出には至らない。 

非常用電源の供給機能の喪失により発生する可能性がある重大事故

を以下に示す。 
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安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

外部電源及び非常

用電源の供給機能 

機能を喪失しても外部への放射

性物質の放出には至らない。 
－ 

 

③ 水素濃度の維持機能 

焼結炉等に供給される水素・アルゴン混合ガスの水素濃度が爆ごう

が発生する濃度である９vol％を超える場合に，焼結炉等への水素・

アルゴン混合ガスの供給を自動的に停止する混合ガス水素濃度高によ

る混合ガス供給停止回路及び混合ガス濃度異常遮断弁が該当する。 

混合ガス供給停止回路又は混合ガス濃度異常遮断弁が単独で機能を

喪失しても，水素濃度が９vol％以下である水素・アルゴン混合ガス

しか燃料加工建屋内に受け入れないため，高温の炉内で水素・アルゴ

ン混合ガスが燃焼したとしても，拡散燃焼しか発生せず，急激な圧力

の上昇を伴うものではないことから，外部への放射性物質の放出には

至らない。 

水素濃度の維持機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を

以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

水素濃度の

維持機能 

機能を喪失しても外部への放射性物質

の放出には至らない。 
－ 
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④ 火災の感知・消火機能 

火災の感知・消火機能として，グローブボックス温度監視装置及び

グローブボックス消火装置が該当する。また，グローブボックス消火

装置が起動するためには，グローブボックス排風機が起動しているこ

とが条件であることから，グローブボックス排風機についても火災の

感知・消火機能の支援機能の位置づけになる。 

火災の感知・消火機能が単独で機能を喪失しても，核燃料物質を取

り扱う設備において火災が発生していなければ，外部への放射性物質

の放出には至らない。ただし，核燃料物質を取り扱う設備において火

災が発生した状態で，火災の感知・消火機能が喪失していれば，火災

が継続することにより，外部への放射性物質の放出に至る可能性があ

る。 

火災の感知・消火機能の喪失により発生する可能性がある重大事故

を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

火災の感知・

消火機能 

単独で機能を喪失しても外部への放

射性物質の放出には至らない。 
－ 

 

また，安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設が有する火災

の発生防止の機能の喪失と同時に火災の感知・消火機能の喪失により

発生する可能性がある重大事故を以下に示す。 
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安全機能 
安全機能喪失後に 

想定する施設状態 

事象進展に対す

る拡大防止機能 

発生する可能性

がある重大事故 

火災の発生

防止の機能 

火災が発生し， 

継続する。 

火災の感知・消

火機能 

核燃料物質等を

閉じ込める 

機能の喪失 

 

⑤ グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能 

グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能として，プルトニウム

の閉じ込めの機能を有するグローブボックスの給気側のうち，グロー

ブボックスの閉じ込め機能維持に必要な範囲が該当する。事故時にグ

ローブボックスからＭＯＸ粉末が工程室に漏えいする場合において，

グローブボックス給気側を漏えいの経路とすることにより，経路上の

給気フィルタを通過することで漏えいするＭＯＸ粉末量を低減するこ

とができる。 

グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能が単独で機能を喪失し

ても，排気機能が健全であれば，グローブボックスから核燃料物質が

工程室に漏えいすることはないため，外部への放射性物質の放出には

至らない。ただし，排気機能が喪失していれば，グローブボックス内

のＭＯＸ粉末が給気フィルタを通過せずに工程室に漏えいするため，

外部への放射性物質の放出に至る可能性がある。 

グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能の喪失により発生する

可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能の喪失時に 

想定する施設状況 

発生する可能性

がある重大事故 

グローブボック

ス給気側のＭＯ

Ｘの捕集機能 

単独で機能を喪失しても外部への放

射性物質の放出には至らない。 
－ 
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また，グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能の喪失と同時に

排気機能の喪失により発生する可能性がある重大事故を以下に示す。 

 

安全機能 
安全機能喪失後に 

想定する施設状態 

事象進展に対す

る拡大防止機能 

発生する 

可能性がある

重大事故 

排気機能 
グローブボックスから工程室

にＭＯＸ粉末が漏えいする。 

グローブボック

ス給気側のＭＯ

Ｘの捕集機能 

核燃料物質等

を閉じ込める

機能の喪失 

 

以上より，重大事故に至る可能性がある機能喪失又はその組合せは

以下のとおり整理できる。 
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※１：安全機能１～３が全て機能喪失した場合に重大事故に至る可能性がある（安全機能

１だけの場合は，当該機能の喪失により重大事故に至る可能性がある）。 

  

重大事故 

重大事故に至る可能性がある機能喪失 

（又はその組合せ）※１ 

安全機能１ 安全機能２ 安全機能３ 

臨
界
事
故 

搬送する核燃料物質の制御機能 
核的制限値（寸法）の 

維持機能 
 

単一ユニット相互間の 

距離の維持機能 
  

誤搬入防止機能   

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失 

プルトニウムの 

閉じ込めの機能 
排気機能  

プルトニウムの 

閉じ込めの機能 
排気機能 

事故時の 

排気経路の 

維持機能 

焼結炉等の閉じ込めに関連する

経路の維持機能 
排気機能 

事故時の 

排気経路の 

維持機能 

排気経路の維持機能 排気機能  

ＭＯＸの 

捕集・浄化機能 
  

焼結炉等の閉じ込めに関連する

経路の維持機能 
排気機能  

グローブボックス給気側の 

ＭＯＸの捕集機能 
排気機能  

容器の落下防止機能   

容器の落下防止機能 

又は転倒防止機能 
  

火災の発生防止の機能 
火災の感知・ 

消火機能 
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ハ．重大事故の発生を仮定する機器の特定 

安全上重要な施設の安全機能の機能喪失又はその組合せにより発生する

可能性がある重大事故ごとに重大事故の発生を仮定する機器の特定の結果

を以下に示す。 

重大事故の選定結果を，第１表及び第２表に示す。あわせて，重大事故

の発生を仮定する機器の特定の結果を，以下の方針に沿って第３表として

示す。 

 (１) 要因ごとに，当該安全機能が喪失する場合は「〇」を，機能喪失し

ない場合は「－」を記載する。また，組合せにより重大事故に至る可

能性のある機能喪失については，その全てが機能喪失する場合は「〇」

を，いずれかの機能が維持される場合は「－」を記載する。 

 (２) 安全機能が喪失する又は安全機能が組合せで同時に喪失する場合で

あっても，評価によって事故に至らないことを確認できれば，「△」

を記載する。 

 (３) 安全機能の喪失又はその組合せに対して，評価によって事故に至ら

ないことを確認できない場合には，事象の収束手段又は公衆への影響

をそれぞれ評価し，以下のとおり記載する。 

○：重大事故の発生を仮定する機器として特定 

×１：設計基準対象の施設で事象の収束が可能であるため設計基準と

して整理する事象 

×２：機能喪失時の公衆への影響が平常時と同程度であるため，設計

基準として整理する事象 

 

(イ) 臨界事故 

臨界事故に至る可能性がある機能喪失又はその組合せは以下のとおり
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である。 

・「搬送する核燃料物質の制御機能」及び「核的制限値（寸法）の維持

機能」の同時喪失 

・「単一ユニット相互間の距離の維持機能」の喪失 

・「誤搬入防止機能」の喪失 

以下，これらについてそれぞれ重大事故の発生を仮定する機器の特定

結果を示す。 

(１) 「搬送する核燃料物質の制御機能」及び「核的制限値（寸法）の維

持機能」の同時喪失 

「核的制限値（寸法）の維持機能」が喪失した状態で，「搬送する

核燃料物質の制御機能」が喪失し，搬送する核燃料物質の寸法が制限

された条件から逸脱することにより，制限された寸法から逸脱した核

燃料物質が搬送先に搬送された場合には，臨界事故に至る可能性があ

る。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない機器の搬送機能が喪失した場合，同時に核燃料物質の搬送機能

も喪失し，核燃料物質の搬送ができなくなることで，核燃料物質の異

常な集積は発生しないことから，臨界事故は発生しない。 

また，核的制限値（寸法）の維持機能が喪失し，核燃料物質の搬送

機能が喪失しなかった場合を想定しても，地震が発生した場合は工程

を停止することから核燃料物質の搬送が停止し，各設備における核燃

料物質量に変動は起こらないため，臨界事故は発生しない（×１）。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「核的制限値（寸法）の維持機能」を構成する機器は静的機器であ
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るため，機能を喪失しない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「核的制限値（寸法）の維持機能」を構成する機器は静的機器であ

るため，機能を喪失しない。 

(２) 「単一ユニット相互間の距離の維持機能」の喪失 

「単一ユニット相互間の距離の維持機能」の喪失により核燃料物質

間の距離が制限された条件から逸脱し，臨界事故に至る可能性がある。 

① 地震の場合 

「単一ユニット相互間の距離の維持機能」は貯蔵施設が該当する。

貯蔵施設は，原料粉末を受け入れてから成形，被覆，組立を経て燃料

集合体とするまでの各工程間の貯蔵及び燃料集合体出荷までの貯蔵を

行う施設であり，これらの施設はピット又は棚構造であり，貯蔵され

る核燃料物質間は施設の構成部材で隔離されている。 

このため，貯蔵施設については，基準地震動を超える地震動による

地震により基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持でき

る設計としない貯蔵施設が過大に変形又は破損することを想定した場

合においても，貯蔵施設の構成部材が喪失することは考えられず，核

燃料物質の接近の障壁となり一箇所に集積することは考えられない。

また，仮想的にこれらの構成部材による間隔よりも核燃料物質が接近

することを想定した評価の結果，いずれの貯蔵施設においても臨界に

至ることはない（△）。 

なお，質量管理を行う単一ユニットは搬出入を行う核燃料物質量を

管理すること及び同一室内に単一ユニットが複数存在しても，単一ユ

ニットを構成するグローブボックス等が分散配置されていることから，

地震により，基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持で
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きる設計としない安全上重要な施設とするグローブボックス等が損傷

し，核燃料物質がグローブボックスから漏えいしたとしても，核燃料

物質が一箇所に集積することはなく，臨界に至ることはない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「単一ユニット相互間の距離の維持機能」を構成する機器は静的機

器であるため，機能を喪失しない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「単一ユニット相互間の距離の維持機能」を構成する機器は静的機

器であるため，機能を喪失しない。 

(３) 「誤搬入防止機能」の喪失 

「誤搬入防止機能」が喪失した状態で核燃料物質が搬送された場合，

搬送先の単一ユニットにおいて核的制限値を逸脱することにより，臨

界事故に至る可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない機器の誤搬入防止機能が喪失した場合，同時に核燃料物質の搬

送機能も喪失し，核燃料物質の搬送ができなくなることで，核燃料物

質の異常な集積は発生しないことから，臨界事故は発生しない。 

また，核燃料物質の搬送機能が喪失しなかったとしても，地震が発

生した場合は工程を停止することから核燃料物質の搬送が停止し，各

設備における核燃料物質量に変動は起こらないため，臨界事故は発生

しない（×１）。 

② 動的機器の多重故障の場合 

誤搬入防止機能を有する機器が多重故障により機能喪失する可能性

がある。しかし，誤搬入防止機能は，ＩＤ番号読取機による搬送対象
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となる容器のＩＤ番号が一致していることの確認，秤量器による容器

の秤量値に有意な差がないことの確認，運転管理用計算機及び臨界管

理用計算機による確認，誤搬入防止シャッタの開放並びに運転員によ

る搬入許可といった，複数の機器による確認及び運転員による確認を

行っている。これら異なる機器の全てが多重故障により同時に機能を

喪失することは想定しにくいが，設計基準事故の選定においては，１

回の核燃料物質の誤搬入を想定して，臨界に至らないことを確認して

いる。このため，誤搬入防止機能が機能を喪失し，複数回の核燃料物

質の誤搬入を想定しても未臨界質量を超えることはない。このため，

臨界の発生は想定できない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

誤搬入防止機能が喪失した場合，同時に核燃料物質の搬送機能も喪

失し，核燃料物質の搬送ができなくなることで，核燃料物質の異常な

集積は発生しないことから，臨界事故は発生しない。 

 

(ロ) 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に至る可能性がある機能喪失又

はその組合せは以下のとおりである。 

・「プルトニウムの閉じ込めの機能」及び「排気機能」の同時喪失 

・「プルトニウムの閉じ込めの機能」，「排気機能」及び「事故時の排気

経路の維持機能」の同時喪失 

・「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」，「排気機能」及び

「事故時の排気経路の維持機能」の同時喪失 

・「排気経路の維持機能」及び「排気機能」の同時喪失 

・「ＭＯＸの捕集・浄化機能」の喪失 
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・「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」及び「排気機能」

の同時喪失 

・「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」及び「排気機能」の

同時喪失 

・「容器の落下防止機能」の喪失 

・「容器の落下防止機能又は転倒防止機能」の喪失 

・「火災の発生防止の機能」及び「火災の感知・消火機能」の同時喪失 

以下，これらについてそれぞれ重大事故の発生を仮定する機器の特定

結果を示す。 

(１) 「プルトニウムの閉じ込めの機能」の喪失及び「排気機能」の喪失 

「プルトニウムの閉じ込めの機能」の喪失及び「排気機能」の喪失

により，グローブボックスから核燃料物質が漏えいする可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しているグローブボックスは地震により損傷等しないが，それ以外の

「プルトニウムの閉じ込めの機能」を有する安全上重要な施設とする

グローブボックスについては破損が想定されるとともに，動的機器で

ある「排気機能」も喪失する。基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮し

た際に機能維持できる設計としない安全上重要な施設とするグローブ

ボックスは損傷等する可能性はあるが，これらのグローブボックスは

耐震重要度分類がＳクラスであるため地震によりグローブボックスの

倒壊及びグローブボックスのパネルの脱落はなく，大規模に破損する

ことは想定しにくいが損傷等する可能性があり，損傷等によりグロー

ブボックスのパネルの内側に付着したＭＯＸ粉末等の一部が，当該グ

ローブボックスを設置する工程室に漏えいする可能性がある。しかし，
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ＭＯＸ燃料加工施設の特徴として，「プルトニウムの閉じ込めの機能」

を有する核燃料物質を取り扱うグローブボックス等の機器は地下階に

設置するため，ＭＯＸ粉末は駆動力を有する事象を伴わなければ外部

への放射性物質の放出には至らない。このため，「プルトニウムの閉

じ込めの機能」及び「排気機能」が喪失した場合には，グローブボッ

クスの負圧が維持できなくなり，グローブボックスから工程室へＭＯ

Ｘ粉末が漏えいするが，グローブボックス排風機の停止によるインタ

ーロックにより工程室排風機が停止するため地下３階から地上１階ま

でＭＯＸ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆動力がないことから，

グローブボックスからＭＯＸ粉末が工程室に漏えいしたとしても，外

部への放射性物質の放出には至らない。 

なお，地震により「プルトニウムの閉じ込めの機能」は喪失し，

「排気機能」が喪失しなかった場合は，「排気機能」を有するグロー

ブボックス排風機があるグローブボックス排気設備が主たる外部への

放出経路となり通常運転時と同じ放出経路であること，平常時の公衆

への影響評価は，ウラン粉末を１ｍの高さから落下させた際の気相中

への移行率である７×10-5 を使用して算出していること及びグローブ

ボックスが破損したとしてもＭＯＸ粉末に対する駆動力はグローブボ

ックス内の排気以外は生じないことから，公衆への影響は平常時と同

程度であるといえる。また，グローブボックス排風機が運転している

ため，グローブボックスから工程室へ漏えいするＭＯＸ粉末の量は，

平常時における公衆の線量評価に寄与するほどの有意なものではなく，

極めて少ない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「排気機能」は喪失するが，「プルトニウムの閉じ込めの機能」を
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構成する機器は静的機器であるため，機能を喪失しない。 

なお，「排気機能」の喪失によりグローブボックス排風機が停止し

ている場合には，グローブボックス内を負圧に維持できなくなり，グ

ローブボックスから工程室へＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，

グローブボックス排風機が停止した場合には工程室排風機がインター

ロックにより停止する又は地震により工程室排風機も停止するため，

ＭＯＸ粉末を取り扱う地下３階から地上１階までＭＯＸ粉末を上昇さ

せ外部への放出に至る駆動力がないことから，外部への放射性物質の

放出には至らない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「排気機能」は喪失するが，「プルトニウムの閉じ込めの機能」を

構成する機器は静的機器であるため，機能を喪失しない。 

なお，「排気機能」の喪失によりグローブボックス排風機が停止し

ている場合には，グローブボックス内を負圧に維持できなくなり，グ

ローブボックスから工程室へＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，

グローブボックス排風機が停止した場合には工程室排風機がインター

ロックにより停止する又は地震により工程室排風機も停止するため，

ＭＯＸ粉末を取り扱う地下３階から地上１階までＭＯＸ粉末を上昇さ

せ外部への放出に至る駆動力がないことから，外部への放射性物質の

放出には至らない。 

(２) 「プルトニウムの閉じ込めの機能」の喪失，「排気機能」の喪失及

び「事故時の排気経路の維持機能」の喪失並びに「焼結炉等の閉じ込

めに関連する経路の維持機能」の喪失，「排気機能」の喪失及び「事

故時の排気経路の維持機能」の喪失 

「プルトニウムの閉じ込めの機能」の喪失，「排気機能」の喪失及
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び「事故時の排気経路の維持機能」の喪失並びに「焼結炉等の閉じ込

めに関連する経路の維持機能」の喪失，「排気機能」の喪失及び「事

故時の排気経路の維持機能」の喪失により，工程室からの排気経路外

にＭＯＸ粉末が漏えいする可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない「プルトニウムの閉じ込めの機能」，「排気機能」，「焼結炉等の

閉じ込めに関連する経路の維持機能」及び「事故時の排気経路の維持

機能」が喪失する。しかし，「プルトニウムの閉じ込めの機能」を有

するグローブボックス等の機器は地下階に設置すること，グローブボ

ックス等内で取り扱う核燃料物質の形態のうち，グリーンペレット及

びペレットの状態は容易に気相へは移行せず，粉末の形態も駆動力を

有する事象を伴わなければ外部への放射性物質の放出には至らない。

また，「プルトニウムの閉じ込めの機能」，「排気機能」，「焼結炉等の

閉じ込めに関連する経路の維持機能」及び「事故時の排気経路の維持

機能」が喪失し，グローブボックスからＭＯＸ粉末が工程室に漏えい

したとしても，インターロックによりグローブボックス排風機の停止

に伴い工程室排風機が停止するため，地下３階から地上１階までＭＯ

Ｘ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆動力はなく，外部への放射性

物質の放出には至らない。 

なお，地震により「プルトニウムの閉じ込めの機能」又は「焼結炉

等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」及び「事故時の排気経路の

維持機能」が喪失し，「排気機能」が喪失しなかった場合は，「排気機

能」を有するグローブボックス排風機があるグローブボックス排気設

備が主たる外部への放出経路となり通常運転時と同じ放出経路である

7－添2－39



こと，平常時の公衆への影響評価は，ウラン粉末を１ｍの高さから落

下させた際の気相中への移行率である７×10-5 を使用して算出してい

ること及びグローブボックスが破損したとしてもＭＯＸ粉末に対する

駆動力はグローブボックス内の排気以外は生じないことから，公衆へ

の影響は平常時と同程度であるといえる。また，グローブボックス排

風機が運転しているため，グローブボックスから工程室へ漏えいする

ＭＯＸ粉末の量は，平常時における公衆の線量評価に寄与するほどの

有意なものではなく，極めて少ない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「排気機能」は喪失するが，「プルトニウムの閉じ込めの機能」，

「事故時の排気経路の維持機能」及び「焼結炉等の閉じ込めに関連す

る経路の維持機能」を構成する機器は静的機器であるため，機能を喪

失しない。 

なお，「排気機能」の喪失によりグローブボックス排風機が停止し

ている場合には，グローブボックス等内を負圧に維持できなくなり，

ＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボックスから工程室へＭＯＸ粉末が漏

えいする可能性があるが，グローブボックス排風機が停止した場合に

は工程室排風機がインターロックにより停止する又は地震により工程

室排風機も停止するため，ＭＯＸ粉末を取り扱う地下３階から地上１

階までＭＯＸ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆動力がないことか

ら，外部への放射性物質の放出には至らない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「排気機能」は喪失するが，「プルトニウムの閉じ込めの機能」，

「事故時の排気経路の維持機能」及び「焼結炉等の閉じ込めに関連す

る経路の維持機能」を構成する機器は静的機器であるため，機能を喪
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失しない。 

なお，「排気機能」の喪失によりグローブボックス排風機が停止し

ている場合には，グローブボックス等内を負圧に維持できなくなり，

ＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボックスから工程室へＭＯＸ粉末が漏

えいする可能性があるが，グローブボックス排風機が停止した場合に

は工程室排風機がインターロックにより停止する又は地震により工程

室排風機も停止するため，ＭＯＸ粉末を取り扱う地下３階から地上１

階までＭＯＸ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆動力がないことか

ら，外部への放射性物質の放出には至らない。 

(３) 「排気経路の維持機能」の喪失及び「排気機能」の喪失 

「排気経路の維持機能」の喪失及び「排気機能」の喪失により，グ

ローブボックスから排気経路外にＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があ

る。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない「排気経路の維持機能」及び「排気機能」が喪失し，室内にＭ

ＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，地震が発生した場合には工程

を停止すること及び基準地震動を超える地震動の地震の発生時には全

送排風機を停止することから，外部への放射性物質の放出には至らな

い。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「排気機能」は喪失するが，「排気経路の維持機能」を構成する機

器は静的機器であるため，機能を喪失しない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「排気機能」は喪失するが，「排気経路の維持機能」を構成する機
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器は静的機器であるため，機能を喪失しない。 

(４) 「ＭＯＸの捕集・浄化機能」の喪失 

「ＭＯＸの捕集・浄化機能」の喪失により，高性能エアフィルタに

より捕集されるＭＯＸ粉末が捕集されずに放出される可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない「ＭＯＸの捕集・浄化機能」が喪失し，高性能エアフィルタに

より捕集されるＭＯＸ粉末が捕集されずに放射性物質が外部へ放出さ

れる可能性があるが，地震が発生した場合には工程を停止すること，

基準地震動を超える地震動の地震の発生時には全送排風機を停止する

こと及び駆動力を有する事象が発生しないことから，外部への放射性

物質の放出には至らない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「ＭＯＸの捕集・浄化機能」を構成する機器は静的機器であるため，

機能を喪失しない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「ＭＯＸの捕集・浄化機能」を構成する機器は静的機器であるため，

機能を喪失しない。 

(５) 「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」の喪失及び「排

気機能」の喪失 

「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」の喪失及び「排

気機能」の喪失により，焼結炉等の閉じ込めに関連する経路外にＭＯ

Ｘ粉末が漏えいする可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と
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しない「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」及び「排気

機能」が喪失するが，焼結炉等内の核燃料物質の形態は，安定な形態

であるグリーンペレット又はペレットであり，これらが粉砕され粉末

状になるような事象及び駆動力を有する事象がなければ放射性物質が

外部に放出されることはない。このため，「焼結炉等の閉じ込めに関

連する経路の維持機能」及び「排気機能」が喪失したとしても，外部

への放射性物質の放出には至らない。 

なお，地震により「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」

は喪失し，「排気機能」が喪失しなかった場合，焼結炉等内に存在す

る核燃料物質は安定な形態であるグリーンペレット又はペレットであ

るため，核燃料物質が焼結炉等外に漏えいすることはない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

静的機器である「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」

は喪失しない。 

なお，「排気機能」が喪失したとしても，焼結炉等内に存在する核

燃料物質は安定な形態であるグリーンペレット又はペレットであるた

め，核燃料物質が焼結炉等外に漏えいすることはない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

静的機器である「焼結炉等の閉じ込めに関連する経路の維持機能」

は喪失しない。 

なお，「排気機能」が喪失したとしても，焼結炉等内に存在する核

燃料物質は安定な形態であるグリーンペレット又はペレットであるた

め，核燃料物質が焼結炉等外に漏えいすることはない。 

(６) 「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」及び「排気機能」

の喪失 
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「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」の喪失及び「排気

機能」の喪失により，排気機能喪失時に核燃料物質が工程室へ漏えい

する可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」及び「排気機

能」が喪失するが，「プルトニウムの閉じ込めの機能」を有するグロ

ーブボックス等の機器は地下階に設置するため，グローブボックス等

内で取り扱う核燃料物質の形態のうち，グリーンペレット及びペレッ

トの状態は容易に気相へは移行せず，粉末の形態も駆動力を有する事

象を伴わなければ外部への放射性物質の放出には至らない。このため，

「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」及び「排気機能」が

喪失したとしても，駆動力がないため外部への放射性物質の放出には

至らない。 

なお，地震により「グローブボックス給気側のＭＯＸの捕集機能」

は喪失し，「排気機能」が喪失しなかった場合は，「排気機能」を有す

るグローブボックス排風機があるグローブボックス排気設備が主たる

外部への放出経路であり，通常時と同じ放出経路であることから，公

衆への影響は平常時と同程度であるといえる。 

② 動的機器の多重故障の場合 

「排気機能」は喪失するが，「グローブボックス給気側のＭＯＸの

捕集機能」を構成する機器は静的機器であるため，機能を喪失しない。 

なお，「排気機能」の喪失によりグローブボックス排風機が停止し

ている場合には，グローブボックス内を負圧に維持できなくなり，グ

ローブボックスから工程室へＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，
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グローブボックス排風機が停止した場合には工程室排風機がインター

ロックにより停止する又は地震により工程室排風機も停止するため，

ＭＯＸ粉末を取り扱う地下３階から地上１階までＭＯＸ粉末を上昇さ

せ外部への放出に至る駆動力がないことから，外部への放射性物質の

放出には至らない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

「排気機能」は喪失するが，「グローブボックス給気側のＭＯＸの

捕集機能」を構成する機器は静的機器であるため，機能を喪失しない。 

(７) 「容器の落下防止機能，転倒防止機能」の喪失（グローブボックス

内でのＭＯＸ粉末の飛散） 

「容器の落下防止機能，転倒防止機能」の喪失により容器が落下又

は転倒し，グローブボックス内にＭＯＸ粉末が飛散することにより，

グローブボックス内の気相中の放射性物質の濃度が上昇し，平常時を

超えて外部へ多量の放射性物質が放出される可能性がある。 

① 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しない動的機器のグローブボックス内の容器の落下防止機能及び転倒

防止機能が喪失し，容器が落下又は転倒することでグローブボックス

内にＭＯＸ粉末が飛散することが考えられる。しかしながら，平常時

の放射性物質の年間放出量は，核燃料物質の気相中への移行率として

ウラン粉末を１ｍの高さから落下させた際のエアロゾル生成割合であ

る７×10-5を使用して算出している。 

このため，グローブボックス内で容器の落下又は転倒によりＭＯＸ

粉末が飛散したとしても，平常時と同程度の放出量であることから，

設計基準として整理する事象(×２)に該当する。 
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なお，グローブボックス排風機が停止している場合には，グローブ

ボックス内を負圧に維持できなくなり，グローブボックスから工程室

へＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，グローブボックス排風機

が停止した場合には工程室排風機がインターロックにより停止する又

は地震により工程室排風機も停止するため，ＭＯＸ粉末を取り扱う地

下３階から地上１階までＭＯＸ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆

動力がないことから，外部への放射性物質の放出には至らない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

グローブボックス内で容器を取り扱う機器に安全上重要な施設はな

いことから，グローブボックス内で容器を取り扱う動的機器が多重故

障により，容器の落下防止機能又は転倒防止機能を喪失することを想

定する。 

容器を取り扱う動的機器が多重故障により落下防止機能又は転倒防

止機能を喪失し，容器が落下又は転倒することでグローブボックス内

にＭＯＸ粉末が飛散したとしても，上記①と同様に，公衆への影響が

平常時と同程度であるため，設計基準として整理する事象（×２）に

該当する。 

なお，グローブボックス排風機が停止している場合には，グローブ

ボックス内を負圧に維持できなくなり，グローブボックスから工程室

へＭＯＸ粉末が漏えいする可能性があるが，グローブボックス排風機

が停止した場合には工程室排風機がインターロックにより停止する又

は地震により工程室排風機も停止するため，ＭＯＸ粉末を取り扱う地

下３階から地上１階までＭＯＸ粉末を上昇させ外部への放出に至る駆

動力がないことから，外部への放射性物質の放出には至らない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 
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安全上重要な施設とするグローブボックス内で容器を取り扱う機器

は，電源を喪失しても取扱中の容器を安全に保持することから，グロ

ーブボックス内の容器の落下又は転倒によりグローブボックスが破損

することはないため，事故の発生は想定されない。 

(８) 「容器の落下防止機能，転倒防止機能」の喪失（グローブボックス

の破損） 

「容器の落下防止機能，転倒防止機能」の喪失により容器が落下又

は転倒してグローブボックスが破損し，核燃料物質が工程室に漏えい

する可能性がある。 

① 地震の場合 

グローブボックス内に設置する基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮

した際に機能維持できる設計としない機器の容器の落下防止機能又は

転倒防止機能が喪失することが考えられる。しかし，グローブボック

ス缶体はステンレス鋼製であるため，容器が落下又は転倒してもグロ

ーブボックス缶体は破損しない。また，落下又は転倒した容器が内装

機器の架台等による干渉や容器を取り扱う機器とパネルの間の距離の

確保により，グローブボックスのパネルに直接衝突することがないこ

とから，容器の落下又は転倒によりグローブボックスが破損すること

はないため，事故の発生は想定されない。 

② 動的機器の多重故障の場合 

グローブボックスは静的機器であること，グローブボックスの損傷

を防止するための動的機器として，安全上重要な施設はないため，グ

ローブボックス内で重量物である容器を取り扱う動的機器が多重故障

により，容器の落下防止機能又は転倒防止機能を喪失することを想定

する。 
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容器を取り扱う動的機器が多重故障により落下防止機能又は転倒防

止機能を喪失し，容器が落下又は転倒することが考えられる。しかし，

グローブボックス缶体はステンレス鋼製であるため，容器が落下又は

転倒してもグローブボックス缶体は破損しない。また，落下又は転倒

した容器が内装機器の架台等による干渉や容器を取り扱う機器とパネ

ルの間の距離の確保により，グローブボックスのパネルに直接衝突す

ることがないことから，容器の落下又は転倒によりグローブボックス

が破損することはないため，事故の発生は想定されない。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

安全上重要な施設とするグローブボックス内で容器を取り扱う機器

は，電源を喪失しても取扱中の容器を安全に保持することから，グロ

ーブボックス内の容器の落下又は転倒によりグローブボックスが破損

することはないため，事故の発生は想定されない。 

(９) 「火災の発生防止の機能」及び「火災の感知・消火機能」の喪失 

「火災の発生防止の機能」の喪失により火災が発生し，「火災の感

知・消火機能」の喪失により火災が継続することにより，外部へ放射

性物質が放出される可能性がある。 

なお，外部への放射性物質の放出に至る規模の火災を想定すること

から，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，潤滑油を有する機器を

設置するグローブボックスを対象とする。 

① 地震の場合 

潤滑油を内包する安全上重要な施設とするグローブボックス内を窒

素雰囲気とすること，潤滑油が機器に収納されていること，着火源が

ないこと等の発生防止対策を講じていることから，地震による複数の

動的機器の故障を想定しても，基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮し
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た際に機能維持できる設計とする静的機器（グローブボックスの支持

構造，火災源である潤滑油を内包する機器）により，火災が発生する

条件が成立しない。また，火災が発生するためには窒素循環設備の系

統が破損した状態でグローブボックス排風機の運転の継続によりグロ

ーブボックス内が窒素雰囲気から空気に置換されるとともに，潤滑油

の温度上昇及び着火源となるスパークの発生が必要であり，このため

には偶発的な事象が同時に発生することが必要であるため，火災が発

生することは想定できない。 

しかしながら，火災が発生した場合には，静置されていたＭＯＸ粉

末が上昇気流により気相中に移行すること及び雰囲気の温度が上昇す

ることにより気体が体積膨張し，これを駆動力としてＭＯＸ粉末が外

部へ放出される可能性があることから，技術的な想定を超えて，設計

基準事故で想定した異常事象である火災の発生を想定する。また，

「火災の感知・消火機能」は動的機器であることから，地震により機

能を喪失する。 

以上より，地震の発生に伴い火災が発生し，設計基準事故に対処す

るための設備である「火災の感知・消火機能」を有する設備が地震に

より機能喪失することにより，発生した火災が継続し，火災による駆

動力により，外部へ多量の放射性物質の放出に至ることを仮定する。 

グローブボックス排風機が運転している場合には，外部への放射性

物質の放出の駆動力となり，ＭＯＸ粉末の外部への放出経路はグロー

ブボックス排気設備が主たる放出経路となるが，火災が継続すること

により設計基準事故の想定を超えて放射性物質が外部に放出される。 

しかし，グローブボックス排風機が停止している場合には，グロー

ブボックス内の負圧が維持できなくなることから，火災により気相中
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に移行したＭＯＸ粉末の一部が工程室に漏えいする可能性がある。こ

のため，火災による温度上昇に伴い，グローブボックス内及び工程室

内の雰囲気の体積膨張を駆動力として，グローブボックス排気設備又

は工程室排気設備を経由して放射性物質が外部に放出される可能性が

ある。 

② 動的機器の多重故障の場合 

潤滑油を内包する安全上重要な施設とするグローブボックス内を窒

素雰囲気とすること，潤滑油が機器に収納されていること及び着火源

がないこと等の発生防止対策を講じており，動的機器の多重故障を想

定しても，火災が発生するためには窒素循環設備の系統が破損した状

態でグローブボックス排風機の運転の継続によりグローブボックス内

が窒素雰囲気から空気に置換されるとともに，潤滑油の温度上昇及び

着火源となるスパークの発生が必要であり，このためには偶発的な事

象が同時に発生することが必要であるため，火災が発生することは想

定できない。 

しかしながら，技術的な想定を超えて，設計基準事故で想定した異

常事象である火災の発生と拡大防止対策の動的機器の単一故障に加え，

動的機器の多重故障として，設計基準事故に対処するための設備であ

る「火災の感知・消火機能」を有する設備が機能喪失することにより，

発生した火災が継続し，火災による駆動力により，外部へ多量の放射

性物質の放出に至ることを仮定する。 

「火災の感知・消火機能」は，グローブボックス温度監視装置が火

災を感知し，その情報がグローブボックス消火装置へと伝送され，グ

ローブボックス消火装置から火災が発生したグローブボックスへと消

火ガスを放出する，という一連の機能である。多重故障の対象として
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は，グローブボックス温度監視装置の機能喪失及びグローブボックス

消火装置の機能喪失が考えられる。また，グローブボックス消火装置

の起動条件として，グローブボックス排風機が起動していることが条

件であることから，グローブボックス排風機の機能喪失も対象となる。

なお，これらの機器は，全交流電源喪失が発生した場合，すべてが機

能を喪失する。 

グローブボックス排風機が運転している場合には，外部への放射性

物質の放出の駆動力となるため，ＭＯＸ粉末の外部への放出経路はグ

ローブボックス排気設備が主たる経路となるが，火災が継続すること

により設計基準事故の想定を超えて放射性物質が外部に放出される。 

グローブボックス排風機が停止している場合においては，グローブ

ボックス内の負圧が維持できなくなることから，火災により気相中に

移行したＭＯＸ粉末の一部が工程室に漏えいする可能性がある。この

ため，火災による温度上昇に伴い，グローブボックス内及び工程室内

の雰囲気が体積膨張を駆動力として，グローブボックス排気設備又は

工程室排気設備を経由して放射性物質が外部に放出される可能性があ

る。 

外部への放射性物質の放出の経路としては，グローブボックス排気

設備を経由する経路の他，グローブボックス給気系を経由して工程室

に漏えいし，工程室排気設備を経由する経路が想定される。 

③ 長時間の全交流電源喪失の場合 

火災源として特定したグローブボックス内の潤滑油による火災が発

生するためには，グローブボックス内において，燃焼の３要素である

可燃物，酸素及び着火源が揃う必要があり，そのためには機器内の潤

滑油の温度上昇，温度上昇した潤滑油の漏えい，グローブボックスの

7－添2－51



空気雰囲気化及びケーブル等のスパークによる着火が発生する必要が

ある。しかし，全交流電源喪失が発生した場合，これら燃焼の３要素

が揃うために必要である電源も喪失することから，火災は発生しない

ため，事故の発生は想定されない。 

また，全交流電源喪失時にはグローブボックス排風機が停止し，外

部への放射性物質の放出に至る駆動力がなくなるとともに，グローブ

ボックス内の窒素雰囲気が一定期間維持されることから，火災が発生

することはない。 
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ニ．重大事故の発生を仮定する際の条件を超える条件による重大事故の発

生を仮定する機器の特定 

これまでの整理の結果，重大事故の発生を仮定する際の条件においては

「臨界事故」については，重大事故の発生を仮定する機器は特定されない

が，他の施設における過去の発生実績及び事故発生時に考えられる影響と

それらの対処を踏まえて，以下に示すとおり重大事故の発生を仮定する際

の条件を超える条件を定めて事故の発生を評価する。 

臨界事故は，気体状の放射性物質及び放射性エアロゾルが発生し，外部

への放射性物質の放出量が増加すること，核分裂の連鎖反応によって放射

性物質が新たに生成すること及び放射性物質が直ちに外部に放出されると

いった特徴を有していることを踏まえ，以下の考え方に基づき重大事故の

発生を仮定する際の条件を超える条件を定めて重大事故の発生を評価す

る。 

「ハ．(イ) 臨界事故」に示すとおり，地震の場合，基準地震動の1.2

倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計としない静的機器は機能喪

失するものの，工程も停止し核燃料物質の移動も行われないことから重大

事故に至らない。 

動的機器の多重故障の場合，臨界を防止する設備として安全上重要な施

設の動的機器はなく，安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設とし

て誤搬入防止機能を有する機器の機能の喪失を想定しても，誤搬入防止機

能は秤量器，ＩＤ番号読取機，運転管理用計算機，臨界管理用計算機及び

誤搬入防止シャッタと複数の機器で構成されており，これらが全て機能を

喪失することは想定されないことから，重大事故に至らない。 

設計基準事故の選定においては，発生防止対策である誤搬入防止機能の

単一故障では核燃料物質の誤搬入が発生しないことから，誤搬入防止機能
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を構成する複数の機器の機能喪失及び運転員の誤操作により，核燃料物質

の１回の誤搬入を想定しても，臨界は発生しないことを確認している。 

重大事故の発生を仮定する際の条件下においても，上記のとおり臨界事

故の発生は想定されない。また，関連性の認められない複数の機器が同時

に機能を喪失することは想定しにくい。しかし，技術的な想定を超えて，

関連性が認められない偶発的な事象の一定程度の同時発生を考慮し，内的

事象により複数の異常が同時に発生し，かつ，それらを検知して核燃料物

質の移動を停止するための手段が機能しない状況に至るような重大事故の

発生を仮定する際の条件を超える条件として，複数の動的機器の多重故障

及び多重誤作動並びに運転員の多重誤操作により多量の核燃料物質が集積

することを想定し，臨界事故の発生の可能性を評価する。 

このため，設計基準事故の選定で想定した，誤搬入防止機能の全てが喪

失した状態が継続し，共通要因では起こり得ない機器の故障及び運転員の

誤操作が複数回続けて起こるという重ね合わせにより，核燃料物質のグロ

ーブボックス内への誤搬入が複数回継続する状況を想定することで，臨界

の発生の可能性を評価する。 

具体的には，核燃料物質が収納された容器が貯蔵施設からグローブボッ

クスに継続的に搬入され，当該グローブボックスに設定された核的制限値

を超えて核燃料物質が集積する状況を想定する。この際，各グローブボッ

クスへＭＯＸを搬送する容器のうち，１回当たりの搬送量が最も大きい容

器を用いて，未臨界質量まで搬入し続けることを想定する。ここで未臨界

質量とは，水反射体2.5cm，球形状モデルにて計算した中性子実効増倍率

が0.95以下となる質量であり，ＭＯＸの集積量が未臨界質量を超えなけれ

ば，いかなる集積状態においても臨界に至ることはないと判定する。 

本検討を全ての安全上重要な施設のグローブボックスを対象に評価を行
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った結果，最も少ない設備で25回を超える多重の故障，誤操作の発生によ

る誤搬入に至らなければ臨界の発生は想定できない。 

また，上記の多重の故障，誤操作による繰り返しの誤搬入に要する時間

は13時間であるが，ＭＯＸ燃料加工施設においては，臨界安全管理のため

の確認とは異なる以下の確認手段によって，核燃料物質が未臨界質量を超

えて集積するよりも前に，異常な集積を検知でき，工程を停止する等の措

置を講ずることができる。この確認手段は，臨界安全管理のための確認手

段とは原理が異なり，多様性を有していることから，信頼性が高く，異常

な集積が継続することによる臨界事故の発生は考えられない。 

(イ) エリアモニタによる線量当量率の上昇検知 

核燃料物質を取り扱うグローブボックスが設置される室には，ガンマ

線エリアモニタ及び中性子線エリアモニタが設置されており，測定値で

ある線量当量率については連続的に中央監視室において指示及び記録さ

れるため，測定値の変動を確認することができる。また，あらかじめ設

定した値を超えた場合には警報を発する設計としている。 

工程室のエリアモニタ付近の空間線量率は平常時で数μSv/hから数十

μSv/hを想定している。また，万一，未臨界質量まで核燃料物質が異常

に集積した場合は，約500μSv/hから約２mSv/hと想定している。 

これを踏まえて警報設定値は，平常時に想定される放射線レベルの変

動を考慮した上で，未臨界質量の核燃料物質が集積した状態における放

射線レベルより低く設定する方針である。 

このため，エリアモニタが警報を発した場合は，設備の状態確認を開

始することができ，核燃料物質の異常な集積の有無を確認し，異常な集

積が生じている場合には，工程停止等の措置を講ずることができること

から，臨界事故は発生しない。 
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(ロ) 目視による異常な集積の有無の確認 

核燃料物質が平常時の取扱量を超えて異常に集積することを想定した

場合，核燃料物質は容器から溢れ，グローブボックス内に一部が漏えい

していることが想定される。 

ＭＯＸ燃料加工施設においては，設備の健全性を確認するために，交

代勤務者の運転直の切り替え時に複数の運転員が設備の状態を目視によ

り確認することとしており，仮に通常運転時の取扱量を超えて集積が発

生している場合には，目視により異常を検知できる。 

以上より，ＭＯＸ燃料加工施設においては，臨界事故に至るおそれは

ない。 
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△
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
３
／
24
）
 

【
安
全
に
係
る
距
離
の
維
持
機
能
（
単
一
ユ
ニ
ッ
ト
相
互
間
の
距
離
維
持
）】
（
２
／
２
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流

電
源

喪

失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

原
料

Ｍ
Ｏ

Ｘ

粉
末

缶
取

出
設

備
 

原
料

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
缶

取
出

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

原
料

受
払

室
 

粉
末

調
整

第
一

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

一
次

混
合

設
備

 

原
料

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
秤

量
・分

取
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

２
室

 

粉
末

調
整

第
３
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

ウ
ラ

ン
粉

末
・回

収
粉

末
秤

量
・分

取
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

３
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

予
備

混
合

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

粉
末

調
整

第
２
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
〇

 
〇

* 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*支
持
構
造
物
は
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
を
考
慮
し
た

際
に
機
能
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
。

 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 
〇

 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 

 

 
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
４
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

１
／
10
）
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流

電
源

喪

失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

一
次

混
合

設
備

 

一
次

混
合

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

粉
末

調
整

第
６
室

 

粉
末

調
整

第
７
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

二
次

混
合

設
備

 

一
次

混
合

粉
末

秤

量
・分

取
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

４
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

ウ
ラ

ン
粉

末
秤

量
・分

取
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

４
室

 
〇

 
ウ

ラ
ン

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

 
―

 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

ウ
ラ

ン
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
ウ

ラ
ン

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

均
一

化
混

合
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

５
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
〇

 
〇

* 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*支
持
構
造
物
は
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
を
考
慮
し
た
際

に
機
能
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
。

 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
５
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

２
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
内
装
機
器
と
衝
突
す
る
こ
と
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流

電
源

喪

失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

二
次

混
合

設
備

 

造
粒

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

５
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
〇

 
〇

* 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*支
持

構
造

物
は

基
準

地
震

動
の

1.
2

倍
の

地
震

動
を

考
慮

し
た

際

に
機

能
維

持
で

き
る

設
計

で
あ

る
。
 

－
 

添
加
剤
混
合
装
置

（
A/
B）

グ
ロ
ー
ブ
ボ

ッ
ク
ス

 

静
的

 
ペ
レ
ッ
ト
加
工

第
１
室

 
〇

 
Ｍ
Ｏ
Ｘ
 

粉
末

 
〇

 
〇

* 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*支
持

構
造

物
は

基
準

地
震

動
の

1.
2

倍
の

地
震

動
を

考
慮

し
た

際

に
機

能
維

持
で

き
る

設
計

で
あ

る
。
 

－
 

分
析

試
料

採
取

設
備

 

原
料

Ｍ
Ｏ

Ｘ
分

析
試

料

採
取

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

２
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

分
析

試
料

採
取

・詰
替

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

粉
末

調
整

第
４
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
６
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

３
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
内
装
機
器
と
衝
突
す
る
こ
と
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流

電
源

喪

失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

ス
ク

ラ
ッ

プ

処
理

設
備

 

回
収
粉
末
処
理
・
詰
替

装
置
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉
末
調
整
第
６

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
 

粉
末
，
 

ペ
レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震
に
よ
り
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
が
喪
失
し
た
場

合
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
工
程
室
に
漏
え
い
す
る
が
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
を

地
下
階
か
ら
地
上
ま
で
放
出
す
る
駆
動
力
を
有
さ
な
い
た
め
重
大

事
故
に
進
展
し
な
い
。

 

－
 

回
収

粉
末

微
粉

砕
装

置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

粉
末

調
整

第
１
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

回
収

粉
末

処
理

・混
合

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

粉
末

調
整

第
７
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
〇

 
〇

* 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*支
持
構
造
物
は
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
を
考
慮
し
た
際

に
機
能
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
。

 

－
 

再
生

ス
ク

ラ
ッ

プ
焙

焼
処

理
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ス

ク
ラ

ッ
プ

処
理

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
７
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

４
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
内
装
機
器
と
衝
突
す
る
こ
と
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
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機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の
特

性
 

（静
的

/動
的

） 
設

置
室

 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流
電

源
喪 失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

ス
ク

ラ
ッ

プ

処
理

設
備

 

再
生

ス
ク

ラ
ッ

プ
受

払
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ス

ク
ラ

ッ
プ

処
理

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

容
器

移
送

装
置

グ
ロ

ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ス

ク
ラ

ッ
プ

処
理

室
 

分
析

第
３
室

 
〇

 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

粉
末

調
整

工
程

搬
送

設
備

 

原
料

粉
末

搬
送

装
置

グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
調

整
第

１
～

３
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

再
生

ス
ク

ラ
ッ

プ
搬

送
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ス

ク
ラ

ッ
プ

処
理

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

添
加

剤
混

合
粉

末
搬

送

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

ペ
レ

ッ
ト
加

工
第

１
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

調
整

粉
末

搬
送

装
置

グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 

粉
末

調
整

第
１
～

７
室

 

粉
末

一
時

保
管

室
 

ペ
レ

ッ
ト
加

工
第

１
室

 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

 

 
 

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 

 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
８
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

５
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
内
装
機
器
と
衝
突
す
る
こ
と
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
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機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

圧
縮

成
形

設
備

 

プ
レ

ス
装

置
（粉

末
取

扱
部

）グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

１

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

プ
レ

ス
装

置
（A

/B
）

（プ
レ

ス
部

）グ
ロ

ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

１

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ
ト
 

〇
 

〇
* 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*支
持
構
造
物
は
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
を
考
慮
し
た

際
に
機
能
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
。

 

－
 

空
焼

結
ボ

ー
ト
取

扱

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

１

室
 

〇
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

グ
リ
ー

ン
ペ

レ
ッ

ト
積

込
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

１

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

 
 

 

 
〇

 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
９
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

６
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

焼
結

設
備

 

焼
結

ボ
ー

ト
供

給
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

２
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し

て
も

，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進

展
し

な
い

。
 

－
 

焼
結

ボ
ー

ト
取

出
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

２
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し

て
も

，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進

展
し

な
い

。
 

－
 

研
削

設
備

 

焼
結

ペ
レ

ッ
ト
供

給
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

３
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し

て
も

，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進

展
し

な
い

。
 

－
 

研
削

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静

的
 

ペ
レ

ッ
ト
加

工
第

３
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し

て
も

，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進

展
し

な
い

。
 

－
 

研
削

粉
回

収
装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

３
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し

て
も

，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進

展
し

な
い

。
 

－
 

ペ
レ

ッ
ト

検
査

設
備

 

ペ
レ

ッ
ト
検

査
設

備
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

３
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し

て
も

，
取

り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

せ
ず

，
重

大
事

故
に

進

展
し

な
い

。
 

－
 

 

 
 

 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

 

 

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 

     

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
10
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

７
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 

選 定
 

結 果
 

核
燃

料
物

質
の

 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流
電

源
喪 失
 

有
無

 
形

態
 

プ ル ト ニ ウ ム の 閉 じ 込 め の 機 能
 

ペ
レ

ッ
ト

加
工

工
程

搬
送

設
備

 

焼
結

ボ
ー

ト
搬

送

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 

静
的

 

粉
末

調
整

第
６
室

 

ペ
レ

ッ
ト
加

工
第

１
～

４
室

 

ペ
レ

ッ
ト
一

時
保

管
室

 

分
析

第
３
室

 

〇
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

取
り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ

ク
ス

か
ら

工
程

室
に

漏
え

い
せ

ず
，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

ペ
レ

ッ
ト
保

管
容

器

搬
送

装
置

グ
ロ

ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

３
，
４
室

 

点
検

第
３
，
４
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

取
り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ

ク
ス

か
ら

工
程

室
に

漏
え

い
せ

ず
，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

回
収

粉
末

容
器

搬

送
装

置
グ

ロ
ー

ブ

ボ
ッ

ク
ス

 

静
的

 
点

検
第

３
室

 

粉
末

調
整

第
６
室

 
〇

 
Ｍ
Ｏ
Ｘ

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

原
料

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
缶

一
時

保
管

設
備

 

原
料

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末

缶
一

時
保

管
装

置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 

静
的

 
粉

末
調

整
第

１
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

粉
末

一
時

保
管

設
備

 

粉
末

一
時

保
管

装

置
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
粉

末
一

時
保

管
室

 

点
検

第
１
，
２
室

 
〇

 
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 

粉
末

 
×

 
〇

 
―

※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ

Ｘ
粉

末
が

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
が

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

ペ
レ

ッ
ト

一
時

保
管

設
備

 

ペ
レ

ッ
ト
一

時
保

管

棚
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
一

時
保

管
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

取
り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ

ク
ス

か
ら

工
程

室
に

漏
え

い
せ

ず
，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

焼
結

ボ
ー

ト
受

渡

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

１
，
４
室

 

ペ
レ

ッ
ト
一

時
保

管
室

 
〇

 
ペ

レ
ッ

ト
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

取
り
扱

う
核

燃
料

物
質

が
ペ

レ
ッ

ト
の

形
態

で
あ

る
た

め
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ

ク
ス

か
ら

工
程

室
に

漏
え

い
せ

ず
，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 

 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 

 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
11
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

８
／
10
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
器
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
内
装
機
器
と
衝
突
す
る
こ
と
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
 

7－添2－67



 

 

 ※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

※
２
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
重
量
物
が
落
下
，
転
倒
し
た
と
し
て
も
，
内
装
機
器
と
衝
突
す
る
こ
と
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
破
損
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
３
：
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
内
の
機
器
が
有
す
る
落
下
防
止
機
能
，
転
倒
防
止
機
能
が
喪
失
し
て
容
器
が
落
下
，
転
倒
し
て
Ｍ
Ｏ
Ｘ
粉
末
が
飛
散
し
た
と
し
て
も
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
は
平
常
時
と
同
程
度
で
あ
る
。
 

  
 

機 能
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備
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全
上

重
要

な
施

設
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能

の
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性
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的
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置
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内
包

物
 

起
因

事
象

に
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る
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能

喪
失
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有
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重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
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ッ

プ
貯

蔵

設
備

 

ス
ク
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ッ
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棚
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ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
・ス

ク
ラ

ッ
プ

貯
蔵

室
 

〇
 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
 

ペ
レ

ッ
ト
 

×
 

〇
 

―
※
２
※
３
 

―
 

地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
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ス
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ラ
ッ
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保

管
容
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装
置
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ー
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ボ
ッ
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Ｏ

Ｘ
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ッ
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※
２
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３
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ウ
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喪

失
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場
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Ｏ
Ｘ
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末

が
工
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に
漏

え
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す
る
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，
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Ｏ
Ｘ
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末
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地
下
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か
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地
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出
す
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駆

動
力
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重
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。
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ボ
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燃
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燃
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駆
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ッ
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検
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プ
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じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
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合
，
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燃
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物
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が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
核

燃
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物
質

を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大

事
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に
進

展
し

な
い

。
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模
試

験
設

備
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模
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混
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置
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ブ
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ッ
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ス
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粉
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ッ
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地
震

に
よ

り
プ
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ウ
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の

機
能

が
喪

失
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た
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合
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Ｏ
Ｘ
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工
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室

に
漏

え
い

す
る

が
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
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地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力
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さ
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た
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重

大
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故

に
進

展
し
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い

。
 

－
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レ
ス

装
置
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ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

 
静
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第
３
室

 
〇

 

Ｍ
Ｏ

Ｘ
 

粉
末

，
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レ

ッ
ト
 

×
 

〇
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※
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３
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地
震

に
よ

り
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

の
閉

じ
込

め
の

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
工

程
室

に
漏

え
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す
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が
，
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を
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下
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上
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△
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故
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事
象

 
 
 

×
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：設
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準
対

象
の

施
設

で
収
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可

能
 
 
 

×
２
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影
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程
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第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
12
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

９
／
10
）
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，
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機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
13
／
24
）
 

【
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機
能
】（

10
／
10
）
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機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 

 

選
定

 

結
果

 

核
燃

料
物

質
の

 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

排 気 経 路 の
 

維 持 機 能
 

グ
ロ

ー
ブ

ボ

ッ
ク

ス
排

気

設
備

 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス

か
ら

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク

ス
排

風
機

ま
で

の
範

囲
 

静
的

 
燃

料
加

工
建

屋
内

 
〇

 
－

 
×

 
〇

* 
―

 
―

 

地
震

に
よ

り
排

気
経

路
の

維
持

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，
地

震

に
よ

り
工

程
及

び
全

送
排

風
機

が
停

止
し

，
核

燃
料

物
質

は
安

定

な
状

態
と

な
る

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

 

*地
下

３
階

の
工

程
室

か
ら

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
の

漏
え

い
を

防
止

す
る

た

め
の

範
囲

は
，
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

窒
素

循
環

設
備

 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス

に
接

続
す

る
窒

素
循

環
ダ

ク
ト
 

静
的

 
燃

料
加

工
建

屋
内

 
〇

 
－

 
×

 
〇

* 
―

 
―

 

地
震

に
よ

り
排

気
経

路
の

維
持

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，
地

震

に
よ

り
工

程
及

び
全

送
排

風
機

が
停

止
し

，
核

燃
料

物
質

は
安

定

な
状

態
と

な
る

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

*地
下

３
階

の
工

程
室

か
ら

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
の

漏
え

い
を

防
止

す
る

た

め
の

範
囲

は
，
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

窒
素

循
環

フ
ァ

ン
 

静
的

 
冷

却
機

械
室

 
〇

 
－

 
×

 
―

 
―

 
―

 
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

窒
素

循
環

冷
却

機
 

静
的

 
冷

却
機

械
室

 
〇

 
－

 
×

 
―

 
―

 
―

 
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
14
／
24
）
 

【
排
気
経
路
の
維
持
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

Ｍ Ｏ Ｘ の 捕 集 ・
 

浄 化 機 能
 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

排
気

設
備

 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

排
気

フ

ィ
ル

タ
（安

全
上

重
要

な
施

設
の

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

に

付
随

す
る

も
の

。
） 

静
的

 

全
て

の
安

全
上

重
要

な
施

設
の

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

の
あ

る
工

程

室
 

〇
 

－
 

×
 

〇
* 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
Ｍ

Ｏ
Ｘ

の
捕

集
・浄

化
機

能
が

喪
失

す
る

が
，
地

震
に

よ

り
工

程
及

び
全

送
排

風
機

が
停

止
し

，
核

燃
料

物
質

は
安

定
な

状
態

と
な

る
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

*重
大

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

の
排

気
に

係
る

範
囲

に
つ

い
て

は
，
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

排
気

フ

ィ
ル

タ
ユ

ニ
ッ

ト
 

静
的

 
排

気
フ

ィ
ル

タ
第

１
室

 
〇

 
－

 
×

 
―

 
―

 
―

 
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
15
／
24
）
 

【
Ｍ
Ｏ
Ｘ
の
捕
集
・
浄
化
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故
障

 全
交
流
電

源
喪
失

 
有

無
 

形
態

 

排 気 機 能
 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

排
気

設
備

 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

排
風

機
（排

気
機

能
の

維
持

に
必

要
な

回
路

を
含

む
。
） 

動
的

 
排

風
機

室
 

〇
 

－
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震

，
多

重
故

障
又

は
全

交
流

電
源

喪
失

に
よ

り
排

気
機

能
が

喪
失

し

た
と

し
て

も
，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

た
め

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

－
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
16
／
24
）
 

【
排
気
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

 

7－添2－72



 

 

  機
能

 
設

備
 

安
全

上
重

要
な

施
設

 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流
電

源
喪
失

 
有

無
 

形
態

 

事 故 時 の 排 気 経 路 の 維 持 機 能 及 び 事 故 時 の 

Ｍ Ｏ Ｘ の 捕 集 ・ 浄 化 機 能 

－
 

・以
下

の
部

屋
で

構
成

す
る

区
域

の
境

界
の

構
築

物
 

原
料

受
払

室
，
原

料
受

払
室

前
室

，
粉

末
調

整
第

１
室

，
粉

末
調

整
第

２
室

，
粉

末
調

整
第

３
室

，
粉

末
調

整
第

４
室

，
粉

末
調

整
第

５
室

，
粉

末
調

整
第

６
室

，
粉

末
調

整
第

７
室

，
粉

末
調

整
室

前

室
，
粉

末
一

時
保

管
室

，
点

検
第

1
室

，
点

検
第

2
室

，
ペ

レ
ッ

ト

加
工

第
１
室

，
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

２
室

，
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

３
室

，
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

４
室

，
ペ

レ
ッ

ト
加

工
室

前
室

，
ペ

レ
ッ

ト
一

時
保

管

室
，
ペ

レ
ッ

ト
・ス

ク
ラ

ッ
プ

貯
蔵

室
，
点

検
第

3
室

，
点

検
第

4

室
，
現

場
監

視
第

１
室

，
現

場
監

視
第

２
室

，
ス

ク
ラ

ッ
プ

処
理

室
，
ス

ク
ラ

ッ
プ

処
理

室
前

室
，
分

析
第

３
室

 

静
的

 
各

工
程

室
 

×
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

全
て

の
起

因
事

象
に

対
し

て
機

能
喪

失
し

な
い

。
 

－
 

工
程

室

排
気

設

備
 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
等

を
設

置
す

る
工

程

室
か

ら
工

程
室

排
気

フ
ィ
ル

タ
ユ

ニ
ッ

ト
ま

で
の

範
囲

 
静

的
 

燃
料

加
工

建
屋

内
 

×
 

―
 

×
 

〇
* 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
機

能
を

喪
失

し
て

も
，
核

燃
料

物
質

を
取

り
扱

わ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

*地
下

３
階

の
工

程
室

か
ら

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
の

漏
え

い
を

防
止

す
る

た
め

の
範

囲
は

，
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

工
程

室
排

気
フ

ィ
ル

タ
ユ

ニ
ッ

ト
 

静
的

 

排
気

フ
ィ

ル
タ

第
１

室
 

×
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

全
て

の
起

因
事

象
に

対
し

て
機

能
喪

失
し

な
い

。
 

－
 

 
 

 
 

 
 

 
〇

 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
17
／
24
）
 

【
事
故
時
の
排
気
経
路
の
維
持
機
能
及
び
事
故
時
の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
の
捕
集
・
浄
化
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故
障

 全
交
流
電

源
喪
失

 
有

無
 

形
態

 

非 常 用 電 源 の 供 給 機 能
 

非
常

用

所
内

電

源
設

備
 

非
常

用
所

内
電

源
設

備
 

動
的

 
非

常
用

発
電

機
Ａ

室
 

非
常

用
発

電
機

Ｂ
室

 
×

 
－

 
×

 
〇

 
〇

 
〇

 

地
震

，
多

重
故

障
又

は
全

交
流

電
源

喪
失

に
よ

り
非

常
用

電
源

の
供

給
機

能
喪

が
喪

失
し

た
場

合
，
工

程
停

止
等

の
措

置
を

講
ず

る
こ

と

か
ら

，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
18
／
24
）
 

【
非
常
用
電
源
の
供
給
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

熱 的 制 限 値 の 維 持 機 能
 

焼
結

設
備

 
焼

結
炉

内
部

温
度

高
に

よ
る

過
加

熱
防

止
回

路
 

動
的

 

ペ
レ

ッ
ト
加

工
第

２
室

 

南
第

２
制

御
盤

室
 

制
御

第
１
室

 

×
 

－
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震

，
多

重
故

障
又

は
全

交
流

電
源

喪
失

に
よ

り
熱

的
制

限
値

の
維

持
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

，
故

障
等

を
検

知
し

て
工

程
を

停
止

す
る

こ
と

か
ら

，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

小
規

模
試

験
設

備
 

小
規

模
焼

結
処

理
装

置

内
部

温
度

高
に

よ
る

過

加
熱

防
止

回
路

 

動
的

 
分

析
第

３
室

 

制
御

第
１
，
４
室

 
×

 
－

 
×

 
〇

 
〇

 
〇

 

地
震

，
多

重
故

障
又

は
全

交
流

電
源

喪
失

に
よ

り
熱

的
制

限
値

の
維

持
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

，
故

障
等

を
検

知
し

て
工

程
を

停
止

す
る

こ
と

か
ら

，
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
19
／
24
）
 

【
熱
的
制
限
値
の
維
持
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
  

 

7－添2－75



 

 

  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

焼 結 炉 の 閉 じ 込 め に 関 連 す る 経 路 の 維 持 機 能
 

焼
結

設
備

 

排
ガ

ス
処

理
装

置
グ

ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

（上
部

） 
静

的
 

ペ
レ

ッ
ト
加

工
第

２

室
 

×
 

―
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
焼

結
炉

の
閉

じ
込

め
に

関
連

す
る

経
路

の
維

持
機

能
が

喪
失

し
た

と
し

て
も

，
場

合
，
核

燃
料

物
質

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放
出

す
る

駆
動

力
を

有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

排
ガ

ス
処

理
装

置
 

静
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

２

室
 

×
 

―
 

×
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
焼

結
炉

の
閉

じ
込

め
に

関
連

す
る

経
路

の
維

持
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

，
核

燃
料

物
質

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
核

燃

料
物

質
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

小
規

模
試

験
設

備
 

小
規

模
焼

結
炉

排
ガ

ス

処
理

装
置

グ
ロ

ー
ブ

ボ

ッ
ク

ス
 

静
的

 
分

析
第

３
室

 
×

 
―

 
×

 
〇

 
―

 
―

 

地
震

に
よ

り
焼

結
炉

の
閉

じ
込

め
に

関
連

す
る

経
路

の
維

持
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

，
核

燃
料

物
質

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
核

燃

料
物

質
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

小
規

模
焼

結
炉

排
ガ

ス

処
理

装
置

 
静

的
 

分
析

第
３
室

 
×

 
―

 
×

 
〇

 
―

 
―

 

地
震

に
よ

り
焼

結
炉

の
閉

じ
込

め
に

関
連

す
る

経
路

の
維

持
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

，
核

燃
料

物
質

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
核

燃

料
物

質
を

地
下

階
か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
20
／
24
）
 

【
焼
結
炉
の
閉
じ
込
め
に
関
連
す
る
経
路
の
維
持
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 

核
燃

料
物

質
の

 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交

流

電
源

喪

失
 

有 無
 

形
態

 

水 素 濃 度 の
 

維 持 機 能
 

水
素

・ア
ル

ゴ
ン

混
合

ガ
ス

設
備

 

混
合

ガ
ス

水
素

濃
度

高
に

よ
る

混
合

ガ
ス

供
給

停
止

回
路

及
び

混
合

ガ
ス

濃
度

異
常

遮
断

弁
（焼

結
炉

系
，

小
規

模
焼

結
処

理
系

） 

動
的

 
混

合
ガ

ス
受

槽
室

 

混
合

ガ
ス

計
装

ラ
ッ

ク
室

 
×

 
－

 
×

 
〇

 
〇

 
〇

 

地
震
，
多
重
故
障

又
は

全
交

流
電

源
喪

失
に
よ
り
水
素
濃
度

の
維
持

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
故

障
等

を
検

知
し

て
工

程
を

停
止

す
る

こ
と

か
ら

重
大

事
故

に
進

展
し

な
い

。
 

×
 

 
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
21
／
24
）
 

【
水
素
濃
度
の
維
持
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重
故

障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

有
無

 
形

態
 

焼 結 炉 等 内 の 負 圧 維 持 機 能
 

焼
結

設
備

 

排
ガ

ス
処

理
装

置
の

補
助

排
風

機
（安

全

機
能

の
維

持
に

必
要

な
回

路
を

含
む

。
） 

動
的

 
ペ

レ
ッ

ト
加

工
第

２
室

 
×

 
―

 
×

 
〇

 
〇

 
〇

 

地
震
，
多
重
故
障

又
は

全
交

流
電

源
喪

失
に
よ
り
焼
結
炉
等
内
の

負
圧
維
持

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

小
規

模
試

験
設

備
 

小
規

模
焼

結
炉

排
ガ

ス
処

理
装

置
の

補
助

排
風

機
（安

全
機

能

の
維

持
に

必
要

な
回

路
を

含
む

。
） 

動
的

 
分

析
第

３
室

 
×

 
―

 
×

 
〇

 
〇

 
〇

 

地
震
，
多
重
故
障

又
は

全
交

流
電

源
喪

失
に
よ
り
焼
結
炉
等
内
の

負
圧
維
持

機
能

が
喪

失
し

た
と

し
て

も
，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か

ら
地

上
ま

で
放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

  
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
22
／
24
）
 

【
焼
結
炉
等
内
の
負
圧
維
持
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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  機 能
 

設
備

 
安

全
上

重
要

な
施

設
 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の
 

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 
多
重
故
障

 全
交
流
電

源
喪
失

 
有

無
 

形
態

 

小 規 模 焼 結 処 理 装 置 の 加 熱 停 止 機 能
 

小
規
模
試

験
設
備
 

小
規
模
焼
結
処
理
装
置

へ
の
冷
却
水
流
量
低
に

よ
る
加
熱
停
止
回
路
 

動
的
 

分
析
第
３
室
 

制
御
第
１
，
４
室
 

×
 

－
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震
，
多
重
故
障

又
は

全
交

流
電

源
喪

失
に
よ
り
小
規
模
焼
結
処

理
装
置
の
加
熱
停
止

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，
故

障
等

を
検

知
し

て

工
程

を
停

止
す

る
こ

と
か

ら
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

－
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

×
 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

 
 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
23
／
24
）
 

【
小
規
模
焼
結
処
理
装
置
の
加
熱
停
止
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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機
能

 
設

備
 

安
全

上
重

要
な

施
設

 

機
能

の

特
性

 

（静
的

/

動
的

） 

設
置

室
 

内
包

物
 

起
因

事
象

に
よ

る
 

機
能

喪
失

の
有

無
 

重
大

事
故

に
進

展
す

る
可

能
性

 
選

定
 

結
果

 
核

燃
料

物
質

の

取
り
扱

い
 

可
燃

物
の

 
有

無
 

(潤
滑

油
) 

地
震

※
１
 

多
重

故
障

 

全
交

流
電

源
喪 失
 

有
無

 
形

態
 

火 災 の 感 知 ・ 消 火 機 能 

火 災 防 護 設 備 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

温
度

監
視

装
置

 
動

的
 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

あ

る
工

程
室

 

×
 

―
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震
又
は
多
重
故
障
に
よ
り
火
災
の
感
知
・
消
火

機
能

が
機

能
喪

失
し

，
発

生

し
た

火
災

が
継

続
し

た
場

合
，
重

大
事

故
に

進
展

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

全
交
流
電
源
喪
失
の
場
合
，
火
災
に
必
要
と
な
る
燃
焼
の
３
要
素
が
揃
わ
な

い
た
め
，
火
災
が
発
生
し
な
い
。

 

〇
 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

消
火

装
置

（安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

消
火

に
関

す
る

範

囲
。
） 

動
的

 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

あ

る
工

程
室

 

×
 

―
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震
又
は
多
重
故
障
に
よ
り
火
災
の
感
知
・
消
火

機
能

が
機

能
喪

失
し

，
発

生

し
た

火
災

が
継

続
し

た
場

合
，
重

大
事

故
に

進
展

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

全
交
流
電
源
喪
失
の
場
合
，
火
災
に
必
要
と
な
る
燃
焼
の
３
要
素
が
揃
わ
な

い
た
め
，
火
災
が
発
生
し
な
い
。

 

〇
 

延
焼

防
止

ダ
ン

パ
（安

全
上

重
要

な
施

設
の

グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

排
気

系
に

設
置

す
る

も
の

。
） 

動
的

 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

あ

る
工

程
室

 

×
 

―
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震
又
は
多
重
故
障
に
よ
り
火
災
の
感
知
・
消
火

機
能

が
機

能
喪

失
し

，
発

生

し
た

火
災

が
継

続
し

た
場

合
，
重

大
事

故
に

進
展

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

全
交
流
電
源
喪
失
の
場
合
，
火
災
に
必
要
と
な
る
燃
焼
の
３
要
素
が
揃
わ
な

い
た
め
，
火
災
が
発
生
し
な
い
。
 

〇
 

ピ
ス

ト
ン

ダ
ン

パ
（安

全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

の
給

気

系
に

設
置

す
る

も
の

。
） 

動
的

 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

あ

る
工

程
室

 

×
 

―
 

×
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震
又
は
多
重
故
障
に
よ
り
火
災
の
感
知
・
消
火

機
能

が
機

能
喪

失
し

，
発

生

し
た

火
災

が
継

続
し

た
場

合
，
重

大
事

故
に

進
展

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

全
交
流
電
源
喪
失
の
場
合
，
火
災
に
必
要
と
な
る
燃
焼
の
３
要
素
が
揃
わ
な

い
た
め
，
火
災
が
発
生
し
な
い
。
 

〇
 

Ｍ Ｏ Ｘ の 捕 集 ・ 

浄 化 機 能 

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 

排 気 設 備 

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

排
気

設
備

の
う
ち

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
の

閉
じ

込
め

の
機

能

を
有

す
る

グ
ロ

ー
ブ

ボ

ッ
ク

ス
の

給
気

側
の

う

ち
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス

の
閉

じ
込

め
機

能
維

持

に
必

要
な

範
囲

 

静
的

 

安
全

上
重

要
な

施
設

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

あ

る
工

程
室

 

×
 

―
 

×
 

〇
* 

―
 

―
 

地
震
に
よ
り
Ｍ
Ｏ
Ｘ
の
捕
集
・
浄
化
機
能
が
喪
失
し
た
と
し
て
も
，

核
燃

料

物
質

が
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

が
，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か
ら

地
上

ま
で

放

出
す

る
駆

動
力

を
有

さ
な

い
た

め
重

大
事

故
に

進
展

し
な

い
。
 

*重
大

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

の
給

気
に

係
る

範
囲

に
つ

い
て

は
，
全

て
の

起
因

事
象

に
対

し
て

機
能

喪
失

し
な

い
。
 

－
 

 
 

 
 

 
 

〇
 
： 

あ
り
 

 
×

 
： 

な
し

 

〇
 
： 

機
能

喪
失

あ
り
 

―
 
： 

機
能

喪
失

な
し

  

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 

 

第
１
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
24
／
24
）
 

【
火
災
の
感
知
・
消
火
機
能
】（

１
／
１
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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重
大
事
故
に
至
る
可
能
性
の
あ
る
 

安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
 

起
因
事
象
に
よ
り
安
全
機
能
喪
失
の

組
合
せ
が
発
生
す
る
可
能
性
 

安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
に
よ
る
重
大
事
故
に
進
展
す
る
可
能
性
 

選
定

結
果
 

区 分
 

安
全
機
能
１
 

安
全
機
能
２
 

安
全
機
能
３
 

地
震

※
１
 

多
重
故
障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

臨 界 事 故
 

搬
送
す
る
核
燃
料
物

質
の
制
御
機
能
 

核
的
制
限
値
 

（
寸
法
）
の
 

維
持
機
能
 

 
〇
 

－
 

－
 

地
震
に
よ
り
安
全
機
能
１
及
び
２
が
喪
失
し
た
場
合
，
機
器
の
搬
送
機
能
が
喪
失
す
る
と
と
も
に
，
全
工
程
停
止
の
措
置
も
と
る
こ

と
か
ら
，
核
燃
料
物
質
は
搬
送
さ
れ
ず
，
臨
界
事
故
に
至
ら
な
い
。
 

×
１
 

単
一
ユ
ニ
ッ
ト
相
互

間
の
距
離
の
維
持
機

能
 

 
 

〇
 

－
 

－
 

地
震

に
よ

り
安

全
機

能
１
が

喪
失

し
た

場
合

，
仮

に
機

器
が

変
形

し
，
核

燃
料

物
質

間
の

距
離

が
制

限
さ

れ
た

条
件

か
ら

逸
脱

し
た

場
合

に

お
い

て
も

，
核

燃
料

物
質

は
構

造
材

で
隔

離
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

，
核

燃
料

物
質

同
士

が
近

接
す

る
こ

と
は

な
く
，
臨

界
事

故
に

至
ら

な

い
。
 

△
 

核
燃
料
物
質
の
誤
搬

入
防
止
機
能
 

 
 

〇
 

〇
 

〇
 

地
震

又
は

全
交

流
電

源
喪

失
に
よ
り
安
全
機
能
１
が
喪
失
し
た
場
合
，
核
燃
料
物
質
は
搬
入
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら

核
燃

料
物

質

の
誤

搬
入

に
は

至
ら

な
い

。
 

×
 

多
重

故
障

を
想

定
し

て
も

，
安

全
機

能
１
を

構
成

す
る

機
器

の
全

て
が

喪
失

す
る

こ
と

は
な

く
，
核

燃
料

物
質

の
誤

搬
入

に
は

至
ら

な

い
。
ま

た
，
技

術
的

な
想

定
を

超
え

て
，
核
燃
料
物
質
の
複
数
回
の
誤
搬
入
を
想
定
し
て
も
，
臨
界
に
至
る
可
能
性
の
あ
る
状
態
に
到

達
す
る
ま
で
の
時
間
余
裕
が
長
く
，
異
常
の
検
知
及
び
進
展
防
止
可
能
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
臨
界
事
故
に
至
ら
な
い
。

 

△
 

〇
：
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
発
生
可
能
性
あ
り
 

－
：
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
発
生
可
能
性
な
し

 

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

第
２
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
）（

１
／
３
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
し
な
い
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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重
大
事
故
に
至
る
可
能
性
の
あ
る
 

安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
 

起
因
事
象
に
よ
り
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
が
発
生

す
る
可
能
性
 

安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
に
よ
る
重
大
事
故
に
進
展
す
る
可
能
性
 

選
定

結
果
 

区 分
 

安
全
機
能
１
 

安
全
機
能
２
 

安
全
機
能
３
 

地
震

※
１
 

多
重
故
障
 

全
交
流
電
源

喪
失
 

核 燃 料 物 質 を 閉 じ 込 め る 機 能 の 喪 失
  

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉

じ
込
め
の
機
能
 

排
気
機
能
 

 
〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
安

全
機

能
１
及

び
２
が

喪
失

し
た

場
合

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
た

だ
し

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

へ
移

行
さ

せ
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

こ
と

か
ら

外
部

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

に
は

至
ら

ず
，
重

大
事

故
へ

の
進

展
の

可
能

性
は

な
い

。
 

－
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉

じ
込
め
の
機
能
 

排
気
機
能
 

事
故
時
の
排
気
経
路
の

維
持
機
能
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
安

全
機

能
１
，
２
，
３
が

喪
失

し
た

場
合

，
核

燃
料

物
質

が
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
等

及
び

排
気

経
路

か
ら

工
程

室
へ

漏
え

い
す

る
可

能
性

が
あ

る
。
た

だ
し

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

へ
移

行
さ

せ
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

こ
と

か
ら

外

部
へ

の
放

射
性

物
質

の
放

出
に

は
至

ら
ず

，
重

大
事

故
へ

の
進

展
の

可
能

性
は

な
い

。
 

－
 

排
気
経
路
の
維
持
機

能
 

排
気
機
能
 

 
〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
安

全
機

能
１
及

び
２
が

喪
失

し
た

場
合

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

が
排

気
経

路
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

可
能

性
が

あ

る
。
た

だ
し

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

粉
末

を
地

下
階

か
ら

地
上

へ
移

行
さ

せ
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

こ
と

か
ら

建
屋

外
へ

の
放

出
に

は
至

ら

ず
，
重

大
事

故
へ

の
進

展
の

可
能

性
は

な
い

。
 

－
 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
の
捕
集
・
浄

化
機
能
 

 
 

〇
 

―
 

―
 

地
震
に
よ
り
安
全
機
能
１
が
喪
失
し
た
場
合
，
放
射
性
物
質
が
高
性
能
エ
ア
フ
ィ
ル
タ
に
よ
り
捕
集
さ
れ
ず
に
外
部
へ

放
出
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
し
か
し
，
地
震
が
発
生
し
た
際
に
は
工
程
を
停
止
す
る
こ
と
，
基
準
地
震
動
を
超
え
る

地
震
動
の
地
震
の
発
生
時
に
は
全
送
排
風
機
を
停
止
す
る
こ
と
か
ら
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
に
は
至
ら
ず
，

重
大
事
故
へ
の
進
展
の
可
能
性
は
な
い
。
 

－
 

焼
結
炉
等
の
閉
じ
込

め
に
関
連
す
る
経
路

の
維
持
機
能
 

排
気
機
能
 

 
〇

 
―

 
―

 

地
震

に
よ

り
安

全
機

能
１
及

び
２
が

喪
失

し
た

場
合

，
核

燃
料

物
質

が
焼

結
炉

等
か

ら
工

程
室

に
漏

え
い

す
る

可
能

性
が

あ

る
。
た

だ
し

，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か
ら

地
上

へ
移

行
さ

せ
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

こ
と

か
ら

外
部

へ
の

放
出

に
は

至
ら

ず
，
重

大
事

故
へ

の
進

展
の

可
能

性
は

な
い

。
 

－
 

焼
結
炉
等
の
閉
じ
込

め
に
関
連
す
る
経
路

の
維
持
機
能
 

排
気
機
能
 

事
故
時
の
排
気
経
路
の

維
持
機
能
 

〇
 

―
 

―
 

地
震

に
よ

り
安

全
機

能
１
，
２
及

び
３
が

喪
失

し
た

場
合

，
核

燃
料

物
質

が
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
等

及
び

排
気

経
路

か
ら

工
程

室
に

漏
え

い
す

る
可

能
性

が
あ

る
。
た

だ
し

，
核

燃
料

物
質

を
地

下
階

か
ら

地
上

へ
移

行
さ

せ
る

駆
動

力
を

有
さ

な
い

こ
と

か
ら

外
部

へ
の

放
出

に
は

至
ら

ず
，
重

大
事

故
へ

の
進

展
の

可
能

性
は

な
い

。
 

－
 

〇
：
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
発
生
可
能
性
あ
り
 

－
：
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
発
生
可
能
性
な
し

 

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
 
  

第
２
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
）（

２
／
３
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
す
る
こ
と
の
で
き
る
設
計
の
設
備
・
機
器
以
外
の
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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重
大
事
故
に
至
る
可
能
性
の
あ
る
 

安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
 

起
因
事
象
に
よ
り
安
全
機
能
喪
失
の

組
合
せ
が
発
生
す
る
可
能
性
 

安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
に
よ
る
重
大
事
故
に
進
展
す
る
可
能
性
 

選
定

結
果
 

区 分
 

安
全
機
能
１
 

安
全
機
能
２
 

安
全
機
能
３
 

地
震

※
１
 

多
重
故
障
 

全
交
流

電
源
喪

失
 

核 燃 料 物 質 を 閉 じ 込 め る 機 能 の 喪 失
  

容
器
の
落
下
防
止
機

能
又
は
転
倒
防
止
機

能
 

 
 

〇
 

〇
 

―
 

地
震

及
び

多
重

故
障

に
よ

り
安

全
機

能
１
が

喪
失

し
た

場
合

，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
内

で
容

器
が

落
下

す
る

が
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
缶

体

は
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
製

で
あ

る
こ

と
，
落

下
又

は
転

倒
し

た
容

器
が

内
装

機
器

の
架

台
等

に
よ

る
干

渉
や

容
器

を
取

り
扱

う
機

器
と

パ
ネ

ル
の

間
の

距
離

の
確

保
に

よ
り
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
の

パ
ネ

ル
に

直
接

衝
突

す
る

こ
と

が
な

い
こ

と
か

ら
，
容

器
の

落
下

又
は

転
倒

に
よ

り
グ

ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

が
破

損
す

る
こ

と
は

な
い

。
 

－
 

容
器
の
落
下
防
止
機

能
又
は
転
倒
防
止
機

能
 

 
 

〇
 

〇
 

―
 

地
震

及
び

多
重

故
障

に
よ

り
安

全
機

能
１
が

喪
失

し
た

場
合

，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
内

で
容

器
が

落
下

又
は

転
倒

し
，
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス

内
で

Ｍ
Ｏ

Ｘ
粉

末
が

飛
散

す
る

が
，
外

部
へ

の
放

射
性

物
質

の
放

出
量

は
平

常
時

と
同

等
で

あ
る

た
め

，
重

大
事

故
へ

の
進

展
の

可
能

性
は

な
い

。
 

×
２
 

火
災
の
発
生
防
止
の

機
能
 

火
災
の
感
知
・
消
火
機

能
 

 
〇
 

〇
 

―
 

地
震
に
よ
り
安
全
機
能
１
及
び
２
が
喪
失
し
て
も
火
災
は
発
生
は
想
定
さ
れ
な
い
が
，
技
術
的
な
想
定
を
超
え
て
火
災
の
発
生
を
想

定
し
た
場
合
，
火
災
が
消
火
さ
れ
ず
継
続
す
る
こ
と
に
よ
り
，
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
が
有
す
る
「
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
閉
じ
込
め
の
機

能
」
が
喪
失
し
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
に
至
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

〇
 

多
重
故
障
に
よ
り
，
安
全
機
能
２
が
喪
失
し
た
と
し
て
も
，
安
全
機
能
１
は
喪
失
し
な
い
た
め
，
重
大
事
故
に
進
展
し
な
い
。
し
か

し
，
技
術
的
な
想
定
を
超
え
て
，
火
災
が
発
生
し
た
状
態
（
安
全
機
能
１
が
喪
失
し
た
状
態
）
で
，
安
全
機
能
２
が
喪
失
し
て
い
る

と
，
発
生
し
た
火
災
が
継
続
す
る
こ
と
に
よ
り
，
外
部
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
に
至
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

〇
 

〇
：
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
発
生
可
能
性
あ
り
 

－
：
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
発
生
可
能
性
な
し

 

〇
：
重
大
事
故
の
発
生
を
仮
定
す
る
事
象
 
 
 
 

△
：
評
価
に
よ
っ
て
事
故
に
至
ら
な
い
事
象
 
 
 

×
１
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
で
収
束
可
能
 
 
 

×
２
：
公
衆
へ
の
影
響
が
平
常
時
と
同
程
度
 
 
 

－
：
重
大
事
故
事
象
選
定
対
象
外
 
 
 
 
 
 
  

第
２
表
 
重
大
事
故
の
選
定
結
果
（
安
全
機
能
喪
失
の
組
合
せ
）（

３
／
３
）
 

※
１
：
基
準
地
震
動
の

1.
2
倍
の
地
震
動
に
対
し
て
機
能
維
持
す
る
こ
と
の
で
き
る
設
計
の
設
備
・
機
器
以
外
の
設
備
・
機
器
の
機
能
喪
失
を
想
定
す
る
。
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第３表 重大事故の発生を仮定する機器の特定選定結果 

 

機器名称 基数 地震 多重故障 全交流電源喪失 備考 

予備混合装置グローブボックス １ 〇 〇 ― 地震の場合，８基のグロ

ーブボックスにおいて火

災が発生することを仮定

する。 

多重故障の場合，１基の

グローブボックスにおい

て火災が発生することを

仮定する。 

均一化混合装置グローブボックス １ 〇 〇 ― 

造粒装置グローブボックス １ 〇 〇 ― 

添加剤混合装置グローブボックス ２ 〇 〇 ― 

回収粉末処理・混合装置グローブボ

ックス 
１ 〇 〇 ― 

プレス装置（プレス部）グローブボ

ックス 
２ 〇 〇 ― 

〇：重大事故の起因として想定する事象 

×：重大事故の起因とならない事象 

  

7－添2－84



 

 

 

第１図 重大事故の発生を仮定する機器の特定フロー 

要因ごとに安全機能喪失状態を特定 

安全機能の喪失又は 
その組合せが発生するか？ 

No 

Yes 

設備ごとの安全機能の整理 

異常の発生防止機能，異常の拡大防止及び
影響緩和機能 

安全機能喪失に至る要因の整理 

運転管理等を考慮した候補事象の

抽出 

ステップ３： 
重大事故の発生を仮定する 
機器の特定 

ステップ１： 
設備ごとの安全機能の整理と 
機能喪失により発生する事故の分析 

重大事故の発生を仮定する機器として特定 

事故（外部への放射性物質
の放出）に至るか？ 

重大事故に至るか？ 

事故が発生しないため 

重大事故には至らない 

設計基準として 

整理するの事象 

Yes 

No 

Yes 

ステップ２： 
安全機能喪失状態の特定 

機能が維持されるため 

重大事故に至らない 

No 

重大事故の起因 

適用 
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添付３ 

ＭＯＸ燃料加工施設における仮想的な 

臨界事故の評価について 



イ．はじめに 

当社が計画しているウラン・プルトニウム混合酸化物（以下「ＭＯＸ」

という。）燃料加工施設は，主要な工程は乾式であり，十分な臨界防止対

策が講じられていることから，技術的な観点から臨界事故の可能性を検討

した結果，臨界事故の発生が想定されない施設である(１)。 

しかしながら，平成14年４月11日に原子力安全委員会で決定された「ウ

ラン・プルトニウム混合酸化物燃料加工施設に対する仮想的な臨界事故の

評価について」に従い，念のため，臨界事故を仮想し，一般公衆に放射線

障害を与えない施設であることを確認するために評価を実施した。 

なお，仮想的な臨界事故の評価に当たっては，「ウラン・プルトニウム

混合酸化物燃料加工施設に対する仮想的な臨界事故の評価について」の別

紙「仮想的な臨界事故の評価方法について」（以下「仮想的な臨界事故評

価方法について」という。）に従って，事故の設定及び被ばく評価を実施

した。 
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ロ．事故の設定 

事故の発生箇所については，ＭＯＸ粉末を取り扱う設備・機器のうち最

大容積となる成形施設の粉末調整工程の二次混合設備の均一化混合装置

（以下「均一化混合装置」という。）とする。 

また，総核分裂数は，「仮想的な臨界事故評価方法について」に記載の

最大値である５×1018個とする。 
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ハ．判断のめやす 

仮想的な臨界事故を評価し，ＭＯＸ燃料加工施設が一般公衆に放射線障

害を与えない施設であることを確認するに当たっては，「仮想的な臨界事

故評価方法について」に示された「原子炉立地審査指針」及び「原子炉立

地審査指針を適用する際に必要な暫定的な判断のめやす」に関する「非居

住区域」に係るめやす線量を参考とするほか，「核燃料施設の立地評価上

必要なプルトニウムに関するめやす線量について」を参考とし，判断のめ

やすを以下のとおりとする。 

(イ) 「非居住区域」に係る「ある距離の範囲」を判断するためのめやすと

して，以下の線量を用いる。 

(１) 甲状腺（小児）に対して1.5Sv

(２) 全身に対して0.25Sv

(ロ) 着目する必要のある各組織別の「めやす線量」として，以下の線量を

用いる。 

(１) 骨の「めやす線量」は，骨表面近くの細胞の線量として2.4Sv

(２) 肺の「めやす線量」は，３Sv

(３) 肝の「めやす線量」は，５Sv
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ニ．被ばく評価の種類 

(イ) 敷地境界外での以下の線量を求め，「原子炉立地審査指針」に記載さ

れている「非居住区域」に係るめやす線量と比較し，一般公衆に放射線

障害を与えない施設であることを確認する。 

(１) 大気中に放出される放射性物質による敷地境界外での被ばく（放射

性物質吸入による内部被ばく及び放射性雲からのガンマ線による外部

被ばく）に係る甲状腺（小児）の等価線量及び放射性雲からのガンマ

線等による全身に対する線量を求める。 

(２) ガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による敷地境界外での甲

状腺（小児）の等価線量及び全身に対する線量を求める。 

 

(ロ) 敷地境界外での以下の等価線量を求め，「核燃料施設の立地評価上必

要なプルトニウムに関するめやす線量について」に記載されているめや

す線量と比較し，一般公衆に放射線障害を与えない施設であることを確

認する。 

(１) 大気中に放出される放射性物質による敷地境界外での被ばく（放射

性物質吸入による内部被ばく及び放射性雲からのガンマ線による外部

被ばく）に係る骨，肺及び肝の等価線量を求める。 

(２) ガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による敷地境界外での骨，

肺及び肝の等価線量を求める。 
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ホ．線量評価の条件 

仮想的な臨界事故による放射性物質の移行と放出量の評価は，以下の仮

定により行う。 

(イ) 臨界に伴って新たに生成する放射性物質量は，次式で算出する。 

     ｑｉ＝λｉ･Ｙｉ･Ｐ ····························· （１） 

ここで， 

      ｑｉ：ｉ核種の生成量（Bq） 

      λｉ：ｉ核種の崩壊定数（s-1） 

      Ｙｉ：ｉ核種の収率（－） 

      Ｐ ：核分裂数（５×1018個） 

希ガスについては，希ガスによる影響が大きくなるようにウラン－

235の核分裂を想定する。よう素については，よう素による影響が大き

くなるようにプルトニウム－239の核分裂を想定する。 

均一化混合装置における仮想的な臨界事故時の放射性物質生成量及び

諸定数を第１表に示す。 

 

(ロ) 均一化混合装置におけるＭＯＸ粉末量は270kg・ＭＯＸ（kg・ＭＯＸ

はＭＯＸの質量の合計を表す。以下同じ。）とする。ここで，プルトニ

ウム富化度は最大の18％を想定し，プルトニウム量は43kg・ＨＭ（kg・

ＨＭは，金属質量を表す。）とする。 

 

(ハ) 気相中に放出される放射性物質の割合は以下のとおりとする。 

      希ガス      臨界に伴う生成量の100％(２) 

      よう素      臨界に伴う生成量の100％(２) 

      ＭＯＸ粉末    270kg・ＭＯＸの0.07％(３) 
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(ニ) 放射性物質を含む気体は，グローブボックス排気設備を経て排気筒の

排気口から放出されるものとする。 

 

(ホ) グローブボックス排気設備の高性能エアフィルタ２段は，均一化混合

装置を設置している粉末調整第５室から離れた排気フィルタ第１室に設

置しており事故の影響を受けないため健全であり，高性能エアフィルタ

２段の捕集効率を99.999％(４)とする。 

希ガス及びよう素は，高性能エアフィルタで捕集されずに100％放出

されるものとする。 

上記の解析条件に基づいて計算した一般公衆の線量に寄与する放射性物

質の大気中への放出量は，第２表のとおりである。 
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ヘ．線量の計算 

(イ) 評価の前提 

(１) 相対濃度 

仮想的な臨界事故時に放出される放射性物質が，敷地周辺の一般公

衆に及ぼす影響を評価するに当たって，放射性物質の大気拡散状態を

推定するのに必要な気象状態については，現地における出現頻度から

みて，これより悪い条件がめったに現れないと言えるものを選ばなけ

ればならない。 

そこで，仮想的な臨界事故時における影響評価に用いる放射性物質

の相対濃度（以下，「χ/Ｑ」という。）を，地上高10ｍ（標高69ｍ）

における2013年４月から2014年３月までの１年間の観測資料を使用し

て求めた。すなわち，（２）式に示すように風向，風速，大気安定度

及び実効放出継続時間を考慮したχ/Ｑを求め，方位別にその値の小

さい方からの累積度数を年間のデータ数に対する出現頻度（％）とし

て表すことにする。横軸にχ/Ｑを，縦軸に累積出現頻度をとり，着

目方位ごとにχ/Ｑの累積出現頻度分布を書き，この分布から，累積

出現頻度が97％に当たるχ/Ｑを方位別に求め，そのうち最大のもの

を仮想的な臨界事故時における影響評価に使用する相対濃度とする。 

ただし，χ/Ｑの計算の着目地点は，各方位とも敷地境界とし，着

目地点以遠でχ/Ｑが最大になる場合は，そのχ/Ｑを着目地点におけ

る当該時刻のχ/Ｑとする。 

χ/Ｑ＝ 
１ Ｔ 

Σ 
ｉ＝１ 

(χ/Ｑ)ｉ･δｉ ························· （２） 
Ｔ 

ここで， 

 χ/Ｑ  ：実効放出継続時間中の相対濃度（s/ｍ3） 

7－添3－7



 Ｔ   ：実効放出継続時間（h） 

 (χ/Ｑ)ｉ：時刻ｉにおける相対濃度（s/ｍ3） 

 δｉ  ：時刻ｉにおいて風向が当該方位にあるとき 

      δｉ＝１ 

      時刻ｉにおいて風向が他の方位にあるとき 

      δｉ＝０ 

(χ/Ｑ)ｉの計算に当たっては，方位内で風向軸が一定と仮定して

（３）式で計算する。 

(χ/Ｑ)ｉ＝ 
１ 

exp(－ 
Ｈ2 

) ········· （３） 
π･σｙｉ･σｚｉ･Ｕｉ 2σｚｉ

2 

ここで， 

 σｙｉ：時刻ｉにおける濃度分布の水平方向の拡がりの 

     パラメータ（ｍ） 

 σｚｉ：時刻ｉにおける濃度分布の高さ方向の拡がりの 

     パラメータ（ｍ） 

 Ｕｉ ：時刻ｉにおける風速（ｍ/s） 

 Ｈ  ：放出源の有効高さ（ｍ） 

方位別χ/Ｑの累積出現頻度の計算に使用する風向風速は，地表付

近の風を代表する地上高10ｍ（標高69ｍ）の風向風速とする。静穏の

場合には風速を0.5ｍ/sとして計算し，その風向は静穏出現前の風向

を使用する。 

また，放出源の有効高さは０ｍとする。 

以上により求めた方位別χ/Ｑの累積出現頻度を第１図及び第２図

に示す。 

これらの図から，臨界事故の影響評価に使用するχ/Ｑは，8.1×
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10-5s/ｍ3となる。 

(２) 相対線量 

放射性雲からのガンマ線による空気カーマについては，χ/Ｑの代

わりに空間濃度分布とガンマ線による空気カーマ計算モデルを組み合

わせた相対線量（以下，「Ｄ/Ｑ」という。）をχ/Ｑと同様な方法で

求めて使用する。ただし，空間濃度分布の計算に当たっては，方位内

で風方向軸が一定と仮定する。ガンマ線による空気カーマの計算には，

（４）式を使用する。 

Ｄγ＝Ｋ１･Ｅγ･μen 




0

∞ 

 



-∞

 ∞ 

 



0

∞ｅ-μｒ

4πｒ2 

･Ｂ(μｒ)･χ(ｘ,ｙ,ｚ)ｄｘｄｙｄｚ ······· （４） 

ここで， 

      Ｄγ：計算地点（ｘ',ｙ',０）におけるガンマ線による 

         空気カーマ率（μGy/h） 

      Ｋ１：空気カーマ率への換算係数 

         （4.46×10-4 
dis･ｍ3･μGy

ＭeＶ･Bq･h
） 

      Ｅγ：ガンマ線の実効エネルギー（ＭeＶ/dis） 

      μen：空気に対するガンマ線の線エネルギー吸収係数（ｍ-1） 

      ｒ ：放射性雲中の点（ｘ,ｙ,ｚ）から計算地点 

         （ｘ',ｙ',０）までの距離（ｍ） 

         ｒ＝ (ｘ'－ｘ)2＋(ｙ'－ｙ)2＋(０－ｚ)2 

      μ ：空気に対するガンマ線の線減衰係数（ｍ-1） 

   Ｂ(μｒ) ：空気に対するガンマ線の再生係数 

         Ｂ(μｒ)＝１＋αＢ･(μｒ)＋βＢ･(μｒ)2＋γＢ･(μｒ)3 
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 χ(ｘ,ｙ,ｚ) ：放射性雲中の点（ｘ,ｙ,ｚ）における放射性物質の濃度 

         （Bq/ｍ3） 

空気カーマ率の計算に当たっては，評価対象核種から放出されるガ

ンマ線エネルギーの相違を考慮し，評価対象核種のガンマ線の代表エ

ネルギーとして0.5ＭeＶに対する線エネルギー吸収係数，線減衰係数

及び再生係数を用い，ガンマ線の実効エネルギーを0.5ＭeＶ/disとし

て計算した値に，0.5ＭeＶ/disに対する各評価対象核種のガンマ線実

効エネルギーの比を乗じて，空気カーマ率を求める。 

このため，μen，μ，αＢ，βＢ，γＢについては，0.5ＭeＶのガン

マ線に対する値を以下のとおりとする。 

μen＝3.84×10-3ｍ-1，μ＝1.05×10-2ｍ-1 

αＢ＝1.000，βＢ＝0.4492，γＢ＝0.0038 

以上により求めた方位別Ｄ/Ｑの累積出現頻度を第３図及び第４図

に示す。 

これらの図から，臨界事故の影響評価に使用するＤ/Ｑは， 

6.5×10-19Gy/Bqとなる。 

(３) 大気中へ放出される放射性物質による線量 

排気口から大気中へ放出される放射性物質による線量の計算は，以

下の仮定に基づいて行う。 

① 放射性物質吸入による内部被ばくに係る線量 

χ/Ｑに放射性物質の全放出量を乗じて敷地境界外の地表空気中

濃度を求め，これを吸入するものとして内部被ばくに係る線量を

計算する。 

② 放射性雲からのガンマ線等による外部被ばくに係る線量 

ガンマ線による外部被ばくに係る線量については，Ｄ/Ｑに放射
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性物質の全放出量（ガンマ線実効エネルギー0.5ＭeＶ換算値）を

乗じて求める。 

ベータ線外部被ばくに係る線量については，ベータ線の飛程が短

いことより，サブマージョンモデルを用いて計算する。 

(４) ガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による線量 

臨界に伴って発生した核分裂により放射されるガンマ線及び中性子

線を線源と考え，これによる外部被ばくに係る線量の計算を以下の仮

定に基づいて行う。

① 中性子線は，評価が保守側になるようにプルトニウム－239の核分

裂に伴い放射されることを想定する。核分裂当たりのガンマ線及び中

性子線のエネルギー範囲別発生数は，文献(５)(６)に基づき設定し，第

３表に示すとおりとする。 

② ガンマ線及び中性子線は，均一化混合装置から放射される。均一化

混合装置は，地下階に設置されており，部屋壁，建物外壁等のしゃへ

い効果が期待できるが，ここでは保守側の評価として厚さ1.8ｍの普

通コンクリートを考慮する。 

 

(ロ) 解析方法 

(１) 大気中へ放出される放射性物質による線量 

敷地境界外の線量は以下の方法で計算する。 

① 放射性物質吸入による内部被ばくに係る線量 

(ＤＢ,Ｔ)ｊ＝Ｒ･χ/Ｑ･
ｉ

 {Ｑｉ･(Ｈ50,Ｔ)ｉ,ｊ} ············· （５） 

ここで， 

       (ＤＢ,Ｔ)ｊ：着目する組織ｊの内部被ばくに係る等価線量（Sv） 
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         Ｒ  ：呼吸率（ｍ3/s） 

呼吸率Ｒは，「発電用軽水型原子炉施設の安全評

価に関する審査指針」に基づき活動期間中の呼吸

率を用いる。 

骨，肺，肝の等価線量の場合 

Ｒ＝3.33×10-4ｍ3/s (７) 

甲状腺（小児）の場合 

Ｒ＝8.61×10-5ｍ3/s (７) 

        χ/Ｑ  ：相対濃度（s/ｍ3） 

        Ｑｉ  ：核種ｉの事故期間中の大気放出量（Bq） 

     (Ｈ50,Ｔ)ｉ,ｊ：核種ｉの吸入摂取による着目する組織ｊに対する 

             内部被ばくによる等価線量への換算係数 

             （Sv/Bq）(８) 

② 放射性雲からのガンマ線等による外部被ばくに係る線量 

敷地境界外におけるガンマ線外部被ばくに係る線量Ｄｒ（Sv）は，

次式で計算する。 

Ｄｒ＝Ｋ･Ｄ/Ｑ･Ｑｒ ································ （６） 

ここで， 

     Ｋ ：空気カーマから線量への換算係数(９)(10)（Sv/Gy） 

        全身に対する線量の場合 Ｋ＝１ 

        骨以外の組織の場合   Ｋ＝１ 

        骨の組織の場合     Ｋ＝２ 

    Ｄ/Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

     Ｑｒ：事故期間中の放射性物質の大気放出量（Bq） 

        （ガンマ線実効エネルギー0.5ＭeＶ換算値） 
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また，放射性雲からのベータ線による外部被ばくに係る線量Ｄβ

（Sv）は，ベ－タ線の飛程が短いことより，サブマージョンモデルに

基づき皮膚の等価線量を計算し，これに組織荷重係数（0.01）(９)を

乗じることにより次式で求める。 

Ｄβ＝0.5･Ｋ１･Ｋβ･Ｅβ･χ/Ｑ･Ｑβ･ 
10-6

3600
･0.01 ········· （７） 

ここで， 

      Ｋ１：空気吸収線量への換算係数 

         （4.46×10-4 
dis･ｍ3･μGy

ＭeＶ･Bq･h
） 

      Ｋβ：ベータ線空気吸収線量から皮膚の等価線量への換算係数 

         （1.25Sv/Gy）(11) 

      Ｅβ：ベータ線の実効エネルギー（ＭeＶ/dis） 

      χ/Ｑ：相対濃度（s/ｍ3） 

      Ｑβ：事故期間中の放射性物質の大気放出量（Bq） 

(２) ガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による線量 

臨界に伴い放射されるガンマ線及び中性子線による外部被ばくに係

る骨，肺，肝及び甲状腺（小児）の等価線量の計算は，ＡＮＩＳＮコ

ード(12)で放射線束を算出し，国際放射線防護委員会のICRP 

Publication74（９）の換算係数を用いて行う。なお，甲状腺（小児）

の等価線量への換算係数は，甲状腺の値を使用する。また，全身に対

する線量の計算は，ガンマ線については国際放射線防護委員会のICRP 

Publication74(９)及び「平成12年科学技術庁告示第５号」の換算係数

を，中性子線については「平成12年科学技術庁告示第５号」の換算係

数を用いて行う。 
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(ハ) 線量の評価結果 

上記の(イ) 評価の前提及び(ロ) 解析方法に基づいて評価した敷地

境界外の線量は以下のとおりである。 

    骨の等価線量       6.9×10-3Sv 

    肺の等価線量       5.3×10-3Sv 

    肝の等価線量       3.5×10-3Sv 

    甲状腺（小児）の等価線量 4.6×10-2Sv 

    全身に対する線量     3.6×10-3Sv 

なお，ガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による甲状腺の等価

線量は1.2×10-6Sv程度であり，無視できる程度である。 

 

  

7－添3－14



  

ト．結論 

平成14年４月11日に原子力安全委員会で決定された「ウラン・プルトニ

ウム混合酸化物燃料加工施設に対する仮想的な臨界事故の評価について」

に従い臨界事故を仮想し評価した結果，「仮想的な臨界事故評価方法につ

いて」の判断のめやすに示された線量を十分下回り，ＭＯＸ燃料加工施設

は一般公衆に放射線障害を与えない施設であることを確認した。 
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第１表 均一化混合装置における仮想的な臨界事故時の 

放射性物質生成量及び諸定数(13)(14)(15)(16) 

 

核種 （Ｘ+γ）線 

実効ｴﾈﾙｷﾞｰ

(ＭeＶ/dis) 

半減期 

 

崩壊定数 

（s-1） 

Ｕ－ 

235 

収率 

（％） 

Ｐｕ－ 

239 

収率 

（％） 

生成量 

（ＧBq） 

0.5ＭeＶ 

換算生成量 

（ＧBq） 

よう素        

Ｉ－129 0.024 1.57×107y 1.40×10-15 0.66 1.51 1.06×10-7 5.07×10-9 

Ｉ－131 0.381 8.06d 9.95×10-7 2.84 3.74 1.86×102 1.42×102 

Ｉ－132 2.253 2.28h 8.44×10-5 4.21 5.27 2.23×104 1.00×105 

Ｉ－133 0.608 20.8h 9.26×10-6 6.77 6.93 3.21×103 3.90×103 

Ｉ－134 2.750 52.6min 2.20×10-4 7.61 7.29 8.01×104 4.40×105 

Ｉ－135 1.645 6.61h 2.91×10-5 6.41 6.31 9.19×103 3.02×104 

 小計     1.15×105 5.75×105 

希ガス        

Ｋｒ－83m 0.0025 1.83h 1.05×10-4 0.53 0.29 2.79×103 1.39×101 

Ｋｒ－85m 0.159 4.48h 4.30×10-5 1.31 0.55 2.82×103 8.95×102 

Ｋｒ－85 0.0022 10.73y 2.05×10-9 0.29 0.13 2.97×10-2 1.31×10-4 

Ｋｒ－87 0.793 76.3min 1.51×10-4 2.54 0.95 1.92×104 3.05×104 

Ｋｒ－88 1.950 2.80h 6.88×10-5 3.58 1.32 1.23×104 4.80×104 

Ｋｒ－89 2.067 3.18min 3.63×10-3 4.68 1.46 8.50×105 3.51×106 

Ｘｅ－131m 0.020 11.9d 6.74×10-7 0.040 0.052 1.35 5.39×10-2 

Ｘｅ－133m 0.042 2.25d 3.57×10-6 0.19 0.23 3.39×101 2.85 

Ｘｅ－133 0.045 5.29d 1.52×10-6 6.77 6.97 5.13×102 4.62×101 

Ｘｅ－135m 0.432 15.65min 7.38×10-4 1.06 1.56 3.91×104 3.38×104 

Ｘｅ－135 0.250 9.083h 2.12×10-5 6.63 7.47 7.03×103 3.51×103 

Ｘｅ－137 0.181 3.83min 3.02×10-3 6.13 6.24 9.24×105 3.35×105 

Ｘｅ－138 1.183 14.17min 8.15×10-4 6.28 4.89 2.56×105 6.06×105 

 小計     2.11×106 4.57×106 

 合計     2.23×106 5.15×106 
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第２表 放射性物質の大気中への放出量 

 

核種 放出量 

（Bq） 

 核種 放出量 

（ＧBq） 

0.5ＭeＶ換算 

放出量（ＧBq） 

Ｐｕ－238 8.41×107 よう素   

Ｐｕ－239 4.47×106 Ｉ－129 1.06×10-7 5.07×10-9 

Ｐｕ－240 8.04×106 Ｉ－131 1.86×102 1.42×102 

Ｐｕ－241 1.77×109 Ｉ－132 2.23×104 1.00×105 

Ａｍ－241 2.00×107 Ｉ－133 3.21×103 3.90×103 

合計 1.89×109 Ｉ－134 8.01×104 4.40×105 

  Ｉ－135 9.19×103 3.02×104 

  小計 1.15×105 5.75×105 

  希ガス   

  Ｋｒ－83m 2.79×103 1.39×101 

  Ｋｒ－85m 2.82×103 8.95×102 

  Ｋｒ－85 2.97×10-2 1.31×10-4 

  Ｋｒ－87 1.92×104 3.05×104 

  Ｋｒ－88 1.23×104 4.80×104 

  Ｋｒ－89 8.50×105 3.51×106 

  Ｘｅ－131m 1.35 5.39×10-2 

  Ｘｅ－133m 3.39×101 2.85 

  Ｘｅ－133 5.13×102 4.62×101 

   Ｘｅ－135m 3.91×104 3.38×104 

   Ｘｅ－135 7.03×103 3.51×103 

   Ｘｅ－137 9.24×105 3.35×105 

   Ｘｅ－138 2.56×105 6.06×105 

   小計 2.11×106 4.57×106 

   合計 2.23×106 5.15×106 
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第３表 核分裂当たりのガンマ線及び中性子線の 

エネルギー範囲別発生数（１／３） 

 

（ガンマ線）(５) 

上限エネルギー 

（ＭeＶ） 

核分裂当たりの 

ガンマ線発生数 

（γ/fission） 

1.40×101 0.00 

1.20×101 0.00 

1.00×101 0.00 

8.00 0.00 

6.50 1.20×10-2 

5.00 5.80×10-2 

4.00 1.59×10-1 

3.00 2.45×10-1 

2.50 5.90×10-1 

2.00 7.30×10-1 

1.66 9.58×10-1 

1.33 1.37 

1.00 2.25 

8.00×10-1 3.66 

6.00×10-1 3.66 

4.00×10-1 1.34 

3.00×10-1 1.33 

2.00×10-1 1.20 

1.00×10-1 3.70×10-1 

5.00×10-2 1.68×10-1 

計 1.81×101 
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第３表 核分裂当たりのガンマ線及び中性子線の 

エネルギー範囲別発生数（２／３） 

 

（中性子（１／２））(６)(17) 

上限エネルギー 

（ＭeＶ） 

核分裂当たりの 

中性子線発生数 

（ｎ/fission） 

 上限エネルギー 

（ＭeＶ） 

核分裂当たりの 

中性子線発生数 

（ｎ/fission） 

1.49×101 1.97×10-4 1.22 1.17×10-1 

1.35×101 5.26×10-4 1.11 1.08×10-1 

1.22×101 1.25×10-3 1.00 9.93×10-2 

1.11×101 2.66×10-3 9.07×10-1 9.05×10-2 

1.00×101 5.17×10-3 8.21×10-1 8.20×10-2 

9.05 9.23×10-3 7.43×10-1 7.39×10-2 

8.19 1.53×10-2 6.72×10-1 6.63×10-2 

7.41 2.36×10-2 6.08×10-1 5.92×10-2 

6.70 3.43×10-2 5.50×10-1 5.27×10-2 

6.07 4.72×10-2 4.98×10-1 4.67×10-2 

5.49 6.19×10-2 4.50×10-1 4.13×10-2 

4.97 7.75×10-2 4.08×10-1 3.64×10-2 

4.49 9.34×10-2 3.69×10-1 3.21×10-2 

4.07 1.09×10-1 3.34×10-1 2.81×10-2 

3.68 1.22×10-1 3.02×10-1 2.46×10-2 

3.33 1.34×10-1 2.73×10-1 2.16×10-2 

3.01 1.43×10-1 2.47×10-1 1.88×10-2 

2.73 1.49×10-1 2.24×10-1 1.64×10-2 

2.47 1.52×10-1 2.02×10-1 1.43×10-2 

2.23 1.53×10-1 1.83×10-1 1.24×10-2 

2.02 1.51×10-1 1.66×10-1 1.08×10-2 

1.83 1.47×10-1 1.50×10-1 9.38×10-3 

1.65 1.41×10-1 1.36×10-1 8.14×10-3 

1.50 1.34×10-1 1.23×10-1 7.05×10-3 

1.35 1.26×10-1 1.11×10-1 1.37×10-2 
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第３表 核分裂当たりのガンマ線及び中性子線の 

エネルギー範囲別発生数（３／３） 

 

（中性子（２／２））(６)(17) 

上限エネルギー 

（ＭeＶ） 

核分裂当たりの 

中性子線発生数 

（ｎ/fission） 

 上限エネルギー 

（ＭeＶ） 

核分裂当たりの 

中性子線発生数 

（ｎ/fission） 

8.66×10-2 9.64×10-3 1.67×10-4 8.49×10-7 

6.74×10-2 6.65×10-3 1.30×10-4 5.83×10-7 

5.25×10-2 4.61×10-3 1.01×10-4 4.01×10-7 

4.09×10-2 3.18×10-3 7.89×10-5 2.76×10-7 

3.18×10-2 2.20×10-3 6.14×10-5 1.89×10-7 

2.48×10-2 1.52×10-3 4.79×10-5 1.30×10-7 

1.93×10-2 1.05×10-3 3.73×10-5 8.95×10-8 

1.50×10-2 7.20×10-4 2.90×10-5 6.15×10-8 

1.17×10-2 4.95×10-4 2.26×10-5 4.23×10-8 

9.12×10-3 3.41×10-4 1.76×10-5 2.90×10-8 

7.10×10-3 2.35×10-4 1.37×10-5 2.00×10-8 

5.53×10-3 1.61×10-4 1.07×10-5 1.37×10-8 

4.31×10-3 1.11×10-4 8.32×10-6 9.43×10-9 

3.35×10-3 7.63×10-5 6.48×10-6 6.48×10-9 

2.61×10-3 5.25×10-5 5.04×10-6 4.46×10-9 

2.03×10-3 3.61×10-5 3.93×10-6 3.06×10-9 

1.58×10-3 2.48×10-5 3.06×10-6 2.10×10-9 

1.23×10-3 1.70×10-5 2.38×10-6 1.45×10-9 

9.61×10-4 1.17×10-5 1.86×10-6 9.94×10-10 

7.49×10-4 8.05×10-6 1.45×10-6 6.83×10-10 

5.83×10-4 5.53×10-6 1.13×10-6 4.70×10-10 

4.54×10-4 3.80×10-6 8.76×10-7 3.23×10-10 

3.54×10-4 2.61×10-6 6.83×10-7 2.22×10-10 

2.75×10-4 1.80×10-6 5.32×10-7 1.52×10-10 

2.14×10-4 1.24×10-6 4.14×10-7 3.35×10-10 

   計 3.15 
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